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平成 23 年 3 月 11 日 の 東日本 大 震 災 津波 の 発生 か ら 10 年 が 経ち まし た 。 
改め て 、 犠 牲 に な られ た 方 々 の 御 冥福 を お 祈り いた し ます と と も に 、 

御 遺 族 や 被災 され た 方 々 に 、 心 か ら お 見 舞い を 申し 上 げ ま す 。 

この 間 、 東 京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 事故 に よっ て 放出 され た 放射 性 物質 に より 、 食 健康 
へ の 不安 の 高まり 、 農 林 水 産物 の 出荷 制限 や 各種 産業 に お ける 風評 被害 な ど 、 県 民生 活 に 多大 な 
影響 が 及 ん で いま す 。 

原発 事故 の 発生 以来 、 岩 手 県 で は 、 市 町 村 等 と 密接 に 連携 し 、 県 民 の 健康 と 食 の 安全 ・ 安 心 を 
確保 する 観点 か ら 、 学 校 な どの 生活 空間 に お ける 放射 線量 の 測定 や 除 染 等 の 放射 線量 の 低減 措置 
の 実施 、 県 産 食 材 や 学校 給食 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 、 子 ども の 健康 影響 調査 、 消 費 者 に 対 
する 県 産品 の 魅力 の 情報 発信 な ど 、 様 々 な 放射 線 影響 対策 を 実施 し て きま し た 。 

今日 に お いて は 、 県 内 の 放射 線量 は 低 値 で 安定 し 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 
出荷 制限 と な っ て いた 品目 の 一 部 で は 解除 され た も の も あり ます 。 

し か し 、 出 荷 制限 が 継続 し て いる 品目 も あり 、 県 民 の 放射 性 物質 に 対す る 不安 は いま だ 払拭 され 
て いま せん 。 ま た 、 除 染 に 伴っ て 発生 し た 土砂 や 農林 業 系 副産物 の 処理 、 各 種 産業 に お ける 風評 
被害 な ど 、 放 射 性 物質 の 影響 が 依然 と し て 続い て いる こと か ら 、 こ れ ら の 課題 の 解決 に 向け て 、 引 
き 続き 放射 線 影 響 対 策 に 取り 組ん で いき ます 。 

これ ら 放 射線 影響 対策 に 要する 費用 は 、 全 て 当該 事故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 第 一 義 的 に 責 
任 を 負う べき も の で あり 、 風 評 被害 等 に よる 民間 事業 者 の 損害 も 含め 、 岩 手 県 で 発生 し て いる 全て 
の 損害 に つい て 、 被 害 の 発生 する 限り 、 被 害 の 実態 に 肥 し た 十分 な 賠償 を 完遂 する よう 求め て いき 
まず すず 。 
また 、 令 和 3 年 4 月 に 、 国 は 、2 年 後 を 目途 に 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 処理 水 を 海洋 放 
出す る 準備 を 進め る 基本 方 針 を 決定 し まし た 。 処理 水 の 処分 に つい て は 、 い まだ 国内 外 の 理解 が 
十分 に 得 ら れ て いる と は 言え な いこ と か ら 、 国 の 責任 に お いて 関係 団体 や 関係 市 町 村 等 に 対す る 丁 
寧 な 説明 と 真 撃 な 対話 を 継続 する 必要 が あり ます 。 
この 報告 書 は 、 こ の よう に 多岐 に わた る 岩手 県 の 放射 線 影 響 対策 の 現状 を 記録 し 、 広 く 情 報 発信 
し て いく た め 、 令 和 2 年 度 に 県 、 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 の 状況 及び 令 和 3 年 度 の 実 
施 計画 を 取り まとめ た も の で す 。 本 書 が 、 本 県 放射 線 影響 対策 に つい て 県 民 の 皆様 を 始め と する 多 
く の 方 々 の 理解 を 深め て いた だ く 一 助 と な れ ば 幸い で す 。 
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【 本 書 の ご 利用 に 当たっ て 】 

本 県 で 行っ て いる 各種 測定 に は 、 県 立 学校 や 県 有 施 設 な どの 放射 線量 を 測定 する も の と 、 食 品 中 や 水道 水 、 河 川 水 な 
どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の が あり 、 そ れ ぞ れ 測 定 単位 が 異な り ま す 。 

放射 線量 の 測定 単位 に は 「 シ ー ベ ルト (Svy)」 な ど が あり 、 シ ー ベ ルト は 放射 線 に よっ て 人 体 に 影響 が あめ る か を 表す 
単位 で す 。 そ の 他 、 物 質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 と し て 「 グ レイ (Gy)」 が あり ます 。 

放射 性 物質 濃度 の 測定 単位 に は 「 ベ クレ ル (Bq) 」 が あり 、 ベ クレ ル は 、 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 で す 。 

本 書 で は 、 測 定 結果 に つい て 、 測 定 値 と 測定 単位 を 用 いて 記載 し て いま す が 、 各 章 の 本 文中 、 最 初 の 記載 は 以下 の と 
お り 読 み 方 を 記載 し て いま す 。 


:① 放射 線量 の 単位 〇 OSv/h (読み 方 : 毎時 O 〇 〇 マイ クロ シー ベル ト )  ※ 〇 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 
1 時 間 当たり の 放射 線量 を 表し ます 。 (マイ クロ ) と は 百 万 分 の 1 (1/1000000) を 表す 単位 で す 。 そ の 他 、, 
! 。 シー ベル ト を 用 いた 単位 に は mSv (ミリ シー ベル ト (m (ミリ ) は 千 分 の 1 (1/1000) を 表す 単位 )) な ど が あり ます 。, 
:② 放射 性 物質 濃度 の 単位 〇 OBq/kg (読み 方 : 1 キロ グラ ム 当 た り 〇 〇 ベク レル ) ※ 〇 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 ， 
1 kg 当たり の 放射 性 物質 濃度 を 表し ます 。 そ の 他 、 ベ クレ ル を 用 いた 単位 と し て 、Bq/m* (1 平方 メー トル 当 、 
た り の ベク レル ) 、 Bq/m? ( 1 立方 メー トル 当たり の ベク レル ) 、Bq/ (1 リッ トル 当たり の ベク レル ) 、Bo/ 日 (1 ! 
日 当たり の ベク レル ) な ど が あり ます 。 


また 、 本 文中 に お いて 繰り 返し 記載 し て いる 主 な 用 語 、 企 業 名 に つき まし て は 、 以 下 の と お り 統 一 し た 記載 と し て い 
ます の で 御 参照 くだ さい 。 


:① 空間 線量 率 : 対象 と する 空間 の 単位 時 間 当 た り の 放射 線量 を いい ます 。 

Sv/h (毎時 マイ クロ シー ベル ト ) や nGy/h (毎時 ナノ グレ イ ) の 表示 単位 が あり ます 。 

' @ 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 、 特措法 : 「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴 ， 

う 原 子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 を いい ます ， 
(法律 の 詳細 に つい て は 、3 ペー ジ 参 照 ) 。 

: ③ 重点 調査 地域 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 を いい ます 。 

: ④ 東京 電力 : 東京 電力 ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 を いい ます 。 

:⑤ 原発 事故 : 東京 電力 ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 を いい ます 。 
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岩手 県 の 現状 1 生活 空間 の 放射 線量 の 状況 





平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 津 波 に 伴 
う 原発 事 逆 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 
安全 を 守る た め 、 県 と 市 町 村 で は 、 平 成 25 年 度 ま で に 
放射 線量 を 測定 する モニ タリ ング ポス ト や 可 搬 型 放射 線 
量 測定 機 ( サ ー ベ イメ ー タ ) 等 の 整備 を 進め 、 県 内 各 
地 で きめ 細やか な 測定 に 取り 組ん で きま し た 。 人 

県 で は 、 生 活 環境 へ の 影響 を 適切 に 把握 する た め 、 
モニ タリ ング ポス ト を 10 台 ( 人 原発 事故 以前 は 1 台 の み ) ーー エーーー ニーーーーーー 
に 増設 し て 空間 線量 率 を 測定 し 、 そ の 結果 を リア ル タ a 
イム で ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 その 測定 結果 
(下図 ) か ら 空 間 線 量 率 が 順調 に 低減 し て さて お り 、 aa 
今後 は 概ね 横ばい で 推移 し て いく と 考え られ ます 。 | 

加え て 、 県 内 の 代表 的 な 55 地点 に お いて 、 県 の 職 a 
員 が サー ベイ メー タ で 空間 線量 率 を 定期 的 に 測定 し 、 
その 結果 を ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て 公表 する な どの 取 
組 を 行っ て いま す , 

令 和 3 年 度 も 、 こ れ ら の 測定 を 継続 し 、 迅 速 に 情 











































































































報 提供 し て いき ます 。 図 は 、 国 土地 理 院 発行 の 数値 地図 50000 (地図 画像 ) を 使用 し て いま す 。 
































(測定 機器 の 詳細 に つい て は 、18 ペー ジ 参 照 ) 環境 放射 線 モ ニタ リン グ シ ステ ム HP 
(モニ タリ ング ポス ト 測 定 結 果 の 地図 表示 ) 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


岩手 県 の 現状 2 岩手 県 産 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 状況 








本 県 で 生産 され た 食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 
部 が 示す ガイ ドラ イン や 県 の 「 県 産 食材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 計 画 的 な 
検査 を 実施 し 、 検 査 結果 の 速やか な 公表 に 努め 、 県 民 の 食 の 安全 安心 の 確保 と 風評 
被害 の 防止 を 図っ て いま す 。 

農林 水産 物 に つい て は 、「 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 等 に 基 
づき 、 県 内 で 生産 (入 泊 钨 ) され る 主 な 農林 水産 物 に つい て 、 Se 
を 実施 し て いま す 。 流通 食品 に つい て は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 収 去 検査 (食品 関係 
施設 か ら 食品 等 を 無償 で 持ち 帰る 検査 ) を 実施 し て いま す 。 また 、 野 生 山 菜 ・ 野 生 
きのこ の 全市 町 村 検 査 や 野生 鳥獣 肉 の 検査 に つい て も 計画 的 に 実施 し て いま す 。 

検査 の 結果 、 国 の 基準 値 00 Bq/kg (一 般 食 品 の 場合 )) を 超え た 場合 に は 、 出 
荷 制限 や 販売 者 に よる 自主 回 収 な ど を 行っ て いま す 。 

岩手 県 産 食 材 等 に つい て 平成 23 年 度 か ら 令 和 2 年 度 まで 217,599 件 の 検査 を 実施 検査 の 様子 
し た 結果 、 国 の 基準 値 ( 平 成 23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け 、 
野生 山菜 、 野 生き の こ 及 び 野 生 鳥獣 肉 な ど 387 点 で し た が 、、 平 成 24 年 度 の 25, 276 件 中 の 260 件 (超過 率 
1.03%) を ピー ク に 大 きく 減少 し 、 令 和 2 年 度 は 7,452 件 中 の 16 件 (超過 率 : 0.219%) と な っ て いま す 。 

これ まで 国 の 基準 値 を 超過 し 、 出 荷 制限 等 を 受け た 品目 に つい て 、 県 で は 解除 に 向け た 検査 を 行い 、 
国 の 基準 値 を 下回っ て いる こと な どの 安全 性 を 確認 する た め の 取 組 を 進め て いま す 。 令 和 3 年 3 月 末 ま で 

に 安全 性 が 確認 され た 合計 21 品目 の 出荷 制限 が 解除 され て いま す (一 部 解除 品目 を 含む 。 ) 。 






















































































































































































































































































出荷 制限 の 解除 品目 ( 令 和 3 年 3 月 末 現 在 ) 
品目 名 対象 地域 等 ※ 一 部 解除 

大 豆 一 阅 市 ( 旧 缀 清水 村 ) 

ee 盛岡 市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 、 
奥州 市 ( 旧 衣 川村 ) 

率 | 牛 岩手 県 全域 

盛岡 市 、 花巻 市 ※、 北上 市 ※、 山 田町 %※、 大 

原木 し いた け | 船渡 市 ※、 遠 野市 ※、 一 関 市 ※、 陸 前 高田 市 

(露地 栽培 ) “| ※、 住 田町 ※、 大 構 町 *、 釜 石 市 ※、 奥 州 市 
※、 金 ケ 崎 町 ※、 平 泉町 

原木 し いた け 


(施設 栽培 ) ー 関 市 、 奥 州 市 



































原木 な めこ ee 

(全 地 入 志 。。| 大和 市 

フキ (野生 ) | 奥州 市 

セリ (野生 ) | 一 関 市 、 奥 州 市 

了 前 高田 市 (気仙 町 、 旧 広田 町 、 上 高田 

タケ ノコ 町 、 旧 小 友 村 、 旧 竹 駒 村 及 び 旧 米 崎村 

一 関 市 ( 旧 大 東町 、 旧 東山 町 及び 旧 薩 沢 困 ) 

a 南部 池 の 海 健 高 市 当 の 
含む 


ヒラ メ EE IE 
高田 市 沖の 一 部 を 含む 
































RE 釜石 海域 
Se 2 南部 当 の 江島 前 市 当 の 一 を 


準 値 以 下 me 基準 値 超過 ”一 基 淮 值 超过 割 合 クロ ダイ SR 部 在 




















ウグイ 5 大 川 、 北 上 川 ( 四 十 四 田 ダム 下流 ) 

岩手 県 産 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 推移 ws 
早生 労働 省 集計 数 値 に よる ) イワ ナ 磐井 川 

茶 陸前 高田 市 

くわ い (露地 栽培 平泉 町 

コ ゴ ミ ( 野 生 ) 花巻 市 

釜石 市 ※\、 大 樋 町 ※ 



























































岩手 県 の 現状 | 司 


岩手 県 の 現状 3 際 染 の 状況 


平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 原発 事故 に より 放出 され た 放射 
性 物質 の 影響 に より 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 3 市 町 で は 
平成 23 年 9 月 に 実施 され た 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 な ど で 、 空 
間 線 量 率 が 0. 23 mg Sv/h (毎時 マイ クロ シー ベル ト ) 以上 の 区 域 
が 確認 され た た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 平 
成 23 年 12 月 に 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 され まし た 。 
指定 を 受け た 3 市 町 で は 、 生 活 空間 の 除 染 に つい て 、 PW 
長 時 間 滞 在 す る 施設 を 優先 的 に 除 染 し 、 平 成 25 年 3 月 末 ま で に 「 学 
校 ・ 保 育 園 ・ 公 園 ・ ス ポー ツ 施 設 」 に お ける 除 染 が 完了 し まし た 。 
県 が 実施 し て いる サー ベイ メー タ に よる 主要 地点 の 空間 線量 率 の 
測定 結果 を みて も 、 原 発 事故 以降 順調 に 低減 し て いま す 。 
奥州 市 と 平泉 町 に つい て は 、 平 成 25 年 度 未 まで に 除 染 実施 計 
画 に 記載 され て いる 除 染 が 終了 し て お り 、 一 関 市 に お いて も 、 平 
成 28 年 度 未 で 除 染 が 終了 し まし た 。 測定 結果 等 に より 新た に 除 
ee 
る 予定 と され て いま す 。 
な お 、 令 和 3 年 3 月末 現 在 に お いて 、 生 活 圏 の 除 染 等 に より 生じ る 土壌 等 の 具体 的 処分 方 法 が 国 
示さ れ て いな いた め 、 除 染 に より 生じ た 除去 土壌 等 の ほとん ど が 現場 で 一 時 保管 され て いま す 。 






































































































































県 内 に NG tt 0 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 























r 
【 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 】 

正式 名 称 を 、 「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 

され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に RN この 法律 は 、 東 京 電力 原子 力 発電 所 

事故 に 伴う 放射 性 物質 の 拡散 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関し 、 国 、 地 方 公共 団体 、 関 係 原 子 力 事 業者 等 が 講ず 

べき 措置 等 に つい て 定め る こと に A TA 又は 生活 環境 へ の 影響 を 速やか に 軽減 する こ 

と を 目的 と し て 制定 され た も の で 、 平 成 23 年 8 月 30 日 に 公布 、 平 成 24 年 1 月 1 日 に 全面 施行 と な っ た 。 

【 汚 染 状 況 重点 調査 地域 】 
地域 の 平均 的 な 放射 線量 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 地域 を 含む 市 町 村 を 、 地域 内 の 事故 由来 放射 性 
物質 に よる 環境 の 汚染 の 状況 に つい て 重点 的 に 調査 測定 を する こと が 必要 な 地域 と し て 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特 
別 措置 法 に 基づき 市 町 村 単 位 で 指定 され た 地域 。 本 県 で は 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 3 市 町 が 指定 され て いる 
指定 を 受け た 市 町 村 は 、 調 査 測定 を 実施 し て 実際 に 除 染 を 行う 区 域 を 定め 、 除 染 実 施 計画 を 策定 し て 除 染 を 進め 
て いる 。 

【 除 染 実 施 計画 】 

汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 市 町 村 は 、 汚 染 の 状況 に つい て 調査 測定 を 実施 し 、 除 染 を 実施 する 
区 域 や 除 染 の 実施 者 、 手 法 な ど を 定め た 除 染 実施 計画 を 策定 する こと と され て お り 、 市 町 村 、 県 、 国 等 は 、 こ の 
計画 に 基づき 除 染 を 実施 し て いる 
























































































































































































































































































































































事 才 発生 以降 、 国 や 県 な ど で は 生活 空間 等 の 除 染 の 基準 を 設け て いま す 。 い ずれ の 基準 も 国際 放射 線 防護 委員 会 ※ 
基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 補 を 年 間 1 mSv 以下 と する こと を 目指 し て いる 点 は 共通 し 、 施 設 や 地域 等 の 状況 等 に 
測定 高 や 除 染 基準 を 適切 に 運用 し て いま す 。 
国際 放射 線 防護 委員 会 (ICRP) : 放射 線 の 人 体 な ど へ の 影響 と その 防護 に 関す る 勧告 等 を 行う 国際 組織 。 

追加 被ばく 線量 : 自然 か ら 受け る 被ばく 線量 及び 医療 に より 受け る 被ばく 線量 を 除い た 被ばく 線量 の こと 。 






















































































































































































国 の 除 染 基準 
国 に お ける 主 な 除 染 基準 と し て は 、 文 部 科学 省 所 管 の 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 に 関す る も の 、 環 境 省 所 管 の 汚染 状況 重 
点 調査 地域 に 関す る も の 、 及 び 全 域 を 対象 と し た 局所 的 汚染 箇所 に 関す る も の が あり ます 。 
いずれ の 基準 も 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 mSv 以下 と する こと を 目指 し て い 
る 点 は 共通 し て いま す が 、 学 校 等 の よう に 小学 生 が 日 常 生活 を 送る 場所 に お いて は 、 児 童 の 体格 に 合せ 測定 する 高 さ 
を 50cm と し 、 地 域 的 に 比較 的 高い 値 が 測定 され た 重点 調査 地域 に あっ て は 除 染 基準 を 毎時 0.23 Sv に する な ど 、 基 
準 が 適用 され る 状況 等 に より 測定 高 や 除 染 基準 を 運用 し て いま す 。 
な お 、 い わ ゆ る 「 ホ ッ ト ス ポッ ト 」 等 と 呼ば れる こと も ある 局所 的 な 汚染 筒 所 の 除 染 基 準 に つい て は 、 1 m の 測定 
高 で 毎時 1 Svy と な っ て いま す 。 



























































































































































































































































国 の 主 な 除 当 基 準 

管 | 上) 

学校 。 | 小学 校 等 :50cm | 空間 
(校舍 校 庭 等 中 学校 ・1m | 每 时 
污染 状况 重点 完 間 
查 地 域 的 50cm 1 m 毎時 
全域 (污染 状况 重 完 間 
的 

点 调查 地 域 含 ) 所 的 tm 毎時 
※ 面 的 : 校庭 や 公園 な どの 広い 範 局所 的 : 雨 棚 下 な ど ご く 狭 い 限ら れ 














学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に 
つい て (H23.8.26 通 知 ) 
放射 性 物質 汚染 対処 特措法 

(H24.1. 1 完全 施行 
放射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇 
所 へ の 対処 が イド イン (H24. 3 策定 ) 













































































办 
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で 部 | 品 中 に 部 
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2 県 の 除 染 基準 等 
平成 23 年 9 月 、 高 線量 で ある 箇所 に つい て 放射 線量 の 低減 措置 を 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 に 資す る こ 
と を 目的 と し て 、 国 の 通知 等 を 参考 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 を 策定 し まし た 。 
この 方 針 に つい て は 、 国 の 基準 と 同様 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 mSv 以下 と する こと を 目標 と し て お り 、 さ ら に 県 
内 の 測定 結果 等 を 勘案 し 、 県 内 全域 に お いて 、 面 的 な 広がり の ある 場合 と 雨 ど い の 下 な どの 局所 的 な 場合 を 区 別 す る 
こと な く 、 測 定 高 に つい て も 各 施 設 等 の 管理 者 が 利用 実態 に 応じ て 50cm 未満 の 高 さ で も 測定 する こと が で きる よう に 
地上 か ら の 高 さ を 特に 定め ず 、 除 染 等 の 低減 措置 を 講じ る 目安 を 毎時 1 Sv と し て いま す 。 
平成 24 年 3 月 に は 、 市 町 村 が 学校 等 や 不 特定 多数 の 方 が 利用 する 施設 に つい て 、 放射 線量 の 調査 、 低 減 措 置 を 実施 
する 除 の 参考 と な る よう 、 具 体 的 な 測定 方 法 や 低減 措置 の 方 法 に つい て 定め た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 
通 芍 : 动 孜 4 
この マニ ュ ア ル に お いて 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 定め る 目安 を 超え る 空間 線量 率 が 測定 され た 人 箇所 等 
に つい て 、 直 ち に 除 染 等 の 措置 を 講じ る こと が で き な い 場合 は 、 周 囲い を 設け る 等 、 立 入 制 限 の 措置 を 講じ る こ 
と に より 、 放 射線 被ばく の 防止 を 図る こと と し て いま す 。 



















































































































































































































































































{加 
備 


けず 、 利 用 実態 | 空間 線量 率 | 裏手 県 放射 線 調 査 ・ 低 減 事業 費 補 

















(内 全域 | 面 的 ・ | 高 さ 制限 は 設 
(※) [的 こ 応 じ 施 設 管理 者 が 判断 。 毎時 1 Sv 以上 | 助 に より 助成 。(1/2 補 
業 (10/10) の 対象 と な る 。 
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【 放 射 能 ・ 放 射線 と は 、 そ の 単位 は ?】 

放射 線 を 出す 能力 を 「 放 射 能 」 と いい 、 こ の 能力 を も っ た 物質 の こと を 「 放 射 性 物質 」 と いい ます 。 

単位 に は Bq (ベク レル ) 、Sv (シー ベル ト ) が あり 、 そ の 違い は 、 次 の と お り で す 。 

全 放射 能 : : ベク レル (Bq) … 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 

る ⑧ 放 射線 量 : シー ベル ト (Sv) … 放 射線 に よっ て どれ だ け 人 体 に 影響 が ある か を 表す 単位 

※ 単 位 で 使わ れる 「 ミ リ (m)」 は 千 分 の 1(10?) 、「 マ イク ロ (/)」 は 百 万 分 の 1 (10? を 表し ます 。 
例 ) 1 Sv (xm シベ ペル トト) 人 1Sv (YNWh) の 百 万 分 の 1 全 0.000001Sv に な り ま す 。 





















































重要 課題 DB 


重要 課題 1 原木 し いた け 生 産 環 境 の 再生 の 取組 


1 被害 の 状況 

本 県 は 、 昭 和 40 年 代 か ら 原木 しい たけ の 生産 振興 に 取り 組 

み 、 乾 し いた け は 平成 4 年 の ピー ク 時 に は 933 t を 生産 すろ な | 中 地 栽培 原木 し いた け 出 荷 制限 地域 | 
ど 、 全 国有 数 の し いた け 産 地 で ある ほか 、 全 国 品評 会 で 最高 
賞 を 受賞 する な ど 、 高 い 評 価 を 得 て き まし た 。 
平成 24 年 4 月 1 日 か ら の 国 の 新た な 食品 中 の 放射 性 物質 の 
基準 値 (100Bq/kg) に 対応 する た め 、3 月 23 日 に 「 原 木 し い 
た け 全 戸 検査 要領 」 を 策定 し 、 出荷 前 検査 を 実施 し た と ころ 、 
県 南部 を 中 心 に 14 市 町 の 露地 栽培 原木 し いた け で 基準 値 を 超 
過 し た こと か ら 、 国 か ら 出 和 荷 制限 が 指示 され まし た (盛岡 市 
、 平 成 25 年 4 月 8 日 に 全域 解除 )。 
令 和 3 年 3 月 31 日 現在 、 出 荷 制 限 が 指示 され て いる 13 市 
骨 限 が 一 部 解除 され 、 こ れ ま で に 210 名 が 生 
E し た (平成 26 年 度 に 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 
pg に 大 船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高 B 
、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 、 住 田町 及び 大 横町 、 平 成 29 年 
に 平泉 町 で 出荷 制限 が 一 部 解除 )。 
原発 事故 以降 、 風 評 被害 に より 、 電 し いた け の 市 場 f 
大 きく 下落 し まし た 。 平 成 27 年 度 に は 、 4 千 円 台 /kg まで 一 
時 的 に 回 復 し た も の の 、 翌 年 度 か ら 再 び 下 落 に 転じ 、 令 和 元 
年 は 3 千 円 台 /kg と な っ て いま す 。 

また 、 震 災 前 200 t 如 で あっ た 原木 昌 し いた け の 生産 量 は 、 平 成 24 年 以降 、 風 評 被害 に よる 市 場 1 
格 の 低迷 や 原木 価格 の 高騰 な どの 影響 に より 減少 し 、70 t 台 か ら 90 t 台 で 推移 し て お り 、 令 和 元 年 の 
原木 較 し いた け 生 産 量 は 77 t に な っ て いま す 。 








































































































































































































































































































































































































































































































2 生産 者 支援 
県 で は 、 原木 し いた け の 一 日 も 早い 産地 再生 を 図る た め 、 原発 事故 以降 、 生産 か ら 販 売 ま で の 対策 を 
市 町 村 ・ 関 係 団体 と 連携 し て 実施 し て いま す 。 
生産 ・ 出 荷 対策 と し て は 、 消 費 者 や 取引 先 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 生 産 者 全戸 を 対象 に 生 し いた け 、 
乾 し いた け 、 ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 し て いま す 。 

また 、 出 荷 再 開 に 向け 、 国 の 定め る 指標 値 (50Bq/kg) を 超過 し た 原木 ・ ほ だ 木 を 処理 する た め 、 実 
施 者 で ある 市 町 村 に 対し 全額 補助 を 行う 「 き の こ 原 木 等 処理 事業 」 を 平成 24 年 に 創設 し 、 平 成 24 年 
10 月 か ら ほ だ 場 の 落葉 層 除 去 を 、 平 成 25 年 8 月 か ら 、 落葉 層 除 去 後 の 土 壌 の ほ だ 木 へ の 上 跳ね 返り 防止 
資材 の 敷設 を 事業 の メニ ュー に 追加 し 、 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 する た め の 環 境 整 備 を 支援 し て いま 
す 。 
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経営 対策 と し て は 、 出荷 制限 や 風評 被害 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 生産 者 に 対し 、 東京 電力 か 
DO OA TDR FRG LCR MK LLOEGR 
金 」 を 平成 24 年 度 に 創設 し 、 関 係 団体 を 通じ た 資金 融通 を 行っ て いま す 。 な お 、 平 成 29 年 度 に は 、 生 
産 者 か ら の 要望 を 踏ま え 、 ee 

























































































で の 段階 的 な 貸付 限度 額 の 設定 を 廃止 する と と も に 、 貸 付 上 限 額 の 引上げ を 実施 し まし た 。 








3 原木 確保 に 向け た 取組 
東日本 の 原木 林 が 広く 汚染 され 、 し いた け 原 木 と な る コナ ラ が 全国 的 に 不足 し 、 価格 が 高騰 し て いま 
3 
県 で は 、 平成 24 年 8 月 に 、 し いた け 原 木 を 生産 する 団体 等 で 構成 する 「 し いた け 原 木 供給 連絡 会 議 」 
を 設置 し 、 生 産 者 が 必要 と する 原木 の 確保 に 向け 、 素材 生産 業者 、 市 町 村 有 林 へ の 働き か け や 、 他 県 か 
ら の 原木 供給 な ど に 取り 組ん で いる ほか 、 平 成 28 年 度 に 岩手 県 林業 技術 セン ター に 導入 し た 「 し いた 
け 原 木 非 破 壊 検 査 機 」 を 活用 し た 原木 検査 を 実施 する な ど 、 安全 な 原木 を 生産 者 に 供給 する た め の 取 組 
を 実施 し て いま す 。 
また 、 し いた け 原 木 の 確保 を 促進 する た め 、 森林 
組合 が 原木 を 安定 的 に 供給 する た め に 必要 な 資金 
の 貸付 け を 行っ て いる ほか 、 高 騰 す る 原木 価格 に 対 
応 す る た め 、 生 産 者 が 原木 購入 に 要する 経費 の 補助 
を 行っ て いま す 。 な お 、 万 が 一 生産 者 が 希望 する 原 
木 を 確保 で き な い 場合 に は 、 減 少 す る 生産 量 に つい 
て 東京 電力 に 対応 を 求め る な ど 、 意 欲 あ る 生産 者 の 
方 々 が 継続 し て 生産 を 続け られ る よう 、 引 き 続 き 全 
力 で 支援 し て いき ます 。 





































































































































































































4 消費 拡大 に 向け た イメ ー ジ アッ プ の 取組 
県 で は 、 関係 団体 と 連携 し 、 県 産 原木 軸 し いた け の 品質 全 性 の PR を 目的 と し た 販売 促進 
活動 を 実施 し て いま す 。 
令 和 2 年度 は 、「7 月 7 日 乾 し いた け の 日 」 の 関連 イベ ント と し て 、 本 県 の 肉 厚 な 原木 し いた け を P 
R す る た め 、 令 和 2 年 7 月 11 日 ・12 日 の 2 日 間 、 
関係 団体 や し いた け 生 産 者 と 連携 し て 「 お いし い ! 
岩手 の 原木 し いた け フ ェ ア 」 を 開催 し まし た 。 

原木 しい た け フ ェ ア で は 、 生 産 者 が 対面 販売 を 行 
い 、 原 木 し いた け の 良さ ( 肉 厚 や 香 ) や 乾 し いた け 
の 戻し 方 な ど に つい て お 客 様 と 笑顔 で 会 話し 、 美 味 

し さ を P R し まし た 。 

この ほか 、 県 内 各地 域 の 生産 振興 協議 会 が 、 生 産 
者 と と も に 県 内 外 で 試食 販売 会 等 の 販売 促進 活動 を 
展開 し て いま す 。 























































































































原木 し いた け フ ェ ア の 様子 











重要 課題 2 牧草 地の利 用 自粛 解除 及び 汚染 牧草 等 の 保管 の 取組 


1 牧草 地の利 用 自粛 解除 の 状況 

原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 拡散 は 、 本 県 の 公共 牧場 や 採草 
地 な どの 自給 飼料 *※ 基盤 に 大 き な 影 響 を 与え まし た 。 
県 は 、 平 成 23 年 25 年 に 牧草 の 放射 性 物質 キモ ニタ リン グ 詩 
査 を 行い 、 暫 定 許 容 値 ま 2 を 超過 し た 14 市 町 村 等 に 対し 、 牧 草 
の 利用 自粛 を 要請 し て いま す 。 

利用 自粛 と な っ た 牧草 地 16, 157ha の うち 、 急 傾斜 の た め 耕 起 

が で き な い 人 箇所 等 (以下 「 耕 起 不 能 箇所 等 」 と いう 。) を 除く 

12, 396ha に つい て は 、「 牧 草地 再生 対策 事業 」 に より 、 平 成 26 除 染 の 様子 ( 耕 起 作業 ) 

年 度 ま で に 除 染 を 完了 する と と も に 、 再 生 し た 牧草 の 放射 性 物 

質 検査 を 行い 、 暫 定 許容 値 以 下 で ある こと が 確認 され た ほ場 か ら 、 順次 、 利 用 自粛 を 解除 し て お り 、 令 和 
3 年 3 月 末 現 在 、12, 392ha (99.9%) が 解除 され て いま す 。 

また 、 耕 起 不能 箇所 等 3, 761ha に つい て も 、 国 の 通知 に 基づき 、 平 成 26 年 度 か ら 牧 草 の 放 射 性 物質 検 
査 の 結果 、 暫 定 許 容 値 以下 で ある こと が 確認 され た ほ場 の 利用 自粛 を 解除 し て お り 、 令 和 3 年 3 月 末 現 在 、 
3, 746ha (99.69%) が 解除 され て いま す 。 






































































































































































































































※1 給 飼料 

農家 自ら 又は 地域 の 生産 組織 等 に 作業 依頼 し て 、 作 付け や 収穫 を する 家畜 飼料 (牧草 、 飼 料 用 トウ モロ コシ 等 ) の こと 。 
※2 暫定 許容 値 
国 が 設定 し た 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放射 性 物質 の 量 。 邊 は 、100Bq/kg。 た だ し 、 乳 生 は 、 生 産 者 団体 か ら の 要請 に 
より 、 県 が 原 乳 (搾っ た まま の 和牛 の 乳 ) 中 の 放射 性 物質 を 10Bq/kg 未満 と する た め 、50Bq/kg に 設定 。 

















































































































【 牧 草地 の 利用 自粛 解除 状況 】 




















区 分 
解除 


除 染 対象 箇所 12, 392 (99.9) 
耕 起 不能 箇所 等 3, 746 (99.6) 
合計 16, 138 (99.9) 
※ カッ コ 内 は 割合 。 
※ 令 和 3 年 3 月 示現 在 


















































2 風評 被害 対策 と し て の 除 染 の 取組 
県 は 、 市 町 村 が 風評 被害 の 防止 や 消費 者 に 安心 感 を 持っ て も ら う た め に 行う 利用 自粛 以外 の 牧草 地 に お 
ける 除 染 に つい て 、「 い ね わ て 型 牧草 地 再 生 対 策 事 業 」 を 創設 し 、 支 援 を 行い まし た 。 


















































【 い わ て 型 牧草 地 再 生 対 策 事 業 の 実施 状況 (年 度 別 実施 面積 )】 





平成 别 生 康平 成 统 年 诺 | 平成 约 年 度 | 昌 成 27 年 度 此 成 28 年度 作成 29 年 謀 
172 1, 326 1, 466 1, 517 722 38 
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3 汚染 牧草 等 の 保管 の 状況 
暫定 許容 値 を 超過 し た こと に より 、 利 用 で き な く な っ た 汚 

染 牧 草 、 稲 わ ら 及 び 和 牛ふん 堆肥 (以下 「 汚 染 牧草 等 」 と いう 。) 

は 、26 市 町 村 で 28, 111 t 発生 し 、8, 000Bq/kg を 超過 し た も 

の に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 国 

が 処分 する まで の 間 、 各 市 町 村 に お いて 保管 する こと と され 

て いま す 。 

E た 、8, 000Bq/kg 以下 の 27, 390 t に つい て は 、 市 町 村 に よ 
る 焼却 処理 等 に より 、 処 理 さ れ て いま す 。 

し か し 、 市 町 村 に よる 焼却 処理 は 、 焼 却 灰 を 8, 000 Bq/kg 以下 に 抑え る 必要 が ある こと 等 か ら 、1 日 当 
た り の 処理 量 が 制限 され て お り 、 保管 量 の 多い 県 南 地域 で は 、 処理 が 終了 する まで に 複数 年 か か る 見 通し 
で あり 、 牧 草 の 腐 敗 に よる 環境 汚染 の 発生 防止 等 の た め の 中 長期 保管 対策 が 必要 と な っ て いま す 。 

県 は 、 こ れ ま で 、「 岩 手 県 利用 自粛 牧草 等 処理 円 消化 事業 」 で 、 汚 染 牧 草 等 を 保有 し て いる 農家 の 負担 
軽減 や 効率 的 な 焼却 処理 を 行う た め に 市 町 村 が 行う 一 時 (集中 ) 保管 施設 等 の 設置 や 適切 に 保管 する た め 
の 維持 管理 の 取組 を 支援 し て いま す 。 










































































汚染 牧草 の ラッ プ 再 梱包 作業 




















































































































































































































【 汚 染 牧 草 等 の 発生 量 、 





保管 量 


8, 000Bq/kg 8, 000Bq/kg 
超過 器 下 超過 Dl 























ヽ 
分 





① 
汚染 牧草 等 28, 111 721 27, 390 5 に 704 5, 658 
※ 令 和 3 年 3 月 示現 在 









































4 牛肉 の 安全 性 確保 へ の 取組 

岩手 県 は 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 稲 わ ら が 給与 され た 牛肉 か ら 、 暫 定規 制 値 を 超え た 放射 性 セン ウム 
が 検出 され た こと に より 、 平 成 23 年 8 月 1 日 に 原子 力 対策 本 部 長 (内 閣 総理 大 臣 ) か ら の 「 出 荷 制 限 」 
の 指示 を 受け 、 県 外 移動 や と 畜 * ま ! が 一 時 制限 され まし た 。 

その 後 、 県 は 、 和 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 を 策定 し 、 安 全 な 牛肉 を 出荷 する た め の 検 査 体制 を 整え る こ 
と に より 、 同 月 25 日 に 出荷 制限 が 一 部 解除 され まし た 。 
平成 24 年 4 月 1 日 に は 、 一 般 食 品 の 国 の 基準 値 が 100Bq/kg に 引き 下げ られ まし た が 、 適 正 な 飼養 管理 
を 徹底 する こと に より 、 平 成 24 年 4 月 か ら 令 和 3 年 3 月 まで に 出荷 し た 肉牛 275, 985 頭 に つい て 、 基 準 
値 を 超過 し た 事例 は あり ませ ん 。 
特に 、 牧草 が 多く 給与 され る 廃 用 牛 ま ? に つい て は 、 出荷 前 に 飼養 管理 状況 や 給与 飼料 を 確認 し 、 牛肉 中 
の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 取組 を 行っ て いる ほか 、 平成 24 年 10 月 1 日 か ら は a に お いて 生体 
推定 法 *3 を 導入 する な ど 、 よ り 安 全 性 を 確保 する よう 努め て きま し た 。 こ うし た 取組 に より 、 平 成 31 年 
3 月 28 日 に 、 牛 の 出荷 制限 が 解除 され まし た 。 

令 和 2 年 3 月 23 日 付け で 原子 力 災害 対策 本 部 の ガイ ドラ イン が 改定 され た こと を 受け 、 同 月 27 日 に 牛 
肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 を 改定 し 、 同 年 4 月 1 日 か ら 「 全 頭 検査 」 か ら 過 去 の 牛肉 検査 実績 や 飼養 管理 状 


況 等 に より 和牛 肉 検査 の 要 不 要 を 判断 する 「 抽 出 検査 」 に 移行 し て いま す 。 

※1 と 畜 : 食用 に 供する 目的 で 獣 畜 (和牛 、 馬 、 豚 、 め ん 羊 及び 山羊 ) を 解体 する こと 。 

※2 廃 用 生 : 老齢 等 に より 生産 量 が 低下 し 、 と 畜 さ れる 乳 用 邊 や 肉 用 繁殖 生 

※3 生体 推定 法 : 生き て いる 邊 の 体 表 か ら 放射 線 を 測定 し て 、 生 肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 検査 法 















































































































































































































































































































































































































































重要 课题 3 放射 性 物質 等 に 汚染 され た 廃棄 物 処理 の 取組 











原発 事故 に より 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 が 県 南 地域 を 中 心 局 
に 発生 し まし た 。 RON 
事 逆 由来 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 の うち 、 生 産 現場 で 循環 
利用 で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 と いっ た 農林 業 系 
副産物 に つい て は 、 当 該 事故 か ら 10 年 を 経過 し た 時 点 で も 県 内 に 約 
1 万 3 千 t が 保管 され て いま す 。 

これ ら 農 林業 系 副産物 は 、 廃 棄 物 と し て 処理 する 場合 、 市 町 村 等 NAS 旨 本 

の 婚 存 焼却 施設 に お いて 、 生 活 系 ご みな ど 一 般 廃 棄 物 と 混合 焼却 し 、 x 是 
焼却 灰 が 8, 000Bq/kg 以下 と な る よう 管理 し な が ら 処 理 を 進め る 方 
針 と し て お り 、 国 か ら の 財政 措置 に より 、 裁 断 な どの 前 処理 施設 や 
放射 能 測 定 問 な ど を 整備 し 、 焼却 処理 が 進め られ て いま す 。 県 で は 
市 町 村 に 対し 処理 等 へ の 技術 的 支援 や 地域 住民 へ の 説明 支援 な ど を 
行っ て いま す 。 
取組 の 結果 、 令 和 3 年 3 月 まで に 11 市 町 村 に お いて 処理 が 終了 前 処理 施設 (裁断 機 ) の 整備 
し 、5 市 町 村 に お いて は 焼却 処理 (一 時 中 断 を 含む 。) を 進め て いま 
す 。 

農林 業 系 副産物 の 処理 は 長期 に 及ぶ 市 町 村 も ある こと か ら 、 国 に 対し 財政 措置 を 継続 する よう 要 
望 し て いま す 。 
また 、 重 点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 で は 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 が 
され て いま す 。 とりわけ 汚 泥 の 発生 量 が 多く 、 道 路 維持 管理 や 生活 環境 の 支障 が 生 oe 
お いて 、 汚 泥 の 一 時 保管 場所 の 確保 に 向け て 、 住 民 読 明 を 通じ た 理解 醸成 が 進め られ て お り 、 奥 州 
市 で は 、 平成 25 年 度 に 2 箇所 整備 され まし た が 、 そ の 後 平成 28 年 度 ま で に 最終 処分 が 終了 し まし 
また 、 一 関 市 で は 、 平 成 26 年 度 か ら 令 和 2 年 度 ま で に 16 箇所 整 備 さ れ 、 汚 泥 の 一 時 保管 が 実 
E し た 。 放射性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 が 未だ 道路 側溝 に 堆積 し た 状態 の 場所 も ある 
こと か ら 、 国 に 対し て 、 一 時 保管 や 処理 に 要する 経費 へ の 財政 措置 に つい て 引き 続き 要望 し て いき 
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農林 業 系 副産物 の 処理 スキ ー ム (牧草 、 稲 わら 、 ほ だ 木 の 場 合 ) 


1 牧草 、 稲 わら 、 ほ だ 木 の 場合 


集中 的 な 保管 施設 (必要 時 ) 


(1) 坊 断 - 積 込み 郊 設 第 邵 地衣 (有) 


(2) 放射 能 测定 
(3) 焼却 施設 周辺 の モニ タリ ン 


各市 町 村 ・ 清 掃 セ ンタ ー で 対応 





第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情 報 


重要 課題 4 販路 拡大 等 に 向け た 支援 ~ 首 都 圏 等 へ の 情報 発信 を 強化 












































原発 事故 に 伴う 放射 性 物質 の 影響 に より 、「 い わ て 」 の 産品 の 買 
い 控え な どの 風評 被害 が 発生 し て いま す 。 

この た め 、 家庭 の 消費 行動 を 決定 する 消費 者 層 で ある 女性 を 主 な 
対象 と し て 、 日 常 の 生活 や 四季 に 応じ た 「 い わ て 」 の 魅力 を PR す 
る 取組 が 重要 と 考え 、 情報 発信 か ら 販 路 拡 大 まで の 取組 を 年 間 を 通 
し て 一 体 的 に 展開 し 、 新 た な 「 い わ て 」 フ ァ ン の 獲得 を めざす 「 い 
わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 平成 25 年 度 に 創設 し 、 平 成 27 年 度 
まで 継続 し て 実施 し まし た 。 
成 28 年 度 か ら は 、 上 記事 業 の 内 容 を 「 い わ て 農林 水産 物 消費 
者 理解 増進 対策 事業 」 に 組み 替え て 実施 し て いま す 。 
令 和 2 年 度 は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の まん 延 に より 、 首 都 
圏 等 と の 往来 が 困難 と な っ た こと か ら 、 県 産 農林 水産 物 の 販路 の 拡 
大 に 向け て は 、 全 国 の 消費 者 や シェ フ 等 を 対象 に 、 鉄 道 広告 の 掲出 
や や 情報 冊子 「 ニ ュー スレ ター」・web 雑誌 ・ 動 画 配 青 報 発 
信 に 注力 し て 取り 組み まし た 。 

この ほか 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 首都 圏 の 消 
全 ・ 安 心 を PR する 取組 に つい て 、 支 援 を 行い ま し た 。 
また 、 消 費 者 の 信頼 を より 一 層 高 め 、 事 業者 の 売上 増加 と 経営 力 
向上 を 図る た め 、 更 な る 県 産品 の 販路 拡大 、 魅力 向上 及び 新た な 購 
買 層 の 開拓 に つなげ る 取組 を 強化 する こと を 目的 に 、 首都 圏 レ スト 
ラン フェ ア の 開催 、 首都 園 の シェ フ を 県 内 に 招 聴 する 産地 見 学会 の 
実施 、 オ ン ラ イン に よる 県 産品 販売 「 買 うな ら 岩 手 の も の 」 バ ー チ 
ャ ル 物 産 展 サイ ト の 立 上 げ な ど に より 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 
心 と 魅力 の 発信 に 取り 組み まし た 。 

さら に 、 沿 岸 地域 の 飲食 店 や 食品 製造 事業 者 と 連携 し 、 コ ロナ 福 
で 変化 し た 消費 者 ニー ズ に 対応 し た 商品 開発 や 販路 開拓 に 取り 組 
み ま し た 。 
こう し た 取組 な ど に より 、 県 産品 等 に 対す る 風評 被害 は 一 定 程度 
縮小 し て きま し た が 、 い まだ 被害 の 続い て いる 事例 も あり ます 。 今 
後 も 引き 続き 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 開拓 ・ 拡 大 に 向け た 対策 を 講 
じ て い きま す 。 

























































































































































































































































































































































































































































































痢 レス トラ ン フ ェ ア 
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重要 课题 5 








原発 事故 の 発 


東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取 

















组 


生 以 来 、 県 と 市 町 村 等 は 、 東京 電力 へ の 損害 賠償 請 


求 に 関す る 民間 事業 者 等 の 取組 を 支援 する と と も に 、 県 と 市 町 村 等 
と 郷 対策 に 要 し た 費用 に つい て 東京 電力 に 損害 賠償 
請求 を 行い 、 速やか に 賠償 に 応じ る よう 、 東京 電力 に 対す る 要請 や 








が 各種 放射 線 影 





交渉 を 行っ て き 


し か し 、 東京 電力 ! 





ea 






































定 賠 
で 、 県 と 
IE 償 紛 争 











要 Es 





は 、 県 と 市 町 村 等 が 地域 の 実情 を 踏ま えて 実施 


対策 の 取組 に つい て 、「 必 要 か つ 合 理 的 な 範囲 を 超 
えて いる 」、「 自 治 体 の 本 来 業 務 で ある 」 な ど と し て 、 原則 と し て 政 
府 指示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど に 賠償 対象 を 限 














償 金 の 支払 は 一 部 に 留まっ て いま し た 。 




































































市 町 村 等 は 、 国 が 設置 する 紛争 解決 機関 で ある 原子 
解決 セン ター (原発 ADR) に 法 的 な 判断 を 仰ぐ こ 


ュー 


と と し 、 平成 26 年 1 月 、 平 成 28 年 3 月 の 2 回 、 和 解 仲介 の 申立 て 


を 実施 し まし た 
原発 ADR で 























の 有無 に か か わ 

県 と 市 町 村 等 
的 に 妥当 な も の 
応じ て お り 、 県 





























O 














は 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 の 必要 








原発 ADR 申立 て (R1.7) 


性 、 合理 性 の 説明 に 努め た 結果 、 東京 電力 が 言う よう な 政府 指示 等 





























ら ず 、 原 発 事故 と の 因果 関係 に 基づい て 賠償 の 可否 が 判断 され る こと と な り ま し た 。 
の 主張 が 全て 認め られ た わけ で は あり ませ ん で し た が 、 早 期 解決 の 観点 や 、 判 断 が 法 
と 考え られ た こと 等 か ら 、 県 や 市 町 村 等 は 原発 ADR の 判断 を 尊重 し て 、 順 次 和解 に 
で は 、 平 成 27 年 1 月 と 平成 30 年 1 月 に 東京 電力 と の 和解 が 成立 し て いま す 。 



































し か し 、 東 京 














ら 、 県 及び 市 
引き 続き 市 




















関す る も の を 含 


発 ADR の 和解 を 介さ ず に 直接 賠償 する こと に は 慎 























村 等 は 、3 回 目 と な る 原発 ADR へ の 和解 仲介 申 














電力 は 、 和 解 が 成立 し た 場合 で も 、 和 解 に お いて 賠償 が 認め られ た 経費 に つい て 、 原 
且 で ある な ど 、 依 然 と し て 消極 的 で あっ た こと か 

































































立て を 令 和 元 年 7 月 に 実施 し まし た 。 





























に 対し て 強く 求め て いき ます 。 








] 村 等 と 緊密 に 連携 し な が ら 、 原 発 ADR で の 審理 に 対応 する と と も に 、 民 間 事 業者 に 
む 全 て の 損害 に つい て 、 実 態 に 即 し た 十分 な 賠償 が 速やか に 行わ れる よう 、 東 京 電力 














コラ ム 原子力 損 害 賠 償 紛 和 争 解 決 セ ンタ ー (原発 AD R ) に つい て 



































原子 力 損害 賠 
を 、 円滑 、 迅速 

















償 給 争 解決 モン ター は 、 原 子 力 事故 の 被害 者 と 原子 力 事業 者 の 損 に 関す る 紛争 






































ae 








か つ 公 正 に 解決 する こと を 目的 と し て 、 原子 力 損 














学 省 四 原子 力 损 



















































































害 賠償 紛争 審査 会 に 設置 され た 公 的 な 紛争 解決 機関 で す 。 
司 セ ンタ ー は 、 文 部 科学 省 や 日 本 弁護 士 連 合 会 等 の 専門 家 に より 構成 され 、 被 害 者 が 東京 電力 と の 直 




















接 交渉 で は 合意 で き な い 場合 な ど に 、 裁 判 よ り 科 易 な 手続 で 利用 で き 、 仲 介 費 用 は 無料 で す 。 











司 セ ンタ ー( 
Resolution) と は 








こよ る 和解 仲介 手続 は 、 原 発 ADR な ど と 呼ば れ 












































E す が 、ADR (Alternative Dispute 





、 裁 判 所 の 訴訟 手続 に よら な い 紛 争 解 決 方 法 を 広く 指す も の で 、 原発 ADR 以 外 に も 





金融 ADR 等 が あり ます 。 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 1 学校 給食 の 放射 性 物質 濃度 測定 

















県 で は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 児 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保 護 者 の 皆さん の 不安 を 解消 する た め 、 給 食 食 
材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ て いま す 。 
県 を は じ め 23 市 町 村 に お いて 、 学 校 給食 食材 等 の 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 市 町 村 の 測定 
て 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 検出 され た 場合 、 県 が 精密 検査 を 行う な ど 、 県 と 市 町 村 が 連携 し 
校 給食 の 安全 確保 に ee 
ませ ん 。 
E た 、 県 で は 、 平 成 24 年 度 及 び 平 成 25 年 度 に 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 実際 に 提供 し た 給食 の 放射 性 物 
質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 文部 科学 省 の 委託 に より 実施 し まし た が 、 全 て の 検 
査 に お いて 、 放 射 性 物質 (放射 性 ヨウ 素 131、 放 射 性 セン ウム 134、 放 射 性 セシウム 137) は いずれ も 検 
出さ れ ま せん で し た 。 

【 学 校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 市 町 村 (施設 ) : 紫波 町 、 大 船渡 市 、 大 酔 町 、 普 代 村 、 奥州 市 )】 
こう し た 状況 か ら 、 学 校 給食 に お け Elbe 
れ ま す が 、 今 後 も 継続 し て 測定 を 実施 し 、 よ り 一 層 の 安心 の 確保 に 努め 

県 立 学校 で の 給食 食材 測定 の 様子 



































に お い 







































































































































































































































































① 給 食 食材 (予定 ) を 用 意 し ます 。 ②7- ド プ mt 対等 で 細か く 細 断 し ます 。 ③ 測 定 容器 に 測定 試料 を 詰め ます 。 


⑥ 安 全 を 確認 し た 食材 で 給食 を 提供 し ます 。 ⑤ 測 定 結果 を 確認 し ます 。 (④ 測 定 機器 に 測定 容器 を 入れ 測定 し ます 。 


【 検 出さ れ な い ( 不 検出 ) と は ?】 
放射 性 物質 濃度 を 測定 する 場合 、 検 出 で き る 濃度 の 限界 が あり 、 こ れ を 検出 下限 値 と いい ます 。 こ の 検出 下限 値 
を 下回っ て いた 場合 に 、 検 査 結果 を 「 不 検出 (検出 下限 値 未 満 )」 と 記載 し て いま す 。( な お 、 学 校 給食 モニ タリ ン 
グ 事 業 で は 、 検 出 下限 値 を 1 Bq/kg 以 下 に な る よ 2 検査 時 間 な ど を 設定 し て 検査 し て いま す 。) 
【放射 性 物质 (放射 性 ヨウ 素 、 放 射 性 セン ウム )】 
@ ヨウ 素 131 ({ -131、 半 減 期 : 8 日 ) ※ 半 減 期 : # H す 能力 (放射 能 ) が 元 の 半分 に な る まで の 期間 
呼吸 や 飲食 に より 体内 に 吸収 され や すく 、 甲 状 腺 に 集まる 性 質 が あり ます 。 口 か ら 摂 取 さ れ た ヨウ 素 は 容易 に 
消化 管 か ら 吸 収 さ れ 、 血 中 に 入っ た 後 、30% は 甲 状 容積 し 、 残 り は 体内 か ら 排 洪 さ れ ま す 。 半減 期 が 8 日 と 
短く 、 早 い 段 階 で 放射 線 を 出さ な く な り ま す 。 
@ セシウム 134 (Cs-134、 半 減 期 : 2 年 )、 セ シウム 137 (Cs-137、 半 減 期 : 30 年 
気化 し や すく 、 飛 散 し や すい 特徴 が あり 、 セ シウム 137 は 半減 期 が 30 年 と 長く 、 主 に 土壌 汚染 、 次 
因 と な り ま す 。 体 内 に 残存 する 際 、 特 定 の 臓器 に 蓄積 する 性 質 は あり ませ ん 。 
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注目 情報 BB 





注目 情報 2 野生 山菜 ・ 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 











県 は 県 内 全 33 市 町 村 と 協力 し て 、 野 生 山藤 時 oe 
生き の この 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 岩 手間 ーー 
県 広報 語 い わ て グラ フ や 県 ホー ムペ ー ジ に 検査 結 。 

果 や 出荷 制限 指示 の 状況 等 を 掲載 する な ど 注 意 喚 中 革 
起 を し て いま す 。 

その ほか 、 県 で は 地域 の 住民 か ら 依頼 を 受け て 
市 町 村 が 行う 検査 を 支援 し て いま す 。 
また 、 産 地 直 売 施 設 、 農 業 協同 組合 等 の 生産 者 
団体 及び 地方 卸売 市 場 に 対 し 、 出 荷 制限 等 の 対象 
と な っ て いる も の を 販売 する こと の な いよ うに 注 
意 を 促す と と も に 、 安 全 性 を 確認 し た も の を 消費 
者 に 提供 する た め 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 の 実施 
も お 願い し て いま す 。 

検査 に より 一 般 食品 の 基準 値 (100 Bq/ kg) を 超 
えた 場合 に は 、 市 町 村 の 区 域 を 単位 と し て 、 国 の 
出荷 制限 指示 な ど が 行わ れ て いま す 。 

野生 山菜 、 野生 きのこ 採り の 際 は 、 県 ホー ムペ 
ジ 掲載 の 検査 結果 な ど を 参考 に 、 お 出掛け に な る 
地域 の 状況 を 確認 し て くだ さい 。 


























































































































R2 野生 わら び マ ッ プ 


【 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自粛 要請 の 状況 】 
( 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 ) 

















《 野生 山菜 》 当該 市 町 村 で 採取 され る 野生 山菜 の 品目 ご と に 対象 と な り ま す 。 

コシ アブ ラ (盛岡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 境 野市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 、 一 関 市 

ゼン マイ (一 関 市 、 奥 州 市 、 住 田町 ) 

野生 ワラ ビ (陸前 高田 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 平 泉 困 放射 線 影響 対策 の お 知ら せ 【No.39】 

タケ ノコ (一 関 関 市 、 旧 花泉 町 、 旧 千厩 町 、 旧 室 根 村 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 |[ 県 サイ ト 内 ペー ジ 番 号 検索 | 1002103 | 
及び 旧 川 崎村 の 区 域 に 限る 。) 陸前 高田 市 ( 旧 矢 作 村 、 陸前 ーー 生か どの Cfunymi 
旧 横 田村 の 区 域 に 限る 。) 、 奥 州 市 人 > HU 一 


区 
野生 コ ゴ ミ (陸前 高田 市 ) 基準 値 (100 ベ クレ ル /kg) と 上 か 
を 超え た 場合 、 市 町 村 の 一 関 市 、 旧 花泉 町 、 旧 





































































































































































































一 并 市 ( 卓 一 天 市、 干 大 
野生 タラ ノ メ (一 単位 ご と に 出荷 制限 な ど he 人 有 Ra 


の 措置 が 行わ れ て いま ( 旧 MM 旧 横 田村 の 区 域 に 限る )、 


野生 ミズ (一 関 』 す 。 野 生 山菜 を 採る 際 は 、 
ss 四 中 | 二 県 ホー ムペ ー ジ を 参考 に ミ 

野生 サン ショ ウ し て くだ さい 。 

【 放 射 性 物質 濃度 検査 】 県 庁 県 民 く らし の 安全 課 /019-629-5322 



































【 出 荷 制限 な ど 】 県 庁 林 業 振興 課 プ 019-629-5775 
【 全 般 】 県 店 環境 生活 企画 室 /019-629-6815 





《 野生 きのこ 》 当該 市 町 村 で 採取 され る 野生 きのこ 全体 が 対 
象 と な り ま す 。 いわ て グラ フ 令 和 3 年 3 月 号 
大 船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 
釜石 市 、 奥 州 市 、 金 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情 報 


コラ ム 野生 山菜 ・ 野 生き の ご こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 に つい て 

野生 山菜 、 野 生き の こ 類 は 、 放 射 性 物質 低減 の た め の 管 理 や 採取 場所 の 特定 が 困難 で ある こと か ら 、 
出荷 制限 等 を 解除 する た め に は 、 放射 性 物質 の 自然 減衰 を 待ち 、 放射 性 物質 濃度 の 十分 な 低下 を 確認 
る 必要 が あり ます 。 

平成 27 年 11 月 20 日 、 国 は 野生 山菜 、 野 生き の こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 に つい て の 具体 的 
考え 方 を 示し まし た 。 解除 に 当たっ て は 、 原則 3 年 間 (※) に わた り 放 射 性 物質 濃度 の 経年 変化 を 確認 
する モニ タリ ング 検査 を 実施 し て 、 解 除 を 目指 す 品 目 の 放射 性 物質 濃度 が 安定 し て 低 水 準 で ある こと 及 
び 低 下 傾向 に ある こと を 確認 し た うえ で 、 解除 に 向け た 詳細 検査 を 実施 する こと と され て いま す 。 詳細 
検査 に つい て は 、 解 除 予 定 区 域 の 全域 か ら 満 偶 な く 60 検体 以上 を 採取 し 、 統 計 学 的 な 分 析 を 行っ て 安 
全 性 を 確認 する こと と され まし た 。 
県 で は 、 平 成 25 年 か ら 、 出 荷 制限 等 の 対象 と な っ た 野生 山菜 、 野 生き の こ 類 を 対象 と し た 放射 性 物 
質 濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調 査 を 実施 し て きま し た 。 

平成 27 年 12 月 21 日 、 一 関 市 の 野生 せり に つい て 国 の 出荷 
制限 が 解除 され まし た が 、 こ れ は 平成 25 年 及び 平成 26 年 に 
モニ タリ ング 検査 を 実施 し 、 平 成 27 年 に 詳細 検査 を 行っ て 安 
全 性 を 確認 し た うえ で 国 に 解除 の 申請 を 行っ た も の で す 。 

今後 に お いて も 、 野 生 山菜 、 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 
に つい て 、 追 跡 調査 を 継続 し 、 安 全 性 が 確認 され た 品目 に つ 
いて は 、 出 荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 を 進め て いき ます 。 














































































































































































































岩手 県 せり (野生 ) セ シウム 濃度 の 推移 


























g 





8 














放射 性 セン ウム 濃度 (Bq/kg) 
8 





き 











Su 
に 1 











※ 2 年 有 目 ま で の モニ タリ ング 検査 の 結果 、 良 好 な 値 が 示さ れ た 場合 > 
人 1 の の 


は 、3 生 7 行 し て 詳細 検査 を 実施 で き る も の と され て し \ ま す 。 H2441 H24930 H2541 H2R101 H641 HOO He742 H27101 Ho41 
検査 日 



























































放射 性 物質 濃度 が 低減 傾向 に ある こと を 確認 
野生 山菜 ・ 野 生き の こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 の 流れ 


モニ タリ ング 検査 の 実施 【 原 則 3 年 間 】 詳細 検査 の 実施 【 単 年 度 、60 検体 以上 】 
安定 し て 低 水準 (基準 値 の 概ね 2 分 の 1 以下 ) 放射 性 物質 の 検査 結果 が 安定 し て 基準 値 を 下 回 
で あり 、 か つ 、 低 下 傾向 に ある こと を 確認 する た る こと が 統計 学 的 に 確認 で きる よう 以下 に より 検 
め 、 以 下 の 場 所 (5 入所 以上 ) で 検体 を 採取 査 を 実施 
過去 に 基準 値 の 2 分 の 1 を 超え る 検体 が 採 ・ 検体 は 、 解 除 予定 市 町 村 全域 の 生息 地 か ら 滴 
取 さ れ た 場所 遍 な く 採取 する 
空間 線量 率 が 高い 場所 ・ 統 計 学 的 な 分 析 に 必要 な 60 検体 以上 を 採取 
地表 面 水 や 地下 水 が 集 まり や すい 場所 


野生 山菜 ・ 野 生き の こ 類 に 係る 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自粛 要請 【 解 除 】 の 状況 
( 令 和 3 年 3 月 未 现在 ) 
くく 国 の 出荷 制限 指示 解除 >> 
平成 27 年 12 月 21 日 野生 セリ (一 関 市 
平成 28 年 3 月 29 日 タケ ノコ (陸前 高田 気仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 町 、 旧 小 友 村 、 旧 人 竹 駒村 及び 旧 米 崎村 の 
区 域 に 
令 和 2 年 4 月 15 野生 セリ (奥州 
令 和 2 年 4 月 24 タケ ノコ (一 関 、 旧 東山 町 及び 旧 藤 沢 町 の 区 域 に 限る 。) 
令 和 2 年 11 月 16 野生 ワラ ビ (一 
くく 県 の 出荷 自粛 要請 解除 ※>> 
平成 27 年 9 月 28 日 野生 フキ ( 奥 小 
平成 29 年 1 月 31 日 野生 コ ゴ ミ 
※ 国 の 出荷 制限 指示 解除 と 同じ 基準 で 安全 性 を 確認 し て いま す 。 
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注目 情報 | 司 


注目 情报 3 








原発 事故 発生 以来 、 放 射 † 
て 、 放 射 性 物質 ( 









































生物 質 に 





対す る 県 














平成 23 年 6 
た ほか 、 同 年 8 月 に は 

















j に は 、 県 ホー ムペ ー ジ 内 に 放射 能 ( 


射線 影響 対策 特集 号 を 発行 し まし た 。 




















さら に 、 新 聞 ・ 











E 誌 へ の 広告 掲 
広報 番組 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 開催 





載 や 、 














県 民 等 へ の 情報 発信 の 取組 





民 等 の 不安 の 高まり を 受け 、 県 は 、 様 々 な 媒体 を 活 / 
こ 関 する 基本 的 な 知識 や 各種 測定 結果 な ど に つい て 情報 発信 を 行っ て きま し た 。 
こ 関す る 情報 を 集約 し た ポー タル サイ ト を 立ち 上 げ 


























テレ ビ の 県 政 
な ど を 通 





じ 、 全 庁 を 挙げ て 、 正 し い 情 報 の タイ ムリ ー な 発信 に 





取り 組ん で きま し た 。 











は 、 県 内 の 空間 放射 線量 や 、 


県 産 食品 の 安全 























現在 、 県 ホー ムペ ー ジ の 「 放 射 能 【 
野生 山菜 や きのこ 
生 情報 な ど を 地図 や グラ フ な ど で 











こ 関 する 情報 」 で 


を 含む 
ま と 





め た 「 い わ て の 今 」、 年 間 数 万 件 に 及ぶ 空間 放射 線量 や 
食品 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 結果 を 効率 よく 閲覧 で き 




















うに 配慮 し た 「 検 索 サ イト 」 な ど を 設 
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、 県 内 全 世 帯 に 配布 され る 岩手 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 の 臨時 号 と し て 、 放 


る 導 手 果 生 清 定 前 測定 マッ プ ( 全 県 版 、 令 和 3 年 4 月 on ) 









































- 岩手 県 産 食 品 の 基準 値 適合 状況 (信和 2 年 度 (R2.4R3.3) 





画 基准 值 以 下 国 基準 値 超過 


全体 (検査 件 数 ) 7.452 件 








_ 野菜 ・ 果 実 畜产 物 4， 
@ 野 菜 、 果 実 、 二 时 な ど | | @ 胡 肉 、 鶏 肉 、 到: 原 乳 


穀類 92 件 海産 物 1,563 件 


※ 検 査 件 数 、 基 準 値 超過 件 数 は 厚生 労働 省 集計 数 値 ( 偽 和 3 年 3 月 末 現 在 ) を 掲載 


県 産 食 品 の 安全 性 情報 
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:4 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


1 概況 
本 県 で は 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に つい て 、 県 民 の 皆様 の 安 
UDR 市 町 村 等 と 連携 し て 整備 し た 測定 機器 ・ 測 定 体 制 に 
り 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 県 ホー ムペ ー ジ 等 で 迅速 か つ 分 
りり や すく 情報 提供 し て いま す 。 
原発 事故 以前 に お ける 測定 機器 の 配備 は 、 環 境 保健 研究 セン ター に 設置 
し て ある モニ タリ ング ポス ト 1 台 な ど わ ず か で し た が 、 原 発 事故 を 契機 に 
測定 機器 を 順次 整備 し 、 平 成 26 年 度 ま で に モニ タリ ング ポス ト は 10 台 、 
サー ベイ メー タ は 30 台 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 は 5 台 ※ ま 配備 し まし た 
(図表 1-2) 。 
生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 県 内 10 箇所 の モニ タリ ング ポス ト で 
1 時 間 ご と の 放射 線量 (以下 「 空 間 線 量 率 」 と いう 。 ) を 測定 し て いま す 。 サー ベイ メー タ に よる 
また 、 サ ー ベ イメ ー タ に より 県 内 の 代表 的 な 55 地点 や 県 立 学校 な ど 県 有 施 空間 線量 率 測定 の 様子 
設 の 空間 線量 率 を 定期 的 に 測定 し て いま す 。 そ れ ら の 結果 を 県 ホー ムペ (生活 空間 等) 
ジ 等 で 公表 し て いま す 。 
さら に 、 雨 や ちり な どの 降下 物 、 河 川 水 、 水 道 水 な どの 放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し て いま す 。 
これ ら 測 定 の 結果 、 雨 水 や 河川 水 や 水道 水 な どか ら の 放射 性 物質 濃度 は 不 検出 で す 。 モ ニタ リン グ ポ ス 
ト 及 び 県 内 55 地 点 に お ける 空間 線量 率 の 測定 結果 か ら は 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 は 見 られ ず 、 滑 定 開始 
以来 、 低 減 か ら 横 ば い 傾向 に あり 、 平成 25 年 6 月 以降 は 、 55 地 点 全 て で 国 の 除 染 基準 で ある 0.23Sv/h を 
下回っ て いま す 。 (図表 1 - 1 ) 
※ 農業 研究 セン ター で 実施 し て いた 精密 測定 を 外部 委託 に 切り 替え た た め 、 現 在 の 配備 台数 は 4 台 。 
図表 1-1 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 放射 線量 測定 結果 の 推移 














































































































































































0 
100% 国 D 除 染 基准 


0.23 gwSv/h 


80% ーー 県 南 3 市 町 の 放射 線量 測定 結果 
(初回 (H23. 6) を 100% と する ) 
一 一 放射 線量 (推計 )※1 
(H23.3 を 100% と する ) 








60% 





40% 








20% 
H23.3  H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3  H31.3 R2.3 R3.3 




















※1 原子力 安全 委員 会 ( 現 原子 力 規制 委員 会 ) 資料 (H23.8.24) の 数 値 に 基づく も の 。 
※2 積雪 時 は 、 PP YO 
この よう に 、 空 間 線量 率 は 低減 傾向 に ある と と も に 放射 性 物質 濃度 も 不 検出 で ある な ど 安 定 し て いま す 
が 、 県 民 の 不安 の 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 な どの た め 、 測 定 を 継続 し て 実施 する 必要 が あり ます 。 今 
後 も 、 原 発 事 逆 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 空 間 線 量 率 を 測定 し て い 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 





きま す 。 

また 、 県 は 、 市 町 村 等 に 対し て 無償 で サー ベイ メー タ を 貸与 し 、 県 内 各地 の きめ 細か な 測定 の 実施 を 推 
進 し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 令 和 元 年 度 ま で に 2, 171 回 、 令 和 2 年 度 は 123 回 の 合計 2, 294 回 の 貸出 回 数 で 
し た 。 今後 も 、 き め 細 か な 測定 を 実施 し 県 民 の 不安 の 解消 を 図る た め 、 貸 出 を 継続 し ます 。 























図表 1-2 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 配備 状況 令 和 3 年 4 月 1 日 現在 











盛岡 市 (1) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m 



























































































































































花巻 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。) ) 
DE 奥州 市 1) (奥州 地区 合同 庁舎 )、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
AU 大 船渡 市 (1) (大 船 渡 地 区 合同 施舍 ) 、 签 石 市 (1) ( 釜 石 地 区 合同 施舍 ) 
宮古 市 (1) (宮古 市 立 宮 古 小学 校 ) 、 久 慈 市 (1) ( 慈 地区 合同 庁舎) 
空 二戸 市 1) (一 戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 ) (岩手 県 立 大 学 ) 
間 | 各 広 域 振 興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) ( 盛 闻 (1) : 奥 州 (1) . 釜 石 (1) 人 久 慈 (1)… 
線 | 花巻 Q)・ 一 関 Q)・ 大 船渡 1)・ 宮 古 )・ 二 戸 ①)) 
量 ] 1 | 県 南 広域 振興 局 土木 部 ( 計 3) (奥州 (①)・ 一 関 (1)・ 千 厩 ①) ) 
率 | さ | Nal (T1) 環境 保健 研究 セン ター(4) 、 北 上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 (2) 30 
等 | イ | シン チレ ーション 企業 局 施設 総合 管理 所 (1) 、 企 業 局 県 南 施設 管理 所 (2) 
を ) | 教育 委员 会 事务 局 保健 体育 课 (1) 
測 タ | 各 教育 事务 所 ( 计 6) (盛岡 (1)・ 中 部 (1)・ 県 南 (1)・ 沿 岸 南部 (1)・ 宮 古 (1)・ 
定 | | | 県 北 Q①)、 工 業 技術 セン ター② 0 6 《 6《6((《(《6《1 ぞ 8686C6⑳ フ 《d⑯| 
| GM 計 数 管 式 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 (1) 1 




















総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セン ター) 、 県 南 広域 振興 局 保 健 福祉 環境 部 (10) 
各 庆 域 振 局 农 政 ( 林 ) 部 ( 計 15) ( 流 同 . 奥 州 "每 厂 - 久 其 "花卷 "这 时 ， 
人 一 関 ・ 宮 古 ・ 大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 


県 南 教 育 事務 所 (18) 

























































































































































































ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 | 環境 保健 研究 セン ター (3) 、 工 業 技術 セン ター(]) 4 
各 広 域 振興 局 農政 ( 林 ) 部 ( 計 8 うち 1※) 
放 (配置 を 特定 せ ず に 使用 。) 
農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2※) 
林業 技術 セン ター (2※ 
1 Nal (T1) シン チレ ーション | 中 部 農業 改良 普及 セン ター(1) 本 
时 | スペ クト ロメ ー タ 県 立 高等 学校 ( 計 2) (盛岡 工業 (1) ,金石 (D)) 
県 立 支援 学校 ( 計 9) (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴覚 (1) ・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 
に ひがし (1) . 盛 国 峰 南 高 等 (0) ・ 花 巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 
気仙 光 陵 (1) ) 
MM 埋 い わ ちく ( 涯 手 県 岩 畜 検査 室 ) (4※) 
ーー 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 部 (2) ・ 盛 岡 (1) ・ 人 幡 平 (1) ・ 奥 州 (①) ・ 
简易 测定 器 一 関 (1)・ 大 船渡 1)・ 定 古 (1)・ 久 慈 (1)・ 二 戸 Q①)) 10 
※ 農林 水産 省 か ら の 無償 貸与 物品 
































【 市 町 村 等 の 取組 : 測定 機器 の 配備 状況 】 
市 町 村 に お いて も 、 サ ー ベ イメ ー タ 等 の 整備 を 行い 、 学 校 や 幼稚 園 等 の 放射 線量 や 水道 水 、 一 般 廃 棄 物 
処理 施設 の 焼却 灰 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 (図表 1-3) 


図表 1-3 県 内 市 町 村 ・ 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 
























、 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 























用 間 線 量 | アー ベイ | Heat シン チレ ーション | 32 | 1 | | 5 | 2 

人 二 | メー タ | GM 計数 管 式 5 | 4 9 11 | 36 47 
- 積算 線量 計 7 | 6 13 141 | 124 265 

放射 性 物 Nal (TD) シン チレ ーション | | 

質 濃 度 スペ ク ト 已 メー タ ・ 简易 测定 器 29 | 3 32 60 | 3 63 
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第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 








測定 機器 は 、 大 気 中 の 放射 線量 を 測定 する も の と 食品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の に 大 きく 分 か れ ま す 。 
( ア ) モニ タリ ング ポス ト 
ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (Nat) の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 ( 空 
間 線 量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極 め 
て 低い 空間 線量 率 まで 精密 に 測定 する こと が で きる 。 屋 外 に 置く Nal(T1) シン チ 
レー ショ ン 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる 
と 検出 器 内 で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 空 間 線 量 率 と し て 計 
測 す る 。 本 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お いて 測定 を 行っ て きた 
が 、 原 発 事 故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 筒 所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 
測定 を 行っ て いる 。 
【调查 项 目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 )) 、 測 定 単位 : Gy/h*※ (< イ p ゲ レイ 
毎時 ) 、 測 定 頻度 : 24 時 間 連 続 測定 】 
※ 緊急 時 は 1 Gy/h 三 1 Svy/h( マ イク pyー ペ ~ 中 毎時 ) と し て 換算 で きま す ( 環 境 放 射線 モニ 
タリ ング 指針 ; 原子 力 安全 委員 会 、 平 成 20 年 3 月 、 平 成 22 年 4 月 一 部 改訂 )。 

( イ ) サー ベイ メー タ 
放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 目的 と し た 小型 で 可 務 
型 の 放射 線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線量 ) の 測定 に 適し た NaI(T1) シン チレ ー ミ 
ョ ン 式 サー ベイ メー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適し た GM 計 数 管 式 サー ベ 
メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 地表 付近 の 空間 線量 率 等 の 測 
の た め 、 主 に NaI(T1) シン チレ ーション サー ベイ メー タ を 使用 し て いる 。 
① Nal (TI シン チレ ーション サー ベイ メー タ 

検出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 。 測 定 し た 結果 の 正確 さ で は モ 
ニタ リン グ ポ スト の 方 が 優る 。 
② GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) 

ガン マ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向く 。 た だ し 、 感 度 が 低く 、 空 間 線 量 の 測定 に ! 
適さ な い 。 
【调查 项 目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 ))、 測 定 単位 : Sv/h (< イク my へ 中 毎時 )、 Gy/h (< マイ pm ゲル レイ 毎 時 ) 、 測 
定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 】 

( ウ ) 積算 線量 計 
積算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 
/月 南 人 受 [大 天 所 上皮 委 最 四 和 和 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 
者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 

( ア ) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 

ゲル マニ ウム の 結 草 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試 料 中 の 放射 性 物質 の 
種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放出 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ 
た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ の 試料 か ら 放 由 さ れる ガン マ 線 の エネ ルギー 
の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て 
いる か を 測定 する 。 
【调查 项 目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 : Bq (ベク レル ) 、 
周 査 時 間 : 1 品目 概ね 1 時間 】 
( イ ) Nal(TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 
ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (NaI) の 結 草 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エネ 
ルギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検 
出 器 部 分 を 液体 室 素 で 冷却 する 必要 が な いな ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 
【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単 位 : Bq (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概 
ね 10 分 て 20 分 】 

( ウ ) ”简易 测定 器 
サー ベイ メー タ に 遮蔽 体 な ど 付 属 機器 を 設置 し た も の で 付属 プロ グラ ム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 に 換 
算 し て 測定 する 機器 。 放射性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 食 品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で き 
る 。【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単 位 : Bq (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概ね 25 分 て 30 分 】 




































































































































































































































































号 和 由 过半 关中 音 贡 闭 惑 瑾 骨 局 








































































































































































































三 出 































































































号 由 由 斗 乔 送 惧 油 洲 着 过 许 轩 过 下 










































































グレ イ (Gy) : 物質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 (吸収 線量 ) の こと 。 

シー ベル ト (Sv) : 体 が 被ばく する こと で 受け る 影響 の 程度 は 、Sv (シー ベル ト ) と いう 一 つの 単位 で 表 さ れ て お り 、 外 部 第 ば く で も 内 部 被 
ば く で も 、 数 値 が 同じ で あれ ば 体 が 受け る 影響 も 同じ 。 
ベク レル (Baq) : 放射 線 に 関し て し ば し ば 使わ れる 単位 Bq (ベク レル ) は 放射 性 物質 か ら 放 射線 を 出す 能力 その も の を 表し て いる 。 
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2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) モニ タリ ング ポス ト に よる 空間 線量 率 の 測定 
県 内 に お ける 放射 線 の 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 県 内 10 箇 所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト 
に より 、24 時 間 体 制 の 放射 線量 の 測定 を 行っ て いま す 。 
令 和 2 年 度 に お ける モニ タリ ング の 結果 、 原発 事故 以前 か ら 継続 し て 測定 し て いる 地点 (盛岡 市 ) で 
は 、 平 成 23 年 4 月 以降 の 空間 線量 率 は 原発 事故 前 の レベ ル で 推移 し て いま し た (図表 1-4)。 ま た 、 令 
和 2 年 度 の 10 人 箇所 の 月 平均 は 、0.020 て 0.049 Svy/h で あり 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 な 数 値 は 検出 され 
て いま せん (図表 1-5)。 


今後 も 継続 し て 県 内 の 放射 線量 の モニ タリ ング を 実施 し ます 。 








































































































































































































図表 1-4 原発 事故 前 、 事 故 後 の 空間 線量 率 測 定 結果 (盛岡 市 ) 
























































測定 機器 | 昭和 63 年 度 ~ 平 成 22 年 度 | 平成 23 年 度 ~ 令 和 2 年度 | 単位 | 測定 場所 
モニ タリ ング ポス ト (月 平均 値 ) 0.017~0. 029 0. 019~0. 025 u Sv/h 盛岡 市 
図表 1-5 モニ タリ ング ポス ト に よる 放射 線量 測定 結果 ( 令 和 2 年 度 ) (単位 : Svh) 





R2. 4 R2. 5 R2.6 | R2.7 R2.8 R2.9 | R2. 10 Re R2. 12 R3.1 R3.2 | R3.3 年 平均 











盛岡 市 | 0.020 0.020 0.021 0.021 0.021 0.020 0.021 0.021 0.021 0.020 0.021 0.021 0.021 





滝沢 市 | 0.038 0. 038 0. 039 0. 039 0. 038 0. 038 0. 038 0. 038 0. 037 0. 028 0. 027 0. 037 0. 036 





花巻 市 | 0. 030 0. 030 0. 031 0. 032 0. 031 0. 030 0. 031 0.031 0.029 0.024 0.026 0.030 0.030 











奥州 市 | 0.040 0. 040 0. 040 0. 040 0. 040 0. 039 0. 039 0. 040 0. 035 0. 032 0. 036 0. 039 0. 038 











一 関 市 | 0. 041 0.042 0.040 0.040 0.039 0.040 0.042 0.044 0.033 0.029 0.036 0.041 0.039 





大 船渡 市 | 0.045 0. 046 0. 046 0. 046 0.046 0.045 0.045 0.046 0.046 0.046 0.045 0.046 0.046 





釜石 市 | 0.042 0.042 0.043 0.043 0.043 0.042 0.041 0.042 0.042 0.041 0.042 0.042 0.042 





宮古 市 | 0.046 0.048 0.049 0.047 0.048 0.047 0.047 0.048 0.047 0.046 0.047 0.047 0.047 














久 花 市 | 0.048 0. 048 0. 049 0. 048 0. 049 0. 048 0. 048 0. 049 0. 049 0. 046 0. 048 0. 048 0. 048 








二戸 市 | 0. 026 0.026 0.027 0.027 0.026 0.026 0.026 0.027 0.025 0.023 0.025 0.025 0.026 










































































※ モニ タリ ング ポス ト 設 置 高 さ は 、 地 上 1 m。 た だ し 、 成 岡 地区 は 地上 1 m を 滝沢 市 、 地 上 14.7m を 盛岡 市 の 計 2 地点 で 測定 。 
※ 表 内 の 数 値 は 、 各 地点 ご と の 月 平均 値 。 








(2) 県 内 55 地点 の 測定 
平成 23 年 6 月 以降 、 県 内 の 合同 庁舎 や 公園 等 の 55 地 点 に お いて 、 サー ベイ メー タ に よる 空間 線量 率 の 
測定 を 定期 的 に 実施 し て いま す 。 (測定 結果 は 、 第 4 章 資料 編 82 ペ ベー ジ ) 
これ まで の 最大 値 は 一 関 市 の 運動 場 で 平成 23 年 6 月 に 測定 し た 0.47 Svy/h で し た が 、 平 成 25 年 8 月 以 
降 は 、 全 地 点 に お いて 国 の 除 染 基準 と され る 0.23 Sv/h を 下回っ て お り 、 低 減 か ら 横 ば い 傾向 に あり ま 
す 。 
な お 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 され た 一 関 市 、 奥州 市 及 
び 平 泉町 に お ける 空間 線量 率 ( 令 和 3 年 3 月 測定 分 ) は 、 測 定 を 開始 し た 平成 23 年 6 月 比 で 、 概 ね 259% 
まで 低減 し て いま す 。 
今後 も 継続 し て サー ベイ メー タ に よる 空間 線量 率 の 測定 を 実施 し ます 。 
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(3) 走行 サー ベイ の 実施 
















































































走行 サー ベイ と は 、 乗 用 車 に 高 精 度 の 放射 線 測定 機器 を 搭載 し 、 道路 を 走行 し な が ら 、 道 路上 ・ 道 路 
周辺 の 空間 線量 率 の 分 布 状況 そ マ ッ プ 化す る も の で す 。 
本 調査 は 、 平 成 23 年 度 か ら 、 文 部 科学 省 (現在 は 原子 力 規制 委員 会 )、 県 又は 市 町 村 が 、 県 内 各地 の 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


主要 地方 道 等 に お いて 実施 し て お り 、 令 和 2 年 度 の 調査 結果 を 見 る と 、 前 年 度 と 比べ て 大 きく 変動 し て 
いな いこ と が 確認 され て いま す 。 

(4) 県 有 施 設 の 放射 線量 の 測定 状況 

原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 定期 的 に 県 有 施 設 の 空間 線量 率 を 測定 し て いま す 。 

測定 結果 が 、 低 減 措 置 実 施 の 目安 で ある 1 Sv/h を 超え た 場合 は 、 平 成 23 年 9 月 に 策定 し た 「 放 射 

線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 低 減 措置 を 実施 する こと と し て いま す が 、 平 成 25 年 度 以降 、 

目安 (1 1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 

令 和 2 年 度 は 205 の 施設 で 測定 を し まし た が 、 目 安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 














































































































(図表 1-6) 
今後 も 、 原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 、 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 継 続 し た 測定 を 
行い ます 。 
図表 1-6 測定 施設 数 及び 測定 結果 ( 令 和 2 年 度 ) 
















































































不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 42 9 33 0 0. 01~0. 20 
県 庁舎 ・ 合 同庁 舎 13 5 8 0 0. 02~0. 24 
その 他 公 共 施 設 等 19 4 15 0 0. 02~0. 088 
医療 施設 ・ 福 祉 施設 3 0 3 0 0.03 て 0.07 
県 立 都市 公園 ・ 駐 車場 0 0 0. 02~0. 042 
県 有 観 光 施設 0 0 0. 03~0. 04 

県 立 病院 ・ 地 域 診 療 セ ンタ ー・ 院 内 保育 所 37 10 27 0 0. 02~0. 20 

警察 署 ・ 運 転 免許 試験 場 等 19 3 16 0 0.03 て 0.10 

専門 学校 等 3 1 2 0 0. 03~0. 07 

社会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施 設 15 0 15 0 0. 01~0. 13 

児童 福祉 施設 等 6 1 5 0 0. 01~0. 36 

県 立 学校 83 16 67 0 0. 01~0. 20 

計 205 40 165 0 0. 01~0. 36 





























(5) 降下 物 、 大 気 浮遊 じん 等 
原発 事故 以前 か ら 実 施し て いた 環境 放射 能 水 準 調査 に つい て 、 原 発 事故 後 、 文 部 科学 省 か ら の 指示 
に より 体制 を 強化 し て 環境 放射 能 の 測定 を 行っ て きま し た 。 
降下 物 * ま * に つい て は 、 盛 岡市 で 平成 23 年 3 月 19 日 か ら 平 成 24 年 1 月 まで 毎日 測定 を 行い 、 事 故 後 の 
最大 値 は 平成 23 年 3 月 20 日 ・21 日 に 観測 され た 放射 性 ヨウ 素 7, 830Bq/m、 放 射 性 セシウム 1, 320Bq/m 
で 、 平 成 23 年 5 月 9 日 以降 は 不 検出 と な っ て いま す 。 平成 24 年 1 月 以降 は 、 月 単位 で 測定 を 行っ て お 
り 、 平 成 27 年 11 月 に 原発 事故 後 初 め て 全 核種 で 不 検出 と な る な ど 、 降 下 物 の 放射 性 物質 は 低減 傾向 と 
な っ て いま す 。 (図表 1-7) 
降水 (降雨 ご と に 採取 ) に つい て は 、 事 故 後 の 平成 24 年 1 月 か ら 測定 を 再開 し て いま す が 、 こ れ ま 
で の 測定 に お いて 、 人 工 放 射線 核種 は 検出 され て いま せん 。 (図表 1-8) 
大 気 浮遊 じん ま ? に つい て 、 盛 岡市 に お ける 測定 の 結果 、 事 故 後 の 最大 値 は 平成 23 年 4 月 か ら 6 月 期 
の 放射 性 セン ウム 0.0041Bq/m パ で 、 平 成 23 年 10 月 か ら 12 月 期 以降 は 不 検出 と な っ て いま す 。 ま た 、 一 関 
市 に お ける 測定 の 結果 、 事 故 後 の 最大 値 は 平成 24 年 4 月 か ら 6 月 期 及 び 7 月 か ら 9 月 期 の 放射 性 セ シ 
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ウム 0.000066Bq/ パ で 、 そ の 後 は 概ね 低減 傾向 に あり ます 。 
今後 も 継続 し て 降下 物 、 降 水 及 び 大 気 浮遊 じん の 測定 を 実施 し ます 。 


※1 降下 物 : 採取 し た 雨 や ちり 等 の 降下 物 に つい て 、 単 位 面積 当たり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 
※2 大 気 浮遊 じん : 特定 期間 に 採取 し た 大 気 中 の 浮遊 燈 じ し ん に つい て 、 単 位 体積 当たり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 
































図表 1-7 降下 物 (月 間 降下 物 測定 結果 ) 着 位 : 核種 別 放射 線 濃度 Bq/m、 実 効 線 量 mSv) 













































































ヨウ素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 0.0949 0.309 0.0995 不 検出 不 検出 0.0808 
50 年 間 実 効 線量 0.000012 0.000040 | 0.000013 0 0 | 0.000011 
ヨウ ツウ 素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 不 検出 不 検出 不 検出 0.0522 0.111 0.334 
50 年 間 実 効 線量 0 0 0 | 0.000007 | 0.000014 | 0.000043 












































※ 50 年 間 実効 線量 は 、 1 日 当たり に 換算 する と 、 不 検出 と な る レベ ル 。 


図表 1-8 降水 ( 令 和 3 年 3 月 の 検査 結果 ) 




























































































3/1 て 3/2 1.8 125. 6 不 検出 1.6 一 

3/2 て 3/3 8 552. 4 不 検出 1.5 一 

3/9~3/10 1.3 88.7 1.80 1.8 ベリ リウ ム (自然 核種 ) を 検出 
3/12 て 3/15 907 261. 1 不 検出 1.5 一 
3/16 て 3/17 1.6 116.6 2.40 1.6 ベリ リウ ム (自然 核種 ) を 検出 
3/19 て 3/22 39.5 2, 791.3 不 検出 1.5 ー 
3/22 て 3/23 3.0 209.5 不 検出 1.6 ー 
3/26 て 3/29 25.7 1, 816.5 不 検出 1.6 ー 





(6) 水道 水 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 水道 水 に 与え る 影響 を 把握 する た め 、 県 で は 、 盛岡 市 に つい て は 平成 23 
年 3 月 18 日 か ら 12 月 27 日 まで の 間 毎 日 、 一 関 市 に つい て は 平成 23 年 4 月 8 日 か ら 12 月 22 日 まで 1 
週間 に 1 回 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 の 測定 を 実施 し まし た 。 
また 、 盛 岡市 及び 一 関 市 以外 の 地域 に お いて も 、 厚生 労働 省 の 方 針 に 基づき 、 放 射 性 物質 の 拡散 に 
る 水道 水 へ の 影響 を 把握 する た め 、 ee 
ニタ リン グ を 県 内 全市 町 村 及 び 水 道 用 水 供給 事業 を 行 う 2 事務 組合 で 実施 し まし た 。 
これ ら の 測定 に より 検出 され た 放射 性 物質 は 、 最 大 で も 放射 性 ヨウ 素 5.29 Bq/kg、 放 射 性 セシウム 
0.73 Bq/kg で 、 い ずれ も 国 が 定め た 管理 目標 値 (10Bq/kg) を 下回り まし た 。 な お 、 水 道 水 中 の 放射 性 
物質 は 、 平 成 23 年 4 月 18 日 に 盛岡 市 で 放射 性 セシウム 0.12 Bq/kg が 検出 され て 以降 、 不 検出 が 続い 
て いま す 。 
平成 24 年 以降 は 、 放 射線 量 の 測定 に 係る 対応 方 針 に 基づき 、 盛 岡市 及び 重点 調査 地域 に 指定 され た 
一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 に お いて 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 濃度 の 定期 的 な 測定 を 行っ て いま す 。 
平成 25 年 度 か ら は 、 こ の 4 地域 に つい て 3 か 月 に 1 回 の 上 顔 度 の 測定 を 実施 し て いま す が 、 い ずれ の 
地域 に お いて も 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 
今後 も 、 県 民 へ 安全 な 水道 水 を 供給 する た め 、 放 射 性 物質 の 測定 を 継続 し て いき ます 。 
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(7) 河川 水 、 海 域 、 海 水浴 場 、 地 下水 

ア 国 に よる モニ タリ ング 調査 
国 で は 、 東京 電力 原子 力 発 電 所 か ら 放 出さ れ た 放射 性 物質 の 影響 を 把握 する た め 、 文部 科学 省 ( 現 
在 は 原子 力 規制 委員 会 ) や 環境 省 を 中 心 に 平成 23 年 6 月 か ら 緊 急 的 な モニ タリ ング を 実施 し て いま す 。 
現在 、 本 県 に お いて は 、 汚染 状況 重点 調査 地域 を 中 心 に モニ タリ ング が 行わ れ て お り 、 令 和 2 年 度 
は 17 河 川 22 地 点 、2 海域 2 地点 で 調査 が 実施 され ま し た 。 測定 の 結果 、 水 質 に つい て は 全 地 点 で 不 検 
出 で あ り 、 底 質 に つい て は 放射 性 セシウム が 一 部 地点 で 検出 され た も の の 、 全 て の 地点 で 100Bq/kg 
以下 と な っ て いま す 。 (図表 1-9) 

今後 も 県 民 の 不安 解消 に 向け て 、 国 が 適切 に モニ タリ ング 調査 を 実施 する よう 求め て いき ます 。 

























































































図表 1-9 環境 省 調 査 結果 : 河川 等 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 調査 結果 (水質 : Bq/L、 底 質 ・ 土 壌 : Bq/kg ( 乾 泥 ) ) 























R2. 8. 5 一 8. 15 不 検出 不 検出 て 44 不 検出 て 1, 257 
河川 R2. 11. 14~11. 22 不 検出 不 検出 て 36 不 検出 て 1, 159 

R3. 2. 7~2. 12 不 検出 4. 2~54 87~688 
海域 R2. 8. 21 不 検出 不 検出 て 35 一 

R2. 11. 20 不 検出 不 検出 て 23 一 
































イ 県 に に よる モニ タリ ング 調査 

県 で は 、 平成 24 年 度 か ら 、 国 の 調査 と は 別に 、 農林 水産 物 等 の 出荷 制限 と な っ て いる 地域 近く の 河 
川 及 び 開 設 予定 の ある 海水 浴場 に つい て 、 水 質 及 び 底 質 の 放射 性 セン ウム 濃度 並び に 空間 線量 率 を モ 
ニタ リン グ し て いま す 。 

令 和 2 年 度 は 、8 河川 12 地 点 及 び 5 海 水浴 場 で 調査 を 実施 し まし た 。 測定 の 結果 、 水質 に つい て は 
全 地 点 で 不 検出 で あり 、 底 質 に つい て は 放射 性 セシウム が 一 部 地点 で 検出 され た も の の 過去 の 変動 の 
範囲 内 で し た 。 (図表 1-10、 図 表 1 -11) 

今後 も 、 国 と 協力 し て 放射 性 物質 の モニ タリ ング を 継続 し 、 県 民 へ の 速やか な 情報 提供 に 努め て い 
きま す 。 





















































図表 1-10 県 に よる 河川 の モニ タリ ング 調査 結果 



























































北上 川 、 広 瀬川 、 猿 ヶ 石 川 、 関口 川 、 本 a 
平 糠 川 D 5 地 点 R2. 8. 25 不 検出 不 検出 0.04~0.06 | 0.03~0.10 
北上 川 (2 地点 ) 、 大 楼 川 、 小 川 川 、 森 pp 上 本 有 
贼 川 m 5 地点 R2.9.7 不 検出 不 検出 ~36 0. 02~0.05 | 0.02 て 0.04 
北上 川 の 2 地点 R2.10.13 不 検出 不 検出 5.1 | 0.03~0.04 0.03 




















図表 1-11 海水 浴場 の 測定 結果 
































舟渡 〈 久 花市 ) R2. 4. 22 不 検出 不 検出 0.10 0.10 0.10 
種 市 海浜 公園 ( 洋 野 町 ) R2.5.14 不 検出 不 検出 0.05 0.05 0.05 
浄土 ヶ 浜 (宮古 市 ) R2.4.23 不 検出 不 検出 0.04 0.04 0. 03~0. 04 
女 遊 戸 (宮古 市 ) R2.4.23 不 検出 不 検出 0.08 0.07 0.07 
真崎 海岸 (宮古 市 ) R2.4.22 不 検出 不 検出 0.09 0.08 0.08 


















































つい て は 、 焼却 灰 等 や 汚 ? 
認 を 受け 排ガス な どの 調査 
す 。 ( 図 

測定 結 
り 、 排 ガス は 不 検出 と な っ て い 
の 
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県 で は 、 施設 設置 者 等 が 測定 し た 結果 を 取り まとめ 、 
物 G メ ン や 廃棄 物 担 当 者 に 
令 和 2 年度 も 令 和 元 年 度 ま で と 同様 に 


施設 設 
施設 EX [ 帳 . 





県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 は 35 施 設 
処理 施設 (盛岡 市 所 管 分 を 除く 。) は 33 施 設 
施設 ) で あり 、 特 定 一 般 廃 棄 物 処理 施設 及び 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 
史 の 放射 性 セン ウム 濃度 が 公 





表 1 -12) 

















義務 


1-13~ 図 表 1 -15) 























置 者 等 

















監視 指導 も 引き 続き 実施 し て いま す 。 


今後 も 、 こ れ ま で の 取組 を 行う と と も に 、 放 射 司 


> で 公表 し て い 


(焼却 施設 
(焼却 施設 


に Se 人 


こ 、 県 内 の 特 
に お いて 、 放 射 性 セシウム 濃度 や 施設 の 敷地 境界 で の 放射 線量 
結果 を 取り まとめ 、 県 ホー ムペ ー ジ 





第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 





廃棄 物 
平成 24 年 1 月 以降 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 県 内 の 特定 
産業 廃棄 物 処理 施設 の 施設 設置 者 等 に より 、 処 分 ( 


一 般 廃 棄 物 処理 施設 や 特定 


> 





こ 伴 い 生 じ た 焼 却 灰 等 や 汚泥 、 排 ガス 、 排 水 及び 地下 
水 の 放射 性 セシウム 濃度 や 施設 の 敷地 境界 で の 放射 線量 の 測定 が 行わ れ て いま す 。 





有 :14 施 设 
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(図表 1 -16) 


:12 施 設 、 汚 》 


、 最 終 処 分 場 :21 施 設 
尼 の 脱水 施設 


























の 焼却 施設 や 汚 ) 
氏 い な ど 一 定 の 要件 に 該当 し た 場合 、 環 境 大 臣 の 確 
が 免除 され る 制度 が あり 、 県 内 で は 32 施 設 が 調査 義務 免除 を 受 


に つい て は 、 焼却 施 設 の ば いじ ん ( 飛 灰 ) は 、 令 和 3 年 3 月 末 現 在 、8, 000Bq/kg を 下 忠 
ます 。 最終 処分 場 の 排水 は 不 検出 て 基準 
EE の 脱水 施設 の 排水 は 不 検出 と な っ て いま す 。 
被ばく 線量 が 0.19Sv/h (年 間 1mSy、 





值 未 消 
いずれ の 施設 の 敷地 境界 の 空間 線量 
自然 界 か ら の 放射 線 を 含ま な い 数 値 ) 以内 と な っ て いま す 。 


県 ホー ムペ ー ジ で 公表 する と と も 
よる 監視 指導 を 実施 し て いま す 。 


、 特 定 産業 廃棄 物 
:20 施 設 、 最 終 処 分 場 : 
EE の 脱水 施設 に 











け て いま 





回 っ て お 





両 、 周 辺 地下 水 は 不 検出 、 
率 も 、 追 加 
( 図 














に 、 産 業 廃棄 








一 般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 の 
の 測定 を 行い 、 県 で は その 





ます 。 ま た 、 産 業 廃棄 物 G メ ン や 廃棄 物 担当 者 に よる 





E セ シウム 濃度 等 の 動向 を 反 





E 視 し て いき ます 。 































































































図表 1-12 a 般 麻 到 物 包 理 施 设 、 add 
特定 一 般 | 焼却 施設 14 施 设 13 施 设 ※1 14 施設 中 13 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 32 条 
廃棄 物 処 | 最終 処分 場 | 21 施 設 | (免除 制度 な し ) 第 2 号 の 確認 調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
本 計 35 施設 13 施設 
※1 12 施設 中 10 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施 の 
。 。 | 烧 却 施 设 12 施設 10 施設 第 2 号 の 確認 調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
sis 休止 1 施設 
廃棄 物 処 | 最終 処分 場 | 1 施設 | (免除 制度 な し ) | ※2 最終 処分 場 の うち 、 特 定 産 業 廃 来 物 等 を 埋立 し て いる 施設 の み 。 
理 施設 | 入学 の 脱水 施設 | 20 施設 9 施設 | 休止 ・ 実 績 な し 10 施 設 
Fi 33 施設 19 施設 
合計 68 施設 32 施設 
































図表 1 - -13 特定 一 RON た dh A DO 











0. 06~0. 08 
























































誠二 施 設 1 出 = = 
最終 処分 場 21 ー 不 検出 て 5.0※ 不 検出 0. 010~0. 090 
※ 排水 濃度 限度 に 対す る 割合 0.01~0.28 (基準 値 1 ) 
図表 1-14 产 奉 麻 率 物 隶 却 施 A A hs 
岩手 県 12 1 不 検出 0.03 て 0.07 
盛岡 市 3 0 一 一 


























図表 1-15 


産業 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 


























工 
LL 


0. 03~0. 05 
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図表 1-16 廃棄 物 担 当 者 及び 産廃 い ロメ ン に よる 監視 回 数 








令 和 元 人 
令 和 2 有 





E 度 19 18 77 63 79 
F 度 





























(9) 浄水 発生 土 
市 町 村 及 び 一 部 事務 組合 が 行っ て いる 水道 事業 で は 、 水 道 原水 中 の 土砂 等 を 急速 ろ過 な どの 浄水 工 


程 に より 取り 除い た 浄水 発生 土 に つい て 、 適 切 に 処理 (再生 利用 、 廃 棄 物 処理 ) する た め 放 射 性 物質 
濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 
環境 省 で は 、 浄 水 発生 土 の 最 終 処分 (埋立 ) の 基準 を 8, 000 Bq/kg 以下 と 定め て いま す が 、 こ れ ま 
で の 測定 結果 で は 最大 で 1, 780 Bq/kg (平成 23 年 8 月 ) と な っ て お り 、 基準 を 大 きく 下回っ て いま す 。 
令 和 2 年 度 ( 令 和 3 年 3 月 示現 在 ) の 測定 結果 は 、 不 検出 か ら 40 Bq/kg の 間 で あり 放射 性 物質 の レ 
ベル は 減少 し て いま す 。 (図表 1 -17) 
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図表 1-17 浄水 発生 土 の 測 定 状況 


















































































































































平成 23 年 度 | H23. 6. 6~H24. 3.31 | 不 検出 ~1,780 Bq/kg 

平成 24 年 度 | H24.4.1~H25. 3.31 | 不 検出 ~640 Bq/kg 

平成 25 年度 | H25. 4.1~H26. 3. 31 | 不 検出 ~241 Bq/kg 

平成 26 年 度 | H26. 4. 1~H27. 3. 31 | 不 検出 ~123 Bq/kg 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 に 基づく 指定 基準 
平成 27 年 度 | H27.4.1 こ H28.3.31 | 不 検出 99 Bq/kg (管理 型 最終 処分 場 へ の 埋立 基準 ) 8, 000Bq/kg 
平成 28 年 度 | H28. 4. 1~H29. 3.31 | 不 検出 63 Bq/kg i く ク リア ラン スレ ベル 
平成 29 年 度 | H29.4.1 こ H30.3.31 | 不 検出 44 Bq/kg (製品 に お ける 基 浴 ) 100Bq/kg 
平成 30 年 度 | H30.4.1~H31.3.31 | 不 検出 57 Bq/kg 

令 和 元 年 度 | H31. 4. 1~R2. 3. 31 不 検出 て 41 Bq/kg 

令 和 2 年 度 | R 2.4.1 て R3.3.31 不 検出 て 40 Bq/kg 


























(10) 工業 製品 等 

地方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 シンター で は 、 平 成 23 年 度 以降 、 事 業者 の 要望 に 応じ て サー ベイ 
メー タ に よる 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 平 成 23 年 度 に ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 1 台 を 県 の 補助 
に より 購入 し 、 平 成 24 年 度 か ら 同 検出 器 を 用 いた 測定 を 実施 し て いま す 。 

測定 の 結果 、 基 準 値 (検体 の 種類 に より 異な る 。) を 超え た 場合 は 、 測 定 を 依頼 し た 事業 者 に 対し 、 
廃棄 方 法 ・ 連 絡 先 等 に つい て 情報 提供 し て いま す 。 

令 和 2 年 度 は 、 ゲ グル マニ ウム 半導体 検出 器 に よる 測定 を 2 回 ・ 3 点 行 い 、 全 て 基準 値 内 と な っ て い 
ます 。 引 き 続 き 、 事 業者 の 依頼 に 応じ た 検査 を 実施 する こと と し て いま す 。 
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(11) 流域 下水 道 

流域 下水 道 の 都 南 浄化 セン ター (盛岡 市 )、 北 上 浄化 セン ター (北上 市 )、 水 沢 浄化 セン ター (奥州 
市 )、 一 関 浄 化 セ ンタ ー (一 関 市 ) の 4 施設 か ら 排 出さ れる 下水 汚泥 等 (脱水 汚泥 と 焼却 灰 ) を 安全 に 
有効 利用 や 埋立 処分 する た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 脱水 汚泥 に つい て は 、 平 成 23 年 度 
降 の 放射 性 セシウム 濃度 の 最大 値 は 320Bq/kg (平成 23 年 6 月) で し た が 、 平 成 29 年 度 に は 0.7 て 
7.1Bq/kg 程 度 ま で 低下 し て いま す (図表 1-18)。 焼却 灰 に つい て は 、 平 成 23 年 度 以降 の 放射 性 セ シ ウ 
ム 濃 度 の 最大 値 は 2, 510Bq/kg (平成 23 年 6 月 で し た が 、 令 和 2 年度 は 8.2~52Bq/kg 程 度 ま で 低下 し 
て いま す (図表 1 -19)。 

下水 汚泥 等 に つい て は 受入 先 事業 者 と の 協議 に 基づき 必要 な 場合 に 測定 する こと と し て お り 、 令 和 
2 年 度 は 焼却 灰 の み 測 定 を 行い まし た 。 
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E 出 し て いる 都 南 浄化 セン ター と 北上 浄化 セン ター に お いて は 、 周 辺 住民 や 作業 従事 者 へ 
する た め 、 こ れ ま で 敷地 境界 等 に お いて も 定期 的 に 空間 線量 率 を 測定 し て きま し た が ( 図 























表 1-20) 、 測 定 値 が 基準 値 を 下回り 、 か つ 、 低 値 で 安定 し て いる 状況 か ら 平 成 29 年 度 を も っ て 測定 を 廃 
止 し 、 平 成 30 年 度 か ら は 他 の 県 有 施 設 と 同様 の 空間 線量 率 の 定期 的 な 測定 の み を 行っ て いま す 。 


図表 1-18 脱水 汚泥 の 放射 性 セン ウム 濃度 








(単位 :Bq/kg) 








































































































都 南 浄化 セン ター 20~143 不 検出 ~38 不 検出 ~10 不 検出 ~10 2.6~4.8 
北上 浄化 セン ター 13~49 不 検出 て 18 不 検出 て 10 不 検出 て 7.6 1.0 で へ 3.7 
水沢 浄化 セン ター 5. 8 一 202 11~75 7.5~19.1 不 検出 ~20 4. 3~7. 6 
一 関 浄化 セン ター 84~320 21~124 10~38 不 検出 て 15 5.9 て 11.3 
都 南 浄化 セン ター 1.3~3.7 1.0~1.8 ー ー 回 
北上 浄化 セン ター 0.9 て 1.7 0.7~1.2 这 = 国 
水沢 浄化 セン ター 2.7~5.3 2.3~3.9 ー 一 

一 関 浄化 セン ター 1.6~7.3 2.9~7.1 一 天 一 
図表 1-19 焼却 灰 の 放射 性 セン ウム 濃度 (単位 :Bq/kg) 
都 南 浄化 セン ター 320~2, 510 183~1, 090 136~350 80~204 46 て 117 
北上 浄化 セン ター 570~2, 500 390~1, 600 181~540 116~315 46~181 
都 南 浄化 セン ター 36 て 116 29~73 13~47 不 検出 ~30 8. 2~29 
北上 浄化 セン ター 40~111 21~92 41~75 不 検出 て 63 11 52 

図表 1-20 (単位 : Sv/h) 





流域 下水 道 浄化 セン ター 敷地 境界 等 の 空間 線量 率 














0.02~0. 04 






































都 南 浄化 セン ター| 0.03~0. 18 | 0.02~0.06 | 0.04~0.05 | 0.04~0.05 | 0.03~0.04 | 0.02~0.04 
北上 浄化 セン ター | 0.02 て 0.20 | 0.04 て 0.07 0.06 0.06 0. 04~0. 08 | 0.04 て 0.07 |0.05 て 0.08 
(12) 工業 用 水道 


県 で は 、 法 令 及び 国 の 通知 等 に 基づき 、 工 業 用 水道 施設 2 カ所 で 放射 性 物 


結果 を ホー ムペ ー ジ で 公表 し 、 工業 


す 。 




















用 水 の 使用 者 等 に 対す る 安全 の 周知 、 風 記 























等 の 測定 を 行い 、 そ の 
『 被 害 対策 に 努め て いま 


T 





工業 用 水 に つい て は 、 





〇 測定 施設 : 北上 中 部 














捉 一 付 




















工業 用 水道 
浄水 場 
浄水 場 





北上 市 相去 町 地内 
北上 市 北 工 業 


年 度 か ら 定 期 的 な 測定 を 廃止 し 、 








団地 地内 

















ど 安 全 確 認 が 必要 な 場合 の み 測 定 す る こと と し まし た 。 ( 令 和 2 年 度 の 測定 実績 な し ) 


工業 用 水 製造 の 過程 で 排出 され る 脱水 汚 ? 
行う た め に 、 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す ( 図 


測定 は 廃止 し 、 図表 1 -21 に 示す 安全 確認 が 必要 な 場合 の み 測定 する こと と し まし た 。 令 和 2 年度 は 











し 




















表 1 -21、 























脱水 汚泥 の 測定 結果 が 高い 場合 な 


中 に つい て は 、 そ の 処理 (再生 利用 ・ 最 終 処分 ) を 適切 に 


図表 1 -22)。 平 成 28 年 度 か ら 定 期 的 な 


脱水 汚泥 の 受入 先 事業 者 と の 協議 に 基づき 、6 カ 月 に 1 回 の 上 顔 度 で 測定 を 行い 、 結果 は いずれ も 不 検 


出 で も た 。 
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工業 用 水道 脱水 汚泥 放射 性 セシウム 濃度 測定 結果 
| | 一 一 覧 = | | 
本 
画 

















再 利用 基準 100Bq 
る = | 
< 
で ど 
已 
其 
0 
H23.7.1 H24.1.1 H24.7.1 H25.1.1 H25.7.1 H26.1.1 H26.7.1 H27.1.1 
試料 採取 日 


図表 1-21 脱水 汚泥 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻 度 

・ 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 道 処理 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関 する 考え 方 (H23. 3. 25 経済 産業 省 通 知 ) 

・ 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 性 物 
質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行 ) 






















































































































































































・ 核 原料 物質 、 核 燃料 物質 及び 原子 炉 の 規制 に 関す る 法律 (クリ アラ ンス 基準 : 再 利用 100Bq/kg 以下 ) 

・ 放 射 性 セシウム 100Bq/kg 以下 : コン クリ ー ト 製品 に 再 利用 が 可能 

・ 放 射 性 セシウム 100 Bq/kg 超 ~8, 000Bq/kg  : 埋立 処分 が 可能 

・ 放 射 性 セシウム 8, 000Bq/kg 超 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に よる 管理 が 必要 

・ 平 成 23~24 年 度 : 月 1 回 また は 搬出 の 都度 

・ 平 成 25 年 度 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 )】 の た め に 必要 な 場合 、 脱 水 汚泥 の 保管 場所 














を 変更 する 場合 、 敷 地 境界 等 の 空間 線量 率 測定 で 高い 測定 値 と な っ た 場合 

成 26 年 度 以降 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場合 (た だ し 、6 カ カ月 に 
1 回 は 測定 ) 、 敷 地 境界 等 の 空間 線量 率 測定 で 高い 測定 値 と な っ た 場合 

・ 平 成 28 年 度 以降 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場合 
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図表 1-22 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃度 


一 


単位 : Bq/kg) 
































第 二 浄 水 場 不 検出 て 799 不 検出 不 検出 
第 三 浄水 場 17~505 不 検出 て 62 | 不 検出 ~28 
※ 不 検出 : 20 Bq/kg 未満 
(13) 測定 機器 の 貸出 し 
県 は 、 各地 区 合同 庁舎 及び 環境 保健 研究 セン ター に サー ベイ メー タ を 配備 し て お り 、 各 地域 の 地表 
付近 の 放射 線量 測定 を 行っ て いる ほか 、 県 の 関係 機関 や 市 町 村 等 に 対し て 無償 で 貸与 し 、 放射 線量 の 
きめ 細か な 測定 の 実施 推進 を 図る あと と も に 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づく 放射 線量 低 
減 措 置 の 促進 を 図っ て いま す 。 (図表 1 -23) 
県 教育 委員 会 に お いて も 同様 に サー ベイ メー タ を 配備 し て お り 、 各 県 立 学校 で の 汎 
る ほか 、 市 町 村 教 育 委 員 会 や 施設 指定 管理 者 等 へ の 貸出 し を 実施 し て いま す 。 
今後 も 、 サ ー ベ イメ ー タ の 校正 点検 等 を 行い 、 各 地区 合同 庁舎 等 に お ける 貸出 体制 を 維持 し ます 。 








再 利用 基準 : 100Bq/kg 以下 
埋立 処分 基準 : 8, 000Bq/kg 以下 
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Il 定 に 使用 し て い 















































図表 1-23 測定 機器 (県 保有 サー ベイ メー タ ) 貸出 状況 ( 令 和 2 年度 ) 




















































































































盛岡 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 2 30 1 6 39 
県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 9 1 2 12 
花巻 保健 福祉 環境 セン ター 0 5 0 0 5 
一 関 保健 福祉 環境 セン ター 0 24 0 4 28 
沿岸 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 2 0 20 22 
大 船渡 保健 福祉 環境 セン ター 0 2 0 4 6 
宮古 保健 福祉 環境 セン ター 0 3 1 1 5 
県 北 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 2 0 0 2 
二戸 保健 福祉 環境 セン ター 0 3 1 0 4 
環境 保健 研究 セン ター 0 0 0 0 0 
i 2 80 4 37 123 
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第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 


1 概況 














本 県 の 生活 環境 に お ける 除 染 に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 で 定め る 汚染 状況 重 , in 
域 も 含め 、 平 成 24 年 度 末 まで に 子ども が 長 時 間 滞 在 す る 施設 の 除 染 が 完了 し 、 平 成 25 年 度 に は 除 染 実 
計画 に 記載 され た 除 染 が 概ね 完了 し まし た 。 平成 27 年 度 以降 は 、 一 関 市 が 住宅 等 の 除 染 を 引き 続き 行っ て 








お り ま し た が 、 平 成 28 年 度 末 まで に 除 染 が 概ね 完了 し まし た 。 





























し か し 、 生 活 圏 の 除 染 等 に より 生じ た 除去 土壌 等 の 保管 が 課題 と な っ て お り 、 こ れ ら の 処分 基準 を 早期 





に 示す よう 国 に 求め て いる と ころ で す 。 




















また 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 等 に つい て は 、 牧 草 、 稲 わら 、 堆 肥 、 し いた け ほ だ 木 の 農 林業 系 





副産物 や 、 道 路側 溝 汚泥 、 道 路 法 面 草木 、 河 川 敷 草木 な どの 道路 ・ 河 川 管理 に 係る も の が 生じ て いま す 。 














農林 業 系 副産物 に つい て は 、 放 射 性 物質 濃度 を 抑制 し な が ら 処 理 す る 必要 が あり 、 処 理 完了 まで に 複数 

















m 








か か る こと や 一 部 市 町 村 で 処理 方 針 が 未定 で も る こと な どの 課題 が あり 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 に 
つい て は 、 一 時 保管 施設 の 整備 に つい て 住民 理解 が 得 ら れ な いこ と や 除 染 計画 区 域外 で は 国 の 財政 支援 を 











受け られ な いた め 処 理 が 滞る な どの 課題 が あり ます 。 











県 で は 、 市 町 村 と 連携 し な が ら こ れ ら の 課題 の 解決 に 向け 取り 組ん で お り 、 平 成 24 年 8 月 に は 「 放 射 能 
染 廃棄 物 対 策 連携 チー ム 」 を 設置 (平成 24 年 12 月 に は 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム (以下 「 支 
es と いう 。)」 に 改組 ) し 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 基本 的 スキ ー ム に 
つい て 、 国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 保管 及び 当面 の 安全 安心 な 処理 方 法 や 支 
援 策 を 明記 し た 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 


























ィ ー ヽ 


平成 24 年 11 月 ) 、 第 2 版 (平成 26 年 4 月) ) 」 を 示し まし た 。 (加 














支援 チー ム で は 、 汚 染 さ れ た 廃棄 物 等 の 処理 等 に 係る 技術 的 文 援 、 








表 る 2 る -1)。 


地域 住民 へ の 説明 支援 な ど に つい て 、 





に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 重点 的 に 行っ て いま す 。 
また 、 県 と し て 、 国 に 対し 、 除 去 土壌 の 処分 基準 の 提示 に 加え 、 除 染 実施 区 域外 の 道路 側溝 汚泥 の 除 染 
に 要する 経費 や 一 時 仮 置場 整備 等 に 要する 経費 へ の 財政 支援 を 要望 し て いま す 。 






































農林 業 系 副産物 に つい て は 、 国 の 財政 支援 を 受け 、 既 存 の 処理 施設 
| 産物 を 保管 し て いた 24 市 町 の うち 令 和 2 年 度 未 まで に 16 市 町 で 処理 を 実施 し 、11 市 町 が 終了 し て いま 














| 





下 








一 関 市 の 16 箇所 に お いて 住民 理解 を 得 て 一 時 保管 設備 が 整備 され 、 








26 年 2 月 に 有識者 で 構成 され る 野外 焼却 の 影響 に 関す る 検討 委員 会 に 


























で 焼却 処理 を 行っ て お り 、 農 林業 系 


道路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 の うち 、 道 路側 溝 汚泥 に つい て は 、 令 和 2 年 度 未 まで に 奥州 市 の 2 箇所 、 


汚泥 の 搬入 が 完了 し まし た 。 








A A A Ne 

















お いて 自粛 継続 の 必要 が な い 旨 が 示 














され た こと か ら 、 平 成 26 年 3 月 に 野外 焼却 の 自粛 を 解除 し 、 関 係 機関 に 周知 を 行っ て いま す 。 
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放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る お ガイ ドラ イン に つい て 


【 経 緯 】 
・ 国 が 定め た 処理 方 策 を 補完 する 観点 か ら 、 こ れ ま で の 県 の 知見 等 を 踏ま えつ つ 、 当 面 の 安全 ・ 安 心 な 処理 方 法 と 支援 策 を 提示 し 、 市 町 
村 に お ける 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 等 の 処理 を 促進 。 





・ 農 林業 系 副産物 、 除 去 土壌 、 除 楽 廃棄 物 (道路 側溝 汚泥 等 ) の 処理 の 方 向 性 を 整理 。 
・ 策 定 に 当たっ て は 、 部 局 横断 型 (総務 部 、 環 境 生活 部 、 農 林 水 産 部 、 県 土 整備 部 ) の 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 」 で 検討 。 
・ 平成 24 年 11 月 に 策定 し 、 平 成 26 年 4 月 に 改定 (時 畔 草 の 野外 焼却 の 自粛 要請 解除 を 追加 ) 。 今 後 も 新た な 知見 や 技術 開発 等 を 踏ま えて 


見 直す 。 


1 農林 業 系 副産物 


(1) 国 か ら 詳細 な 処理 方 針 を 示さ れ な い 場 


人 PWR 牧草 、 稲 わら 、 堆 肥 
.| 

(2) 既存 施設 を 活用 し 廃棄 物 を 8, 000Bq/kg 
以下 の 濃度 に 抑制 し て 焼却 ・ 埋 立 す る こ | | 除去 土壌 

と を 基本 と し 、 市 町 村 の 取組 を 支援 する 
と と も に 、 新 た な 知見 に よる 多様 な 保 

管 ・ 処 理 方 法 も 検討 (早期 処理 に 向け た 3 除 染 廃棄 物 
多様 な 処理 方 法 、 乾 燥 、 圧 縮 処理 ( ペ a 


レッ ト 化 ) 等 の 中 長期 的 保管 対策 等 ) 


(3) 一 時 保管 施設 の 設置 支援 な ど 地 域 ニ ー 


ズ に 応じ た 処理 を 支援 ( 国 へ の 要望 継 


EN 道路 法 面 草木 
河川 敷 草木 等 
(4) 県 の 「 放 射 能 汚 楽 廃棄 物 処理 等 支援 


チー ム 」 に よる 市 町 村 と 一 体 と な っ た 県 
民 へ の 丁寧 な 説明 、 技 術 支援 の 実施 。 
特に 多量 に 廃棄 物 等 を 有する 市 町 村 等 へ 
の 重点 支援 














1 対象 地域 県 内 全域 

2 処理 プロ セス 
中 农家 牧草 地 一 ② 保 管 施設 〈 一 时 保管 ) 一 ③ 前 処理 施設 (裁断 等 ) 

一 ④ 一 般 廃棄 物 焼却 施設 (生活 系 廃棄 物 と 混焼 し 、 焼 却 原 を 8.000Bq/kg 
以下 に 管理 っ ⑤ 一 般 廃棄 物 最終 処分 場 (最終 処分 ) 














1 対象 地域 除 染 実 施 区 域 等 
2 処理 プロ セス 
① 除 染 対象 施設 等 ④ 土 壌 除去 一 ③ 保 管 一 安全 性 を 確認 し 再生 利用 等 


1 対象 地域 除 染 実施 区 域 等 

2 モニ タリ ング ・ 調 査 個別 調査 の ほか 、 道 路 走行 サー ベイ な どの 実施 

3 処理 プロ セス 

① 道 路側 溝 ( 除 染 上 又は 施設 管理 上 最小 限 の 汚泥 を 除去 ) 

一 ② 保 管 施設 (地域 内 に 一 時 保管 場所 を 確保 、 対 応 可 能 な 地域 か ら ) 

一 ⑨ 最 終 処分 (一 般 廃棄 物 処分 場 や 管理 型 産業 廃棄 物 最終 処分 場 、 再 生 利用 等) 





















道路 走行 サー ベイ 、 河 川 公共 水域 放射 性 物質 モニ タリ ング 














・ 外 癌 
こと と し た (H26 年 3 月 )。 

・ こ れ ら が 難し い 場 合 は 、 当面 、 刈 
と する 。 





り 倒 し の 後 、 飛散 流出 防止 措置 を 行い 、 現 場 存置 





処理 を 進め る 市 町 村 に 対す る 財政 的 ・ 技 術 的 支援 の 実施 、 





国 へ の 処理 スキ ー ム 早期 提示 等 の 継続 的 要望 を 実施 
放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 


図表 2- 1 


2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 県 の 取組 
県 は 、 原発 事故 に よる 放射 性 











物質 の 影響 に より 、 























け 速 や か に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する た め 、 平 成 23 年 9 月 





成 25 年 4 月 改訂 ) を 策定 し まし た 。 
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是 





生活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ 
に 「 放 射線 量 低 減 に 向け た 取組 方 針 」( 平 


県 民 が 日 
























































一 方 、 本 県 に お ける 放射 線量 の 状況 は 、 文部 科学 省 が 平成 23 年 9 月 14 日 か ら 10 月 13 日 に か け て 実 











施し た 航空 機 モ ニタ リン グ 結 果 
域 が 認め られ る 程度 で あり 、 
針 の 目標 で ある 追加 被ばく 線量 
この た め 、 平成 24 年 3 月 、「 
で いた 学校 等 の 施設 の ほか 不 特 
措置 を 行う 際 に 参考 と する 事項 
な お 、「 岩 手 県 放射 線 計 
実施 する こと と し て いま す 
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(2) 市 町 村 の 取組 


県 内 の 全市 町 村 に お 
む 。) が 見 つか っ た 場合 
対し 、 財 政 的 支援 を 行 

こう し た 除 染 の 円 滑 な 推進 に 


YE さく 1 


、 県 は 、 
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局所 的 に 高い 放射 線量 の 箇所 に つい て 低減 


財 査 ・ 低 減 事 業 費 


に よる と 、 放 射線 量 が 比較 的 高い 県 南部 に お いて 0.2~0.54 Sv/h の 地 
『 置 を 講じ る こと に より 低減 方 
年 間 1 mSv 以内 を 達成 で きる も の と 考え られ まし た 。 

放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 そ れ ま で 優先 的 に 取り 組ん 
定 多数 の 人 が 利用 する 施設 に 対 し て 、 市 町 村 が 放射 線量 の 調査 及び 低減 
を 示 し た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 作成 し ま し た 。 

邊 助 金 交付 要綱 」 に 基づい た 取組 は 、 同 マニ ュ ア ル に 基づき 
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a Sv/h 以 上 の 箇所 を 有する 公共 施設 (学校 等 に つい て は 、 私 立 施設 を 含 
「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 市 町 村 等 が 行う 低減 # 
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邊 中 ( こ 








し た 。 








取り 組ん だ 結果 、 平 成 25 年 度 ま で に 除 染 は 概ね 終了 し まし た が 、 今後 も 
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必要 に 応じ て 、 市 町 村 等 が 行う 








低減 措置 に 対し 、 財 政 的 支援 を 行う こ 





と し て いま す 。 





或 措 
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第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 





(3) 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 の 処理 に 向け た 取組 

ア 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 取組 状況 
原発 事故 に より 、 生 産 現場 で 利用 で き な く な っ た 稲 わら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 な ど 農 林業 系 副産物 
が 多 基 に 発生 し まし た 。 ま た 、 こ れ ら を 廃棄 物 と し て 処理 する 場合 、 焼却 処 理 が 安全 な 方 法 と 考え ら 
れ ま し た が 、 こ れ ら の 廃棄 物 だ け を 焼却 (専焼 ) する と 、 焼 却 灰 が 8, 000Bq/kg を 超え て し まい 、 最 終 
処分 が 困難 と な る 可能 性 が ある こと 、 県 内 の 市 町 村 等 既存 焼却 処理 施設 で 、 生活 系 ご み と 混 合 の 上 処 
理 す る た め に は 、 牧 草 な ど を 事前 に 裁断 する 等 の 処理 が 必要 で ある こと 等 の 課題 が お 生じ まし た 。 
この た め 、 農林 業 系 副産物 を 廃棄 物 と し て 処理 する 場合 、 市 町 村 等 の 既存 の 焼却 施設 で 一 般 廃棄 物 
と 混焼 し 、 焼却 灰 の 放射 性 物質 濃度 が 8, 000Bq/kg 以 下 と な る よう 管理 し て 処理 する 方 針 を 決め 、 平成 
24 年 8 月 「 岩 手 県 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼却 処理 等 円 消化 事業 」 に より 、 市 町 村 ・ 一 部 事務 
組合 ・ 広 域 連 合 が 焼却 処理 する 場合 に 必要 と な る 破砕 ・ 裁 断 な ど 前 処理 施設 整備 や 、 濃 度 管 理 の た め 
の 放射 能 測定 機器 (Nal (TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ ) の 整備 等 に 要する 費用 に 対し 、 
県 単独 で 財政 支援 を 行う こと と し 、 平成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 
処分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 に て 、 そ の 処理 方 針 を 示し まし た 。 こ れ に より 、 令 和 2 
年 度 未 時 点 で は 16 市 町 村 で 焼却 処理 を 実施 し て いま す 。 (図表 2- 2 、 図 表 2 一 3) 

平成 25 年 4 月 か ら は 、 環 境 省 が 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に つい て 財政 措置 を 行う こと と な り ま し 
た が 、 県 と し て も 処理 を 推進 する た め 、 引 き 続 き 、 市 町 村 等 の 焼却 処理 計画 の 策定 支援 や 、 住 民 説明 
会 へ の 職員 派遣 な どの 技術 的 支援 を 行っ て いま す 。 (図表 2- 6 ) 
放射 性 物質 の 影響 を 受け 汚染 され た 牧草 、 稲 わら 、 生 ふん 堆肥 及び ほ だ 木 に つい て は 、 令 和 3 年 3 月 
未 現在 、 県 内 に 約 1 万 3 千 t (牧草 1,464t、 稲 わら 383 t 、 和 牛ふん 堆肥 4, 533 t 、 ほ だ 木 6, 487 t) が 
保管 され て お り 、 適 正 な 保管 お よび 焼却 等 を 支援 し て いき ます 。 (図表 2-3) 
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図表 2-2 市 町 村 等 に よる 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 状況 令 和 3 年 3 月 末 現 在 
市 町 村 数 備 考 

焼却 処理 終 J 11 

焼却 処理 中 (一 時 中 断 を 含む 。) 5 到 补助 事业 在 活用 

図表 2-3 放射 性 物質 の 影響 を 受け た 牧草 、 稲 わら 及び 牛ふん 堆肥 の 処理 状況 〈 仿 和 3 年 3 月 末 现 在 ) 

区 分 発生 量 ※① 処理 量 ② 処理 割合 の /① | 保管 量 ①-② 
牧草 20, 499 t 19, 036 t 92. 9% 1, 463t 
稲 わら 573 t 190 t 33.2% 383t 
生 ふ ん 堆肥 7, 039 t 2, 506 t 35. 6% 4, 533t 
ほ だ 木 31, 082 t 24, 595 t 79.1% 6, 487t 

計 59, 193 t 46, 326 t 78. 3% 12, 867t 





























発生 量 に は 、8, 000Bq/kg を 超え る 牧草 (52 t)、 稲 わら (287t) 及び 和牛 ぶん 堆肥 (382 t ) を 含む 。 
端数 処理 の 関係 で 合計 が 一 致し な い 場 合 が ある 。 






































イ 除去 土壌 等 の 処理 の 取組 状況 
原発 事故 の 影響 に より 、 県 南 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 ) で は 、 平 成 23 年 9 月 に 実施 され 
た 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 な ど で 、 空 間 線量 率 が 0.23 Sv/h 以 上 の 区 域 が 確認 され た た め 、 放 射 性 物 
質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 平 成 23 年 12 月 に 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 され ま し た 。 

地域 の 指定 を 受け 、 県 南 3 市 町 で は 除 染 実施 計画 を 策定 し 、 当 該 計画 に 基づき 計画 的 に 除 染 を 進め 
た 結果 、 奥 州 市 及び 平泉 町 に お いて は 、 平 成 25 年 度 未 ま で に 、 一 関 市 に お いて も 、 平 成 28 年 度 未 で 除 
染 実施 計画 に 記載 され て いる 除 染 が 終了 し まし た 。 

除 染 で 取り 除い た 土壌 (除去 土壌 ) や 除 染 に 伴い 生じ た 廃棄 物 ( 除 染 廃棄 物 ) に あっ て は 、 主 に 現 
場 の 地 中 に 遮 水 シ ー ト な ど で 包 ん だ うえ で 唆 土 する な ど し て 適切 に 保管 ・ 管 理 さ れ て いま す が 、 除 去 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


土壌 の 具体 的 な 処分 方 法 が 国 か ら 示 され て いな いこ と か ら 、 保 管 が 継続 し て いる 状況 に あり ます 。( 図 
表 2-4) 
現場 保管 が 長期 に 及 ん で いる こと か ら 、 県 で は 3 市 町 と も 連携 し な が ら 、 国 に 対し て 早期 に 処分 方 
法 を 示す よう 、 繰 り 返 し 要望 し て いま す 。 
















































































図表 2-4 除去 土壌 の 保管 状況 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 
| 現場 保管 箇所 数 保管 量 (m3) 
除去 土壌 315 26, 550 
除 染 廃棄 物 2 24 









































ウ 道路 側溝 汚泥 の 処理 の 取組 状況 
原発 事故 以降 、 県 南 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 ) は 、 重 点 調査 地域 の 指定 を 受け 、 放 射 性 
物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 除 染 実施 区 域内 に お いて 除 染 等 に 伴い 生じ た 廃棄 物 に つい て は 、 
特定 一 般 廃 棄 物 又は 特定 産業 廃棄 物 と し て 処理 する こと に な り ま し た 。 ま た 、 除 染 廃 棄 物 を 現場 で 保 
管 す る 場合 に は 、 除 染 実施 者 又は 土地 の 所 有 者 等 が 保管 場所 の 空間 線量 率 の 測定 や 記録 を する こと が 
義務 付け られ まし た 。 
道路 側溝 汚泥 に つい て は 、 こ れ ま で 道路 の 清掃 活動 と し て 、 住 民 協 働 の も と 撤去 し た り 、 道 路 管 理 
者 が 民間 事業 者 に 委託 し て 除去 し 、 市 町 村 等 の 最終 処分 場 や 民間 事業 者 の セメント 工場 で 処理 が 行わ 
れ て きま し た が 、 原 発 事故 以降 、 道 路 の 側溝 村 な ど で 放 射 性 セン ウム が 高 濃度 の 汚泥 が 確認 され た こ 
と か ら 、 撤 去 や 処理 が で き な く な り ま し た 。 
この た め 、 県 で は 県 南 3 市 町 に 対し 、 側 溝 汚泥 の 撤去 に 当たり 、 コ ンク リー ト 構 造 等 の 一 時 保管 施 
設 を 設置 する 場合 に 、 県 独自 に 財政 支援 する こと と し 、 ま た 、 住 民 説 明 会 へ 職員 を 派遣 する な どの 技 
術 的 支援 を 行っ て いま す 。 
汚泥 の 一 時 保管 施設 に つい て は 、 令 和 2 年 度 ま で に 、 県 の 財政 支援 を 受け て 奥州 市 で 2 箇所 、 
一 関 市 で 16 箇所 整備 され ま し た 。 
な お 、 奥 州 市 で は 、 平 成 28 年 10 月 に 道路 側溝 汚泥 を 最終 処分 場 に 埋め 立て る 方 針 を 示し 、 平 成 
28 年 度 未 まで に 一 時 保管 し て いた 汚泥 の 最終 処分 が 終了 しま し た 。 
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エ 道路 法 面 や 河川 敷 の 草木 の 処理 の 取組 状況 
道路 法 面 や 河川 敷 の 草木 に つい て は 、 現 場 で の 刈 倒し の ほか 市 町 村 や 民間 処理 業者 に よる 破砕 ・ 堆 
肥 化 な どの 処理 や 家畜 飼料 と し て の 活用 が 行わ れ て きま し た 。 
原発 事故 以降 、 市 町 村 や 民間 処理 業者 に よる 受入 制限 や 家畜 飼料 の 利用 自 鹿 に より 、 次 の と お り の 
対応 と し て いま し た 。 
除 染 実施 区 域内 は 、 保 管 ・ 処 分 場所 が 確保 され る まで の 間 、 当 面 刈 倒し と し 、 除 染 実施 区 域外 に お 
いて 、 国 が 設定 し た 牧草 な どの 家畜 飼料 の 暫定 許容 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 地域 で は 、 家 畜 飼 料 と 
し て の 提供 を 自粛 する と と も に 、 焼 却 処 分 で き な い 場合 は 刈 倒 し を 基本 と し て いま し た 。 
その 他 の 地域 で は 、 処 分 方 法 は 従来 どおり (倒し 又は 集 草 運搬 処理 ) と し た も の の 、 挫 乳牛 の 飼 
料 と し て の 提供 は 自粛 し て いま し た 。 
平成 26 年 2 月 に 有識者 で 構成 され る 野外 焼却 の 影響 に 関す る 検討 委員 会 が 開催 され 、 自 粛 継続 の 必 
要 が な い 旨 が 示さ れ た こと か ら 、 道 路 法 面 や 河川 敷 の 草木 の 処分 方 法 は 、 原 発 事故 前 と 同様 の 対応 と 
CM ます 
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第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 





オ 廃棄 物 の 処理 等 に 向け た 市 町 村 等 へ の 支援 
県 で は 、 県 南 地域 を 中 心 に 発生 し て いる 除 染 廃棄 物 、 農 林業 系 副産物 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 
物 等 に 係る 課題 を 、 市 町 村 と 連携 し な が ら 解 決し て いく た め 、 平 成 24 年 8 月 に 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 対 
策 連 携 チ ー ム 」 を 設置 し まし た 。 
この 連携 チー ム で は 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 基本 的 スキ ー ム に つい て 、 
国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 補完 及び 当面 の 安全 安心 な 処理 方 法 や や 支援 策 
を 検討 し 、 市 町 村 に お ける 円 滑 な 処理 を 促進 する た め 、 平 成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され 
た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 を 示 し まし た 。 
平成 24 年 12 月 に 同 連 携 チ ー ム か ら 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 」 に 改組 し 、 処 理 等 へ の 技 
術 的 支援 、 地 域 住民 へ の 説明 支援 な ど に つい て 、 特 に 多く の 廃棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 重点 的 に 行 
っ て いま す 。 
平成 26 年 4 月 に は 野外 焼却 の 自粛 要請 を 継続 し な いこ と を 追記 する 等 、「 放 射 性 物質 に より 汚染 され 
た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 」 の 改定 を 行い ま し た 。 
これ ら 支 援 チ ー ム の 活動 に 並行 し て 、 放 射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 を 進め る に 当たり 、 
各地 域 に お ける 課題 や 処理 の 方 向 性 等 に つい て 市 町 村 等 と 意見 交換 等 を 行い まし た 。 
道路 側溝 汚泥 に つい て は 、 令 和 2 年 度 ま で に 、 奥 州 市 2 箇所 、 一 関 市 16 牧 所 に お いて 一 時 保管 施設 
が 整備 され た こと か ら 、 整 備 に 要 し た 経費 の 一 部 に つい て 補助 を 行い まし た 。 
今後 も 、 国 の 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 処理 事業 費 補助 金 (農林 業 系 廃棄 物 の 処理 加速 化 事業 ) を 活用 
する 市 町 村 に 対し 、 焼 却 計 画 作成 や 住民 説明 へ の 技術 的 支援 を 行う こと と し 、 ま た 、 同 支援 チー ム 会 
議 に より 関係 部 局 の 取組 状況 の 確認 を 行う と と も に 、 今 後 の 国 の 方 針 、 汚 染 状 況 の 推移 、 新 た な 技術 
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開発 な どの 状況 変化 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ レガ イド ライ ン を 見 直す こと と し て いま す 。 
図表 2-5 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム の 活動 状況 
チー ム | 活 動 開催 目 | 内 容 
H24 | 第 1 回 会 議 平成 25 年 2 月 14 取組 状況 確認 等 
第 1 回 会 議 | 平成 25 年 6 月 19 反 組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 | 平成 25 年 9 月 13 肥 組 状況 確認 、 ガイ ドラ イ ン 改 定 検 夫 
H25 | 第 3 回 会 議 | 平成 25 年 11 月 13 反 組 状況 確認 、 ガイ ドライ 岂 改定 栓 床 
第 4 回 会 議 平成 26 年 2 月 5 日 区 組 状況 確認 等 
公表 平成 26 年 3 月 28 ガイ ドラ イン (第 2 版 ) 策定 
a 第 1 回 会 議 | 平成 26 年 6 月 13 区 組 状況 確認 等 
放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 第 2 回 会 議 | 平成 27 年 2 月 10 組 状況 確認 等 
支援 チー ム a 第 1 回 会 議 | 平成 27 年 6 月 19 区 組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 | 平成 28 年 2 月 10 組 状況 確認 等 
全 第 1 回 会 議 | 平成 28 年 6 月 21 区 組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 平成 29 年 2 月 7 日 反 組 状況 確認 等 
H29 | 第 1 回 会 議 | 平成 29 年 6 月 20 色 和 组 状况 确 训 等 
H30 | 第 1 回 会 議 | 平成 30 年 6 月 19 組 状況 確認 等 
R 1 第 1 回 会 議 令 和 元 年 6 月 17 区 組 状況 確認 等 
R 2 第 1 回 会 議 令 和 2 年 6 月 17 組 状況 確認 等 
図表 2-6 市 町 村 等 へ の 支援 実績 平成 24 年 度 一 令 和 2 年 度 
支援 内 容 回 数 備 考 | 
住民 説明 会 31 夷 
農林 業 系 副産物 関係 - 一 
その 他 48 所 試験 焼却 ・ 本 焼却 支援 等 
住民 説明 会 7 哲 
除 染 廃棄 物 関係 
その 他 2 占 処理 方 向 性 協議 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 


1 概況 
本 県 は 我が国 に お ける 農林 水産 物 の 主要 な 産地 で あり 、 消 費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく た め 、 
市 町 村 関 係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する 
た め の 取 組 状況 を 速やか に 公表 する と と も に 、 出 前 講座 の 開催 等 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル す 
る 取組 を 積極 的 に 展開 し 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 に 取り 組ん で いま す 。 
食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 に より ガイ ドラ イン (検査 計画 、 出 荷 
制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」) 等 が 示さ れ て お り 、 県 で は 、「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 
に 基づき 、 農 林 水 産物 等 、 流 通 食品 、 給 食 食 材 に つい て 、 各 段階 で 計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 検 
査 結果 等 を 速やか に 公表 し て いま す 。 検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 (食品 生生 法 (昭和 22 年 法律 第 233 
号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 食品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 ) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 
直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する こと と し て いま す 。 
また 、 県 内 の 多く の 市 町 村 に お いて も 県 産 食 材 等 の 検査 行わ れ て ぐー 
* ヽ ます 。 こ れ ら の うち 、 販 売 を 目的 と し て 生産 ・ 製 造 さ れ た 食品 で 、 
検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 で あっ た も の に つ 
\ て は 、 県 が 市 町 村 か ら の 依頼 に 基づき 精密 検査 を 実施 し て いま す 。 
県 産 食 材 等 に つい て は 、 平成 23 年 度 か ら 令 和 2 年 度 まで 217, 599 件 
の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超過 し 
た も の は 、 原木 し いた け や 野 生 山菜 、 野生 きのこ 、 野生 鳥獣 肉 な ど 387 」 
点 で し た 。 令 和 2 年 度 は 7, 452 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 
を 超過 し た も の は クマ 肉 3 件 、 シ カ 肉 2 件 、 コ ウタ ケ 6 件 、 野 生き の 
こ 等 5 件 で し た 。 国 の 基準 値 を 超過 し た 割合 (超過 率 ) は 平成 24 年 度 
の 1.03% (25, 276 件 中 260 件 ) を ピー ク に 大 きく 減少 し 、 令 和 2 年 度 
は 0.21% (7, 452 件 中 16 件 ) と な っ て いま す 。 ーー 
これ まで の 検査 の 結果 、 農 林 水 産物 と 流通 食品 に つい て は 、 米 、 麦 、 野 菜 、 果 実 、 豚 肉 、 鶏 肉 、 鶏 卵 、 
原 乳 か ら は 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され ず 、 林 産物 、 水 産物 等 に つい て は 、 一 部 を 除き 国 の 
基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 牛肉 に つい て は 、 全 頭 検査 に より 安全 性 を 確認 し て 出 
荷 し て いま す 。 ま た 、 野 生 鳥 獣 肉 に つい て は 、 国 の 基準 値 を 超過 し 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 指示 が 継 
続 し て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 検査 を 実施 し て いま す 。 
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要 全 - 容 る の た あめ モニ タリ ング 内 要 を し て な る 


岩手 说 友 六 



























































































































































県 で は 、 国 に よる 出荷 制限 指示 等 を 受け て いる 品目 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 が 国 の 基準 値 以 下 で ある 
こと 等 の 安全 性 を 確認 し 、 国 へ 解除 等 の 申請 を 行っ て お り 、 令 和 2 年 4 月 15 日 に は 奥州 市 の 野生 セリ が 解 
除 、 釜 石 市 、 大 植 町 の シカ の 肉 が 一 部 解除 、4 月 24 日 に は 、 一 関 市 の タケ ノコ ( 旧 大 東町 、 旧 東山 町 、 及 


食品 検査 の 様子 
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試料 の 加工 機器 に セッ ト し 測 測定 結果 を 確認 
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今後 も 、 県 


第 3 節 

















限る 。) が 解除 、11 月 16 
) の イワ ナ が 解除 と な り ま し た 。 
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日 に は 、 一 関 市 の 野生 ワラ ビ が 解除 、 
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【 市 町 村 等 の 取組 : 住民 が 測定 を 依頼 し た 食品 検査 実施 状況 】 
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市 町 村 に お いて も 、 住 民 が 依頼 し た 食品 等 の 検査 を 行っ て いま す 。 (図表 3- 1 ) 
図表 3-1 市 町 村 に お ける 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 状況 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 
実 施 住民 要件 等 地元 産 に | 販売 目的 | 農林 水産 | 加工 品 を | 流通 品 を | 食品 以外 
市 町 村 限定 に 限定 | 物 に 限定 対象 対象 対象 
宮古 市 | 市 民 O 
大 船渡 市 | 市 内 在住 者 0 QO 
花巻 市 | 市 民 、 市 内 事業 所 O O O 
北上 市 | 市民 O 已 
久慈 内 の 漁業 者 0 Q QO 
遠野 市 | 市 民 O 〇 〇 
関 市 | 生産 者 、 市 民 O O 
陸前 高田 市 | 市 内 居住 者 (水産 物 を 除く 。) 〇 〇 〇 O 
二戸 6 内 居住 者 QO O 
奥州 市 | 市 内 生产 者 O 〇 
塞 石 町 内 居住 者 〇 0 QO 
葛巻 町 | 町 内 の 希望 者 O O 
岩手 T 民 0 已 〇 
紫波 町 内 居住 者 〇 〇 〇 O 
矢巾 町 | 家庭 菜園 生産 者 、 農 業 生 産 者 O O O 
金ケ崎 町 生产 者 O O 
平泉 町 「 民 が 町 内 産 の も の を 測定 〇 〇 
住 居住 者 0 O 
山 居住 者 、 団 体 等 0 QO 〇 
普代 村 | 村内 居住 者 、 事 業 所 ・ 事 務 所 O 〇 
軽米 町 | 町 民 が 町 内 産 の も の を 測定 0 已 QO 〇 
九戸 村 | 村民 OO () 
洋 野 町 「 民 、 町 内 生産 者 等 已 〇 0 O 
23 市 町 村 17 3 17 7 5 11 
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原発 事故 後 、 国 で は 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 暫定 規制 値 を 設定 し 、 斬 定規 制 値 を 超え る 食品 が 流通 し な いよ う 出 荷 
制限 な どの 措置 を と っ て きま し た 。 暫定 規制 値 を 下回っ て いる 食品 は 、 健 康 へ の 影響 は な いと 一 般 的 に 評価 され 、 安 
全 性 は 確保 され て いま し た が 、 平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 、 よ り 一 層 、 食 品 の 安全 と 安心 を 確保 する た め 、 長 期 的 な 観点 
か ら 新 た な 基準 値 を 設定 し て いま す 。 こ の 基準 値 は 、 食 品 の 国際 基準 を 作成 し て いる 国際 的 な 政府 間 機 関 で ある コー 
デック ス 委 員 会 の 指標 に の っ と り 、 暫 定規 制 値 より さら に 安全 な 値 を 採用 し た も の と な っ て いま す 。 




































































































































































































































































放射 性 セシウム の 新 基準 値 (24 年 度 ~) 
食品 群 | 基準 値 (単位 : Bq/kg) 
一 般 食品 
乳児 用 食品 

















肉 ・ 卵 ・ 魚 ・ そ の 他 牛乳 
牛乳 ・ 乳 製品 
飲料 水 











飲料 水 


























新 基 準 値 で は 、 放射 性 物質 を 含む 食品 か ら の 1 年 間 の 被ばく の 線量 の 上 限 を 、 年 間 5mSv か ら 年 間 1 mSy に 引き 下げ 、 
年 齢 や 性 別 ご と に 体格 や 食べ る 量 、 代 謝 な どか ら 被 ば く 線量 の 上 限 値 を 算出 し 、 最 小 値 で あっ た 13 歳 か ら 18 歳 ま で 
の 1 kg 当たり 120Bq より さら に 安全 な 値 で ある 1 kg 当たり 100Bq を 一 般 食品 (野菜 類 、 穀 類 、 肉 、 卵 、 魚 な ど ) の 基 
準 信 と し て いま す 。 こ れ は 、 乳 幼児 を は じ め 、 全 て の 世代 に 配慮 し た 基準 と な っ て いま す 。 

また 、 乳 児 用 食品 と 牛乳 に つい て は 、 子ども へ の 影響 を 考慮 し 、 一 般 食品 の 半分 で ある 1 kg 当たり 50Bq に 設定 し て 
いま す 。 飲料 水 は 全て の 人 が 摂取 し 、 代 わり が 効か ず 、 摂 取 量 が 多い こと か ら 、 世 界 保健 機関 (WHO) の 基準 を 踏ま える 
1 kg 当たり 10Bq に 設定 し て いま す 。 
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【 一 般 食品 の 基準 値 設定 の 考え 方 (出典 : 厚生 労働 省 パン フレ ッ ト )】 
食品 か ら の 線量 の 上 限 値 SM 
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区 分 毎 に 、 





通常 の 食 生 活 を 












































































































要 送れ ば 、 年 間 線量 の 上 限 値 を 十 
1 mSvV/ 年 如 分 に 下回る 水準 に 設定 
女 320 
+ ル 男 190 
女 210 
限度 値 を 算出 (ET > 半生 
(年 齢 や 性 別 な ど 女 150 と ココ 
10 区 分 毎 に 摂取 量 男 130 
や 体格 ・ 代 謝 な ど を 女 ※ 全 て の 年 齢 区 分 の 限度 値 の 
考慮 し 算出 ) 女 うち 最も 厳し い 値 (120) を 
下回る 数 値 に 設定 














※ 年 間 の 線量 の 上 限 値 1 ミ リ シ ー ベ ルト か ら 、 飲 料 水 に よる 線量 ( 約 0.1 ミ リ シ ー ベ ルト ) を 引き 、 残 り の 線量 を 一 般 食品 
(乳児 用 食品 、 和 牛乳 を 含む な) に 割り 当て 算出 。 

※ シー ベル ト (Sy) : 放射 線 に よる 人 体 へ の 影響 の 大 き さ を 表す 単位 

※ ベク レル (Bq) : 放射 性 物質 が 放射 線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 
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第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 司 


2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 、 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 影響 対策 
ア 検査 計画 に 基づく 検査 
県 で は 、 平成 23 年 5 月 か ら 野菜 や 原 乳 、 海産 魚 な ど を 対象 に 、 独自 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 開始 
し まし た 。 
平成 23 年 8 月 に 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に お いて 、 本 
県 が 「 総 理 指示 対象 自治 体 及 びそ の 隣接 自治 体 」 と され 、 同 月 、 穀 類 、 野 菜 、 果 実 、 畜 産物 、 特 用 林 
産物 、 水 産物 な ど 主要 な 県 産 農 林 水 産物 を 対象 と し た 「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 
を 策定 、 以 降 3 か 月 ご と に 検査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づく 検査 を 実施 し て いま す 。 
令 和 2 年 度 ま で に 、 延 べ 135, 975 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 規制 値 ) 
を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け や 山 菜 、 川 魚 な ど 267 件 (0.2%) で し た 。 
令 和 2 年度 は 、41 品目 、6, 410 件 の 検査 を 実施 し 、 国 の 基準 値 を 超過 し た も の は あり ませ ん で し た 。 















































































































































図表 3-2 県 産 農林 水産 物 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 状況 ( 令 和 3 年 3 月 末 现 在 ) 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


イ 野生 山 葉 類 、 野 生き の こ 類 の 放射 性 物質 濃度 検査 
( ア ) 野生 山菜 類 
平成 25 年 2 月 、 野 生 コ ゴ ミ と 野生 ワラ ビ を 対象 に 全市 町 村 検査 (対象 品目 が 出荷 制限 等 の 市 町 
村 を 除く 。) を 実施 する こと と し 、 放 射 性 物質 濃度 検査 体制 を 構築 し ま し た 。 検 査 対象 の 2 品目 の 
検査 結果 は 、 検 査 結果 一 覧 と マッ プ を 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 
平成 25 年 度 か ら 令 和 2 年 度 ま で の 全市 町 村 検 査 の 結果 、 平 成 26 年 度 に 釜石 市 の 野生 ワラ ビ か ら 
基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た 。 
令 和 2 年 度 は 、 4 月 16 日 に 第 1 回 測定 (花巻 市 の 野生 コ ゴ ミ ) を 実施 し 、5 月 29 日 の 測定 ( 花 
巻 市 の 野生 ワラ ビ ) で 終了 し まし た が 、 基 準 値 を 超過 し た 品目 は あり ませ ん で し た 。 

県 が 実施 する 調査 の 結果 、 令 和 2 年 4 月 15 日 に 奥州 市 の 野生 セリ 、 令 和 2 年 4 月 24 日 に 一 関 市 
( 旧 大 東町 、 旧 東山 町 及び 旧 藤 沢 町 の 区 域 に 限る 。) の タケ ノコ 、 令 和 2 年 11 月 16 日 に 一 関 市 の 野 
生 ワ ラビ に つい て 、 国 の 出荷 制限 が 解除 され まし た 。 
現在 は 10 市 町 で 8 品目 (延べ 22 品 目 ) の 野生 山菜 が 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な っ て いま す 。 
今後 も 、 本 県 の 食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 市 町 村 と 連携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 














































































































































































































( イ ) 野生 きのこ 類 

平成 24 年 9 月 12 日 、 全 市 町 村 を 対象 と し て 、「 野 生き の こ 」 の 放射 性 物質 濃度 検査 体制 を 構築 し 
まし た 。 検査 結 果 は 、 検 査 結果 一 覧 と マッ プ を 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 

全市 町 村 検査 及び 流通 業者 か ら の 依頼 に 基づく 検査 の 結果 、 平 成 24 年 度 と 平成 25 年 度 に 9 市 町 
の 野生 きのこ か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た 。 

令 和 2 年度 は 、 8 月 20 日 に 第 1 回 測定 (九戸 村 及 び 岩 手 町 の 野生 きのこ ) を 実施 し 、10 月 19 日 
の 測定 (八幡 平 市 及び 紫 渡 町 の 野生 きのこ ) で 終了 し まし た が 、 基 準 値 を 超過 し た 品目 は あり ま 
せん で し た 。 

今後 も 、 本 県 の 食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 市 町 村 と 連携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 
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図表 3-3 野生 山菜 、 野 生き の この 国 出荷 制限 指示 、 県 出荷 自粛 要請 の 状況 ( 令 和 3 年 3 月 末 现 在 ) 















































































































































































































































































ユン シゲ アラ 岡市 
山菜 類 住田 町 遠野 市 
ゼン マイ 関 市 、 奥 州 市 、 住 田町 
ワラ ビ (野生 ) 陸前 高田 市 、 奥 州 市 平泉 町 釜石 市 
タケ ノコ 関 市 、 奥 州 市 陸前 高田 市 
(一 部 の 地域 
で 解除 ) 
コ ゴ ミ (野生 ) 陸前 高田 市 
タラ ノ メ (野生 ) 関 市 
ミズ (野生 ) 関 市 
サン ショ ツウ (野生 ) | 奥州 
大 船渡 市 、 遠野 市 、 一 関 市 、 陸前 高田 市 、| 住田 町 
人 金石 市 、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 



































ウ 農作物 等 の 適切 な 生産 管理 
県 で は 、 平 成 23 年 度 に 、 農 林 水 産 省 技術 会 議 と 連携 し て 、 県 内 160 地 点 の 農地 土壌 中 の 放射 性 セン ウ 


ム 濃度 の 調査 を 行い 、 そ の 結果 及び 文部 科学 省 の 「 航 空 機 モ ニタ リン グ 結 果 」 を 基 に 、「 岩 手 県 農地 土 
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濃度 分 布 図 」 を 作成 し まし た 。 





















































、 放 射 性 物質 の 土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 等 に 関す る 調査 研究 を 行い 、 得 られ た 知見 に 











基づき 、 平 成 24 年 2 月 に 、 
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土壌 か ら の 吸収 リス ク 低 減 」 や 「 資 材 等 か ら の 持 込 リ スク 低減 」 な ど 、 放 


射 性 物質 の 影響 を 勘案 し た 生産 管理 対策 に つい て と り ま と め た 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 











EE 











生産 管理 マニ ュ ア ル 」 



































(以下 「 生 産 管 理 マ ニュ アル 」 と い う 。) を 作成 し 、 生 産 管理 面 の 支援 を 実施 し 

















平成 27 年 度 に は 、 生 産 管 理 マ ニュ アル に つい て 、 国 の 通知 等 や 平成 26 て 27 
































研究 セン ター) 


結果 を 掲載 し た 改定 版 を 作成 公表 し まし た 。 





エ 基準 値 超過 へ の 対応 、 生 産 再開 や 出荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 
( ア ) 大 豆 、 そ ば 

















年 度 の 調査 研究 (農業 





平成 24 年 11 月 か ら 平成 25 年 1 月 に か け て 、 大 豆 1 区域 、 そ ば 3 区域 に お いて 基準 値 を 超過 し た 















































こと か ら 、 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け ま し た 。 
その 後 、 大 豆 に つい て は 、 平 成 26 年 産 の 全 袋 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 を 下回っ た こと か ら 、 
平成 27 年 7 月 1 a 平成 27 年 産 以降 の 検査 結果 





に つい て も 、 
そば に つい て は 、 平 成 25 年 産 の 全 袋 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 を 下回っ た こと か ら 、 平 成 26 
に 出荷 制限 指示 が 解除 され まし た (図表 3-4)。 平 成 26 年 産 の 検査 に つい て も 、 国 の 基 


4 月 11 日 
準 値 以下 と 











に の 











そば は 隔離 ・ 保 管 す る と と も に 、 食品 の 放射 性 物質 検査 に 係る 国 の ガイ ドラ イン に 基づき 、 同 地 
































いずれ も 国 の 基準 値 以 下 と な り 、 安 全 性 が 確認 され て いま す 。 
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な り ま し た が 、 平 成 27 年 産 の 検査 の うち 1 点 で 基準 値 を 超過 し まし た 。 基準 値 超過 し 



































域 で 全 袋 検査 を 実施 し 、 基 準 値 超過 し 隔離 ・ 保 管 し た も の 以外 は 全て 基準 値 以 下 で ある こと を 確 












































































































































































































































認 し て いま す 。 平成 28 年 産 以降 の 検査 結果 は 、 い ずれ も 国 の 基準 値 以 下 と な り ま し た 。 
今後 も 、 モ ニタ リン グ 検 査 を 継続 し て 実施 し て いき ます 。 
図表 3- 4 大 豆 、 そ ば の 出荷 制限 指示 及び 解除 の 状況 ( 令 和 3 年 3 月末 現在 ) 
品目 出荷 制限 の 指示 解除 
大 豆 于 市 肯 艇 清水 村 (平成 25 年 1 月 4 日 ) 司 左 解除 (平成 27 年 7 月 1 日 
そば | 盛岡 市 旧 渋 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 (平成 24 年 11 月 13 | 同左 解除 (平成 26 年 4 月 11 日) 
) 、 奥 州 市 旧 衣 川村 (平成 24 年 11 月 30 日) 




























































































































































































( イ ) 牛肉 

平成 23 年 7 月 に 、 原 発 事故 後に 水田 か ら 収 集 さ れ た 放射 性 セン シン ウム を 含む 稲 わ ら を 給与 され た 
牛肉 か ら 暫 定規 制 値 (当時 ) を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され 、 同 年 8 月 1 日 付け で 国 に よる 
出荷 制限 指示 を 受け まし た 。 

その 後 、 県 で 定め る 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 に 基づき 管理 され て いる 和牛 に つい て は 、 県 外 へ 
の 移動 及び と 畜 場 へ の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 

生 の 出荷 に 際 し て は 、 適 切な 飼養 管理 が 行わ れ て いる こと を 確認 し た 上 で 、 牧 草 中 の 放射 性 物 
質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧 草 の 給与 量 等 か ら 和牛 肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 出荷 
時 期 を 判断 し て いま す 。 























これ まで の 検査 の 結果 は 、 平 成 23 年 度 に お いて は 、 出 和 荷 制限 の 一 部 解除 後 か ら 同 年 度 中 に 出荷 
され た 頭数 の 0.049% に 当たる 8 頭 が 暫定 規制 値 を 超過 (超過 し た も の は 流通 せ ず 廃棄 処分 ) し ま 


















































し た が 、 平 成 24 年 度 以 降 に お いて は 、 全 て 国 の 基準 値 以 下 と な っ て お り 、 安 全 性 が 確認 され た 和牛 
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肉 の み が 流 通し て いま す 。 

こう し た 取組 に より 、 平 成 31 年 3 月 28 日 に 邊 の 出 荷 制限 が 解除 され まし た 。 ま た 、 令 和 2 年 3 
月 23 日 付け で 原子 力 災害 対策 本 部 の ガイ ドラ イン が 改定 され た こと を 受け 、 3 月 27 日 に 牛肉 の 「 出 
荷 ・ 検 査 方 針 」 を 改定 し 、 同 年 4 月 1 日 か ら 「 全 頭 検査 」 か ら 過 去 の 牛肉 検査 実績 や 飼養 管理 状 
況 等 に より 生肉 検 査 の 要 不 要 を 判断 する 「 抽 出 検査 」 に 移行 し て いま す 。 






















































































( ウ ) 原木 し いた け (露地 栽培 ) 
平成 24 年 4 月 及び 5 月 に 基準 値 を 超過 し 、 県 内 14 市 町 が 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け た こと か 
ら 、 生 産 さ れ た し いた け ・ 原 木 ・ ほ だ 木 の 放 射 性 物質 濃度 検査 や 、 ほ だ 場 の 環境 整備 な ど 生 産 段 
階 の 安全 性 の 確保 に 取り 組ん で いま す 。 
平成 25 年 4 月 に は 、 盛 岡市 の 出荷 制限 指示 が 全域 解除 に な り ま し た 。 
また 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に は 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 、 平 成 27 年 4 月 10 日 に は 、 大 船渡 市 、 
境 野 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 及び 大 村 - 町 、 平 成 27 年 7 月 17 日 に は 金ケ崎 町 、 平 成 28 年 1 
月 25 日 に は 多 石 市 及び 奥州 市 、 平 成 30 年 3 月 28 日 に は 平泉 町 の 出荷 制限 が 一 部 解除 と な り 、 出 荷 
制限 が 指示 され て いる 13 市 町 で 210 名 が 出荷 可能 と な り ま し た 。 
県 で は 、 県 産 し いた け の 安全 性 を 確 保 する た め 、 出 荷 制限 の 対象 と な っ て いな い 地 域 に お いて 
も 、 全 生産 者 を 対象 に 生産 され た し いた け ・ 原 木 ・ ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する と と 
も に 、 生 産 者 に 対し 、 放 射 性 物質 低減 の た め の 栽 培 管理 の 取組 を 継続 する よう 周知 し て いま す 。 
引き 続き 、 生 産 再開 を 希望 する 生産 者 を 支援 する た め 、 指 標 値 を 超え た 場合 の ほ だ 木 の 処理 と 
解除 に 必要 な ほ だ 場 の 環境 整備 を 進め る と と も に 、 放 射 性 物質 濃度 検査 の 実施 や 新た に 植 菌 され 
た ほ だ 木管 理 の 徹底 な ど 、 一 人 で も 多く の 出荷 再開 に 取り 組ん で いき ます 。 
また 、 本 県 の 安全 ・ 安 心 へ の 取組 の PR や 、 消 費 者 の 信頼 回 復 や 販路 の 拡大 、 取 引 価 格 の 回 復 
に 向け た 取組 を 実施 し て いき ます 。 

































































































































































































































































図表 3-5 原木 し いた け の 出荷 制限 指示 の 状況 ( 令 和 3 年 3 月 末 現 在 ) 





原木 し いた け | 13 市 町 (大 船渡 市 ※、 花巻 市 当 、 北 上 市 泡 、 遠 野市 ※、 一 関 市 %、 際 前 高田 市 、 









































































































































(露地 栽培 ) 金石 市 社 、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 補 、 平 泉町 江 、 住 田町 堂 、 大 横町 堂 、 山 田町 けり 
※1 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 の 出荷 制限 指示 に つい て は 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に 一 部 解除 
※2 大 船渡 市 、 遠 野 関 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 及び 大 棚町 に つい て は 、 平 成 27 年 4 月 10 日 に 一 部 解除 






































※3 金ケ崎 町 に つい て は 、 平 成 27 年 7 月 17 日 に 一 部 解除 
※4 釜石 市 及び 奥州 市 に つい て は 、 平 成 28 年 1 月 25 日 に 一 部 解除 
※5 平泉 町 に つい て は 、 平 成 30 年 3 月 28 日 に 一 部 解除 



























































( エ ) 水 产物 
海産 魚 に つい て は 、 平成 31 年 3 月 14 日 に 三陸 南部 沖 海域 (宮城 県 沖 海域 で 一 部 に 本 県 沖 海域 ( 陸 
前 高田 市 沖 ) を 含む 。) の クロ ダイ の 出荷 制限 が 解除 され まし た 。 
また 、 内 水面 の 淡水 魚 に つい て は 、 令 和 3 年 2 月 17 日 に 砂鉄 川 (支流 を 含む 。) の イワ ナ の 出荷 
制限 が 解除 され まし た 。 これ に より 、 本 県 で 漁獲 され る 全て の 水産 物 が 出荷 可能 と な っ て いま す 。 
引き 続き 、 本 県 で 漁獲 され る 水産 物 に つい て 、 安 全 性 を 確認 する た め の モ ニタ リン グ 検 査 を 実施 
し て いき ます 。 


















































( オ ) 牧草 等 
平成 23 年 産 、 平 成 24 年 産 及 び 平 成 25 年 産 牧 草 の 放射 性 物質 濃度 の モニ タリ ング 調査 結果 に 基 づ 
き 、 令 和 3 年 3 月末 現在 、 国 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 8 市 町 (大 船渡 市 、 一関 市 、 得 石 市 、 奥州 市 、 
金ケ崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 及び 一 戸町 ) 全域 並び に 6 市 町 (盛岡 市 、 花 巻 市 、 遠野 市 、 陸前 高田 市 、 
滝沢 市 及び 大 棚 町 ) の 一 部 地域 に 対し 、 牧 草 の 利用 自粛 を 要請 し て いま す 。 (図表 3- 6 ) 
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利用 自粛 と な っ た 牧草 地 16, 157ha の うち 、 急 傾斜 の た め 耕 起 が で き な い 人 箇所 等 (以下 「 耕 起 不 
能 箇 所 等 」 と いう 。) を 除く 12, 396ha に つい て は 、「 牧 草地 再生 対策 事業 」 に より 、 平 成 26 年 度 
まで に 除 染 を 完了 する と と も に 、 再 生 し た 牧草 の 放射 性 物質 検査 を 行い 、 暫 定 許容 値 以下 で ある 
こと が 確認 され た ほ場 か ら 、 順 次 、 利 用 自粛 を 解除 し て お り 、 令 和 3 年 3 月 末 現 在 、12, 392ha 
(99.9%) が 解除 され て いま す 。 

また 、 耕 起 不 能 人 箇所 等 3, 761ha に つい て も 、 国 の 通知 に 基づき 、 平 成 26 年 度 か ら 牧 草 の 放射 性 
物質 検査 の 結果 、 暫 定 許容 値 以 下 で ある こと が 確認 され た ほ場 の 利用 自粛 を 解除 し て お り 、 令 和 
3 年 3 月末 現在 、3, 746ha (99.6%) が 解除 され て いま す 。 (図表 3- 7 、 図 表 3-8) 

引き 続き 、 利 用 自粛 牧草 地 の 放射 性 物質 検査 た よる 利用 自粛 の 解除 を 図っ て いき ます 。 
















































































図表 3-6 牧草 の 利用 自粛 要請 の 状況 ( 令 和 3 年 3 月 末 現 在 ) 




















国 の 暫定 許容 値 超過 14 市 町 (盛岡 市 (玉山 区 、 旧 筑 川 村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 (大 迫 南 東部 ) 、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 石 市 、 奥 
州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 棚町 (南部 ) 、 一 戸町 ) 

※ 農業 団体 等 か ら の 要請 を 受け 、 原 乳 10Bq/kg 未満 対策 と し て 、 搾 乳 邊 に 対し て 50Bq/kg を 超過 し た 牧草 の 利用 自粛 を 要請 





























































































































図表 3-7 牧草 地 除 染 の 実施 状況 











12, 396ha 739ha 6, 912ha 10, 037ha 12, 396ha 




















図表 3-8 牧草 地の利 用 自粛 解除 状況 


























除 染 対象 箇所 12, 396ha 12, 392ha (99.9%) 4ha (0.1%) 
耕 起 不能 箇所 等 3, 761ha 3, 746ha (99.69%) 15ha (0.9%) 
合計 16, 157ha 16, 138ha (99. 9%) 19ha (0.5%) 

















( カ ) 林産 物 等 (野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 ) 

令 和 2 年 4 月 末 現 在 、 野 生 山菜 類 に つい て は 、 コ シア ブラ や ゼン マイ な ど 8 品 目 10 市 町 、 
野生 きのこ 類 に つい て は 、 9 市 町 が 国 の 出荷 制限 等 の 対象 と な っ て お り 、 県 で は これ ら の 品目 を 
対象 と し た 放射 性 物質 濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調査 を 実施 し て いま す 。 

平成 25 年 度 以降 、 経 年 変化 を 調査 し て きた 品目 の うち 、3 カ 年 の 低減 傾向 が 確認 で きた 品目 
に つい て 、 出 荷 制限 等 の 解除 に 向け た 詳細 検査 を 実施 し 、 平 成 27 年 9 月 28 日 に 奥州 市 の 野生 フ 
キ に つい て 県 は 出荷 自粛 要請 を 解除 し 、 平 成 27 年 12 月 21 日 に 一 関 市 の 野生 セリ 、 平 成 28 年 3 
月 29 日 に 陸前 高田 市 ( 旧 気 仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 町 、 旧 小 友 村 、 旧 人 竹 駒村 及び 旧 米 崎村 の 区 
域 に 限る 。) の タケ ノコ 、 令 和 2 年 4 月 15 日 に 奥州 市 の 野生 セリ 、 令 和 2 年 4 月 24 日 に 一 関 市 
( 旧 大 東町 、 旧 東山 町 及び 旧 藤 沢 町 の 区 域 に 限る 。) の タケ ノコ 、 令 和 2 年 11 月 16 日 に 一 関 市 
の 野生 ワラ ビ に つい て 国 の 出荷 制限 指示 が 解除 され 、 平 成 29 年 1 月 31 日 に は 花巻 市 の 野生 コ ゴ 
ミ に つい て 県 は 出荷 自粛 要請 を 解除 し まし た 。 

国 で は 、 平 成 27 年 11 月 20 日 に 「 野 生き の こ 類 等 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 等 の 具体 的 運 
用 」 を 通知 し 、 野 生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 及び タケ ノコ の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 方 法 を 提示 
し た と ころ で あり 、 県 と し て は 今後 と も 、 放射 性 物質 濃度 の 経年 変化 の 結果 か ら 、 十 分 な 濃度 の 
低下 が 確認 で きた 品目 に つい て 、 出 荷 制限 解除 に 向け た 検査 の 実施 を 検討 し て いき ます 。 
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(2) 流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
県 で は 、 食 品 衛生 法 に 基づく 流通 食品 の 収 去 検査 ま を 実施 し て お り 、 毎 年 、 食 品 衛生 法 に 基づく 「 岩 

手 県 食品 衛生 監視 指導 計画 」 を 策定 し 、 計 画 的 に 検査 を 実施 し て いま す 。 平成 24 年 度 か ら は 、 本 計画 の 
重点 取組 と し て 食品 の 放射 性 物質 に つい て の 収 去 検査 を 強化 する こと と し 、 検 体 数 や や 検査 顔 度 等 を 定め 
放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 検査 に 当たっ て は 、 地 域 や 過去 の 検査 結果 を 踏ま ほそ て 、 適 切な 検査 
品目 の 設定 に 努め て お り 、 平 成 24 年 度 は 、 野 生 ワ ラビ 、 野 生 フ キ 等 の 山菜 や 鶏卵 、 食 肉 、 生 鮮 野菜 等 95 
検体 の 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 以 下 で ある こと を 確認 しま し た 。 

平成 25 年 度 は 、200 検 体 の 検査 を 行い 、 そ の うち 野生 山菜 の コシ アブ ラ 1 件 が 国 の 基準 値 を 超過 し ま 
し た 。 検査 結果 に つい て は 、 県 ホー ムペ ー ジ で 公表 し 、 基 準 値 を 超過 し た 品目 に つい て は 、 県 は 販売 
に 対し て 、 当 該 商品 を 回 収 す る よう 行政 指導 し 、 販 売 者 は 自主 回 収 を 行い まし た 。 

平成 26 年 度 か ら 令 和 元 年 度 ま で は それ ぞ れ 200 検 体 、 令 和 2 年 度 は 190 検 体 の 検査 を 行い 、 全 て 基準 値 


以下 で ある こと を 確認 し まし た 。 (図表 3- 9 ) 
※ 収 去 検査 : 食品 衛生 法 に 基づい て 食品 衛生 監視 員 が 食品 関係 施設 に 立ち 入り 、 試 験 検査 を する た め 必 要 最 小 限 の 食品 や 食 






























































































































































































































































品 添加 物 等 を 無償 で 持ち 帰り 検査 する こと を い う 。 


図表 3-9 流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 (平成 30 年 度 ~ 令 和 2 年 度 ) 































































































| 

農産 物 | 表 儿 20 0 20 0 0 
野菜 類 59 0 56 0 53 0 

果実 類 20 0 20 0 20 0 

特 用 林産 物 1 0 2 0 2 0 

畜産 物 | 牛肉 0 0 0 0 0 0 
豚肉 13 0 16 0 14 0 

鶏肉 5 0 2 0 4 0 

鶏卵 0 5 0 5 0 

水 产物 | 海面 魚 種 等 31 0 36 0 40 0 
内 水面 魚 種 0 0 0 0 0 0 

生乳 ・ 乳 児 用 食品 8 0 20 0 19 0 
飲料 水 9 0 7 0 8 0 
その 他 24 0 16 0 15 0 
合 計 190 0 200 0 200 0 
































(3) 野生 島 獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
平成 23 年 9 月 に 、 岩手 県 に お ける 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 要領 を 定め 、 食 肉 と し て 活用 


され る こと が 多い 野生 鳥獣 肉 の 検査 を 開始 し 、 以後 、 年 度 ご と に 県 の 「 農 畜 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 
計画 」 の 中 で 検査 計画 を 定め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 

これ まで 、 シ カ 肉 、 ク マ 肉 、 ヤ マドリ 了 肉 、 カ ル ガ モ 肉 及 び キ ジ 肉 に つい て 検査 を 実施 し まし た が 、 平 
成 24 年 度 に 複数 の 検体 か ら 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され た シカ 肉 、 ク マ 了 肉 及び ヤマ ド 
リ 肉 に つい て 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 か ら 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 が 指示 され て いま す ( 令 和 2 年 
4 月 15 日 一 部 解除 )。 
平成 25 年 度 以降 は 、 国 の 基準 値 を 超過 し た 放射 性 セシウム が 検出 され て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ 
ドリ 了 肉 を 対象 に 検査 を 実施 し て いま す 。 

今後 も 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 指示 が 継続 し て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 、 引 
き 続き 、 測 定 を 実施 し ます 。 
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図表 3-10 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 













































































































































































年 度 | ”品目 名 検査 件 数 | 基準 値 超過 件 数 超過 検体 の 捕獲 場所 市 町 村 

シカ 了 肉 48 3 | 陸前 直 、 平 泉町 
クマ 肉 22 2 | 陸前 高 、 平 泉町 

令 和 元 年 度 トーー に ーー 
ヤマ ドリ 肉 5 本 = 
合計 70 5 
シカ 肉 41 3 | 奥州 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 
クマ 肉 15 2 | 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 

令 和 2 年 度 
ヤマ ドリ 内 20 0 二 
合计 76 5 
































(4) 県 産 農林 水産 物 の 出荷 制限 等 の 状況 
県 で は 、 平 成 23 年 8 月 より 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に 基 
づき 、「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 を 策定 し 、 放 射 性 物質 濃度 検査 を 継続 的 に 実施 

し て お り 、 こ れ ま で の 検査 件 数 は 、 延 べ 135, 975 件 と な っ て いま す 。 (図表 3- 2) 

放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 平 成 23 年 度 に は 、 和 牛肉 、 原 木 し いた け (施設 ) 、 電 し いた け 、 ヤ マメ の 
4 品目 、 平 成 24 年 度 に は 、 そ ば 、 大 豆 、 き の こ ・ 山 菜 類 、 水 産物 な どの 27 品 目 、 平 成 25 年 度 に は 、 ヒ ラ 
メ の 1 品目 の 計 32 品 目 が 国 の 基準 値 の 超過 等 に より 出荷 制限 等 と な り ま し た 。 

一 方 、 令 和 2 年 11 月 16 日 に は 「 一 関 市 の 野生 わら び 」 が 解除 、 令 和 3 年 2 月 17 日 に 砂鉄 川 (支流 を 含 
む 。) の イワ ナ が 解除 と な る な ど 、 こ れ ま で に 県 内 全域 で 16 品 目 の 出荷 制限 等 が 解除 され 、 令 和 3 年 3 
月 末 時 点 の 出荷 制限 等 は 、 き の こ や 山 菜 類 等 の 17 品 目 と なっ て いま す 。 
また 、 原木 し いた け (露地 栽培 ) の 出荷 制限 に つい て 、 一 部 解除 と な っ て お り 、 県 が 定め た 管理 計画 
等 に 即 し て 生産 され 、 基 準 値 以 下 で ある こと が 確認 され た も の に つい て の み 出 荷 さ れ て いま す 。 
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図表 3-11 出荷 制限 等 解除 品目 状況 (制限 の 一 部 解除 を 除く 。) ( 令 和 3 年 3 月 末 現 在 ) 

































































































































































































































































































































































































































































































































































解除 品目 
本 本 
a 品目 名 2 時 MM 对 象 地 域 等 
国 出荷 肉 和牛 ※ H23. 8. 1 | H31. 3. 28 | 県 内 全域 
制限 指示 | 穀類 そば ※ H24.11.13 | H26. 4.11 | 盛岡 市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 
H24.11.30 | H26. 4.11 | 奥州 市 ( 旧 衣 川村 ) 
大 豆 ※ H25. 1. 4 | H27. 7. 1 詩 市 ( 旧 盤 清水 村 ) 
特 用 林 | 原木 し いた け ( 露 地 栽培 ) | H24. 5.10 | H25. 4. 8 | 盛岡 市 
産物 | H27. 12. 21 级 市 
セリ (野生 ) * H24. 5.30 一 
R2. 4. 15 | 奥州 市 
陸前 高田 市 ( 旧 気 仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 町 、 
タケ ノコ ーー | | 四 小 友 村 、 旧 竹 駒 村 及 び 旧 米 崎村 ) 
H25. 5.31 |R2. 4.24 半 市 ( 旧 大 東町 、 旧 東山 町 及び 旧 藤 沢 町 ) 
ワラ ビ (野生 ) H25. 5.17 | R2. 11. 16 | 一 関 市 
水 产物 | マダ ラ ※ H24. 5. 2 | H25. 1.17 | 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む 。) 
ヒラ メ ※ H25. 6. 4 |H25. 8.30 he i 
スズ キ ※ H24.10.25 | H27.11.20 | 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む 。) 
クロ ダイ ※ H24. 11. 6 | H31. 3.14 | 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む 。) 
ウグイ ※ H24. 6.12 | H26. 7.31 | 気仙 川 (支流 を 含む 。) 
H24. 5.11 | H26. 8.25 | 大 川 (支流 を 含む 。) 
H24. 5.11 | H27. 3. 10 | 北上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む 。) 
H27. 9. 30 | 磐井 川 (支流 を 含む 。) 
2 1 lm 2.17 | 砂鉄 川 (支流 を 含む 。) 
県 出荷 特 用 林 | 原木 し いた け ( 施 設 栽培 H24. 3.30 | H25.12.13 | 一 関 市 
自粛 要請 | 産物 H25. 12. 27 | 奥州 市 
フキ (野生 ) ※ H24. 6. 5 | H27. 9.28 | 奥州 市 
コ ゴ ミ (野生 ) H24. 5. 8 | H29. 1.31 | 花卷 市 
水 产物 | クロ ソイ ※ H24. 6. 1 | H24. 7. 1 | 釜石 海域 
ヤマ メ ※ H24. 3.29 | H27. 6.11 | 衣川 (支流 を 含む 。) 
H24. 3.29 | H27. 9.30 | 盤 井川 (支流 を 含む 。) 
その 他 | 茶 * H24. 6. 8 | H25. 6.14 | 陸前 高田 市 
くわ い (露地 栽培 ) * H24.12.21 | H26. 2.27 | 平泉 町 


















































※ 出荷 制限 等 が 県 内 全域 で 解除 され て いる 品 








第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 


1 概況 
原発 事故 に 伴い 、 OO a nn 
比較 的 放射 線量 の 高い 県 南部 を 中 心 と し 、 大 人 に 比べ て 放射 線 に よる 影響 (感受 性 ) が 高い 可能 性 が ある 
PE \ 調 査 ( 尿 中 放射 性 物質 サン プリ ン 
グ 検 査 ) を 行い まし た 。 そ の 後 、 平 成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で 、 同 じ お 子 さ ん を 対象 に 同様 の 手法 で 
継続 調査 を 行っ て きま し た 。 

平成 23 年 度 調査 結果 に つい て 、 緊 急 第 ば く 医 療 、 放 射線 防護 、 公衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 
に お いて 「 放 射 性 セン ウム に よる 預託 実効 線量 は 、 最 大 で も 0.03mSy 未満 と いう 結果 で あり 、 全員 が 1 mSv 
を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放射 線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた 
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第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 








だ いて いま す 。 

平成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に 実施 し た 継続 調査 に お いて も 、 有 識者 会 議 よ り 「 尿 中 の 放射 性 セ シ 

ウム の 量 は 検出 限界 以下 ある い は 検出 限界 を わずか に 超え る 程度 で あり 、 預 託 実 効 線量 も 0.01mSy 未満 で 

ある こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ き 、「 今 

後 の 調査 を 継続 する 必要 は な い 。」 と 意見 を いた だ いて いま す 。 
平成 29 年 度 の 調査 実施 に 当たり 、 調査 の 参加 希望 者 が 極め て 少数 で あっ た こと や 、 有識者 会 議 の 意見 を 

踏ま えて 、 県 が 実施 する 放射 線 健康 影響 調査 を 終了 し まし た 。 
な お 、 平 成 24 年 度 に 創設 し た 、 県 南 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 ) が 実施 する 内 部 被ばく 検査 等 


に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 に つい て は 、 令 和 2 年 度 で 事業 を 終了 し まし た 。 
※ 預 託 実 効 線量 : 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども で 70 歳 ま で の 生涯 の 累積 線量 を 表し た も の 。 
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尿 1 リ ッ ト ル 当たり の 放射 性 セシウム 量 (134Cs 十 137Cs ) 放射 性 セシウム に よる 預託 実 効 線 量 の 状況 (mSv) 
6 回 目 (H28 年 度 ) 参 加 者 8 名 の これ まで の 推移 これ まで の 結果 (各回 毎 参加 者 全員 の 状況 ) 
1 回 目 2 回 目 3 回 目 4 回 目 5 回 目 6 回 目 1 回 目 2 回 目 3 回 目 4 回 目 5 回 目 6 回 目 
(H23 年 度 )  (H24 年 度 ) (H25 年 度 ) (H26 年 度 ) (H27 年 度 ) (H28 年 度 ) (平成 23 年 ) (平成 24 年 ) (平成 25 年 ) (平成 26 年 ) (平成 27 年 ) (平成 28 年 ) 
7Bqll 以 上 | 0 人 0 0 人 0 人 0 人 0 人 003~ 
ee 唤 . 网 2 | 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
ョ ー6Bq( 未 満 |0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 002~ 
4~5Bq( 未 満 目 1 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 003mSv 未 满 | 6 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
3~4Bql 未 满 图 3 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
2~3Bar 夫 并 目 1 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 ee | 回 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
1~-2Bq( 未 満 图 2 人 1 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
TB 朋 1 人 4 人 人 加 ?人 NA 2 人 1 人 “a 7 [sa 
OA I 3 人 人 人 ee 7 人 
0 人 0 AA 5 0 6 本 0 人 45 人 90 人 0 人 45 人 90 人 0 人 45 人 90 人 0 人 45 人 90 人 0 人 45 人 90 人 0 人 45 人 90 人 
※ 5 固 目 は 未 実施 の 者 が いる た め 、 合 計 人 数 が 貞 な る こと 。 合計 :132 名 合計 :86 名 合计 :41 名 合计 :24 名 合计 :16 名 合计 :8 名 
TT 1 加 目 は 計時 か ら 1 加 上 計時 ( 成 93 年 12 月) まで の 性 和 ロ 反 と し た 。 
2 回 目 以降 は 、 前 回 調査 終了 日 を 起点 と し 、 各 回 調査 時 ( 各 年 1 1 月 頃 ) ま で と し て 算出 。 

















また 、 県 で は 、 原 発 放 射線 影響 対策 の 基本 方 針 に お いて 、 放 射線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 
ま 康 を 重視 する 観点 か ら 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 測定 に 重点 的 に 取り 組み 、 対 策 の 実施 に あたっ 
て は 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 環境 整備 に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する こと と し て いま す 。 
そこ で 、 県 で は 、 平 成 23 年 度 か ら 県 立 学校 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 する と と も に 、 放射 線量 低減 に 向 
ナ た 取組 方 針 に 基づき 、 空 間 線 量 率 が 局所 的 に 1 1 Sv/h を 超え た 場合 や 重点 調査 地域 に お いて 国 の 除 染 基 
計 で ある 0.23 ヵ Sv/h を 超え た 場合 に 除 染 等 の 低減 措置 を 行っ て お り 、 平 成 25 年 5 月 まで に 対象 と な っ た 
全て の 学校 の 低減 措置 が 完了 し て いま す 。 

学校 給食 こつ いて も 、 平 成 24 年 度 か ら 使 用 予定 食材 や 提供 後 の 給食 一 食分 の 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ 
て いま す が 、 令 和 2 年 度 ま で に 国 の 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 
市 町 村 等 に お いて も 、 小 中 学校 な ど に お ける 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 が 行わ 
れ て いま す 。 県 は 測定 機器 の 貸出 、 放 射線 量 の 測定 ・ 除 染 費 用 の 助成 な ど を 行い 、 市 町 村 等 の 取組 を 支援 
LC い ます っ 
今後 も 、 市 町 村 等 と 連携 し て 、 学 校 の 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ て い 
きま す 。 
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2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 放射線 健 康 影響 調査 
平成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 て 15 歳 の 子ども を 対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プ ! 
ング 調査 を 実施 し た 結果 に つい て 、 緊 急 被ばく 医療 、 放射 線 防護 、 公衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


会 議 に お いて 「 放 射 性 セン ウム に よる 預託 実効 線量 は 、 最大 で も 0. 03mSv 未満 と いう 結果 で あり 、 全 員 
が 1mSv を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と 
の 評価 を いた だ いて いま す 。 
平成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で 同じ お 子 さ ん を 対象 に 同じ 手法 に より 調査 を 継続 し 、 い ずれ も 有 識 
者 会 議 よ り 「 放 射 性 セン シン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて い 
ます ず 。 
平成 29 年 度 の 調査 実施 に 当たり 、 調 査 へ の 参加 に つい て 意向 確認 を 行っ た と ころ 、 和 希望 者 が 極め て 
少数 で 、 科学 的 評価 が 難し い 標 本 数 で ある こと や 、 有 識者 会 議 か ら の 「 今 後 は 調査 を 継続 する 必要 は な 
い 。」 と の 意見 を 踏ま えて 、 健 康 影響 調査 を 終了 し まし た 。 

な お 、 平 成 24 年 度 に 創設 し た 、 市 町 村 が 実施 する 内 部 被ばく 検査 等 に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 
に つい て は 、 令 和 2 年 度 で 事業 を 終了 し まし た 。 
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1 リッ トル 当たり の セシウム 量 (134Cs 十 137Cs ) 

尿 1 リ 当 放射 性 量 ( 区 分 一 関 市 | 奥州 市 | 宮古 市 | 金ケ崎 町 | 平泉 町 計 

6 回 目 (Hz8 年 度 ) 参加 者 8 名 の これ まで の 推移 1 回 目 (平成 23 年 度 ) 60 36 12 12 12 132 
1 回 目 2 回 目 3 回 目 4 回 目 5 回 目 6 回 目 2 回 目 ( 平 成 24 年 度 ) 4 
(H23 年 度 ) (H24 年 度 ) (H25 年 度 ) (H26 年 度 ) (H27 年 度 ) (H28 年 度 ) 
3 3 回 目 (平成 25 年 度 ) 16 

7Bq/[ 以 上 10 人 

6 一 7Bqt 未 满 | 0 人 4 回 目 ( 平 成 26 年 度 ) 10 

i 5 回 目 (平成 27 年 度 ) 6 

4~5Bq/t 未 满目 1 人 

3 一 4Bq/t 未 满 3 人 

2~3Bq/t 未 满目 1 人 




















1 一 2Bq't 未 满 图 2 人 
1Bq/t 未 满 时 1 人 


1 回 目 ( 平 成 23 年 度 ) 
不 検 出 (N.D.) | 0 人 5 歳 . 7 2 


3 歳 
四 

















0 人 0 人 
※ 5 回 目 は 未 実施 の 者 が いる た め 、 合 計 人 数 が 異な る こと 。 
※ 6 回 目 (H28 年 度 ) 調 査 に お ける 検出 限界 は 、 そ れ ぞ れ の 核種 で 概ね 0.2 一 0.4Bq/ 程 度 


11 歳 14 
10 歳 10 


図表 4-1 健康 影響 調査 結果 (平成 23 年 度 一 平成 28 年 度 ) 














































































































































































放射 性 ヨウ 素 (※1) 全員 全員 全員 全員 全員 全員 
日 LH HH 
Tr で ーー は 于 el 
ーー 一 一 名 に 係る 前 回 調査 と の 比較 
No | 1 4 3 1 2 1 | (Ha7 年 度 森 実施 の 者 を 含む 
9 1 で 2 未満 2 l ー ー ー ー た め 、 当該 年 度 は 、 他 の 年 度 
2 て 3 未満 1 = 到 到 一 = と 合計 人 数 が 異な る こと 。) 
3~4 未満 3 一 三 ー 時 三 
4 で 5 未満 1 一 = ー 計 
5~6 未 满 = - - - - 
6~7 未満 = = - - - 
7Bq/6 以 上 ー ー 二 一 ー 三 




















































図表 4-2 預託 実効 線量 (平成 23 年 度 一 平成 28 年 度 ) (※1) 
0. 01 未 满 3 8 8 8 6 8 |※1 継続 調査 を 実施 し た 8 名 に 係る 前 回 調査 と の 比較 
0.01~0.02 未 满 | 3 | - | - | - | - | - | (dz 年度 未 実施 の 者 を 含む た め 、 当 該 年 度 は 、 他 の 年 度 
0.02~0.08 未 満 | 2 | - | - | - | - ー と 合計 人 数 が 異な る こと 。) 

0. 03~0. 04 未 満 ー ー 一 a 








































































(2) 学校 等 の 除 染 
平成 23 年 9 月 か ら 11 月 まで 全 県 立 学校 の 校 地 内 空間 線量 率 測定 を 実施 し 、 県 立 学校 の 雨 ど い の 下 な ど 
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局所 的 に 高い 値 ( 1 Sv/h 以 上 ) を 示 し た 箇所 に つい て 、 平 成 23 年 12 月 27 日 まで に 除 染 を 完了 し まし た 。 
また 、 重 点 調査 地域 内 (一 関 市 及び 奥州 市 ) の 県 立 学 校 の うち 詳細 測定 の 結果 、 平 均 値 が 0.23 Sv/h 
以上 で あっ た 4 校 (前 沢 明峰 支援 学校 、 一 関 清明 支援 学校 (本 校 )、 前 沢 高等 学校 及び 千厩 高等 学校 ) 
の グラ ウン ド 等 に つい て 、 平 成 25 年 5 月 まで に 除 染 が 完了 し まし た 。 
県 立 学校 の 農業 教育 実習 で 使用 し て いる 牧草 地 に つい て 、 県 立 学校 4 校 (盛岡 農業 高等 学校 、 水 沢 農 
業 高 等 学校 、 岩谷 堂 高等 学校 及び 遠野 緑 峰 高 等 学校 ) に お いて 、 牧 草地 の 除 染 作業 を 行い 、 平 成 27 年 9 
月 まで に 除 染 作業 が 完了 し まし た 。 
今後 も 、 測 定 の 結果 、 低 減 措 置 実 施 の 目安 を 超え た 場合 は 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づき 、 
低減 措置 を 実施 し て いき ます 。 
(3) 学校 給食 の 検査 
ア 県 立 学校 、 市 町 村立 学校 
学校 給食 の より 一 層 の 安全 ・ 安 心 確保 の た め 、 自 校 で 給食 調理 を 実施 し て いる 県 立 学校 に 測定 機器 
を 設置 し 、 平成 24 年 6 月 か ら 自 校 に お ける 食材 の 測定 の ほか 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依頼 
に 応じ て 測定 を 行っ て いま す 。 測 定 開始 か ら 令 和 2 年 度 ま で に 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 
また 、 県 で は 、 平成 23 年 度 に 市 町 村 が 検査 体制 整備 の た め に 機器 を 購入 する 際 の 費用 を 助成 する 補 
助 金 制度 を 創設 し 、 20 市 町 村 が 補助 金 を 活用 し 測定 機器 を 平成 24 年 8 月 まで に 整備 、 順次 測定 を 開始 
し まし た 。 県 の 補助 制度 を 活用 せ ず 、 市 町 村 独 自 に 測定 機器 を 整備 し た 市 町 村 に お いて も 測定 を 行っ 
て お り 、 令 和 2 年度 は 、23 市 町 村 に お いて 測定 を 行っ て いま す 。 
な お 、 県 で は 、 平 成 24 年 度 と 平成 25 年 度 に 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 提供 後 給食 の 放射 性 物質 濃度 に 
つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 実施 し 、 全 て の 検査 た に お いて 、 放 射 性 物質 (放射 性 ヨウ 
素 131、 放 射 性 セン ウム 134、 放 射 性 セン ウム 137) は 検出 され ませ ん で し た 。 
今後 も 、 学 校 給 食 に お ける 放射 線 へ の 不安 を 解消 する た め 、 継 続 し て 測定 を 行っ て いき ます 。 
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図表 4-3 






県 立 学校 設置 測定 機器 に よる 学校 給食 の 測定 結果 
















































平成 25 年 度 15 1, 044 1, 059 0 也 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
平成 26 年 度 21 1, 104 1, 125 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
平成 27 年 度 9 1, 014 1, 023 0 他 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
平成 28 年 度 13 1, 033 1, 046 0 他 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
平成 29 年 度 8 1, 020 1, 028 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
平成 30 年 度 15 962 977 0 他 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
令 和 元 年 度 15 862 877 0 也 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 
令 和 2 年 度 14 987 1, 001 0 他 施 設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 。 



































イ 私 立 学校 
県 内 私 立 学校 に お いて も 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 し て いま す 。 令 和 3 年 3 月 現 
在 、 給 食 を 実施 し て いる 私 立 学校 の うち 、 市 町 村 給 食 セ ンタ ー 等 で 3 校 の 測定 を 実施 し て いま す 。 
令 和 3 年 度 に お いて も 、 令 和 2 年度 まで と 同様 に 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 する 
予定 で す 。 今 後 も 、 測 定 状況 の 把握 や 放射 線 影響 対策 に 係る 学校 へ の 情報 提供 に 努め て いき ます 。 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


1 概況 

県 内 主要 地点 の 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 農林 水産 物 等 に お いて も 国 の 基準 値 を 下回っ て いる も 
の が ほとん ど で す が 、 放 射 性 物質 の 影響 を 懸念 し た 消費 者 が 「 い わ て 」 の 産品 を 買い 控え る こと な ど に よ 
り 、 県 産 農林 水産 物 の 取引 の 縮小 、 商 工業 に お ける 製品 の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 一 部 の 国 
に お ける 輸入 規制 、 一 部 の 地域 か ら の 観光 客 の 入 込 が 回 復 し て いな いな ど 、 県 内 各種 産業 に お いて 風評 被 
害 の 発生 が 見 られ て いま す 。 

これ ら の 風評 被害 を 解消 し て いく た め 、 県 で は 、 生 活 空間 の 放射 線量 や 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃 
度 検査 結果 等 の 速やか な 公表 に 加え 、 消 費 者 に 対 し て 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 の PR に よる 販路 の 
復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 平成 25 年 度 に 「 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 創設 し ま し た 。 当該 事業 に お いて 、 
本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 農林 水産 物 、 事 業者 の 製品 な どの 魅力 を 広く 情報 発信 し 、 物 産 展 等 を 通じ た 消費 
拡大 、 商 談 会 等 を 通じ た 事業 者 の 販路 拡大 の 支援 を 行っ て きま し た 。 ま た 、 和 観光 業 に お いて は 震 災 学習 を 
中 心 と し た 教育 旅行 等 の 誘致 を は じ め 、 国 内 外 か ら の 観光 客 の 誘客 を 促進 し て いま す 。 さ ら に 、 被 害 を 受 
けた 事業 者 に 対し 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に 向け た 支援 と し て 、 被 害 を 受け た 商工 ・ 観 光 事 業者 
か ら の 個別 相談 に 対応 し て いま す 。 

平成 26 年 度 と 平成 27 年 度 は 、 関 西 圏 で の 取組 を 強化 し 、 鉄 道 広告 の 掲 田 の ほか 、 シ ェ フ な ど を 対象 と 
し た 産地 見 学会 や ワウ カメ を 中 心 と する フェ ア を 開催 する な ど 、 消 費 者 の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 
の 拡大 を 図り まし た 。 ま た 、 県 内 で も 電 し いた け 、 ワ カメ 等 の 風評 払拭 に 向け た キャ ン ペ ー ン を 実施 しま 
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平成 28 年 度 か ら は 、「 い わ て 農林 未 産物 消費 者 理解 増進 _ rakewae 
対策 事業 」 に より 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 産地 の 由- 林 : 求 . 
魅力 情报 张 信 、 生 产 者 等 四 参 面 l- 上 轧 商 谈 会 等 D 开 催 雁 











ど に 継続 し て 取り 組ん で いま す 。 

これ ら の 取組 の 結果 、 本 県 産 の 牛肉 、 生 し いた け 及 び 乾 
し いた け の 市 場 価格 は 、 ほ ぼ 震 災 前 の 水準 に 回 復 し て いま 
す 。 た だ し 、 乾 し いた け に つい て は 、 全 国 的 な 生産 量 の 減 
少 や 取扱 商社 の 在庫 量 の 変化 に よる 価格 回 復 と 推測 され 
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て いま す 。 
商工 業 に お いて は 、 製 品 の 買い 控え や 検査 費用 の 増加 、 
その 土地 を 愛す る 入 た ち は 

















一 部 の 国 に お ける 輸入 規制 が 継続 し 、 観 光 業 に お いて は 、 生産 物 を 愛す る 人 た ち 
本 県 へ の 旅行 者 数 等 は 回 復 傾向 に ある も の の 、 一 部 沿岸 地 r= 
威 へ の 入 込 が 回 復 し て いな いな どの 状況 が 続い て いま す 。 

県 で は 、 引 き 続 き 、 市 町 村 や 関係 団体 等 と 連携 し て 、 県 
準 農林 水産 物 等 の 放射 性 物質 濃度 等 の 検査 結果 の 公表 や 、 
産 食 材 の 安全 性 や 魅力 を 広く PR する 取組 を 積極 的 に 
開 す る こと に より 、 消 費 者 か ら の 信頼 確保 と 県 産 農 林 水 
物 の 販路 の 拡大 に 向け た 取組 を 進め て いき ます 。 
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【 市 町 村 等 の 取組 : いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 の 実施 状況 】 

県 で は 、 消 費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 放 射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 を 払拭 し 、 産 地 と し て の 信頼 
回 復 と 県 産 農林 水産 物 の 販路 拡大 を 図る た め 、 消費 者 庁 の 地方 消費 者 行政 推進 交付 金 を 活用 し 、 平成 25 年 度 
か ら 「 い わ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 」 を 創設 『 業 を 実施 し まし た 。 

この 事業 は 、 市 町 村 や 生産 衝 が 主体 と な っ て 、 県 導水 導 和 の 安全 必 和 保 の 取組 た 対す る 消 介 者 の 
解 増進 を 目的 と し た フェ ア 等 を 開催 する 際 の 経費 を 支援 する も の で 、 首 都 圏 等 の 商店 街 や 量販 店 な ど に お い 
て 、 県 産 農 林 水 産物 の 品質 の 高 さ や 安全 ・ 安 心 の 確保 に 向け た 産地 の 取組 等 を 広く P R し て いま す 。 

PR の 内 容 は 、 単 な る 農林 水産 物 の 試食 会 や 展示 即売 に に とどまら ず 、 ポ スタ ー 等 を 活用 し た 生産 者 等 に よ 
る 放射 性 物質 低減 の た め の 取組 や 食品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓発 な ど 、 消 費 者 の 理解 増進 に 向け た 取組 と な 
っ て いま す 。 

この 事業 を 活用 し て 、 平 成 25 年 度 か ら 令 和 2 年度 まで に 、 延 べ 95 市 町 村 ・77 団体 が 物産 フェ ア 等 を 開催 
し 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 を PR する ポス ター の 掲示 や 試食 ・ 試 供 品 の 提供 等 を 実施 し まし た 。 

参加 し た 消費 者 に 対す る アン ケー ト の 結果 で は 、8 割 以上 の 方 が 「 産 地 の 安 全 ・ 安 心 の 取組 を 理解 し た 」 

「 岩 手 県 産品 を また 利用 し た い 」 と の 回 答 で し た 。 

な お 、 令 和 2 年 度 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 、 首 都 圏 と の 往来 カ 
ら 、 事 業 の 実施 は 1 市 に 留まり まし た 。 
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制限 され た こと な どか 











図表 5-1 いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 実施 状況 (平成 30 年 度 一 令 和 2 年 度 

























































































































































































































































































































































































| 地区 | _ 平成 30 年 度 | 令 和 元 年 度 令 和 2 年 度 
盛岡 広 | 市 町 村 | 1| 矢 貼 町 __ ll 矢 中 町 | 

戚 振興 ヽ 生産 考 の 会 中 

管内 | 団体 | 1| いわ て 原木 椎 革 生 産 者 の 会 | 2| いわ て 原 橋 埋 生産 者 の 伏 、 堆 

県 南 広 | 市 町 村 | 1 一 関 市 。 。 | 2| 一関 市 、 遠 野市 ll 

成 振興 a J A い わ て 花巻 、 一 関し いた け J A い わ て 花巻 、 一 関し いた け 

局 管内 | 团体 | 2| 生産 組合 2| 生産 組合 

沿岸 広 | 市 町 村 | 3| 金石 市 、 大 植 町 、 隊 前 高 困 市 | 4| 答 丰 下 大介 生出 田 困 、 際 前 

或 振 愉 | 一 一 一 一 二 一 | 財 泉 ホー ルディ ング ス 株 式 会 「・ ーーー es 

管 看 0 の NE < 甲 

谷内 | 団体 | 3| 社 、J 下 缕 里 、JF 三 陡 | 

県 北 広 | 市 町 村 | 3| 久慈 市 、 洋 野 町 、 普 代 村 ”| 3| 久慈 市 、 洋 野 町 、 普 代 村 | 1| 久慈 市 
振興 | | 。| JA 新手 久 基 地域 野菜 部 会 、 二 | 。| JA 新 岩手 久 基 地 下 时 区 部 会 二 

局 管内 | 于 戸 市 特産 品 開発 推進 協議 会 戸 市 特産 品 開発 推進 協議 会 

a 市町村 8 10 1 
口 還 休 8 7 
























































2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 農林 水産 業 等 

ア 風評 被害 の 発生 状況 

県 で は 、 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 
た 場合 、 国 の 出荷 制限 指示 等 に 基づき 、 出 荷 団体 等 に 対し て 出荷 を 差し 控え る よう 要請 し て いま す 。 
令 和 3 年 3 月 末 現 在 、 国 の 出荷 制限 指示 を 受け て いる 品目 は 、 原 木 生 し いた け 、 山 菜 類 な ど 9 品 
県 が 出荷 自粛 要請 を 行っ て いる 品目 は 、 電 し いた け な ど 8 品目 と な っ て いま す 。 

肉 用 和牛 に 給与 する 稲 わ ら か ら 放 射 性 セシウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 県 産生 肉 の 校 肉 単 1 
が 下落 し 、 そ の 後 、 大 豆 や 小麦 の 農産 物 、 和 牛乳 ・ 乳 製品 、 生 し いた け 、 乾 し いた け 、 山 業 ・ き の こ 頻 
等 の 林産 物 、 ソ イ 類 、 マ ダラ 等 の 水産 物 に お いて も 価格 の 下落 等 が 生じ まし た 。 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


イ 風評 被害 対策 の 取組 状況 

県 で は 、 原 発 事故 発生 後 か ら 、 県 産生 肉 の 安全 ・ 安 心 の 確立 や 牧草 地 再生 の 取組 を 進め て きま し た 。 
平成 28 年 度 か ら は 、「 い わ て 農林 水産 物 消 費 者 理解 増進 対策 事業 」 に より 、 首 都 圏 等 に お ける 県 産 
Ce 、 知事 に よる トッ プ セ ー ル ス の 
実施 や 生産 者 等 の 参画 に よる 商談 会 等 を 通じ て 販路 拡大 に 向け た 取組 を 実施 し まし た 。 
hm 中陰 半纏 施設 等 の 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 
に つい て 支援 し まし た 。 
県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 を 消費 者 等 に 正しく 理解 いた だ く た め 、 引き 続き 、 関 係 機関 ・ 団 体 等 と 連 


携 し な が ら 、 的 確 な 情報 発信 や 販路 拡大 に 向け た 取組 を 実施 し ます 。 
図表 5-2 農林 水産 物 に お ける 風評 被害 の 発生 事例 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































| 品目 被害 状況 
稲 わ ら か ら 放 射 性 セン ウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 風 評 被害 等 に より 県 産生 肉 の 枝肉 単価 
| 牛肉 は 低下 し 、 出 荷 制限 一 部 解除 後 の 10 月 平均 価格 が 対 22 年 比 で 約 3 割 下落 する な どの 風評 被害 を 受け た 。 
県 産 肉 用 邊 の 全 頭 検査 の 実施 や 速やか な 検査 結果 の 公表 、 卸売 市 場 の バイ ヤー 等 と 生産 者 の 交流 等 を 
物 通じ た 安全 性 の アビ ピー ル に より 、 原 発 事 夏 前 の 水準 に ほぼ 回 復 し て いる 。 
牛乳 ， 取引 中 止 に よる 販売 数 量 の 減 (原発 事故 前 の 71~89% に 減 ) の ほか 、「 消 費 者 は 東日本 の 生産 物 を 購 
乳 製 品 買 し な い 」 と の 理由 で 店 頭 か ら 排除 され た 事例 が ある 。 
農 | 大 豆 平成 23 年 度 以降 、 落 札 価格 が 全国 平均 より 低かっ た が 、 価 格 は 回 復 基調 に ある 。 
易 | 修志 岩手 産 で や る こと を 理由 と し た 取引 停止 (販売 額 が 約 1, 000 万 円 減少 ) の ほか 、 実 電 者 に よる 播種 前 
契約 (購入 希望 数 量 ) は 24 年 産 に 比べ 約 1 千 ト ン (12%) 減少 する な どの 被害 を 受け た 事例 が ある 。 
県 内 の 生 し いた け の 価格 は 、 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 (平成 27 年 4 て 12 月 : 22 年 比 100%) し て 
生 し いた | "Ss 
け 平成 24 年 4 て 5 月 に 相次い だ 出荷 制限 指示 を きっ か け と し て 、 出 和 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 市 町 村 
以外 の も の で も 、 放射 性 物質 の 検査 要請 や 実需 者 か ら 納 品 を 休止 され る な ど 受 注 が 減少 し て いる 事例 が 
ある 。 
平成 24 年 2 月 に 一 部 の 市 町 村 で 食品 の 暫定 規制 値 (500Bq/kg) を 超え た こと 、 平 成 24 年 4 て 5 月 に 
林 | 設 し い ぇ 相次い だ 原木 生 し いた け の 出荷 制限 指示 を きっ か け に 、 全 県 的 に 出荷 量 ・ 価 格 と も 落ち 込み 、 一 時 は 原 
産 け ”| 発 事故 前 に 比べ 約 2 割 に 下落 (平成 25 年 度 ) し た 。 
物 平成 27 年 度 (4 ~12 月 ) に 入っ て 、 春 子 の 不作 等 の 影響 か ら 価格 が 急 回 復 し 、 原 発 事故 前 対比 で 105% 
と 市 場 価格 が 急 回 復 し た が 、 引 き 続 き 1 格 動向 を 注視 する 必要 が ある 。 
野生 の 山菜 ・ き の こ 類 に つい て 、 平 成 24 年 4 月 に 一 部 市 町 村 の 山菜 、 同 年 10 月 に 一 部 市 町 村 の 野生 
山藤 ・ es 
きのこ 類 行っ た 直売 所 に お いて は 、 来場 数 が 月 平均 約 20% 減 少し 、 山菜 以外 の 商品 に も 影響 が 生じ 、 売上 げ は 約 
30% 減 少し た 。 ま た 、 放 射 性 物質 検査 証明 書 に つい て 、 出 荷 制限 品目 で な いも の に つい て も 要求 され た 
事例 が ある 。 
県 は 、 釜 石 海域 の クロ ソイ に つい て 、 基準 値 を 超過 する 放射 性 セン ウム が 検出 され た こと か ら 、 平 成 
yf 类 24 年 6 月 1 日 付け で 水揚げ 自粛 を 要請 し た (同年 7 月 1 日 付け で 解除 )。 
0 ー 連 の 報道 等 が クロ ソイ を 含む ソイ 類 全 般 の 消費 不振 を 招き 、 釜石 急 市 場 で は 、 自粛 要請 が 解除 され 
た 同年 7 月 1 日 以降 も 、 ソ イ 類 の 取引 価格 が 長期 間 低迷 し た 事例 が ある 。 
国 は 、 平 成 24 年 5 月 2 日 付け で 三陸 南部 沖 海域 〔 宮 城 県 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む 。)]、 同 年 
8 月 27 日 付け で 青森 県 沖 太平 洋 海域 に つい て マダ ラ の 出荷 制限 を 指示 し た 。 
人 マダ ラ 本 県 海域 (三陸 北部 沖 海域 ) 【 こつ いて は 、 基 準 人 の 直 財 事例 一 件 や な く 、 国 か ら 出 基 抽 限 が 指示 さき 
物 れる こと は な か っ た が 、 一 連 の 報道 等 が マダ ラ の 消費 不振 を 招き 、 県 内 の 全 魚 市 場 で は 、 同年 5 月 以降 、 
マダ ラ の 取引 価格 が 長期 間 低迷 し た 事例 が ある 。 
ルオ 本 バ 放射 性 セシウム 23Bq グ kg の 検出 事例 以降 、 放 射 性 物質 汚染 を 避け る 操業 を 行っ て いた た め 、 非 効率 
(FV) で 漁獲 量 が 減少 し た 事例 が ある 。 
震 災 に よっ て 、 関 西 圏 等 で は 、 他 産地 産 (鳴門 、 中 国 ・ 韓 国 ) に 切り 換え られ た 。 本 県 産 の 供給 が 可 
海藻 类 能 と な っ た 後に お いて も 、 放 射 性 物質 へ の 懸念 な ど を 理由 に 、 依 然 、 問 屋 や 小売 店 と の 取引 き が 縮小 し 
sa 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 








県 は 、 磐 井川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 衣 川 ・ 却 井 川 の ヤマ メ 、 気 仙川 ・ 胆 沢川 ・ 砂 鉄 川 ・ 大 川 の ウグイ に 


























つい て 、100Bq/kg (平成 24 年 4 月 1 日 以降 の 基準 値 ) を 超過 する 放射 性 セシウム が 検出 され た こと か 
ら 、 同 年 3 月 29 日 付け で 、 同 年 4 月 1 日 以降 の 採 捕 自粛 を 要請 し た 。 
その 後 、 国 は 、 同 年 5 月 8 日 付け で 盤 井 川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 同 年 5 月 11 日 付け で 大 川 ・ 四 十 四 田 




















































































































川 急 ダム より 下流 の 北上 川 (支流 を 含む お 。) の ウグイ 、 同 年 6 月 12 日 付け で 気仙 川 の ウグイ に つい て 、 出 荷 
制限 を 指示 し た 。 
NN i に つい て は 、 出 荷 制限 を 受け て いな い 河 川 で も 使用 で きる 

















が 、 一 連 の 報道 等 が 全 県 的 な 遊漁 客 離 れ を 招き 、 同 年 の 発行 枚数 が 大 幅 に 減少 し た 事例 が ある 。 























図表 5-3 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (農林 水産 業 等 ) 








安全 ・ 安 心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 し 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 に 対す る 消費 













































































県 産 牛 肉 安全 安 平成 23 者 の 不安 等 を 解消 する た め 、 和 牛肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 と 結果 の 公表 の ほか 、 生 産 者 
心 确立 紧急 对 策 年 度 ~ の 参加 に より 、 県 内 外 で の 県 産生 の 販売 促進 活動 な どの 風評 被害 防止 対策 を 実施 。 
事業 ーー 平成 24 年 度 か ら 現 在 ま で 、 国 の 基準 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 事例 は 発生 し て お ら ず 、 















































風評 被害 対策 の 取組 効果 も あり 市 場 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 。 

いわ て 型 牧草 地 | 平成 24~ 県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い草 地 ( 酷 农 50Bq/kg 以下 、 肉 用 和牛 100Bq/kg 以下 ) を 対 
ほ 生 対策 事業 29 年 度 | 象 に 、 風 評 被害 対策 と し て 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め の 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 。 
平成 23 年 度 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 後 、 生産 量 が 大 きく 落ち 込ん だ 水産 物 な ど 本 県 産品 
の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る こと を 目的 に 、 県 産 農林 水産 物 の 品質 の 高 さや 安全 性 、 被 災 
地 の 復旧 状況 な ど を PR する た め 、 量 販 店 や 自治 体 、 企 業 か ら 協 力 を 得 て 復興 フェ ア 等 
































































































































































































































いわ て 食材 販路 
回 復 ・ 拡 大 推進 


- 事 さき 


Es 
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平成 24 年 度 は 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 や 生産 者 の 一 生 懸 命 な 交 を PR す 
る ポス ター を 作成 し 、 そ の 安全 ・ 安 心 を 広く 発信 する と と も に 、 流 通 業 者 に 安全 性 を 訴 
え 
の 












































販路 を 確保 し て いく た め の 商 談 会 の 開催 の ほか 、 生 産 者 団体 と 連携 し た 試食 販売 な ど 
消費 者 へ の PR 活動 を 実施 。 
県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 の 払拭 と 、 原 発 事故 等 の 影響 に より 縮小 し た 県 産 農 林 水 産 
いわ て ブラ ンド | 平成 25 て の 人 ・ 計 大 する た め 、 全 の を 次 し た 人 人 安心 の 情報 発信 
+ 生 推進 事業 27 年 度 | や 、 実 需 者 等 に 対す る プロ モー ショ ン 、 マ ッ チ ング 機会 の 創出 に 、 県 産 農林 水産 物 
等 の プラ ンド カカ の 再生 ・ 強 化 を 図っ た 。 

放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図る た 
成 25 | め 、 安 全 ・ 安 心 に 係る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 する と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 
いわ て 農林 水産 年 度 等 が 行う PR 活動 等 JP 
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物 消 費 者 理解 増 ~ (平成 25 年 度 は 15 市 町 村 ・15 団体 、 平 成 26 年 度 は 18 市 町 村 ・12 団体 、 平 成 27 年 
進 対策 事業 令 和 2 度 は 14 市 町 村 ・ We IP hes 
年 度 13 団体 、 平 成 30 年 度 は 8 市 町 村 ・ 8 団体 、 令 和 元 年 度 は 10 市 町 村 ・ 7 団体 、 令 和 2 年 






































度 は 1 市 で 実施 。) 
平成 24 年 度 に 産直 施設 等 が 東京 電力 に 対し て 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 と し て 、 東京 
電力 の 出席 を 求め た 説明 会 (個別 相談 会 を 含む 。) を 計 19 回 、 県 内 各地 域 で 実施 。 

平成 24 平成 25 年 度 は 、 本 庁 関係 各課 、 広 域 振興 局 及 び 農 林 振 興 セ ンタ ー の 農林 水産 担当 課 に 
年 度 | 問い 合わ せ 窓 口 を 設置 。 
平成 25 年 4 月 に は 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 に 対し 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 説明 会 
を 実施 する と と も に 、 産 直 や 水産 加工 業者 等 を 対象 と し た 説明 会 を 沿岸 の 市 で 実施 。 






























































その 他 
















































































(2) 商工 業 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 と 対策 の 取組 状況 
商工 業 ・ 観 光 業 に お いて は 、 製 品 の 買 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 一 部 の 地域 か ら の 観光 客 の 入 
込み が 回 復 し て いな いな ど 風 評 被害 が 発生 し て いま す 。 
この た め 、 県 で は 、 本 県 の 自然 や 風土 、 事 業者 の 製品 な どの 上 魅力 を 広く 情報 発信 する と と も に 、 商 談 
会 や 物産 展 等 を 通じ た 事業 者 の 販路 拡大 の 支援 、 教育 旅行 等 の 誘致 を は じ め と し た 国内 外 か ら の 観光 客 
の 誘客 を 図る な どの 取組 を 実施 し て いま す 。 
今後 も 、 風 評 が 払拭 され る よう 、 前 向き な 情報 発信 に 取り 組ん で いき ます 。 













































































ア 商工 業 
食品 加工 業 な ど を 中 心 に 岩手 県 で 生産 され た 製品 の 買 控え や 、 顧客 ・ 取 引 先 か ら の 要請 に 応じ て 実 





























49 


A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


施す る 放射 線 検査 ・ 検 査 機器 購入 等 の 費用 が か さむ な どの 風評 被害 が 発生 し て いま す 。 

首都 圏 等 で の 商談 会 の 開催 や 物産 展 へ の 出展 、 オ ン ラ イン に よる 県 産品 販売 等 を 通じ た 事業 者 の 販 
路 拡 大 を 支援 する な ど し て 風評 の 払拭 に 取り 組ん で いる と ころ で あり 、 引 き 続 き 、 事業 者 の 支援 に 取 
り 組ん で いき ます 。 






























































イ 観光 業 
OO A NN 東日本 大 震 災 
津波 で 被災 し た 沿岸 地域 に つい て は 、 令 和 元 年 は 、 沿岸 1 市 町 村 を 開催 地 と し た 三陸 防災 復興 プロ ジ 
ェクト 2019 や 釜石 市 で の ラグ ビー ワー ルド カッ プ TM の 試合 開催 な ど 、 沿 岸 地域 に 注目 が 集まる 絶好 
の 機会 と な り 、 沿 岸 地域 の 観光 入 込 客 数 は 震 災 前 の 9 割 以上 まで 回 復 し まし た 。 
外国 人 観光 客 に つい て は 、 原発 事故 直後 、 放 射 性 物質 の 影響 を 懸念 し た キャ ン セ ル な ど に より 減少 
し まし た が 、 平 成 27 年 に は 震 災 前 の 水準 を 超え まし た 。 
沿岸 地域 を は じ め と し た 全 県 へ の 誘客 拡大 に 向け て は 、 今 後 も 地域 資源 を 生か し た 魅力 ある 観光 地 
域 づ くり や 効果 的 な 情報 発信 を 進め る と と も に 、 震 炎 学 習 を 中 心 と し た 教育 旅行 等 の 誘致 に 取り 組ん 










































































































































































で いき ます 。 
図表 5-4 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (商工 業 ・ 観 光 業 
区 分 取組 内 容 


























商工 業 | ・ 食 の 商談 会 を 盛岡 、 名 古屋 、 仙 台 、 東 京 (開催 順 ) に お いて 実施 。 
・ 水産 加工 業 の 商品 力 向上 支援 を 目的 と し た 販路 開拓 相談 会 を 実施 。 
首都 圏 百 貨 店 に お いて 、 本 県 工芸 品 の 展示 販売 会 を 実施 。 
・ 大 手 量販 店 と 連携 し た フェ ア を 開催 し 、 広 く 県 産 食 品 の 情報 発信 を 行っ た 。 
観光 業 | ・ いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン 推進 協議 会 
東北 各 県 や 交通 事業 者 等 と の 連携 に よる 観光 キャ ン ペ ー ン 等 を 実施 。 
三陸 周遊 滞在 型 観 光 推進 事業 
震 災 学 習 を 中 心 と し た 教育 旅行 な どの 復興 ツー リズ ム の 誘致 を 促進 。 
内 < 行こ う 誘 客 促進 事業 
陸 の 地域 資源 を 活用 し た プロ モー ショ ン 等 を 実施 。 
いわ て イ ン バ ウ ンド 新 時 代 戦 略 事 業 
東北 観光 推進 機構 や 東北 各 県 等 と 連携 し た 海外 プロ モー ショ ン の 展開 、 宿 泊 施 設 
無料 公衆 無線 L AN 環境 整備 に 対す る 支援 な ど に よる 受入 態勢 の 充実 の 取組 を 実施 。 

























































































































































































等 に お ける 多 言語 表示 や 
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1 概況 

(1) 情報 発信 、 普 及 啓発 等 

県 で は 、 放射 性 物質 の 影響 に 対す る 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 の た め に 和 
用 し た 情報 発信 を 行う と と も に 、 県 民 等 が 放射 性 物質 の 影響 に つい て 正しく 理解 する 機会 等 を 設け る 普 
及 啓 発 の 取組 を 行っ て いま す 。 

情報 発信 に つい て は 、 放射 性 物質 の 基礎 知識 や 各種 測定 結果 、 放射 線 影 響 対 策 の 取組 状況 な ど を 県 内 
外 に 広く 周知 する た め 、 これ まで に 広報 誌 や イン ター ネッ ト 、 冊 子 の 発行 、 新聞 広 告 な ど を 用 い 、 ま た 、 
県 産 食 材 や 産地 の 魅力 等 を 県 内 外 に アビ ピー ル す る た め 、 イン ター ネッ ト の ほか 、 生 活 情報 誌 ・ 料 理 専門 
誌 等 へ の 記事 広告 、 電 車 中 吊り 広告 な ど を 用 い 情 報 発信 し て きま し た 。 平成 30 年 度 は 県 産 農 林 水 産物 
の 安全 ・ 安 心 や 魅力 、 0 pn 
や リー フレ ッ ト の 発行 等 を 通じ 、 一 般 消費 者 や 飲食 業 関係 者 に 対し て アピ ー ル し まし た 。 

普及 啓 玩 に つい て は 、 放射 性 物質 の 基礎 知識 や 食品 、 健康 影響 に 関す る 情報 を 取り まとめ た パン フレ 
ッ ト の 配布 、 放射 性 物質 の 影響 に よる 県 民 の 不安 を 解消 する こと を 目的 と し た 県 民 向 け セ ミナ ー の 開催 、 
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行政 職員 の 基礎 知識 等 に つい て 学習 する こと を 目的 と し た 職員 向け セミ ナー の 開催 、 食 品 と 放射 能 に 関 
し 消費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 が 正しい 知識 の 共有 と 意見 交換 を 行う リス クコ ミュ ニケ ーション の 開催 の 
ほか 、 出 前 講座 へ の 講師 派遣 を 継続 し て 実施 し て いま す 。 

県 民 向 け セ ミナ ー は 平成 23 年 度 か ら 平成 29 年 度 ま で に 合計 37 回 開催 し まし た 。 職員 向け セミ ナー 
は 平成 23 年 度 か ら 令 和 元 年 度 まで 合計 46 回 開催 し まし た 。 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン は 、 平 成 24 年 
度 か ら 平 成 26 年 度 ま で に 合計 10 回 開催 し ま し た 。 
県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 発生 防止 の た め 、 情 報 発信 や 普及 磨 発 を 今後 も 継続 し て 実施 し て いき ます 。 
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【 市 町 村 等 の 取組 : 情報 発信 、 普 及 啓 発 実 施 状況 】 
市 町 村 に お いて も 、 ホ ー ム ペー ジ や 広報 誌 な ど を 活用 し て 、 各 種 検査 結果 や 放射 線 の 基礎 知識 、 市 町 村 
の 取組 状況 な ど に つい て お 知ら せ し て いま す 。 ま た 、 住 民 関 心 の 高い 食品 中 の 放射 性 物質 な ど に つい て 分 
か りや すく まとめ た パン フレ ッ ト を 独自 に 作成 し 住民 に 配布 する な ど 、 様 々 な 媒体 を 用 いて 情報 発信 を 行 
っ て いま す 。 
市 町 村 に お ける 普及 啓発 の 取組 と し て は 、 放 射線 に 関す る 基礎 知識 や 空間 線量 、 食 品 の 放射 性 物質 濃度 
等 の 測定 結果 を 広報 紙 に 掲載 する 取組 が 最も 多く 、 令 和 2 年 度 ま で に 31 市 町 村 に お いて 行わ れ ま し た 。 
また 、 市 民 や 関係 団体 を 対象 と し た セミ ナー、 出 前 講座 等 に つい て は 、 一 関 市 (延べ 43 回 、3, 907 人 参 
加 )、 盛 岡市 (延べ 20 回 、624 人 参加 )、 花 巻 市 (延べ 15 回 、559 人 参加 ) な ど 19 市 町 村 に お いて 実施 し 
て いる ほか 、 奥 州 市 、 一 関 市 等 県 南部 の 市 町 を 中 心 と する 7 市 町 で は 、 パ ン フ レッ ト 等 を 作成 し 、 正 し い 
知識 の 普及 を 図る 取組 が 行わ れ て いま す 。 (図表 6- 1 ) 


図表 6-1 市 町 村 に お ける 普及 啓発 の 取組 (平成 23 年 度 ~ 令 和 2 年 度 ) 
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本 セミ サー、 出 前 講座 等 | パウ ルト | 広報 紙 本 セナ 、 出 前 講座 等 | ペッ ウト | 広報 紙 
J 回 数 | 総 参加 者 数 等 作成 掲載 回 数 | 総 参加 者 数 | 等 作成 掲載 
盛岡 市 20 624 O 紫波 町 O 
宮古 市 4 126 O 矢巾 町 1 20 QO 
大 船渡 市 22 O O 西 和賀 O 
花卷 市 15 559 O O 金 ケ 貼 1 120 O O 
北上 市 2 80 O 平泉 町 7 114 O O 
久慈 市 3 57 O 住 2 60 O 
遠野 市 3 183 O 大 横町 O 
一 関 市 43 3, 907 O Q 山田 町 © 
陸前 高田 市 | 1 20 O 岩泉 QO 
釜石 市 1 45 O 田野 畑村 O 
二戸 市 1 50 O 普代 村 O 
八幡 平 市 1 68 O 軽米 町 
奥州 9 280 O O 野田 村 1 19 O 
滝沢 市 O 九戸 本 O 
筆 石 町 4 62 O O 洋 野 町 © 
葛巻 町 一 戸町 O 
岩手 町 QO 合計 120 6, 416 7 31 
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(2) 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 、 市 町 村 等 連絡 会 議 
本 県 の 原発 放射 線 影響 対策 に つい て は 、 平 成 23 年 7 月 に 設置 し た 知事 を 本 部 長 と する 原発 放射 線 影響 

対策 本 部 (以下 「 対 策 本 部 」 と いう 。) に お いて 、 各 種 方 針 の 策定 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 

原発 放射 線 影響 対策 の 取組 な ど を 決定 し 、 関係 部 局 間 の 情報 共有 と 連携 を 図り な が ら 、 全 庁 を 挙げ て 各 
種 対策 を 推進 し て いま す 。 知 事 、 副 知事 、 関 係 部 局長 で 構成 され る 本 部 上 員 会 議 は 、 令 和 2 年 度 ま で に 合 
計 32 回 開催 し て お り 、 本 部 員 会 議 で 決定 され た 取組 等 に つい て は 、 所 管 部 局 の ほか 、 関 係 部 局 職員 で 構 
成 され る 放射 線 影響 対策 特命 チー ム や 県 南 広域 振興 局 等 の 職員 で 構成 され る 現地 対応 チー ム 等 を 通じ 、 
部 局 横断 的 に 庁 内 や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な が ら 進 め ら れ て いま す 。 
また 、 原発 放射 線 影響 対策 の 効率 的 、 効 果 的 な 推進 に 当たっ て は 、 市 町 村 等 県 内 関係 機関 ・ 団 体 と の 
連携 が 必要 で ある こと か ら 、 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事務 組合 が 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 放射 
線 影響 対策 を 実施 し て いく た め 、 平 成 23 年 度 か ら 原 発 放 射線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 (以下 「 市 町 村 
等 連絡 会 議 」 と いう 。) を 開催 し て いま す 。 今後 も 、 本 部 員 会 議 で の 情報 共有 や や 決定 、 市 町 村 等 連絡 会 
議 で の 情報 共有 等 を 通じ て 、 原発 放射 線 影響 対策 を 庁 内 関係 部 局 や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な が ら 進 め 
て いき ます 。 















































































































































































































































































































































































































































【 市 町 村 等 の 取組 : 対策 本 部 等 設置 状況 】 

市 町 村 に お いて も 、 住 民 の 安全 を 確保 し 、 放 射 性 物質 に 対す る 不安 を 解消 する た め 、 放 射線 影響 対策 に 
関す る 対策 本 部 や 専門 組織 を 設置 する と と も に 、 庁 内 関係 部 局 の 連絡 会 議 等 を 開催 する な ど 、 全 庁 的 に 対 
策 を 進め て いま す 。 



























































図表 6-2 市 町 村 の 対策 本 部 等 設置 状況 




























































































































































































































































































































































































































































































市 町村 名 対策 本 部 ・ 専 門 組織 | 庁 内 連絡 会 議 ・ 部 局 横断 チー ム 等 
盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 放射 能 対 
> コー | 盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 (H23. 7. 4~H24. 3.8) 策 干 事 会 ， -放射 ne 
牙 間 市 | 諸岡 市 東日本 大 震 災 復興 推進 ・ 放 射 能 対策 本 部 (H24.3.9 へ ) | 了 2 和 3. 8) 束 日 本 大 蜂 炎 复兴 推进 ， 放射 能 对 
策 本 部 放射 能 対策 部 幹事 会 ・ 常 任 幹 事 会 
(H24. 3. 9~) 
宮古 = 放射 能 対策 関係 課長 会 議 (H23.7.15~) 
大 船渡 市 ー 原発 事故 放射 線 影 響 対策 関係 課 会 議 
(H23. 12. 2~) 
花 产 政策 推进 部 震 炎 对 策 室 (H23. 9~24. 3) ー 
8 総合 政策 部 防災 危機 管理 課 (H24.4~) 
久慈 市 > 原発 放射 線 影 響 対策 連絡 会 議 (H23.8.30 て ) 
遠野 遠野 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H24. 4. 23 一 ) 
関 市 災害 対策 本 部 放射 線 対策 部 会 、 放 射線 対策 調整 班 
関 市 (H23. 10. 24~H24. 3. 31) 
市 民 環境 部 放射 線 対策 室 (H24. 4. 1 て ) 
釜石 市 放射 線 等 影響 対策 会 議 (H24.5.22 て ) 
一 戸 市 三 原発 放射 線 影響 対策 連絡 会 議 (H23. 8. 17 て ) 
除 染 支援 チー ム (H24. 6. 1~H26. 3. 31) 
奥州 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23. 8. 25~H31. 3. 31) も 同 仮 置 場 設置 推進 チー ム (H24.6.1~ 
奥州 民 環 境 部 危機 管理 課 原 発 放射 線 対策 室 (H24. 4. 1~H27. 3. 31) | H26.3.31) 
市 民 環境 部 生活 環境 課 放射 線 対策 室 (H27.4. 1~H31. 3. 31) 除 染 廃棄 物 等 処理 推進 チー ム (H26.6.2~ 
H27. 3. 31) 
滝沢 滝沢 市 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 (H23.9.11~) 
婁 石 加 雪 石 町 原発 放射 線 影 響 対策 連絡 会 議 
(H23. 8. 29~) 
葛巻 町 | 葛巻 町 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23.8.12~) 
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情報 発信 、 普 及 刻 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 




























































































市 町 村 名 対策 本 部 ・ 専 門 組織 | 庁 内 連絡 会 議 ・ 部 局 横断 チー ム 等 

ュー 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 

a に 係る 検討 チー ム (H25. 8. 29~H31. 1. 31) 

金ケ崎 町 | 金ケ崎 町 放射 能 対策 本 部 (H23. 6. 23 一 ) = 

平泉 町 平泉 町 原発 放射 線 対策 本 部 (H23.9.20~) ー 
平泉 町 放射 線 対策 室 (H24. 2. 1~) 

岩泉 町 | 岩泉 町 放射 能 影 響 対策 本 部 (H23.8. 1 て) 一 





2 各 取 組 の 実施 状況 


(1) 


知ら せ す る と と も に 、 
な ど 各 種 媒体 を 活 


し た 。 い わ て 農林 水産 物 消 
楽 部 」 及 び フ ェ イ スプ ブッ ク 
地 の 魅 力 等 の 情報 発信 を 行い ま し た 。 
今後 も 、 県 内 外 へ の 情報 発信 に 継続 し て 取り 組ん で いき ま 


情報 発信 ・ 


原発 事故 発生 以降 、 県 














普及 啓発 の 取組 状況 
民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 や 放射 線 
県 内 外 に お ける 風 証 
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『 被 害 の 解消 や 防止 を 
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| し て 情報 発信 を 実施 
令 和 2 年度 に お いて も 継続 し て 、 広報 誌 や ホー ムペ ベー ジ な ど 各 利 








し て いま す 。 (図表 6 - 3 ) 
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っ て いく た め 、 広報 誌 や ホー ムペ ー ジ 














対策 事業 
タ 

















じ て 、 














通信 」 を 通 








1 
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県 産 農 林 水 月 








E 物 の 安全 ・ 安 心 や 産 



























































































































































































































































































































































図表 6-3 媒体 ご と 情報 発信 の 実施 状況 ( 主 な も の ) 
( 媒体 等 | 掲載 内 容 等 
広報 誌 | 岩手 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 | 本 県 の 現状 や 対策 等 を 定期 的 に 紹介 
放射 線量 測定 結果 、 食 品 検 査 結果 、 国 ・ 県 ・ 市 町 村 等 の 取組 、 イ ベン ト 情 報 
ポー タル サイ ト 等 の ペー ジ を リン ク 
「 放 射 能 に 関す る 情報 」 県 ホー ムペ ー ジ > 放射 能 に 関す る 情報 : 
https://www. pref. iwate. jp/houshasen/index. html 
TA 2 県 内 10 箇所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト の 測定 結果 を リア ル タ イ ム に 分 
EAA か りや すく 表示 (地図 表示 、 グ ラフ 表示 ) (ポー タル サイ ト 内 に リン ク ) 
http://www. iwate-taiki. jp/radiation/pc/index. htm1 
イ 県 民 に 関心 の 高い テー マ 、 季 節 の テー マ の 特集 ペー ジ を ポー タル サイ ト 「 放 
ン いわ て の 今 射 能 に 関す る 情報 」 内 に 「 い わ て の 今 」 コー ナー を 設け 掲載 (生活 空間 、 食 
品 、 野 生 山 菜 、 野 生き の こ ) 
ネ 県 が 実施 し た 放射 線量 測定 ・ 食 品 等 検査 結果 を 分 か りや すく 検索 ・ 閲 覧 で き 
ツ る シス テム (ポー タル サイ ト | 放射 能 に 関す る 情報 」 内 に リン ク ) 
ト 放射 線 測定 結果 検索 シス テム 空間 放射 線量 ・ 放 射 性 物質 濃度 : 
https://rad. pref. iwate. jp/radtion_map. php 
食品 の 放射 性 物質 濃度 : https://rad. pref. iwate. jp/food_search. php 
SA 食 財 図鑑 、 産 直情 報 、 食 の イベ ント 情報 、「 黄 金 の 國 、 い わ て 。」 応 援 の 店 及 
で ーー イサ イト わが 「 革 金 の 固 、 い わ て 。」 お も て な し の 店 の 情報 、「 周 手 の ご っ つ お ぉ 食べ らん 
Ma せ 」 (電子 版 ) 、 県 産 農林 水産 物 等 の 安全 性 確保 に 向け た 取組 等 を 掲載 
フェ イス ブッ ク 「 い わ て 食 財 サ | 生産 者 や 料理 人 の イン タビ ュー、 県 産 食材 を 使用 し た メニ ュー、 食 の イベ ン 
ポー ター 通信 」 情報 等 を 掲載 
岩手 県 放射 線 影 響 対策 報告 書 原発 事故 以降 の 本 県 の 放射 線 影 響 対策 全般 に つい て 掲載 
発行 物 岩手 県 環境 報告 書 放射 線量 測定 状況 、 除 染 状 況 、 普 及 啓 発 の 実施 状況 等 を 掲載 
「 岩 手 の ご っ つ お ぉ 食べ らん せ 」| 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 及 び 県 産 農 林 水 産物 に 対す る 飲食 店 の 評価 等 を 
(リー フレ ッ ト ) 自 都 圏 中 心 に 発信 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


図表 6-4 いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 ( 令 和 2 年 度 ) 











































































































1 令 和 2 年 6 月 号 ( 令 和 2 年 6 月 1 日 ) 生活 空間 の 放射 線量 

2 令 和 2 年 9 月 号 ( 令 和 2 年 9 月 1 日 ) 野生 きのこ 採り の 留意 点 

3 令 和 2 年 12 月 号 ( 令 和 2 年 12 月 1 日 ) 県 産 食材 な どの 放射 性 物質 濃度 検査 
4 令 和 3 年 3 月 号 ( 令 和 3 年 3 月 1 日 ) 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 








(2) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 
対策 本 部 は 、 ぴ 放射 線量 測定 に 係る 対応 方 針 、② 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 、③ 県 産 食 材 等 の 安 


全 確保 方 針 、 ④ 放 射線 影響 に 係る 県 民 へ の 情報 提供 の あり 方 、⑤ 放 射線 影響 に 伴う 風評 被害 の 防止 な ど 
を 所 掌 事項 と し て お り 、 知 事 を 本 部 長 、 副 知事 を 副本 部 長 、 関 係 部 局長 を 本 部 員 と する 本 部 員 会 議 を 開 
催す る ほか 、 本 部 員 会 議 開催 に 係る 連絡 調整 な ど を 行 う 連 絡 会 議 、 各種 対応 方 針 等 に 関す る 調整 や 市 町 
村 等 関係 機関 と の 連携 等 を 行 う 放 射線 影響 対策 特命 チー ム な ど が 設置 され て いま す 。 































































































会 議 で は 、 各 種 方 針 の 策定 や 改定 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 放 射線 影響 対策 の 取組 
な ど に つい て 協議 ・ 決 定 し 、 そ の 結果 を 踏ま え 、 全 庁 を 挙げ て 各種 対策 を 推進 し て いま す 。 令 和 2 年 
度 は 2 回 開催 し て いま す 。 (図表 6- 5 ) 

今後 も 、 必要 な 放映 線 及 響 対策 を 上 庁 名 部 寺 が 一 体 と な り 庄 じ て いく た め 開催 し て いき ます 。 
























































図表 6-5 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 開催 状況 ( 令 和 2 年 度 ) 


原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 
第 1 回 | 令 和 2 年 6 月 15 原発 放射 線 影響 対策 に 係る 方 針 の 改定 に つい て 
東京 電力 に 対す る 第 十 二 次 損害 賠償 請求 等 に つい て 
原発 放射 線 影響 対策 に 係る 方 針 の 改定 に つい て 
第 2 回 | 令 和 3 年 3 月 25 原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 
東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に つい て 



















































































イ 市 町 村 等 連絡 会 議 
県 と 市 町 村 、 広域 連合 及び 一 部 事務 組合 が 連携 し て 放射 線 影響 対策 を 進め て いく た め 、 平成 23 年 8 
月 か ら 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し 、 令 和 2 年 度 は 1 回 開催 し て いま す (図表 6 - 6 ) 。 県 の 取組 状況 等 
の 情報 共有 、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し て 進め て いく 課題 に つい て 意見 交換 や 協議 を し て いま す 。 
今後 も 、 市 町 村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て いく た め 継 続 し て 開催 し ます 。 
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図表 6-6 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 開催 状況 ( 令 和 2 年 度 ) 























原発 事故 に 伴う 損害 に 係る 未 賠償 費用 の 扱い に つい て 
県 の 原発 ADR 第 三次 申立 て 審理 状況 に つい て 








令 和 2 年 11 月 19 日 























ウ 現地 対応 チー ム 
平成 24 年 3 月 、 県 南 広域 振興 局 に 原発 放射 線 影響 対策 本 部 「 現 地 対応 チー ム 」 を 設置 し 、 関係 市 町 
と 連携 し て 取組 を 進め て きま し た 。 

令 和 2 年度 は 、6 月 に チー ム 員 会 議 を 開催 し 、 現 地 対応 チー ム の 役割 や 活動 内 容 の 確認 、 原 発 放 射 
線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 の 内 容 等 に つい て 情報 を 共有 し まし た 。 

また 、 管 内 の 取組 状況 に つい て 随時 局内 で 情報 を 共有 する と と も に 、 管 内 市 町 や 報道 機関 へ 情報 提 
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第 7 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 





供 を 隔月 で 行っ て いま す 。 
現地 対応 チー ム で は 、 今 後 も 紀 
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第 7 和 节 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 





1 概況 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に よっ て 農林 水産 物 の 一 部 は 出荷 制限 等 の 対象 と な り 、 現 在 も 原木 し 
いた け な ど 一 部 品目 に つい て は 、 未 だ に 出荷 が で き な い 状況 が 続い て いま す 。 
また 、 和 観光 業 、 農 林 水 産業 、 食 品 加工 業 等 様々 な 分 野 に お ける 売上 減少 な ど 、 風 評 被害 が 発生 し て いま 
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当該 事故 の 責任 は 、 東 京 電力 が 一 義 的 に 負う べき も の で あり 、 こ れ ら 県 内 で 発生 し て いる 様々 な 被害 や 
県 、 市 町 村 等 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 は 、 事 故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 被害 発生 の 
実態 に 即 し て 速やか に 損害 賭 償 を する べき も の で す 。 

し か し 、 東 京 電力 は 、 原 子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 作成 し た 中 間 指 針 * を 限定 的 に 解釈 し 、 賠 償 対 象 を 
一 方 的 に 制限 する ほか 、 自 治 体 損害 の 賠償 に つい て 、 政 府 指 示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど 
に 賠償 対象 を 限定 する な ど 、 そ の 対応 は 不 十分 と 言わ む ざ る を 得 ま せん 。 

県 は 市 町 村 等 と 連携 し 、 東 京 電力 の この よう な 対応 を 改め させ る た め 、 損 害 発生 の 実態 に 肥 し 、 誠 意 を 
も っ て 速やか に 十分 な 損害 賠償 を 行う よう 強く 求め て きま し た 。 併 せ て 、 民 間 事 業者 等 の 東京 電力 に 対す 
る 賠償 請求 を 支援 する と と も に 、 自 治 体 と し て 実施 し た 各種 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 東京 電 
力 に 賠償 請求 を 行い 、 国 へ の 要請 な どの 取組 も 進め て きま し た 。 

これ ら の 取組 の 結果 、 農 林 水 産業 に お いて は JA グル ー プ 等 の 農林 漁業 団体 が 設立 し た 損害 賠償 請求 対 
策 県 協議 会 を 通じ た 損害 賠償 が 進ん で いる ほか 、 人 観光 業 や 食品 加工 ・ 流 通 業 等 の 分 野 に お いて も 損害 賠償 
に 一 定 の 進展 が 見 られ ます 。 県 や 市 町 村 が 行っ た 賠償 請求 に つい て も 、 東 京 電 力 が 賠償 対象 と し た も の や 
原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) の 仲介 に よる 和解 に よっ て 原子 力 損害 と 認め られ た も の 
に つい て は 、 賠 償 に つい て 合意 に 達し 、 賠 償 人 金 の 支払 を 受け て いま す 。 

し か し 、 東 京 電力 は 、 農 林 水 産物 や 観光 業 等 の 風評 被害 に つい て 、 一 方 的 に 賠償 期間 を 限定 し 、 そ れ 以 
降 の 損害 に つい て は 賠償 に 応じ な い 、 あ る い は 原発 事故 と の 因果 関係 の 厳密 な 証明 を 求め る な ど 、 そ の 対 
応 は 未だ 消極 的 な 姿勢 と な っ て いま す 。 

今後 も 東京 電力 に 対し て 、 県 内 で 発生 し て いる 全て の 損害 に つい て 、 被 害 発生 の 実態 に 取 し た 十分 な 貼 
償 を 行う よう 強く 求め て いき ます 。 























































































































































































































































































































































































































平成 23 年 8 月 5 日 、 文 部 科学 省 の 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 、 原 発 事故 の 被害 者 と 東京 電力 と の 損害 
賠償 に 関す る 円 滑 な 話し 合い と 合意 形成 を 促す た め に 策定 し た 「 東 京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 、 第 二 原 子 力 発 
電 所 事 逆 に よる 原子 力 損害 の 範囲 の 判定 等 に 関す る 中 間 指 針 」 を いい ます 。 

中 間 指 針 は 、 被 害 者 と 東京 電力 と の 自主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指針 で あり 法 的 な 拘束 力 は あり ませ ん 
が 、 加害 者 で ある 東京 電力 が 賠償 対象 と し て 認め る と 思わ れる 損害 を 類型 化し た も の で あり 、 実際 に 東京 電 
力も 中 間 指針 に 明記 され た 損害 に つい て は 、 基 本 的 に 賠償 対象 と し て 対応 し て いま す 。 

し か し 、 中 間 指 針 に 記載 され て いな い 損 害 で あっ て も 賠償 対象 と な る 場合 が ある こと が 中 間 指 針 自体 に 明 
記さ れ て いる に も か か わら ず 、 東 京 電力 が 中 間 指 針 に 記載 され て いな いこ と な ど を も っ て 賠償 を 拒む 例 が あ 
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2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 民間 の 損害 賠償 請 

ア 商工 、 観 光 関 係 事業 者 に 対す る 支援 の 状況 
県 で は 、 原 発 事故 に よっ て 風評 被害 の 生じ た 事業 者 や 市 町 村 、 関 係 団体 に 対し て 、 説 明 会 や 個別 相 
談 会 等 を 開催 する な ど 損 害 賠 償 請 求 を 支援 し て きま し た (図表 7- 1 )。 ま た 、 東 京 電力 本 社 や 国 へ の 
要請 、 東 京 電力 幹部 職員 と の 交渉 等 を 継続 し て 実施 し て いま す 。 

今後 も 、 賠 償 金 支払 状況 の 報告 を 東京 電力 に 求め る と と も に 、 販 路 拡 大 及び 観光 客 の 誘客 強化 に 引 
き 続 き 取 り 組 ん で いき ます 。 























































































































図表 7-1 事業 者 等 を 対象 と し た 風 評 被害 の 損害 賠償 請求 に 係る 説明 会 等 の 開催 状況 
| 区 分 開催 状況 
全体 弁護 士 会 に よる 無料 法律 相談 平成 25 年 11 月 か ら 計 19 回 開催 
① 市 町 村 ・ 関 係 団体 担当 者 向け 














































































































































































































































































































































































































説明 会 平成 25 年 4 月 12 日 29 市 町 村 ・34 団 体 、89 名 参加 
説明 会 : 168 事 業者 参加 、 う ち 個 別 相談 会 : 109 事 業者 参加 
商工 業 | ロス monnss | ” 市 町 村 等 の 協力 を 得 て 、 平 成 25 年 5 月 28 日 以降 、23 回 (21 市 町 村 ) で 
則り 明 全便 電 | 実施 ( 研 岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 (2 
へ 本) 、 一 関 市 (2 回 ) 、 陸 前 高田 市 、 釜石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 
滝沢 村 、 矢 巾 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 村 - 町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 洋 野 町 ) 
市 町 村 ・ 観 光 E 当 者 庙 
i 観光 団体 担当 者 向け | 平成 24 年 10 月 23 日 ”23 市 町村 .40 团体、47 名 参加 
已 TS 
説明 会 : 78 事 業者 ・87 名 参加 、 う ち 個 別 相談 会 : 36 事 業者 参加 
観光 業 | 四 ・ 奥州 市 (H24.11.15) 説明 会 参加 者 数 : 22 事 業者 ・26 名 
避け 説明 会 ・ 個 別 相 談 了 es a 
② 事 業者 向け 説明 会 ・ 個 別 相談 うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 8 事業 者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 
人 ・ 盛岡 市 (H24.11. 16) 説明 会 参加 者 数 : 56 事 業者 ・61 名 
うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 28 事 業者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 






































イ 農林 水産 業 の 損害 賠償 の 状況 

平成 23 年 8 月 1 日 に 、 県 産 農 林 水 産物 と し て は 初め て 、 和 牛肉 に つい て 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け 
ま し た 。 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 、 原 木 し いた け な ど 17 品 目 に つい て 、 国 に よる 出荷 制限 指示 や 県 に よ 
る 出荷 自粛 要請 を 行っ て お り 、 国 の 出荷 制限 指示 等 を 受け た 市 町 村 で は 、 こ れ ら の 品目 を 出荷 で き な 
い 状 況 に あり ます 。 
放射 性 物質 に 汚染 され た 牧草 や 稲 わ ら 、 ほ だ 木 な どの 使用 自粛 要請 に 伴い 、 保 管 ・ 処 理 に 要する 費 
、 代 替 飼料 の 購入 に 要する 費用 な どの 追加 的 な 負担 も 発生 し て いま す 。 
i el 引 織 で は 、 原 発 事 逆 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 の 損害 賠償 請求 を 迅 
速 か つ 十分 に 行う た め 、 そ れ ぞ れ 損 害 賠償 対策 県 協議 会 を 設立 し 、 組 織 的 に 農林 漁業 者 の 請求 事務 等 
を 支援 し て いま す 。 
県 で は 、 こ れ ら の 協議 会 の 活動 文 援 と 連携 の 確保 を 図る と と も に 、 東 京 電力 及び 国 に 対し て 、 賠 償 
金 が 早期 か つ 確 実に 支払 われ る よ う 要 請 を 行う な ど 、 損 害 賭 償 に 向け て の 取組 を 支援 し て いま す 。 
産直 等 の 損害 賠償 請求 へ の 支援 も 行っ て お り 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 損害 賠償 請求 相談 会 の 開催 
や や 市町村 や 事業 者 へ の 説明 会 な ど を 開催 し て いま す 。 
県 内 で 発生 し て いる 全て の 農林 水産 業 の 損害 に つい て 、 今 後 も 東京 電力 に 対し 、 速 や か な 賠償 を 強 
く 求 め て いき ます 。 










































































上 





































































































































































































































































































nl 
+ 
















































































( ア ) JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-2、 図 表 7-3) 
岩手 県 農業 協同 組合 中 央 会 で は 県 内 農業 団体 と 連携 し 、 平 成 23 年 7 月 19 日 に 「A グ ルー プ 東 

京 電力 原発 事故 農 畜産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
J A 協 議会 で は 、 平成 23 年 9 月 か ら 令 和 3 年 3 月 まで に 114 回 に わた り 、 牛肉 や し いた け の 風 証 
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被害 や 汚染 牧草 の 代 禁 牧草 購入 費 、 ほ だ 木 の 処 分 等 の 損害 額 433 億 8, 100 万 円 を 請求 し 、424 億 
3, 100 万 円 が 支払 われ て いま す (支払 率 97.8%) 。 
( イ ) 森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-2、 図 表 7-4) 
岩手 県 森林 組合 連合 会 で は 県 内 林業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 1 月 26 日 に 「 森 林 組 合 系 東京 電力 
原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
森林 組合 系 協議 会 で は 、 平 成 24 年 6 月 か ら 令 和 3 年 3 月 まで に 59 回 に わた り 、 ほ だ 木 の 処分 や 
し いた け の 風評 被害 等 の 損害 額 18 億 3, 252 万 円 を 請求 し 、 全 額 が 支払 われ て いま す (支払 率 100%)。 
( ウ ) JF グ ルー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-2、 図 表 7-5) 
岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 6 月 21 日 に 「JF グ ルー プ 等 東京 
電力 原発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
J F 協議 会 で は 、 平 成 24 年 11 月 か ら 令 和 3 年 3 月 まで に 75 回 に わた り 、 イ サダ や マダ ラ の 水 揚 
げ の 減少 や 休漁 等 の 損害 額 36 億 100 万 円 を 請求 し 、36 億 円 が 支払 われ て いま す (支払 率 99. 9%)。 
( エ ) 内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-2、 図 表 7-6) 
岩手 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 内 水面 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 7 月 26 日 に 「 内 水 
面 漁業 系 統 東 京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
内 水面 協議 会 で は 、 平 成 25 年 3 月 か ら 令 和 2 年 6 月 まで に 45 回 に わた り 、 水 産物 の 検査 費用 や 
遊漁 料 収入 の 減少 等 の 損害 請求 額 9, 500 万 円 を 請求 し 、 全 人 額 が 支払 われ て いま す (支払 率 :100%)。 
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図表 7-2 県 協議 会 の 損害 賠償 請求 等 の 状況 (単位 : 百 万 円 ) 
協議 会 請求 回 数 ・ 請 求 月 | 請求 金額 | 支払 金額 | 支払 率 
示 林 組 会 系 東京 埋 事 計 蛋 塞 時 倍 誠 第 岩 王 県 
漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 
合計 ー 48,910 | 47,959 | 98.1% 
図表 7-3 JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 
項 目 | 請求 額 支払 額 "| 支払 率 
1 牧草 24, 248 24, 018 99. 1% 
2 肉牛 12, 955 12, 404 95. 7% 
3 ほ だ 木 2, 158 2, 102 97.4% 
4 乾 椎茸 1, 057 1, 031 97.5% 
5 生 椎茸 872 890 102.1% 
6 廃 用 和牛 770 740 96. 1% 
7 営業 損害 414 421 101. 7% 
8 子 牛 363 358 98.6% 
9 妊娠 和牛 ・ 成 牛 283 284 100.4% 
10 検査 費用 108 64 59.3% 
条 大 豆 の 放射 性 物質 吸収 抑制 対策 77 69 89. 6% 
12 利子 補給 50 28 56.0% 
13 稲 わ ら 16 12 75.0% 
14 ナメ コ 5 5 100.0% 
15 腐葉土 代替 肥料 5 5 100.0% 
合 计 43, 381 42, 431 97. 8% 
※ 支 払 率 が 100% を 上 回 っ て いる も の は 、 請 求 後 の 内 容 精 査 に より 、 支 払 額 が 請求 額 を 上 回 っ た も の 。 
※ 項 目 ご と に 百 万 円 未満 を 四 捨 五 人 し て いる た め 、 合 計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 
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図表 7-4 森林 組合 系 東京 用人 所 (単位 : 百 万 円 ) 
1 | ほ だ 木 等 (原木 掛か り 増 含む ) 628 628 100. 0% 
2 風評 被害 734 734 100.0% 
3 出荷 自粛 等 393 393 100.0% 
4 | 営業 損害 2 2 100. 0% 
5 3 主 回民 42 42 100.0% 
6 検査 費用 1 1 100.0% 
7 | 栽培 管理 32 32 100.0% 
合 計 1, 833 1, 833 100.0% 

図表 7-5 “JF グル ー プ 等 東 京 電力 原付 水 導 持寺 会 (単位 : 再 万 站 ) 
1 | 水揚げ に 関す る 損害 | 395 395| 100.0% 
2 | 休漁 に 関す る 損害 32 32 100. 0% 
3 | 燃料 代 に 関す る 損害 20 20 100.0% 
4 | 手数 料 に 関す る 損害 103 103 100. 0% 
5 | 検査 費用 に 関す る 損害 17 16 94. 1% 
6 | 水揚げ に 関す る 逸失 利益 3, 034 3, 034 100. 0% 
合 計 3, 601 3, 600 99. 9% 




















図表 7-6 站 灾 西 光 半 系统 训 训 电力 厌 灶 可 故 太 基 和 等 害 賠 き 償 対策 岩 トー (単位 : 百 万 円 ) 









































1 | 検査 費用 に 関す る 損害 3 3 100.0% 
2 | 遊漁 料 収入 の 減少 に 関す る 損害 92 92 100.0% 
合 计 95 95 100. 0% 




















(2) 自治 体 の 損害 賠償 請 
ア 市 町 村 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事務 組合 と 連携 し た 自治 体 損害 賠償 請求 (第 一 次 て 第 十 二 次 ) 
県 と 市 町 村 等 は 、 原発 事故 に よる 放射 線 影響 対策 に つい て 連携 を 図り な が ら 対応 し て き て お り 、 東 
京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 も 県 と 市 町 村 、 広 域 連 合 及び 一 部 事務 組合 (以下 「 市 町 村 等 」 と 総称 し 
ます 。) が 協調 し 、 一 体 と な っ て 取り 組ん で きま し た 。 
これ まで 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 平 成 24 年 1 月 26 日 に 東京 電力 に 対し て 第 一 次 損害 賠償 請求 を 実施 し 
て 以降 、 令 和 2 年 7 月 10 日 実施 分 まで 十 二 次 に わた る 損害 賠償 請求 を 行っ て お り 、 そ の 他 に も 企業 会 
計 に 係る 損害 等 に つい て は 個別 に 賠償 請求 を 行っ て いま す 。 
これ ら の 請求 金額 は 、 令 和 3 年 3 月 末 現 在 、 総 額 148 億 6, 500 万 円 (県 124 億 4, 000 万 Nd 
、 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 3 億 6, 300 万 円 ) と な っ て いま す (図表 7- 7 )。 な お 、 第 一 次 請求 か ら 
第 十 一 次 請求 まで の 請求 対象 年 度 等 は 、 図 表 7-8 の と お り で す 。 
東京 電力 と の 支払 合意 額 は 、 i 総額 126 億 7, 900 万 円 (県 116 億 4, 700 万 円 、 市 
町 村 8 億 9, 800 万 円 、 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 2 億 2, 200 万 円 ) と な っ て いま す 。 (図表 7-7 ) 
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、 一 部 事務 組合 損害 賠償 請求 額 ・ 合 意 額 内 訳 (単位 : 百 万 円 ) 















































広域 
連合 


强 竺 吵 





一 部 
事务 所 
組合 合意 額 141 52 0 
※ 請求 額 は 、 請 求 の 追加 や 取下げ を 反映 し た 額 で 、 項 目 ご と に 端数 を 四捨五入 し て いる 。 
※ 合意 額 に は 、 紛 争 解決 セン ター の 仲介 に よる 和解 額 を 含む 。 

※ 四捨五入 の 関係 に より 、 合 計 欄 の 金額 と 各 項 目 欄 の 金額 の 合計 が 一 致し な い 場 合 が ある 。 














































































































図表 7-8 請求 次 、 請 求 対象 年 度 及び 請求 対象 費用 































































































H24.1 成 23 年 11 月 末 ま で ( A ) 9 
H24.6 成 23 年 度 に 要 し た 全 『 (第 一 次 で 請求 済 の も の を 除く 。 ) 
| H252 | や 24 年 1 月 木 まで に 支 済 の も の (人 件 介 等 を 除く.) 

H25.6 経費 (第 三次 で 請求 済 の も の を 除く 。 ) 
H26.2 1 『 
H26.6 | 平成 25 年 度 に 要 し た 全て の 経費 (第 五 次 で 請求 済 の も の を 除く 。 ) 
H27.6 平成 26 年 度 に 要 
H28.7 平成 27 年 度 に 要 
H29.7 平成 28 年 度 に 要 

第 十 次 H30.7 平成 29 年 度 に 要 

第 十 一 次 R1.7 平成 30 年 度 に 要 

第 十 二 次 R2.7 令 和 元 年 度 に 要 





























イ 東京 電力 へ の 要請 、 交 渉 等 
原発 事故 発生 以来 、 県 と 市 町 村 等 は 、 各種 放 射線 影響 対策 に 要 し た 経費 に つい て 、 東 京 電力 に 対し 、 
誠意 ある 対応 を 求め 、 あ ら ゆ る 機会 を と ら え て 要請 や 交渉 を 重ね て きま し た 。 し か し 、 民 間 被 害 者 へ 
の 賠償 を 優先 する と いう や む を 得 な い 事 情 が あっ た も の の 、 地 方 自治 体 へ の 賠償 に 関す る 東京 電力 の 
対応 は 遅れ 、 第 一 次 請求 か ら 一 年 後 と な る 平成 25 年 1 月 に 、 よ う や く 東 京 電力 か ら 全 体 的 な 賠償 案 が 
提示 され た も の の 、 そ の 内 容 は 、 県 及び 市 町 村 等 の 判断 で 実施 し た 放射 線 影響 対策 は 、 基 本 的 に 賠償 
対象 外 と する な ど 、 極 め て 問題 が 多い も の で し た 。 

東京 電力 の この よう な 態度 を 改め させ る た め 、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し た 取組 と し て 、 知 事 と 市 町 村 
長 が 東京 電力 本 店 へ 赴き 、 民 間 事 業者 へ の 対応 も 含め 、 東 京 電力 社長 に 対す る 直接 要請 を これ まで 3 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


回 行っ て いま す 。 ま た 、 国 に 対し て も 、 東 京 電力 へ の 指導 強化 等 を 求め て 繰り 返し 要請 し て いま す 。 
令 和 2 年 度 は 、 令 和 2 年 7 月 の 第 十 二 次 請求 の 実施 と 併せ て 、 市 町 村 の 代表 者 及び 県 幹部 と 東京 電 
力 と の 交渉 を 行い 、 自 治 体 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 の 必要 性 を し っ か り と 認識 し 、 速 や か に 賠 
償 に 応じ る よう 強く 申し 入れ まし た 。 ま た 、 令 和 元 年 7 月 に は 県 と 市 町 村 等 が 協調 し て 3 回 目 の 紛 争 
解決 セン ター へ の 和解 仲介 申立 て を 実施 し 、 原 発 事故 被害 の 実情 や 、 各 種 放射 線 影 響 対策 の 必要 性 ・ 
合理 性 を 訴え て きま し た 。 (図表 7- 9) 
これ ら の 取組 に より 、 東 京 電力 と の 直接 交渉 に よる 支払 額 は 着実 に 増え て き て いま す が 、 東 京 電力 
は 、 紛 争 解決 セン ター の 仲介 に よる 和解 に お いて 賠償 対象 と 認め られ た 費用 で あっ て も 直接 の 賠償 に 
応じ な いな ど 、 県 及び 市 町 村 等 の 考え 方 と は 依然 隔たり が ある た め 、 引 き 続 き 、 粘 り 強 い 交 渉 を 行っ 
て いき ます 。 



































































































































図表 7-9 東京 電力 へ の 要請 、 交渉 状況 信人 Sm2 重度) 
































(平成 23 年 度 】 OU 
H24. 1. 26 | 県 庁 ー 次 損害 賠償 請求 を 実施 (~H23. 11 期 分 ) 
PF 
| 【于 成 年度 】 
H24. 6.20 | 県 庁 第 二 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H23 年 度 分 。 一 次 請求 分 を 除く 。) 
Eg 











民 会 代表 及び 町 村 会 代表 、 東 京 電 力 













































































2. 1 | 県 庁 第 三次 損害 賠償 人 














すし 、 
Co ら 、 損 害 賠償 に こ ※ 答 書 を 受領 
i こ 対す る 賠 
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H28 .3.24 2 月 定例 県 議会 で も わっ せん 申立 て 議案 可決 








節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 









3.30 | 原発 ADR 





[平成 28 年 度 】 

































































































































































































































































































































































二 | 型 
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R2. 12. 23 | 県 県 企画 理事 人 会 谈 、 要 请 





ウ 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 の 申立 て 
( ア ) 平成 26 年 1 月 申立 て (第 一 次 申立 て ) 分 
原発 事故 発生 以来 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影 響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 、 東 京 電力 は 
原則 と し て 賠償 対象 を 法律 や 政府 指示 等 に 基づき 負担 を 余儀 な くさ れ た も の に 限り 、 県 及び 市 町 村 
等 が 必要 と 判断 し て 行っ た 放射 線 影響 対策 は 必要 か つ 合 理 的 な か も の と は 認め られ な いと し て 賠償 対 
象 外 と する な ど 、 賠 償 に 消極 的 な 姿勢 に 終始 し 、 賠 償 金 の 支払 は ご く 一 部 に 止ま っ て いま し た 。 
東京 電力 と 直接 交渉 を 重ね る だ け で は 、 こ れ 以 上 の 具体 的 な 進展 が 期待 で き な い と 判断 し 、 平 成 
23 年 度 及び 平成 24 年 度 に 発生 し た 損害 に つい て 、 平 成 26 年 1 月 か ら 4 月 に か け 、 県 と 市 町 村 等 37 団 
体 が 協調 し て 紛争 解決 セン ター に 対し 和解 仲介 の 申立 て を 実施 し まし た 。 
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図表 7-10 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 
県 634, 203 | 岩手 県 
盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 
陸前 高田 市 、 釜 石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 案 石町 、 
市 町 村 | 765.619 | 和 市 町 、 住田 町 、 軽 米 町 、 意 巻 町 、 岩手 町 、 金ケ崎 町 、 平 泉町 、 符 泉町 、| 団体 
普代 村 、 洋 野 町 、 一 戸町 
慈 広域 連合 、 盛 岡 ・ 紫 濾 地 区 環境 施設 組合 、 盛 岡 地 区 衛生 処理 組合 、 
広域 連合 0 B60 北上 地区 広域 行政 組合 、 奥 州 金ケ崎 行政 事務 組合 、 10 団 体 
等 ' 869 | 一 関 地区 広域 行政 組合 、 岩 手 沿岸 南部 広域 環境 組合 、 
岩手 県 競馬 組合 、 滝 沢 ・ 雪 石 環境 組合 、 宮 十 地 区 広域 行政 組合 
計 1, 469, 682 37 団 体 






































紛争 解決 セン ター で の 審理 に つい て は 、 申 立 額 が 多く 損害 項目 も 多岐 に わた る 県 の 審理 を 先行 し 
て 行う こと と な り 、 東 京 電力 か ら 平 成 26 年 3 月 28 日 に 概括 認 否 の 答弁 書 が 、 同 年 4 月 18 日 に 請求 項 
目 ご と の 認 否 を 行う 答弁 書 が 提出 され まし た が 、 多 く の 項 目 に つい て 、「 必 要 か つ 合理 的 な 範囲 を 超 
えて いる 」、「 自 治 体 の 本 来 業 務 で ある 」 な ど と し て 賠償 の 対象 外 と する も の で し た 。 

紛争 解決 セン ター か ら は 、 原 発 事 逆 と の 相当 因果 関係 の 確認 等 の た め 、 県 に 対し て 追加 の 説明 や 
資料 提出 等 の 求め が あり 、 県 は これ に 対応 する ほか 、 必 要 に 応じ て 紛争 解決 セン ター の 調査 官 に 直 
接 口 頭 で の 説明 を 行う な ど 、 県 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 の 必要 性 ・ 合 理性 の 説明 に 努め まし た 。 

その 結果 、 平 成 26 年 8 月 28 日 、 正 式 な 和解 案 の 提 示 に 先立っ て 、 和 解 案 骨子 が 開示 され まし た 。 
和解 案 朋 子 に お ける 和解 金額 案 は 2 億 5, 100 万 円 余 で 、 事 業 費 に つい て は 県 の 主張 どおり その 大 部 分 
を 損害 iR 昌和 の の に 、 県 が 申し 立て 
た 全額 で は な いも の の 、 超 過 勤 務 手 当 支 給 額 6, 400 万 円 余 に つい て 県 の 主張 の と お り 認 め ら れ て いる 
ほか 、 勤 務 時 間 内 の 人 件 費 に つい て も 、 勤 務 時 間 内 に 原発 事故 対応 業務 を 行っ た こと に より 他 の 業 
a a 

認め られ て いま し た 。 

県 は 、 和 解 案 骨 子 の 内 容 に つい て 、 協 調 し て 申立 て を 行っ た 市 町 村 等 の 意見 を 確認 し な が ら 、 和 
解 案 骨子 で 損害 と 認め られ な か っ た 経費 に つい て 補足 説明 を 行う な ど し て 対応 し た 結果 、 平 成 26 年 
10 月 28 日 、 紛争 解決 セン ター か ら 和 解 案 の 提示 が あり 、 人 件 費 等 に 係る 損害 500 万 円 が 追加 で 認め ら 
れ 、 和 解 額 は 2 億 5, 670 万 円 と な り ま し た 。 (図表 7 -11) 











































































































































































































図表 7-11 「 和 解 案 」 に お ける 和解 額 (第 一 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 










































































4 件 371 千 円 を 除き 相当 因果 関 
事業 費 等 117, 200 | 115,700 114, 700 1.000 | 98.7% ーー 
”| 係 を 認定 。 項 目 毎 端数 切捨て 
超過 勤務 手当 64, 740 千 円 の 他 
人 件 費 517, 003 141, 000 137, 000 4000 | 27.3% 
”| に 勤務 時 間 内 分 72, 260 千 円 
合 計 634,203 | 256,700 251, 700 5, 000 | 40.5% 












































提示 され た 和解 案 に つい て 、 同 年 11 月 11 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し 、 県 と し て も 、 県 の 
E 張 を 十分 に 書 し 、 実 態 に 即 し た 妥当 な 内 容 と 考え られ た こと か ら 、 こ れ を 受諾 し 、 平 成 24 年 度 
まで の 損害 に つい て 和解 が 成立 し まし た 。 こ の 和解 に より 、 申 立 対 象 で ある 平成 23 年 度 及 び 平 成 24 
年 度 分 の 請求 額 に 対す る 賠償 額 の 割合 は 、93.19% と な っ て いま す 。 (図表 7 -12) 
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図表 7-12 平成 23・24 年 度 の 損害 に 係る 請求 額 、 受 領 額 及び 和解 額 の 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位: 千 円 ) 








平成 23-24 年 度 分 4, 698, 664 4, 116, 623 256, 700 4, 373, 323 93.1% 






































県 分 の 審理 終了 を 受け 、 平 成 26 年 10 月 以降 市 町 村 等 の 審理 が 本 格 化し 、 申 立て を 取り 下げ た 1 団 
体 を 除き 、 平 成 28 年 1 月 上 旬 ま で に 和解 が 成立 し まし た 。 (図表 7 -13) 






























































図表 7-13 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 等 の 紛争 解決 セン ター 和解 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 

岩 手 県 634, 203 256, 700 40.5% 

市 町 村 等 816, 373 370, 356 45.49% | 計 35 団 体 
[市 町 村 | 70932| 336.696 | 44.2% | 和解 成立 2 団体 
広域 連合 等 55, 441 33, 660 60.7% 和解 成立 10 団 体 

合 i 1, 450, 576 627, 056 43. 2% 























( イ ) 平成 28 年 3 月 申立 て (第 二 次 申 立て ) 分 

平成 26 年 1 月 の 第 一 次 申立 て 以降 に 東京 電力 に 賠償 請求 を 行っ た 平成 25 年 度 及 び 26 年 度 分 の 損害 
に つい て 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 第 一 次 申立 て に 係る 審理 対応 と 並行 する 形 で 、 東 京 電力 と 直接 交渉 
を 行っ て きま し た 。 し か し 、 東 京 電力 は 、 賠 償 範 囲 を 原則 と し て 政府 指示 等 に 基づき 負担 し た 費用 
等 に 限定 する 方 針 を 踏襲 し て お り 、 直 接 交渉 で は これ 以上 の 具体 的 な 進展 が 期待 で き な い と 判断 さ 
れ た こと か ら 、 県 及び 市 町 村 等 が 協調 し て 、 紛 争 解 決 セ ンタ ー に 対し 、 平 成 28 年 3 月 に 2 回 目 と な 
る 和解 仲介 の 申立 て を 行う こと と し まし た 。 

この 第 二 次 申立 て で は 、 平 成 28 年 3 月 30 日 に 県 を 含む 33 団 体 が 申立 て を 行い 、4 月 以降 、 2 団体 
が 順次 申立 て を 行っ て いま す 。 (図表 7 -14) 


























































































































図表 7-14 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (第 二 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 
県 194, 529 | 岩手 県 











識 岡市 、 宮 古市 、 大 般 湊 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 
関 市 、 陸前 高田 市 、 八幡 平 市 、 奥州 市 、 滝沢 市 、 替 石町 、 葛巻 町 

市 町 村 477,519 | 岩手 町 、 柴 波 町 、 矢 巾 町 、 西 和賀 町 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 

岩泉 町 、 田 野 畑 村 、 軽 米 町 、 九 戸村 、 洋 野 町 、 一 戸町 





















































































































































広域 連合 久慈 広 域 連 合 、 盛岡 ・ 紫 波 地区 葉 境 施設 組合 、 盛岡 地区 衛生 処理 組 
全 77, 965 | 合 、 奥州 金ケ崎 行政 事務 組合 、 一 関 地区 広域 行政 組合 、 岩手 沿岸 南 | 7 団体 
等 部 広域 環境 組合 、 滝 沢 ・ 究 石 環境 組合 
計 750, 073 ee 




















紛争 解決 セン ター と の 協議 に より 、 損 害 項目 が 多岐 に わた る 県 の 審理 を 先行 させ 、 論 点 を 整理 し 
て か ら 市 町 村 等 の 審理 を 行う こと と し 、 紛 争 解決 セン ター の 指示 の 下 、 県 及び 東京 電力 が それ ぞ れ 
主張 ・ 立 証 を 行い ま し た 。 

な お 、 こ の 間 、 申 立て と 併行 し て 、 東 京 電力 と の 交渉 を 継続 し て きた 結果 、 平 成 29 年 7 月 まで に 
東京 電力 が 任意 で 、 和 解 と は 別に 2 億 円 余 の 賠償 に 応じ て いま す 。 
平成 29 年 8 月 15 日 、 紛争 解決 セン ター か ら 県 に 対し 、 東京 電力 に 5, 000 万 円 余 の 賠償 人 金 の 支払 を 求 
め る 和解 案 の 骨 子 が 提示 され まし た 。 風評 対策 事業 費 に つい て 全額 が 賠償 対象 外 と され る な ど 、 不 
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A 第 2 章 令 和 2 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


十分 と 思わ れる 部 分 も あっ た こと か ら 、 顧 問 弁 護 士 等 に も 相談 の 上 、 協 調 し て 申立 て を 行っ た 市 町 
村 等 の 意見 を 確認 し な が ら 、 和 解 案 骨子 で 損害 と 認め られ な か っ た 経費 に つい て 補足 説明 を 行う な 
ど し ま し た が 、 平 成 29 年 10 月 20 日 、 紛 争 解決 セン ター か ら 、 和 解 案 骨子 と 同じ 内 容 の 和解 案 が 提示 
され まし た 。 (図表 7 -15、 図 表 7 -16) 




































































図表 7-15 あっ せん 申立 て の 議決 額 と 和解 額 の 関係 (第 二 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 
381, 226 206, 900 50, 300 257, 200 67.5% 





図表 7-16 和解 額 算定 の 考え 方 (第 二 次 申立 て ) 





























































































































ne | 汚染 汰 況 二 応 調査 地域 に お ける 測定 費用 、 側 剖 士 砂 の 一 時 保管 
全額 購 償 可 。 | 設 束 備 に 係る 補助 、 原 木 し いた け の 再生 産 支援 に 係る 費用 有 

ーーーーー 当 信 を 超過 し て いな い 徐 章 地 の 除 染 介 用 、 放 射 性 物質 の 除 到 ・ 
部 賠償 可 。 | 大 減 に 関す る 実証 事業 費 、 ゴ ルフ 場 利用 税 の 減収 額 1 

本 県 産品 等 の 風評 対策 事業 費 、 東 京 電力 へ の 損害 賠償 請求 に 係る 費 
全額 賠償 不可 | 用 、 除 染 に 使用 し た トラ クタ ー の 修繕 電 用 、 狩 独 税 の 減収 額 上 
合 計 50, 300 午 円 























和解 案 に つい て は 、 平 成 29 年 11 月 10 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し まし た 。 

県 と し て も 顧問 弁護 士 に 相談 する な ど し て 検討 し た 結果 、 和 解 案 に お いて 和解 の 効力 が 和解 金額 
を 超え る 部 分 に は 及ば ず 、 別 途 損 害 賠償 請求 を する こと を 妨げ な いこ と と され て お り 、 賠 償 請 求 権 
を 放棄 する も の で は な いこ と 等 も 考慮 し て 、 受 諾 する こと が 適当 と 判断 し 、 県 議会 12 月 定例 会 で の 
議決 を 経て 、 平 成 30 年 1 月 10 日 に 和解 が 成立 し まし た 。 

この 和解 に より 、 申 立 対象 で ある 平成 25 年 度 及 び 平 成 26 年 度 分 の 請求 額 に 対す る 賠償 額 の 割 
96.09% と な っ て いま す 。 (図表 7 -17) 
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図表 7-17 県 の 平成 25・26 年 度 の 損害 に 係る 請求 額 、 受領 額 及 び 和 解 額 の 状況 (第 二 次 申 立て ) (単位 : 千 円 ) 








平成 25-26 年 度 分 6, 007, 578 5, 714, 341 50, 300 5, 764, 641 96.0% 


























時 分 の 審理 終了 を 受け 、 市 町 村 等 の 審理 に 関し て も 、 申 立て の 取下げ 等 が あっ た 4 団体 を 除き 、 
県 を 含む 31 団 体 で 、 令 和 2 年 10 月 まで に 和解 が 成立 し まし た (図表 7 -18)。 














図表 7-18 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 等 の 紛争 解決 セン ター 和解 状況 (第 二 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 















































周 于 県 174, 326 50, 300 28. 9% 

市 町 村 等 512, 200 188, 075 36. 7% | 計 34 団 体 

[市 町 村 | 468.408 | 176.645 | 和 和解 

| 広域 連合 等 43, 792 11, 430 26. 1% 和解 成立 4 団体 
合 計 686, 526 238, 375 34. 7% 


























( ウ ) 令 和 元 年 7 月 申立 て (第 三次 申立 て ) 分 
平成 28 年 3 月 の 第 二 次 申立 て 以降 に 東京 電 WW 青 求 を 行っ た 平成 27 年 度 、 平 成 28 年 度 及び 平 
成 29 年 度 分 の 損害 に つい て 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 第 二 次 申 立て に 係る 審理 対応 と 並行 する 形 で 、 東 


京 電力 と 直接 交渉 を 行っ て きま し た 。 し か し 、 aa は 、 賠 償 範 囲 を 原則 と し て 政府 指示 等 に 基 
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づき 負担 し た 費用 等 に 限定 する 方 針 を 踏襲 し て お り 、 直 接 交渉 で は これ 以上 の 具体 的 な 進展 が 期待 





で き な い と 判断 され た こと か ら 、 県 及び 市 町 村 等 が 協調 し て 、 紛 争 解決 セン ター に 対し 、 令 和 元 年 
7 月 に 3 回 目 と な る 和解 仲介 の 申立 て を 行う こと と し まし た 。 

この 第 三次 申立 て で は 、 令 和 元 年 7 月 22 日 に 県 を 含む 19 団 体 が 申立 て を 行い 、 そ の 後 、 5 団体 が 
順次 申立 て を 行っ て いま す (図表 7 -19)。 









































































































































図表 7-19 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (第 三次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 
県 14, 205 | 岩手 県 
盛岡 市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 
遠野 市 、 一 関 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 当 石町 、 葛 
市 町 村 325, 177 | 巻 町 、 岩手 町 、 西 和賀 町 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 20 団 体 
住田 町 、 岩 泉町 、 軽 米 町 、 洋 野 町 、 一 戸町 
ー 盛岡 ・ 紫 波 地 区 環境 施設 組合 、 一 関 地 区 広域 行 - 
広域 連合 等 32 202 | 政 組 合 、 奥 州 金ケ崎 行政 事務 組合 3 国体 
i 371, 674 24 団 体 



































県 分 の 審理 は 継続 中 で あり 、 市 町 村 等 の 審理 は 、 令 和 3 年 3 月末 現在 、 3 団体 で 和解 が 成立 し て 











いま す が 、 多 く の 団 体 で は 、 未 だ 和解 成立 に 時 間 を 要 し て いま す (図表 7 -20)。 











県 で は 、 他 の 都 道 府 県 の 和解 事例 な ど に つい て 情報 共有 し な が ら 、 市 町 村 等 と 連携 し て 対応 し て 





いく こと と し て いま す 。 





























図表 7-20 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 等 の 紛争 解決 セン ター 和解 状況 (第 三次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 
岩手 県 14, 205 ー = 
市 町 村 等 357, 469 
| 市 町 村 | 325,177 | 
広域 連合 等 | 32.292 | 一 | 
合 計 371, 674 531 0.1% 
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原子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 (昭和 36 年 法律 第 147 号 。 以 下 「 原 周 法 」 と いう 。) は 、 原子 力 損 害 * が 
生じ た 場合 の 損害 賠償 に 関す る 基本 的 制度 を 定め て いま す 。 今回 の 事 逆 に お いて 適用 され る 主 な 原 賠 法 の 規 
定 は 、 次 の と お り で す 。 

※ 原子 力 損害 : 原発 事故 が 発生 し た 場合 に 、 通 常 生 じ る と 考え られ る 範囲 の 損害 。 





























































































































① 東京 電力 は 無 過失 ・ 無 限 責 任 を 負う ( 原 賠 法 第 3 条 第 1 项 ) 
東京 電力 等 の 原子 力 事業 者 が 、 原子 炉 の 運転 等 に より 原子 力 損害 を 与え た 際 の 損害 賠償 責任 に は 、 通 
常 と は 異な り 過 和 失 を 要件 と し て いま せん ( 無 過失 責任 )。 ま た 、 特 に 賠償 の 上 限 が 定め られ て いな いこ 
と か ら 和 無限 責 任 を 負い ます 。 
② 東京 電力 は 免責 され な い ( 原 賠 法 第 3 条 第 1 項 た だ し 書 ) 
原発 事 逆 が 「 異 常に 巨大 な 天災 地変 」 に よっ て 生じ た 場合 、 原子 力 事 業者 の 賠償 責任 は 免責 され ます 。 
し か し 、 東 日 本 大 震 災 津波 は この 「 異 常に 巨大 な 天災 地変 」 に は 当たら な いと され 、 ま た 、 和 福島 県 及び 
宮城 県 に 所 在 す る 他 の 原子 力 発 電 所 で は 重大 事故 が 発生 し て いな いこ と な どか ら 、 今回 の 原発 事故 の 場 
合 は 免責 され な いも の と され て いま す 。 
た だ し 、 そ の 責任 の 範囲 に つい て は 、 加 害 者 で ある 東京 電力 と 被害 者 と の 間 で 、 見 解 の 相違 が 認め ら 
れ ま す 。 
@ 原子 力 損害 賠 償 紛 争 審査 会 を 置く ( 原 賠 法 第 18 条 ) 
原子 力 損害 の 賠償 に 関し て 紛争 が 生じ た 場合 に お ける 、 和 解 仲介 、 自 主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指 
除 る 事務 を 行わ せる 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 、 文 部 科学 省 に 設置 され まし た 。 紛 争 解決 
この 審査 会 の 中 に 置か れ て いま す 。 












































































































































































































































































































































原子 力 損害 賠償 制度 の 概要 (出典 : 文部 科学 省 ホ ー ム ペー ジ ) 


損害 客 
事業 者 免責 























原子 力 損害 賠償 次 全 援助 原子 力 事業 者 に よる 負担 
・ 廃 炉 等 支援 機構 (黄金 交付 、 出 資 、 貸 付 等 ) (無限 責任 ) 







政府 の 措置 





| + 必要 と 認め る と き は 政府 の 援助 | 















賠償 措置 額 a 3 
1200 億 円 者 四 
(以内 で 政令 で 定め る 額 ) 及び 被害 の 撤 






大 の 防止 の た 
OD RT 








民間 保険 契約 | 政府 補償 契約 


RD (原子 力 損害 賠償 責任 保険 契約 ) | (原子 力 損 害 周 償 補 人 尼 契 約 ) 


文部 科学 大 臣 


社会 的 動乱 、 異 常 ! 


一 般 的 な 事故 地震 、 噴 火 、 津 波 上 - 巨 な 天災 去 


原子 力 事業 者 ( 無 過失 豆 任 ・ 吾 任 集中 ) 5 
原子 力 損害 賠償 | 原子 力 損害 の 範囲 等 の 判定 指針 
紛争 審査 会 和解 の 仲介 (ADR) 
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エ 下水 道 事業 の 請求 ・ 支 払 状況 
原発 事故 以来 、 流 域 下 水道 施設 か ら 排 出さ れる 脱水 汚泥 や 焼却 灰 等 を 処分 する た め に は 、 放 射 性 物質 の 
ee ee これ に つい て 、 東 京 電 力 か ら 示 され た 「 下 水道 事業 に 対す 
る 賠償 基準 」 に 従い 損害 賠償 請求 を 実施 し て いま す 。 
平成 23 年 度 分 か ら 令 和 元 年 度 (平成 31 年 度 分 ) ま で に お ける 損害 賠償 請求 に つい て は 、 図 表 7 -21 の 
と お り 請 求 額 の 全額 が 支払 われ まし た 。 令 和 2 年 度 以降 の 損害 に つい て も 、 引 き 続 き 賠償 請求 を 行っ て い 
































































































































































































































































































































































































































きま す 。 
図表 7-21 下水 道 事業 損害 賠償 請求 ・ 支 払 状況 (単位 : 円 ) 
賠償 請求 日 請求 内 容 請求 金額 | 支払 金額 | 支払 昌 備考 
放射 線 測定 費用 2, 819, 845 | 2,819, 845 
H24.11.8 i 焼却 灰 等 の 保管 ・ 処 分 に 係る 追加 28, 165, 282 28， 165， 282 H25.3.8 H23 年 度 分 
計 30, 985, 127 | 30, 985, 127 
放射 線 測定 費用 1, 528, 800 | 1,528,800 
H26. 2.27 | 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 399, 393 | 17, 399, 393 | H26.5.16 | H24 年 度 分 
計 18, 928, 193 | 18, 928, 193 
放射 線 測定 費用 1, 146, 600 | 1,146,600 
H26.9.17 | 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 909,606 | 17,909,606 | H26.11.21 | H25 年 度 分 
計 19, 056, 206 | 19, 056, 206 
放射 線 測定 費用 1, 109, 160 | 1,109,160 
H27. 10. 2 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 14, 077, 075 | 14, 077, 075 | H27.12.28 | H26 年 度 分 
富 15, 186, 235 | 15, 186, 235 
H28. 11. 21 放射 線 測定 費用 589, 680 589, 680 | H28.12.27 | H27 年 度 分 
H29.12.20 | 放射 線 測定 費用 603, 720 603, 720 | H30.1.31 | H28 年 度 分 
H30. 9. 5 放射 線 測定 費用 603, 720 603, 720 | H30.12.12 | H29 年 度 分 
R1. 9. 9 | 放射 線 測定 費用 243, 000 243, 000 | R1.11.7 | H30 年 度 分 
R 2. 8.31 | 放射 線 測定 費用 13, 200 13, 200 | R2.11.10 1 
(H31 年 度 ) 分 
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A 第 3 章 令 和 3 年度 に 実施 する 対策 等 


に 倒 和 3 年 度 に 実施 する 対策 等 
第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 








※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 

@ 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、「 原 子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 に 基 づ 

き 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 測 定 結 果 を 県 ホー ムペ ー ジ 等 を 通 

じ て 県 民 等 へ 速やか に 情報 提供 し ます 。 
原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 モ ニタ リン グ ポ スト 10 箇所 に お ける 24 時 間 体 
制 で の 放射 線量 の 測定 や サー ベイ メー タ に よる 県 内 の 代表 的 な 55 地点 の 放射 線量 の 定期 的 な 測定 に 
加え 、 県 立 学校 や 県 立 病院 な ど 県 有 施 設 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 し ます 。 
@ 水道 水 、 雨 水 や らち りな どの 降下 物 な どの 放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し ます 。 
@ 名 広域 振興 局 及び 教育 事務 所 等 に 配備 し て いる サー ベイ メー タ の 市 町 村 等 へ の 貸出 し を 行い 、 放射 
線量 測定 を 支援 し ます 。 
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令 和 3 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 測定 ) 


Er 原発 事故 に よる 本 県 の 放射 性 物 
Re 質 に よる 影響 を 把握 する た め 、 本 
志明 人 二 二 所 9 グ 環境 生活 部 4 17.863 | 県 独自 に 放射 線量 等 の 測定 調査 
給 化 爾 を 合 む N を 実施 し 県 民 等 へ 情報 提供 する こ 
0 と に より 、 安 心 ・ 安 全 に 資す る も の 
工業 用 水 及び 脱水 汚泥 の 放射 性 
工業 用 水道 事業 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 
県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 
ai A27.106 | 測定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物 
で 質 濃度 の 測定 を 行う も の 
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第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 





第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 


画 予算 額 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@ [放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 令 和 2 年度 に 引き 続き 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 
法 に 定め る 汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 一 関 市 、 奥州 市 及び 平泉 町 に つい て 、 放射 線 の 
影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 県 立 学校 等 の 放射 線量 の 定期 的 な 測定 
を 行い 、 そ の 結果 、 低減 措置 実施 の 目安 で ある 1 g Sv/h を 超え た 場合 に は 、 除 染 等 の 低減 措置 を 実 ヵ 
し まず 。 
@ 市 町 村 等 の 円 滑 な 低減 措置 等 の 実施 を 支援 する た め 、 除 染 等 の 費用 の 補助 を 行う と と も に 、 放射 性 
物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 技術 的 支援 や 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 設置 費用 
の 補助 な ど を 行い ます 。 
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令 和 3 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 低減 ) 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 す 
る た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つ 
放射 線 対 策 費 いて 補助 する と と も に 、 県 民 に 対し 
て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た 
め 基 礎 知 識 を 普及 啓発 する も の 

放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 
汚泥 の 処理 を 推進 する た め 、 重 点 
放射 性 物質 汚染 廃 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 
棄 物 処理 円 滑 化 事 が 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 
設置 する 場合 (国庫 補助 事業 対 
象 外 に 限る 。 ) に 、 そ の 経費 に 対し 
て 一 部 を 支援 する も の 
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A 第 3 章 令 和 3 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 





当初 予算 額 526, 565 千 円 713, 070 千 円 全 186, 505 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@ 消費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく た め 、「 県 産 食材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 市 町 
村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 農林 水産 物 、 流通 食品 、 野生 鳥獣 肉 、 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 に つい て 、 
計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 結 果 等 を 速やか に 公表 し ます 。 検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 を 
超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要 
請 し ます 。 
@ 市 町 村 、 流 通 業 者 か ら の 依頼 に 基づい た 販売 目的 の 県 産 食 材 等 の 精密 検査 や 、 市 町 村 と 連携 し た 野 
生 山 菜 、 野 生き の この 全市 町 村 検査 を 継続 し ます 。 
@ 牧草 の 放射 性 物質 検査 に よる 利用 自粛 解除 を 進め る と と も に 、 汚 染 牧草 の 一 時 保管 等 の 支援 を 継続 
し 押す ) 
@ 安全 ・ 安 心 な 県 産生 肉 を 供給 する た め 、 農家 に 対す る 適切 な 飼養 管理 指導 の 徹底 や 、 和 牛 の 出 和 荷 前 検 
査 及び 県 内 に 出荷 され る 県 産廃 用 牛 全 頭 の 牛肉 の 放射 性 物質 検査 を 継続 し ます 。 
@ 原木 し いた け の 産地 再生 に 向け 、 生産 者 へ の つなぎ 融資 等 の 経営 支援 を 行う と と も に 、 使 用 自粛 と 
な っ た 原木 ・ ほ だ 木 の 処理 、 新 た な 原木 の 確保 ・ ほ だ 木造 成 、 落 葉 層 の 除去 等 ほ だ 場 環境 整備 等 を 支 
援 し ます 。 
@ 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農林 水産 物 の 販路 拡大 を 図る た め 、 安全 ・ 安 心 に 係 
る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 し ます 。 



























































































































































































































































































































































































































































令 和 3 年度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食材 等 の 安全 確保 ) 


食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 
環境 生活 部 食品 の 放射 性 物質 検査 を 実施 し 、 よ 
り 多 く の 情 報 を 県 民 に 発信 する も の 
食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現 
在 、 出 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 野 
生島 獣 肉 に つい て 放射 性 物質 検査 
を 実施 する も の 

県 内 食 産業 事業 者 の 販路 拡大 を 図 
る た め 、 県 内 外 で の 食 の 商談 会 や フ 
ェ ア を 開催 する も の 


食品 放射 性 物質 
検査 強化 事業 費 





野生 動物 と の 共 
生 推 進 事業 費 ( 放 | 環境 生活 部 
射 能 対策 ) 





いわ て 食 の 販路 | 商工 労働 観 
拡大 事業 費 光 部 
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令 和 3 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


生産 地 証明 等 発 
行事 業 費 


商工 労働 観 
光 部 


第 3 節 


本 県 の 食品 を 輸出 する た め 、 輸 出先 
の 国 ・ 地 域 か ら の 求め に 応じ て 、 放 
射線 の 影響 が 強い 地域 以外 で 生産 
され た 旨 の 証明 書 を 発行 する も の 





農業 経営 安定 緊 
急 支援 資金 利子 
補給 


県 産 牛 肉 安 全 安 
心 確立 緊急 対策 
事業 費 


農林 水産 部 


農林 水産 部 


全 46,857 


原発 事故 の 影響 で 被害 を 受け た 農 
業者 の 経営 の 早期 安定 化 を 図る た 
め 、 必 要 な 資金 が 円 滑 に 供給 され る 
よう 、 融資 機関 が 行う 農業 経営 安定 
を 急 支援 資金 に 係る 利子 補給 を 実 
施す る も の 

安全 ・ 安 心 な 県 産 牛 肉 の 供給 体制 を 
確立 する た め 、 県 内 に 出荷 され る 県 
産廃 用 牛 全 頭 の 放射 性 物質 検査 を 
実施 





いわ て 食 の 聖地 プ 
ロモ ーション 展開 
事業 (産地 情報 発 
信 事 業 )( 旧 : い わ 
て 農林 水産 物 消 
費 者 理解 増進 対 
策 事 業 費 ) 


農林 水産 部 


全 33,985 


放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 
の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 撤 
大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 係る 消 
費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 





鳥獣 被害 防止 総 
合 対策 事業 費 ( 野 
生島 獣 肉 の 放射 
性 物質 検査 事業 
費 ) 


農林 水産 部 


食肉 加工 を 目的 と する ニホン ジ カ 肉 
の 安全 性 を 確保 する た め 、 放 射 性 物 
質 検 査 を 実施 





農産 物 放 射 性 物 
質 検 査 事業 費 


農林 水産 部 


県 産 農産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 
被害 の 払拭 の た め 、 農 産物 の 放射 
性 物質 調査 を 実施 





放射 性 物質 被害 
畜産 総合 対策 事 
業 費 


農林 水産 部 


130,718 


県 産 畜産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 
被害 の 払拭 の た め 、 牧 草 等 の 放射 
性 物質 調査 や 汚染 牧草 の 一 時 保管 
等 を 支援 





特 用 林産 物 放射 
性 物質 調査 事業 
費 ( 特 用 林産 物 放 
射 性 物质 调查 事 
業 ) 


農林 水産 部 


県 産 特 用 林産 物 の 安全 性 の 確保 と 
風評 被害 の 払拭 の た め 、 特 用 林産 
物 の 放射 性 物質 調査 を 実施 





特 用 林産 物 放 射 
性 物質 調査 事業 
費 (きのこ 原木 等 
処理 事業 ) 


農林 水産 部 


全 27,682 


原木 し いた け 産 地 の 再 生 を 図る た 
め 、 使 用 自粛 と な か っ た し いた け 原 木 
及び ほ だ 木 の 処理 や 、 落 葉 層 除 去 
等 ほ だ 場 の 生産 環境 整備 を 支援 





原木 し いた け 経 営 
緊急 支援 資金 貸 
付 金 


農林 水産 部 


145,770 


158,728 


全 12,958 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し 
て いる 原木 し いた け 生 産 者 の 経営 を 
支援 する た め 、 集 出荷 団体 が 行う 経 
営 支援 資金 の 貸付 け に 必要 な 原資 
を 貸付 け 





特 用 林産 施設 
体制 整備 事業 費 
補助 ( 特 用 林産 施 
設 等 体制 整備 事 
業 ) 





農林 水産 部 





109,.478 


学 





全 25,980 


し いた け 生 産 者 の 経営 基盤 の 強化 
を 図る た め 、 し いた け 原 木 等 の 生産 
資材 の 導入 を 支援 





県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 





A 第 3 章 令 和 3 年 度 に 実施 する 対策 等 


令 和 3 年度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


放射 性 物質 に より 安全 な きのこ 原木 
や 新 炭 用 材 の 生産 に 影響 を 受け て 
いる 広葉 樹林 の 再生 を 推進 する た 
め 、 伐 採 や 放射 性 物質 の 濃度 測定 
調査 等 の 再生 に 向け た 実証 的 な 取 
组 去 支援 

県 産 水産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 
被害 の 払拭 の た め 、 水 産物 の 放射 
農林 水産 部 性 物質 調査 を 実施 


広葉 樹林 再生 実 


証 事業 費 補助 農林 水産 部 全 58,315 





水 产物 安全 出 荷 
推進 事業 費 





児童 生徒 放射 線 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 


対策 支援 事業 費 427.106 | 定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
【 再 掲 】 度 の 測定 を 行う も の 

















晤 17 事业 526, 565 713.070 | 全 186, 505 【 再 掲 】 を 含む 。 
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第 4 節 健康 影響 学校 に 関す る 取組 
第 4 節 健康 影響 、 学 校 に 関す る 取組 


画 予算 額 


当初 予算 額 1, 418 千 円 28, 524 千 円 4A27, 106 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
0 児童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保護 者 の 不安 を 解消 する た め 、 県 立 学校 に お ける 放射 線量 の 測定 を 行う 
と と も に 、 学 校 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 行い ます 。 ま た 、 測 定 機 器 を 持た な い 市 町 村 等 か 
ら の 依頼 に よる 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 な ど を 行い ます 。 













































































令 和 3 年度 に 実施 する 主 な 事業 (健康 影響 、 学 校 の 対策 ) 





児童 生徒 放射 線 教育 委員 会 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
対策 支援 事業 費 時 1.418 28.524 全 27,106 | 定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
【 再 掲 】 度 の 測定 を 行う も の 


| im uml awlzml mese. | | 
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A 第 3 章 令 和 3 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓発 等 に 関す る 取組 











当初 予算 額 114, 305 千 円 608, 943 千 円 全 494, 638 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
国 主 な 取組 
@ 本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 食 材 等 県 産品 の 魅力 を 各種 媒体 を 通じ て 県 内 外 に 広く PR する こと に よ 
り 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 を 払拭 し 、 県 産品 等 の 販路 や 消費 、 観 光 客 ・ 教 育 旅行 客 な 
どの 回 復 に 努め ます 。 
@⑯ 及 射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 や 県 産 農林 水産 物 の 販路 の 拡大 を 図る た め 、 安全 ・ 安 心 に 
係る 消費 者 MNO を 実施 し ます 。 
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人 @ 風評 被害 の 払拭 に 、 県 産品 の 販路 拡大 ・ 魅 力 向 上 及び 新た な 購買 層 の 開拓 に つなげ る 取組 を 実 
施し ます 。 
@ 県 有 施 設 等 の 放射 線量 測定 や 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 放射 性 物質 に 対す る 基礎 知識 な 









































ど を 県 ホー ムペ ー ジ や 広報 誌 な ど を 通じ て 、 県 内 外 の 皆さま に 分 か りや すく 、 タ イム リー に お 知ら せ 

する と と も に 、 県 や 市 町 村 等 の 放射 線 影響 対策 全般 の 取組 状況 な が ど に つい て 、 そ れ ら を まとめ た 「 岩 

手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 」 を 引き 続き 発行 する な ど 、 広 く 情 報 発信 し ます 。 

人 @ 用 射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め の 基 礎 知識 の 普及 啓発 や 食品 の 放射 性 物質 に 関す る 出前 講座 な 
ど を 実施 し 、 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図り ます 。 

@⑯ 原発 事 改 に よる 放射 線 の 影響 に つい て 、 県 と し て 必要 な 対策 を 講じ る た め 、 原発 放射 線 影響 対策 本 
部 本 部 員 会 議 を 定期 的 に 開催 し ます 。 ま た 、 市町村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て い 
く た め 、 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し ます 。 

























































































































































































令 和 3 年度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 等 ) 





空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制 
放射 線 影 響 対策 昌 限 等 の 情報 を 広く 発信 する と と も に 、 
RD a a ? | 東京 電力 に よる 損害 賠償 の 実現 に 
向け た 取組 を 推進 する も の 

市 困 村 に よる 円 滑 な 除 朱 を 推進 する 
た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 





放射 線 対策 費 【 再 

















掲 】 環境 生活 部 1.971 2.467 全 496 | 補助 する と と も に 、 県 民 に 対し て 放射 
線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知 
識 を 普及 啓発 する も の 

いわ て 食 の 販路 商工 労働 観 県 内 食 産業 事業 者 の 販路 拡大 を 図 

拡大 事業 費 【 再 光 部 14,249 16,149 会 1,900 | る た め 、 県 内 外 で の 食 の 商談 会 や フ 

掲 ェ ア を 開催 する も の 
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第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 刻 発 等 に 関す る 取組 





令 和 3 年度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 等) 





県 内 全域 へ の 一 層 の 誘客 拡大 を 
図る た め 、 い わ て 観光 キャ ン ペ ー 
ン 推 進 協 議会 が 行う 宣伝 ・ 誘 客 事 
業 及び 観光 地 づ くり の 推進 に 要 す 
る 経費 の 一 部 を 負担 する も の 
外国 人 観光 客 の 更 な る 誘客 拡大 を 
517.291 全 445,896 | 図る た め 、 戦 略 的 ・ 効 果 的 な プロ モ 
ーション 等 を 実施 する も の 

三陸 地域 に お ける 周遊 ・ 滞 在 型 観 
光 の 定着 を 図る た め 、 公益 財団 法 
商工 労働 観 人 岩手 県 観光 協会 が 行う 岩 災 学 
光 部 習 を 中 心 と し た 教育 旅行 な どの 復 
興 ツ ー リ ズム の 推進 に 要する 経費 
の 一 部 を 負担 する も の 。 

外国 人 観光 客 の リピ ビー ター の 拡大 
を 図る た め 、 歓 迎 事業 等 を 実施 す 
る も の 


いわ て 観光 キャ ン 
ペー ン 推 進 協議 


会 负担 金 


商工 労働 観 
光 部 





いわ て イン バウ ン 


ド 新 時 代 戦略 事業 | 工 働 観 
费 


光 部 





三陸 周遊 滞在 型 
観光 推進 事業 費 
負担 金 





国際 観光 推進 事 | 商工 労働 観 
業 費 光 部 


いわ て 食 の 聖地 プ 
ロモ ーション 展開 
事業 (産地 情報 発 
信 事 業 ) 

( 旧 : い わ て 農林 
水産 物 消費 者 理 
解 増進 対策 事業 
費 ) 





放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不 
安 の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販 
農林 水産 部 全 33,985 | 路 拡 大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 
係る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実 
施 














114, 305 608, 943 全 494, 638 【 再 掲 】 を 含む 。 


mp 吉 宮 こ ご 吉 こ こき = こ こっ こざ うー ご ごま コミ ミミ こき こっ ご ここ ご ここ ご ご ミミ ラ こざ ご こ こ ここ ここ = ご きこ ここ ご こき ミミ まこ ご ここ ポニ ミラ ミミ ーー ここ こき ミ ミー ほこ きこ ミミ さっ 記さ ミ ミュ ここ きこ さき 演 ここ きこ きき ここ きこ こき まこ きこ こき きこ ご 


【 東 京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 に お ける 処理 水 の 処 理 方 針 に 係る 対応 】 | 

令 和 3 年 4 月 13 日 、 国 は 、 関 係 韻 僚 等 会 議 で 、2 年 後 を 目途 に 、 東 京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 の ， 
多核 種 除去 設備 等 処理 水 (AL P S (アル プス ) 処理 水 ) を 海洋 放出 する 準備 を 進め る 基本 方 針 を 決定 し 
まし た 。 : 
この 基本 方 針 の 決定 は 、 国 内 外 の 理解 が 十分 に 得 ら れ て いな い 中 で の 決定 で あり 、 岩 手 県 に お いて も 、: 
安全 性 や 新た な 風評 が 生じ る こと を 懸念 する 意見 が 数 多く 出さ れ て いる こと か ら 、 国 が 責任 を も っ て 水産 ; 
業 を 始め と する 関係 団体 や 関係 市 町 村 等 に 対す る 丁寧 な 説明 と 真 撃 な 対話 を 継続 する こと が 必要 と 考え : 
て いま す 。 : 

岩手 県 で は 、 令 和 3 年 6 月 に 行っ た 令 和 4 年 度 政府 予算 要望 に お いて 、 関係 省庁 に 対し 、 水産 業 を 始め | 
と する 関係 団体 や 関係 市 町 村 等 に 対す る 丁寧 な 説明 と 真 軸 な 対話 を 継続 する よう 求め まし た 。 
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A 第 3 章 令 和 3 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 6 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 








※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
图 主 な 取組 

@ 原発 事故 に より 生じ た 全て の 放射 線 影 響 対策 費用 に つい て 、 市 町 村 、 広域 連合 及び 一 部 事務 組合 と 

一 体 と な っ て 、 東 京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 する と も に 、 東 京 電力 と の 交渉 を 行い 、 早 期 の 賠償 金 の 
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受領 を 進め て いき ます 。 
@ 東京 電力 や 国 へ の 要請 等 を 行う と と も に 、 必要 に 応じ て 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 A 
DR) の 和解 仲介 制度 を 活用 する こと な ど に より 、 早 期 の 損害 賠償 の 実現 に 向け た 取組 を 進め ます 。 




















































































































令 和 3 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 対応 ) 





空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制 
放射 線 影響 対策 | 。。 限 等 の 情報 を 広く 発信 する と と も に 、 
費 【 再 掲 復興 防災 部 A Ze 東京 電力 に よる 損害 賠償 の 実現 に 

向け た 取組 を 推進 する も の 


| 2 | | ma | | 
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各 种 方针 大。 


EE >” 


1 各種 方 針 
原発 放 身 線 影響 対策 の 基本 方 針 (平成 23 年 7 月 策定 ) 


1 基本 的 な 考え 方 
県 は 、 全 力 を 挙げ て 放射 線 影響 に 係る 測定 及び 迅速 ・ 適 切な 公表 を 行う と と も に 、 本 県 へ の 影響 等 を 把握 し 、 的 確 な 対策 を 速やか 
に 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 及び 風評 被害 の 防止 を 図る 。 


























2 測定 

(1) 測定 対象 … 放 射 性 物質 の 影響 は 多岐 に わた る が 、 県 民 の 安全 を 確保 する た め 、 ま ず は 環境 に 対す る 基礎 的 な 影響 を 把握 で きる 
空気 、 飲料 水 、 土壌 等 の 住 環境 の 調査 を 優先 する 。 特に も 、 放射 線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 
学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 調査 に 重点 的 に 取り 組む 。 加 えて 、 食 の 安全 ・ Pi % か ら 農 林 水 産物 の 測定 対象 の 充 
実 を 図る 。 な お 、 放 射 性 物質 が 最終 的 に 集まっ て いく こと が 懸念 され る 汚泥 、 廃 棄 物 等 に つい て も 、 調 査 を 行う 。 

(2) 測定 地域 … 県 内 全域 を 対象 と する 。 な お 、 こ れ ま で の 測定 結果 を 踏ま え 、 比 較 的 高い 値 を 志 し て いる 県 南 地域 の 測定 を 優先 する 。 

(3) 測定 体制 … 県 が 現有 する モニ タリ ング ポス ト 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 、 サ ー ベ イメ ー タ を 最大 限 活 用 する ほか 、 速 や か な 機 
器 の 増設 ・ 購 入 を 図る 。 ま た 、 こ れ ら の 機材 を 活用 し 、 測 定 調査 に 必要 な 人 員 の 手当 て を 図る 。 加 えて 、 人 外部 機関 へ の 依頼 や 事業 
者 へ の 委託 な ど 、 国 及び 市 町 村 を 含め 関係 機関 ・ 団 体 の 協力 を 得 て 体 制 の 充実 に 努め る 。 




















































































































































































































3 迅速 ・ 適 切な 情報 公表 
(1) 公表 時 期 … 測 定 の 実施 又は 検査 結果 の 判明 の 都度 、 速 や か に 公表 する 。 
(2) 公表 内 容 … 測 定 ・ 検 査 結果 に 併せ て 当該 対象 に 係る 国 の 基準 値 等 を ボ ホ す こと と し 、 個 
る よう 努め る 。 
(3) 公表 方 法 … ホ ー ム ペー ジ を は じ め と する 県 の 広報 媒体 に よる 公表 の ほか 、 報 道 機関 に 情報 提供 を 行い 、 県 民 へ の 迅速 か つ 効 果 的 
な 周知 を 図る 。 


























康 等 に 対す る 影響 の 可能 性 に つい て 説明 す 
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4 的 確 な 対策 の 実施 

1) 対策 の 考え 方 … 住 環境 や 農林 水産 物 の 測定 を 実施 する 中 で 、 県 民 の 健康 等 に 影響 が 及ぶ 、 又 は 、 そ の 恐れ が ある 事案 が 判明 し 
た 場合 は 、 速やか に 必要 な 対策 を 実施 する 。 そ の 際 、 学校 な どの 教育 地 設 等 に お ける 環境 整備 や 、 安 全 ・ 安 心 な 農林 水産 物 の 確保 
に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する 。 

2) 放射 線量 の 低減 … 県 民 の 健康 を 守る た め 、 国 の 方 針 ・ 見 解 や 学術 的 な 知見 に 基づき 、 放 射線 量 の 低減 措置 を 講じ る 。 

(3) 風評 被害 の 防止 … 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 防止 の た め 、 迅 速 で 分 か りや すい 情報 提供 を 図る 。 ま た 、 報 道 機関 に 対す る 適 
切な 情報 提供 や 県 の 広報 媒体 等 に より 、 県 民 は も と より 広く 県 外国 外 に 対し て 、 本 県 の 対策 の 周知 に 努め る 。 

4) 県 民 に 対す る 知識 の 普及 啓発 … 県 の 広報 媒体 を 通じ て 放射 線 等 に 関す る 知識 の 普及 を 図り 、 県 民 自ら 取り 組む こと が で きる 対 
応 に つい て は 、 啓 発 を 推進 する な ど 、 県 民 の 理解 の 促進 と 不安 解消 に 努め る 。 

5) 国 と の 関係 … 放 射 性 物質 に よる 汚染 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 解決 すべ きも の で ある が 、 県 と し て は 、 国 の 対応 を 待つ こ 
と な く 、 必 要 な 対策 は 可能 な 限り 実施 する 。 な お 、 国 に 対す る 要請 は 、 継 続 し 、 強 力 に 行っ て いく 。 
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5 市 町 村 等 と の 連携 強化 
全 県 的 な 対策 を 推進 する た め 、 市 町 村 等 と 連絡 会 議 を 開催 し 、 調 整 を 行う な ど 、 各 種 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 の 強化 を 較 
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原子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 (平成 23 年 8 月 策定 、 令 和 3 年 4 月 改定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 基本 的 な 考え 方 … 県 は 、 原子 力 発 電 所 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め に 市 町 村 等 と 連携 し 、 測定 
機器 や 体制 を 整備 し 全力 を あげ て 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 多岐 に 渡る 放射 線 の 影響 に ie I ee 
対し 迅速 か つ 効 果 的 な 情報 提供 を 行い 、 県 民 の 不安 の 解消 と 風評 被害 の 防止 を 図る 。 な お 、 こ れ ま で の 取組 状況 を 踏ま え 、 継 続 性 
を 持っ て 放射 線量 等 の 測定 を 実施 する と と も に 、 放射 線量 等 の 変化 や 原発 事故 処理 の 進捗 状況 に 柔軟 に 対応 し 、 放射 線 影響 対策 に 
万 全 を 期す も の と する 。 
(2) 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 
ア 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 … 放 射線 量 等 の 測定 に 関す る 、 県 、 市 町 村 (一 部 事務 組合 を 含む ) 及び 関係 団体 等 の 役割 分 担 は 、 測 
定 範囲 、 測 定 対象 及び 測定 体制 等 の 状況 を 総合 的 に 勘案 し つつ 、 県 が 主体 的 に 取り 組み な が ら 市 町 村 等 と 協議 護 の うえ 決定 する も 
の と し 、 そ の 測定 に 当たっ て は 国 の 協力 を 得 な が ら 市 町 村 等 と 連携 を 強化 し て 行う も の と する 。 
イ 費用 負担 等 … 原 子 力 発電 所 事故 に 係る 放射 性 物質 に よる 汚染 対策 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 行う べき も の で あり 、 県 民 の 
安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 県 及び 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線量 等 の 測定 等 に 係る 費用 に つい て も 、 国 が 負担 すべ きも の で ある 。 
な お 、 こ れ ま で 実施 し た これ ら の 費用 に つい て も 、 過 去 に 遡っ て 国 に 負担 を 求め る 。 































































































































































































































































































2 放射 線量 等 の 測定 体制 
(1) 放射 線量 等 測定 に 用 いる 機器 
ア 空間 線量 率 等 を 測定 する も の 
( ア ) モニ タリ ング ポス ト … モ ニタ リン グ ポ スト は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム (NaI) の 結 唱 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 
(空間 線量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極め て 低い 放射 線量 まで 精密 に 測定 する こと が 
で きる 。 屋外 に 置く NaI(T1) シン チレ ーション 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる と 検出 器 内 
で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 放 射線 量 と し て 計測 する 。 岩 手 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お い 
て 測定 を 行っ て きた が 、 原 発 事 故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 箇 所 に お いて 、24 時 間 体制 で 測定 を 行っ て いる 。 
⑧ 調 査 項 A oe rR eg oat bet hain 
⑧ 設 置 箇所 : 盛岡 市 (環境 保健 研究 セン ター)、 花 巻 市 (花巻 地区 合同 庁舎 ) 、 奥 州 市 (奥州 地区 合同 庁舎 ) 、 
関 市 ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 、 大 船渡 市 (大 船渡 地区 合同 庁舎 ) 、 金石 市 (釜石 地区 合同 庁舎 ) 、 宮古 市 (宮古 市 立 宮古 小学 校 ) 、 
久慈 市 (久慈 地区 合同 庁舎 ) 、 二 戸 市 (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (岩手 県 立 大 学 ) 計 10 人 箇所 (各 1 台 ) 
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A 第 4 章 資料 編 


( イ ) サー ベイ メー タ … サ ー ベ イメ ー タ は 、 RO 的 と し た 、 小型 で 可 搬 型 の 放 
射線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線量 ) の 測定 に 適し た NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適 
し た GM 計数 管 式 サー ベイ メー タ ep ウン タ ) が ある 。 本 県 で は 、 地 表 付 近 の 空間 線量 率 等 の 測定 の た め 、 
主 に NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ を 使用 し て いる 。 
① Nal(TI) シン チレ ーション サー ベイ メー タ … バ 検出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 で ある が 、 測 定 し た 結果 の 正確 
さ で は モニ タリ ング ボス ト の 方 が 優る 。 
② GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (ガイ ガー a … ガ ンマ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向 
いて いる 。 ne 空間 線量 の 測定 に は 適さ な い 。 
⑧ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 济 定 音 位 : 7 マイ py シー ペル 毎時 ) 、 Gy/h (マイ 2m ゲ が リ V4 毎時 ) 
@ 滑 定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 
念 配備 箇所 : ①NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ 30 台 ②GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ 1 台 
( ウ ) 積算 線量 計 … 積 算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 ヶ月 間 に 受け た 空気 吸収 線量 の 積 
算 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 率 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 
⑧ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) 測定 単位 : /Sy (< シー ベルト) 全 调查 时 间 : 作業 期間 に よる 
人 配備 箇所 : 県 南 広 域 振興 局 (10) 他 計 48 台 
イ 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の 
( ア ) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 … ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 は 、 ゲル マニ ウム の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試料 中 の 
放射 性 物質 の 種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放 由 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ 
の 試料 か ら 放 出さ れる ガン マ 線 の エネ ルギー の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て い 
る か を 測定 する 。 
念 調査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 @ 測 定 単位 : Bq (ベク レル ) 调查 时 间 : 1 品目 の 測定 に は 概ね 1 時間 
人 配備 箇 所 : 虹 境 保健 研究 セン ター (3) 、 工 業 技術 セン ター (1) 計 4 台 
( イ ) Nal (TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ …NaI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム (Nal) の 
結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エ 
ネル ギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検出 器 部 分 を 液体 密 素 で 冷却 する 必要 が な いな 
ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 
る 調査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 氏 測 定 単位 : Bq (ベク レル ) 調査 時 間 : 概ね 10 分 20 分 
@ 配 備 箇 所 : 農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2) 他 計 28 台 
( ウ ) 筒 易 測定 器 … サ ー ベ イメ ー タ に 遮蔽 体 な ど 付 属 機器 を 設置 し た も の で 、 付 属 プ ログ ラム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 
に 換算 し て 測定 する 機器 。 放 射 性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 食 品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で きる 。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































キャ : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 信 測 定 単位 : Ba (ベク レル ) @@ 调 在 时 间 : 概ね 25 分 て 30 分 
@ 配 備 笛 所 : 農業 改良 普及 セン ター(10) 計 10 台 
(2) 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 令 和 3 年 4 月 1 日 現在 
測定 対象 ・ 機 器 種別 配 置 場所 (配置 台数 等 合計 
盛岡 市 (1) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m) 
花巻 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。)) 
oe 奥 州 市 (0) (奥州 地区 合同 庁舎) 、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
RN 大 船渡 市 () (大 航 渡 地区 合同 庁舎 ) 釜石 市 (1) (釜石 地区 合同 庁舎 RS 
宮古 市 (1) ( 富 古 市 立定 古 小 学 校 )、 久 兹 市 (1) (久慈 地区 合同 庁舎) 
間 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 () (岩手 県 立 大 学 ) 
線 | 各 広 域 振興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) ・ 奥 州 (1) ・ 釜 石 (1) ・ 久 慈 (1) ・ 花 巻 ()・ 一 
量 | 了 関 )・ 大 船渡 1) ・ 宣 古 (⑪)・ 二 戸 Q①) 
IN 県 南 広域 振興 局 士 木 部 ( 計 3) (奥州 (1) ・ 一 関 (1) . 千 属 (D) 
等 | づ | ソン テレ ーション | 環境 保健 研究 モン ター(④⑪ 、 北 上 川上 流 流域 下 水 道 事务 所 (2) 、 企 業 局 施 設 総合 管 理 所 (1) 、| 3 0 
を i ノミ 1 | 目 Ed eran 吉 丢 昌 会 事 称 局 健 体育 前 
前 | | 企業 局 県 南 施 設 管理 所 (2) 、 教 育 委员 会 事务 局 保健 体育 巢 ) 
| | 所 ( 計 6) (盛岡 (①)・ 中 部 (1) ・ 県 南 (1) ・ 沿 岸 南部 (1) . 富 古 (0) ・ 県 北 ) ) 、 
| セン ター (⑫) 
技 | 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広 域 振興 局 保健 福祉 環境 部 (10) 
積算 線量 計 各 広域 振興 局 農 政 ( 林 ) 部 ( 計 15) (盛岡 ・ 奥 州 ・ 釜 石 ・ 久 慈 ・ 花 巻 ・ 速 野 ・ 一 関 宮 古 ・| 48 
大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 県 南 教 育 事務 所 18) 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 問 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 工 業 技術 セン ター(1) 4 
各 広域 振興 局 農政 ( 林 ) 部 ( 計 8 うち 1※) (配置 を 特定 せ ず に 使用 。) 
農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2※) 
性 林業 技術 セン ター(2※) 
物 時 中 部 農業 改良 普及 セン ター1) 
ブレ ーション | 県 立 高等 学校 ( 計 2) ( 克 风 工业 (1) .每 石 (1)) 28 
濃 県 立 支援 学校 ( 計 9) 
度 (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴覚 (1)・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 ひ が し (1) ・ 盛 岡 峰 南 高等 (1) ・ 花 巻 清 
風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
朵 人 \ 如 二 < (岩手 県 岩 畜 検査 室 ) (4※) 
a 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 部 (②)・ 盛 岡 (1)・ 八 幡 平 (1) 奥 州 (1) .一 天 (1) 大船 
简易 测定 器 渡 (1) ・ 宣 古 (1)・ 久 慈 (①)・ 二 戸 Q)) a 
3 測定 の 体系 
(1) 測定 期間 … 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 は 長期 間 に 下 る も の と 考え られ る こと か ら 、 国 か ら の 通知 等 も し く は 県 の 判断 に よ 
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各 种 方针 攻 


り 測定 の 必要 が な く な る まで の 間 、 測 定 を 行う 。 

(2) 測定 地域 … 県 内 全域 を 対象 と する 。 こ れ ま で の 測定 結果 並び に 原子 力 規 制 庁 に お いて 実施 し た 航空 機 モ ニタ リン グ (※1) 及び 
走行 サー ベイ (※2) 等 の 結果 を 踏ま を え を 、 こ れ ら の 測定 結果 が 比較 的 高い 値 を 示す 地域 の 測定 を 優先 する 。 

※1 航空機 モニ タリ ング は 、 地 表面 の 放射 性 物質 の 蓄積 状況 を 確認 する た め 、 航 空 機 に 高 感度 で 大 型 の 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 

地上 に 蓄積 し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 広範 囲 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 

※2 走行 サー ベイ は 、 走行 し て いる 道路 周辺 の 空間 線量 率 を 連続 的 に 測定 する た め 、 車内 に 放射 線 検 出 器 を 搭載 し 、 地 上 に 甘 積 

し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 詳細 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 

(3) 測定 内 容 




























































































測 定 区 分 具 体 的 な 測定 対 和 象 











降下 物 ・ 大 気 浮遊 じん 等 


























不 特 定 多 数 の 者 が 利用 する 施設 
学校 等 の 施設 
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(3) 農林 水産 物 等 = 農用地 土壌 
オ 流通 食品 
カ 給食 食材 
キ その 他 
ア 
イ 
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工業 製品 ・ 加 工 食品 等 








(4) 産業 活動 


























エ 企業 局 工業 用 水道 
オ 浄水 発生 土 
(4 情報 の 公開 … 測 定 結 果 に つい て は 、 原 則 、 県 の ホー ムペ ー ジ 等 を 活用 し て 速やか に 公表 する 。 















































放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 (平成 23 年 9 月 策定 、 平 成 25 年 4 月 最終 改定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … 県 が 策定 し た 「 原 子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線 基 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 (平成 23 年 8 月 31 日 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
に より 実施 し た 放射 線量 測定 の 結果 等 に 基づき 、 県 が 市 町 村 と 運 携 し て 行う 地域 に お ける 放射 線量 低減 の 取り 組み の 基本 と な る 考 
え 方 を ボ し 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 受け る 放射 線量 を で き | ・ 効 果 的 に 低減 する こと に より 、 県 民 の 安 
全 ・ 安 心 の 確保 に 資す る 。 
(2) 目標 … 県 民 が 日 常 生 活か ら 受 ける 追加 被ばく 線量 ** は 、 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 を 目標 補 と する 。 
※1 「 追 加 被 ば く 線 量 」 と は 、 自 然 被ばく 線量 及び 医療 被ばく を 除い た 被ばく 線量 を 指す も の 。 

















































































































































































































※2 県 民 が 安全 に 暮らす た め 、 県 内 全域 に つい て 目指 すべ き 目 標 を 示し た も の で 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 (ICRP) 勧告 等 の 
考え 方 に よる も の 。 
(3) i 
を 行う 。 低 減 措置 に は 、 除 染 の ほか 、 日 常 生 活 の 支障 と な ら な い 場 合 は 、 当 分 の 間 、 立 入 制限 等 の 措置 を 含む も の と する 。 な お 、 
a ※ は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 と する 。 
































※ 放射 線 の 影響 を 受け や すい 児童 生徒 等 の 被ばく 量 低減 の た め 、 国 が 示し た 「 学 校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に つい て 」 (平成 
23 年 8 月 26 日 付け 文部 科学 省 局 長 通知 ) に お ける 校庭 ・ 園 庭 の 空間 線量 率 の 目安 に 基づく も の 。 
(4) 県 の 役割 … 県 は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 追 加 被 ば く 線 量 低減 の 目標 の 達成 に 向け て 総合 的 に 施策 を 推進 する と と も に 、 市 町 村 が 行 
う 放 射線 量 低減 に 向け た 計画 的 な 取組 が 円 滑 に 進む よう 必要 な 支援 を 行う 。 
(5) 国 へ の 要請 … 県 は 、 国 に 対し 次 の と お り 要 請 す る 。 
了 県 及び 市 町 村 等 が 低減 措置 の 実施 に あたり 要 し た 費用 を 負担 する こと 。 
イ 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 の た め に 技術 的 支援 を 行う こと 
ウ 作物 人 和 ゞ の 実施 並び に 森林 、 農 地 及び 河川 の 具体 的 な 除 染 の 方 法 等 
決定 等 の 必要 な 恒久 対策 を 速やか に 講じ る こ 




































































































































































2 低減 措置 の 対象 等 
(1) 地域 … 低 減 措 置 を 行う 地域 は 、 県 内 全域 と する 。 
(2) 対象 … 低 減 措 置 を 行う 対象 は 、 当 分 の 間 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 関わ る 箇所 (以下 「 生 活 圏 」 と いう 。) と し 、 そ の 優先 順位 
は 次 の と お り と する 。 び 学校 等 の 施設 @ 不 特定 多数 の 人 が 利 する 施設 その 他 の 生活 菩 
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3 低減 措置 の 実施 
(1) 実施 者 … 低 減 措置 は 、 対 象 入所 の 所 有 者 、 管 理 者 又は 占有 者 が 実施 する こと を 基本 と する 。 な お 、 県 民生 活 の 安全 ・ 安 心 を 速 や 
に 確保 する 観点 か ら 、 地 域 住民 や 地域 の コミ ュ ニ ティ 及び ボラ ンティア が その 居住 地域 等 で 行う 低減 措置 に つい て も 推奨 する 。 

(2) 実施 方 法 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 を 行う に あたり 、 国 の ガイ ドラ イン 等 を 踏ま え 効率 的 ・ 効 果 的 に 、 ま た 、 対 象 ご と に 適切 な 方 
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A 第 4 章 資料 編 


法 で 行う 。 な お 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 箇所 が 判明 し た 場合 は 、 速 や か に 低減 措置 を 実施 する も の と する 。 
※  「 市 町 村 に よる 除 染 実施 ガイ ドラ イン 」 (平成 23 年 8 月 26 日 原子 力 災 害 対策 本 部 ) 

人 Ns 環境 省 ) 

「 放 射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 入所 へ の 対処 ガイ ドラ イン 」 (平成 24 年 3 月 環境 省 ) 

eR si 全 全 

(3) 支援 … 県 は 市 町 村 と 連携 し 、 実 施 者 に 対し 必要 な 支援 \ を 行う 。 な お 、 県 は 、 空 間 線量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 
所 を 有する 公共 施設 (学校 等 の 施設 に つい て は 、 私 立 施設 を 含む 。) に 対し 市 町 村 が 行う 低減 措置 に つい て 財政 的 支援 を 行う 。 
※ 支援 の 具体 例 

・ 直接 的 支援 … 作 業 に 要する 物品 の 供与 、 測 定 の 実施 、 測 定 器 の 貸与 等 
MM … 低 減 措置 の 方 法 、 測 定 方 法 の 指導 及び 助言 、 測 定 結 果 評 価 へ の 助言 等 
费 に 係る 支援 … 原 因 者 か ら 補 償 を 受け る た め の 法 的 ・ 事務 的 な 助言 及び 情報 提供 等 


































































































































































































六 























4 低減 措置 に より 生じ た 土壌 等 及び 廃棄 物 の 管理 等 

(1) 土壌 等 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に 伴い 生じ た 土壌 等 の 保管 場所 を 確保 する と と も に 、 国 の 処分 方 針 が 定まる まで の 間 、 国 の ガイ ド 
ライ ン 等 を 踏ま え 適切 な 方 法 に より 保管 及び 管理 する も の と する 。 な お 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 実 施 者 が 行う 保管 場所 の 確保 並び に 
保管 及び 管理 に 協力 する 。 
(2) Res 実施 者 は 、 低 減 指 置 に より 生じ た 廃棄 物 (放射 性 物質 に 汚染 され た 土壌 等 を 除く 。) に つい て 、 廃 棄 物 関係 法令 等 ※ に 

従い 適正 に 処理 する 。 
※ 廃 乗物 関係 法令 等 
・ 廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 
平成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発 電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 こよ る 環 
境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 















































































































































5 情報 提供 

県 及び 市 町 村 は 、 自 ら が 公共 施設 に 対し て 行っ た 低減 措置 の 内 容 や 実施 後 の 空間 線 量 率 の 結果 等 を 公表 する と と も に 、 県 や 市 町 村 

等 が 支援 し た 低減 措置 の 実施 結果 に つい て も 、 実 施 者 の 協力 を 得 て 、 県 民 に 対し 情報 提供 を 行う よう 努め る も の と する 。 な お 、 情 報 
の 提供 に 際 し て は 、 ホ ー ム ペー ジ 上 へ 掲載 する 等 、 県 民 に 分 か りや すい 形 で 行う も の と する 。 






















































































県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 (平成 23 年 10 月 策定 、 令 和 3 年 3 月 最終 改定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … こ の 方 針 は 、 原子 力 発 電 所 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 踏ま え 、 県 が 、 県 産 食 材 等 を 対象 と し た 検査 の 実施 や 安全 
な 県 産 食 材 等 を 提供 し て いく た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 農林 漁業 者 の 経営 継続 に 係る 支援 を 行う ほか 、 検査 結果 の 速やか な 公 
表 等 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 係る 情報 を 提供 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 図る こと を 目的 と する 。 
(2) 県 産 食 材 等 の 定義 … こ の 方 針 に お いて 、「 県 産 食材 等 」 と は 、 本 県 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され た 農林 水産 物 、 消 費 者 向け に 販売 
の 用 に 供する 食品 (以下 「 流 通 食品 」 と いう 。) 及び 給食 食材 と する 。 


































































































2 生産 環境 の 安全 確保 
県 は 、 県 内 で 生産 され る 農林 水産 物 へ の 放射 性 物質 の 影響 を 回 避 し 、 生 産 環 境 の 安全 性 を 確保 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と す 
る 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 … 別 表 1 の 堆肥 等 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 
(2) 利用 自粛 等 の 要請 …(1) の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 指標 等 (農林 水産 省 が 、 食 品 衛生 法 上 問題 の な い 農 畜 水産 物 の 生産 を 確保 す 
る 観点 か ら 定 め た 値 を いう 。 以 下 同じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 関係 事業 者 に 対し 、 こ れ ら の 検査 対象 
と な っ た 堆肥 等 の 利用 、 流 通 及 び 譲 ? 以 下 「 利 用 等 」 と いう 。) の 自粛 を 要請 する も の と する 。 ま た 、 国 か ら 県 に 原子 力 災害 対 
策 特别 措 置 法 (平成 11 年 法律 第 156 拓 づ く 指 示 が あっ た 場合 は 、 関 係 事業 者 に 対し て 所 要 の 要請 を する も の と する 。 
(3) 利用 自粛 等 の 要請 の 解除 … 利 用 等 間 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 癌 褒め られ る 場合 又は 国 か ら 解除 に 係る 指示 が あ 
っ た 場合 は 、 利 用 等 の 自粛 等 の 要請 を 解除 する も の と する 。 
(4) 指標 等 を 超え た 堆肥 等 の 適切 な 管 Gi (1) の 検査 の 結果 、 指 標 等 を 超え た 堆肥 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 放 射 性 物 
質 濃 度 を 低減 きせ る た め の 取 組 並 びに 管理 及び 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 関 係 事業 者 に 対し 要請 する も の と する 。 











































































































































































































































































































3 県 産 食 材 等 の 安全 確保 
県 は 、 消 費 者 へ 安全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と する 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 
ア 農林 水産 物 等 の 検査 … 別 表 2 の 農林 水産 物 等 に つい て 、 収穫 ・ 漁 獲 時 期 等 を 考慮 し な が ら 、 主 要 産 地 等 で 試料 を 採取 し 、 生 産 
物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 

イ es 流通 食品 に つい て 、 計画 的 な 検査 を 実施 する も の と する 。 ま た 、 食品 衛生 上 の 危害 が 発生 する お それ の ある 

認め られ る 場合 に は 、 上 記 に 関わ ら ず 必 要 な 検査 を 実施 する も の と する 。 

ウ a 給食 等 に 使用 する 予定 の 食材 に つい て 、 計 画 的 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の と する 。 

(2) 出荷 自粛 の 要請 等 

ア II づく 

食品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 を いう 。 以 下 同 じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 出荷 団体 等 に 対し て 出 
荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する も の と する 。 
イ 出荷 制限 … 原 子 力 災 害 対 策 特別 措置 法 に 基づき 、 国 か ら 県 に 対す る 出荷 制限 の 指示 が あっ た 場合 は 、 昌 
を 差し 控え る よう 要請 する も の と する 。 

ウ 流通 状況 の 確認 ・ 自 主 回 収 … ア 又は イ の 場合 、 卸 売 市 場 や スー パー・ 小 売店 等 の 食品 関連 事業 者 に 対し 、 当 該 食 材 を 販売 ・ 使 
ee 況 を 確認 する も の と する 。 な お 、 当 該 食 材 の 販売 ・ 
使用 が 確認 され た 場合 に は 、 志 ち に 店 頭 か ら の 撤去 及び 回 収 等 の 措置 を 講じ る よう 、 食 品 関連 事業 者 に に 要請 する も の と する 。 
(3) 出荷 自粛 の 要 放 お 出荷 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 出 荷 制 限 の 解除 に 係る 指示 

が あっ た 場合 は 、 出 荷 自 粛 の 要請 を 解除 する も の と する 。 
(4) 基準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 の 適切 な 管理 …(1) の 検査 の 結果 、 基 準 値 を 超え た 県 産 食材 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 管 

理 や 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 出 荷 団体 等 、 食 品 関 連 事 業者 及び 給食 を 提供 する 学校 等 の 設置 者 に 対し 要請 する も の と する 。 


















































































































































































































































荷 団体 等 に 対し て 出 
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名 种 方针 攻 


(5) 基準 値 を 超え た 流通 食品 に 対す る 措置 等 …(1) の イ の 検査 の 結果 、 基 準 値 超過 が 確認 され た 場合 は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 違 反 
食品 等 に 関す る 回 収 ・ 廃 棄 命 令 等 の 危害 を 除去 する た め の 必 要 な 措置 を 講じ る と と も に 、 当 該 情 報 の 迅速 な 公表 に 努め る も の と す 
る 。 









































4 農林 漁業 者 等 へ の 支援 

県 は 、 放 射 性 物質 の 影響 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 (以下 「 被 害 農 林 漁 業者 」 と いう 。) に 対し 、 次 に 掲げ る 支援 等 を 行う も の 

と する 。 

(1) 経営 継続 に 係る 支援 … 生 産 技術 等 の 助言 指導 、 経営 資金 の 融資 や 安定 生産 に 向け た 取組 に 対す る 補助 な ど 、 被害 農林 漁業 者 が 今 
後 も 経営 を 継続 する た め に 必要 な 支援 を 行う も の と する 。 

(2) 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 係る 助言 等 … 被 害 農林 漁業 者 や 関係 団体 が 東京 電力 株 式 会 社 に 対し 損害 賠償 請求 を 
行う 場合 に は 、 こ れ ら の 者 の 要請 に 応じ 、 損 害 賠償 請求 に 係る 助言 等 を 行う も の と する 。 ま た 、 十 分 か つ 迅 速 な 損害 賠償 が 行わ れ 
る よう 、 国 が 責任 を も っ て 必要 な 措置 を 講じ る よう 、 国 に 対し 要望 する も の と する 。 
















































































5 消費 者 へ の 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 関す る 情報 提供 
県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め の 取 組 状況 を 
速やか に 公表 する と と も に 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アビ ピー ル す る 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確 
保 や 風評 被害 の 防止 に 向け 取り 組む も の と する 。 



















































































































































































































































































































































































別表 1 

検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 域 施 時 # 
生 ふ ん 堆肥 改 草 か ら 300Bq/kg を 超え る 放射 性 物質 濃度 が 測定 され た 市 町 村 随時 
粗飼料 全市 町 村 収穫 時 大 
農用地 土壌 県 内 全域 (農作物 の 適切 な 生産 管理 に 係る 調査 ・ 研 究 の た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 ) 随時 
原木 ・ ほ だ 木 県 内 全域 (全戸 随時 
別表 2 

検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 域 施 時 お 

米 、 麦 等 の 穀類 、 野 菜 、 果 樹 、 原 乳 、 豚 | 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 (原子 力 災害 対策 本 部 ) な ど 
肉 、 鶏 肉 、 鶏 卵 、 特 用 林産 物 、 水 産物 | 国 が 示す 枠組 み に 沿 っ て 設定 
生肉 全市 町 村 (抽出 検査 ) 県 内 出荷 時 
原木 生 し いた け 、 原 木 電 しい たけ 全戸 検査 出荷 時 
野生 山菜 、 野 生き の こ 全市 町 村 収穫 時 
野生 鳥獣 肉 県 内 全域 随時 
※ 検査 対象 品目 に つい て は 、 状 況 を 勘案 し 適宜 拡大 を 図っ て いく こと と する 。 



































2 放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 動き ( 令 和 2 年度 ) 
| 年 月 | 取 細 等 ( 〇 県 の 動き 、 口 主 な 出来 事 、 軒 国 等 の 動き 、@ 市 町 村 等 の 動き 、 東 京 電力 の 動き = | 


R2.4 | 〇 4.1 原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 の 改定 


R2.5 | 〇 5.20 倒 和 2 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

〇 6.1 いわ て グラ フ 令 和 2 年 6 月 号 生活 空間 の 放射 線量 に つい て 掲載 

6.5 東京 電力 が 自治 体 に 対す る 賠償 案 (R1 年 度 分 ) を 提示 

O6.10 原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線 影響 対策 の 実現 ・ 強 化 及び 被害 に 係る 十分 な 賠償 の 実現 に つい て 、「 東 日 本 大 震 災 津波 等 
か ら の 復興 と 地方 創 生 の 推進 に 当たっ て の 提言 ・ 要 望 書 」 に より 要望 

O6.15 令 和 2 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 

口 6.24 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 の 汚染 水 対策 を 含め 、 損 害 賠 償 、 除 染 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 処理 、 風 評 被害 
防止 な ど 、 原 子 力 災害 の あら ゆる 課題 に つい て 、 国 主導 で 早期 に 解決 する よう 全国 知事 会 東日本 大 震 災 復興 協力 本 部 か ら 復興 
庁 に 対し 、「 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 を 早期 に 成し遂げ る た め の 提 言 」 に より 要請 

R2.7 | O@7.10 東京 電力 に 対す る 第 十 二 次 損害 賠償 請求 、 市 町 村 ・ 県 幹部 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 

R2.8 | 〇 8.31 流域 下水 道 の 令 和 元 年 度 分 の 放射 線 測定 費用 に つい て 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請 > 


R2.9 | 〇 9.1 いわ て グラ フ 令 和 2 年 9 月 号 野生 きのこ 採り の 留意 点 に つい て 掲載 








R2.6 





























| R2.10 三 
R2.11 一 
R2.12 | 〇 12.1 いわ て グラ フ 令 和 2 年 12 月 号 県 産 食 材 な どの 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て 掲載 
R3.1 ー 

”R32 > 








〇 3.1 いわ て グラ フ 令 和 3 年 3 月 号 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 に つい て 掲載 
R3.3 | 〇 3.25 令 和 2 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 
〇 3.25 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 の 改定 
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第 4 章 資料 編 
3 県 内 55 地点 の 測定 結果 
(1) サー ベイ メー ター に よる 地表 付近 の 放射 線量 率 の 測定 結果 ( 令 和 3 年 2 月 ) 























































































































































































































































































































































































































測定 結果 [ Sv/h] 
uu | 和 测定 场所 所 在 地 (地上 か ら の 高 さ ) 備考 | 測定 実施 機関 
地区 1m 
導 岡 市 | | 号 回 市 役所 盛岡 市 内 丸 12-2 003 積雪 あり 六 局 
@ | 渋民 運動 公園 盛岡 市 玉山 区 川崎 字 川 崎 1-1 0.02 積雪 あり | (保健 福祉 環境 部 
花巻 市 ① | 花巻 地区 合同 庁舎 花巻 市 花城 町 1-41 0.03 積雪 あり 県 南 広域 抽選 
@ | 大 堀川 プロ ム ナ ー ド 花巻 市 吹 張 町 0.04 積雪 あり oi 
北上 市 ① | 北上 地区 合同 庁舎 北上 市 芳 町 2-8 0.04 積雪 あり 
水沢 | 奥州 市 役所 本 庁舎 奥州 市 水沢 区 大 手 町 1-1 005 
② | 慶 徳 公園 奥州 市 水沢 区 佐倉 河 字 慶 徳 29-2 0.04 積雪 あり 
江刺 ① | 江刺 総合 支所 奥州 市 江刺 区 大 通り 1-8 0.05 
@ | 中 央 運動 公園 奥州 市 江刺 区 岩谷 堂 字 松長 根 2 0.04 積雪 あり 
胆沢 ① | 胆沢 総合 支所 奥州 市 胆沢 区 南都 田 字 加賀 谷地 270 0.03 
奥州 市 | | @ | 紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 奥州 市 胆沢 区 小山 字 台 279-1 0.03 積雪 あり 
@ | 前 沢 総合 支所 奥州 市 前 沢 区 字 七 日 町 裏 71 0.04 be eh 
ny 草地 ( 除 染 济 ) 
「 | の | 南 前 沢 グ リー ン パー ク | 奥州 市 前 沢 区 字 高 畑 215 4 の 
衣 川 ① | 衣川 総合 支所 奥州 市 衣川 区 古 戸 420 0.04 
② |] 本 の か お り 公 園 奥州 市 衣川 区 古 戸 48-3 0.04 積雪 あり 
pe @ | 金ケ崎 町 役場 金ケ崎 町 西根 南町 22-1 0.03 
@ | 荒巻 公園 金ケ崎 町 西根 北 荒巻 100-2 0.03 積雪 あり 
本 ① | 一 関 市 役所 関 市 竹山 町 7-2 0.05 
② | 一 関 運動 公園 関 市 萩 荘 字 箱 清水 4-2 *0.08 
果 ① | 花泉 支所 関 市 花泉 町 浦 津 字 一 ノ 町 29 0.05 
② | 金 流川 河川 公園 関 市 花泉 町 花泉 字 袋 地 内 0.09 
ee ① | 東山 支所 関 市 東山 町 長坂 字 西本 町 105-1 0.05 
② | 唐 梅 館 総 合 公園 ー 関 市 東山 町 長坂 字 西本 町 212 番 1 地 先 0.06 
① | 千厩 支所 関 市 千厩 町 北方 174 0.06 
市 @ | 黄金 山 キ ャ ンプ 場 関 市 千厩 町 小 梨 字 新 地 地内 0.05 
① | 大 東 支 所 関 市 大 東町 大 原 字 川内 40 0.05 人 
② | 伊勢 舘 公園 関 市 大 東町 鳥海 字 清水 12 番 外 0.06 境 セ ンタ ー) 
| ① | 川崎 支所 関 市 川崎 町 薄 衣 字 諏訪 前 137 0.05 
② 1 川崎 農山 村 広 場 関 市 川崎 町 薄 衣 字 町 裏地 内 0.08 
前 ① | 室 根 支所 関 市 室 根 町 折 壁 字 八 幡 沖 345 0.05 
② | 室 根 き ら め き パー ク 関 市 室 根 町 折 壁 字 向山 85 *0.05 
和 ① | 藤沢 支所 関 市 藤沢 町 藤沢 字 町 裏 105 0.05 
© | ニコ ニコ パー ク ー 関 市 藤沢 町 徳田 字 大 望 沢 37 0.06 
平泉 町 ① | 平泉 町 役場 平泉 町 平泉 字 志 基山 45-2 0.05 
② | 志 睦 山 风 童 馆 平泉 西平 泉 字 志 才 山 61 *0.04 
每 石 市 ① | 釜石 市 役所 釜石 市 只 越 町 三 丁目 9-13 0.07 
② ] 定 内 と ん が り 公 園 釜石 市 定 内 町 一 丁目 4 0.08 沿岸 広域 振興 局 
| @ | 大 棚町 役場 大 杜 町 上 町 1-3 0.06 1 
胡町 ② | ふれ あい 運動 公園 大 樋 町 小 鎖 第 22 地 割 地内 0.07 
① | 大 船渡 地区 合同 庁舎 | 大 船渡 市 猪 川 町 字 前 田 6-1 0.06 
大 船渡 市 | ① | 大 船渡 市 役所 大 船渡 市 盛 町 字 宇 津野 沢 15 0.05 
② | 三陸 総合 運動 公園 大 船渡 市 三陸 町 綾里 字 黒 土田 56 0.08 沿岸 広域 振興 局 
ュー ① | 陸前 高田 市 役所 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 42-5 0.03 (大 船渡 保健 福祉 
陸前 高田 市 一 一 一 一 環境 セン ター) 
@ | 鳴 石 北 公園 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 地 内 0.07 
住田 町 ① | 住田 町 役場 住田 町 世 田 米 字 川 向 96-1 0.05 
@ | 住田 町 運動 公園 住田 町 世 田 米 字 川 向 80-1 0.07 
宮古 市 ① 自 邊 関所 回 灯 宮古 市 五 月 町 1-20 0.08 湯 
@ | 宮古 児童 相談 所 宮古 市 和 見 町 9-29 0.06 境 セ ンタ ー) 
久慈 市 ① | 久慈 市 役所 久慈 市 川崎 町 1-1 0.06 
@ | 小鳩 公園 久慈 市 中 町 1 地 割 地 内 0.08 
洋 野 町 | ① | 洋 野 町 役場 洋 野 町 種 市 23-27 0.04 po te 
野田 村 ① | 野田 村役場 野田 村野 田 第 20 地 割 14 0.06 
普代 村 ① | 普代 村役場 普代 村 第 9 地 割 銅 屋 13-2 0.07 
① | 二戸 市 役所 金田 一 出張 所 | 二戸 市 金田 一 馬場 80 0.06 県 北 広域 振興 局 
| 人 法 守 クワ ンド  、 | 戸 市 浄法寺 町 上 外野 118-2 002 本寺 あり | 后 セ ンタ フー 








注 1 測定 結果 の 欄 に つい て 、 / Sv/h は 「 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 」 を 表す 
注 2 種別 の 欄 に つい て 、① は 「 庁 舎 等 」、② は 「 公 園 等 」 を 表す 
注 3 測定 結果 の 「*」 は 、 除 染 後 の 地表 付近 を 測定 し た 結果 で ある 。 
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県 内 55 地点 の 測定 結 





(2) 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 同一 地点 測定 高 の 最高 値 赤字 っ 023Sv/h 以 上 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 EMH em 
(単位 : ux Sv/h) 
















































































































































































































































































































































































測定 場所 测定 误 
市 町 | 地区 ( 住 所 ) 测定 高 6 月 | 8 月 | 9 月 
OT 
水 (大 手 町 -) 8 3 
沢 100cm 0.25| 0.25 
麻 德 公园 50cm 0.27| 027 
河 字 庆 德 29-2) 5cm 
RE 100cm 012| 0.12 
に 江 刺 输 合 支 所 50cm 0.13| 013 
市 5cm 
| > 100cm| 012| 012 
中 央 运 动 公国 50cm| 0.13| 0.13| 0.14 
5cm| 0.14 
丁丁 
胆 (南都 田 字 加賀 谷地 270) 5cm 所 
| 
天 沢 紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 0 0.17| 017 
(小山 字 台 279-1) 
市 5cm 
前 沢 総合 支 所 socn| aal| 26| ozs 
( 字 七 日 町 衷 71) 
5cm 
a 100cm| 0.39 
前 草地 
沢 | 南 前 沢 グ |( 除 染 后 ) NM 0.42| 0.40 
eo cm| 0.40 
リー シン パニ グ 100cm 
( 字 高 畑 215) 人 50cm 
2 5cm 
衣川 総合 支所 100cm 0.23| 022| 020| 020| 022| 020| 017| 017| 018| 017| 016| 015| 015| 0.11 
(富戸 420) 50cm 0.26| 0.24| 021| 022| 0.24| 021| 021| 019| 019| 020| 018| 016| 017| 012 
站 5cm 0.28 0.27| 0.25| 0.24| 0.24| 0.23| 021| 017| 0.18| 014 
| s 100cm| 0.26 0.26| 0.25| 0.25| 0.23| 022| 013| 0.15| 0.23| 021| 020| 019| 019| 018 
RG 50cm 0.26| 0.27| 0.25| 0.25| 022| 0.13| 015| 0.25| 0.23| 022| 020| 020| 020 
5cm| 0.25 021 020| 0.13| 0.16| 0.28| 020| 0.23| 0.25| 021| 020 
本 要 100cm 016 013| 015| 013| 013| 012| 011| 012| 010 
旧 市 役所 50cm 020| 020| 020| 019| 019| 017| 0.14| 016| 014| 013| 013| 013| 013| 012 
= 5cm 024|_021| 014| 0.18| 0.19| 0.18| 016| 016| 015| 014 
関 一 并 运动 公园 100cm 0.34| 0.32| 0.33| 0.30| 031| 021| 013| 0.11| 0.28| 027| 0.25| 024| 021| 021 
市 | 吉 竹 字 箱 清水 全 2) 50cm 0.35| 0.34| 0.34| 0.31| 0.30| 020| 0.12| 011| 0.29| 0.28| 0.25| 0.26| 022| 022 
5cm 0.33| 0.30』 020| 0.15| 0.11| 031| 0.31| 0.26| 0.28| 022| 022 
= 100cm 019| 020| 018| 017| 019| 015 012| 011| 013| 013| of 011| oi| oi 
に っ 50cm 021| 022| 022| 019| 020| 019| 013| 011l 015| 014| 013| 012| 013| 0.11 
泉 5cm 026|028| 0.26| 0.15| 011| 021| 019| 017| 016| 0.16| 015 
町 | 金 流川 河川 公园 100cm 0.33| 0.33| 0.30| 0.29| 0.30| 018| 013| 027| 0.27| 026| 024| 024| 0.25 
(花泉 宇 接 地内 ) 50cm 0.35| 0.34| 0.30| 0.29| 0.30| 0.18| 0.14| 0.28| 0.29| 0.27| 0.24| 0.25| 0.27 
5cm 0.32| 0.32| 020| 015| 0.32| 0.29| 0.28| 0.29| 0.29 
到 100cm| 0.24 0.24| 016| 018| 015| 014| oiof 014| 021| 017| 012| 012| 012| 012 
二 由 50cm| 0.27 0.27| 0.17| 0.19| 降雪 | 015| 0.10| 014| 0.23| 018| 013| 012| 012| 013 
山 5cm 0.24| 019| 018| ooL ol6 0.18| 014| 013| 012| 013 
100cm 0.27| 0.27| 0.26| 024| 0.24| 016| 017| 022| 021| 021| 020| 019| 019 
町 谨 格 篇 输 合 公园 50cm 0.29| 0.29| 0.27| 0.25| 0.24| 016| 0.17| 023| 0.23| 023| 020| 021| 020 
5cm 0.28| 0.27』 0.19| 020| 0.25| 0.25| 0.24| 0.23| 0.25| 022 
= 100cm 020| 021| 020| 018| 019| 017| oe| 015| 015| 016| 014| 013| 012| 013 
| 50cm 0.23| 0.23| 022| 019| 019| 019】 017| 016| 017| 016| 013| 014| 013| 013 
厩 5cm 023|_0.23| 021| 020| 020| 017| 017| 015| 015| 014 
ia 100cm 017| 015| 015| 011| 009| 008l 013| 013| 012| 012| 012| 012 
ー 町 黄金 山寺 各 六 7 场 50cm 0.18 0.18| 015| 016| 013| 008| 008| 015| 014| 012| 012| 013| 014 
関 5cm 0.19|_014| 008| 008| 0.19| 017| 017| 016| 016| 017 
市 大 東 支所 100cm 017| 017| 017| 017| 014| 012| 014| 014| 014| 012| 012| 012| 012 
大 | 俯 原 字 咱 内 40j) 50cm 0.19| 020| 018| 017| 0.17| 013| 015| 016| 016| 013| 012| 013| 012 
東 5cm 0.20| 0.20| o15| ol9| 017| 017| 014| 020| 014| 013 
100cm 021| 020 017| 013| 011| 019| 018| 018| 017| 017| 017 
町 | 伊勢 人 公園 、 50cm 0.23 022| 021| 018| 013| 011| 020| 019| 019| 018| 017| 018 
5cm 022|_o.18| 016| 011| 022| 0.23| 021| 020| 020| 021 
川崎 支所 100cm 0.24| 0.23| 021| 020| 019| 020| 017| 01 引 016| 015| 014| 014| 013| 012 
有川 (終生 孤 訪 前 137) 50cm 0.26| 0.26| 0.24| 021| 021| 021| 017| 014| 017| 017| 015| 014| 015| 013 
崎 5cm 0.25| 022| 0.17| 020| 020| 0.18| 017| 016| 0.5 
区 加 100cm 0.28| 0.29 0.26| 0.26| 0.25| 0.18| 019| 0.25| 0.23| 0.23| 022| 022| 022 
町 川崎 農山 村 広 場 50cm 0.31| 0.31 0.28| 0.27| 0.28| 0.18| 019| 026| 0.26| 0.26| 0.24| 023| 023 
5cm 0.30| 0.30| 020| 022| 0.29| 0.28| 0.27| 0.26| 0.27| 0.25 
100cm 0.30| 0.29| 0.27| 0.26| 0.25| 0.23| 018| 017 019| 017| 018| 017| 017| 018 
室 土 根 支所 ~ 50cm 0.33| 0.31| 0.31| 0.28| 0.28| 0.25| 017| 019| 019| 020| 0.18| 021| 019| 019 
术 oon 039 037| 034| 033 029| -68| 615| 033| 033 030| 029| 028| 029 
人 ww © cm し し に 并 。 有 に 。 し 5 |. 。 | 
町 本 あり 0 > 50cm 0.37| 0.34| 0.34| 0.29| 0.18| 015| 035| 0.34| 031| 0.29| 027| 0.30 
5cm 0.34 0.29| 021| 016| 0.33 還 93| 0.33| 0.33| 0.28| 0.28 
時 100cm 0.19| 020| 019| 018| 018| 017| 017| 0igl 015| 017| 013| 012| 013| 013 
50cm 021| 020| 020| 019| 018| o19| 016| 017| 014| 013| 013| 014 
沢 5cm 0.24 0.24】 0.19| 0.23| 0.18| 020| 0.17| 016| 0.15| 016 
町 es 100cm 0.24| 022| 0.23| 0.23| 0.24』 022| 014| 011 022| 021| 021| 020| 019| 017 
六 50cm| 024| 024| 022| 0.23| 0.24 0.23| 014| ol 023| 022| 023| 020| 020| o17 
5cm| 0.18 0.26 0.15| 012』 0.25| 0.23 目 027| 020| 0.26| 014 
和 外 时 向 坦 100cm 021| 020| 021| 021| 020| 019| 013| 017| 015| 015| 015| 014| 014| 013 
平 累 町 役場 50cm 0.24| 0.23| 0.22| 0.25| 022| 021| 015l 0.19| 017| 016| 0.17| 016| 016| 014 
泉 5cm 0.28| 0.27| 0.16L0.25| 021| 020| 020| 020| 019| 016 
町 | 志 羅 山 児童 館 100cm| 0.23 022| 0.23| 022| 022[ 019| 016| 016| 020| 018| 0.18| 018| *008| *0.06 
( 季 泉 字 直 基山 6 50cm| 0.22 0.23| 0.23| 0.23 0.19| 017| o17 019| 018| 0.18| 018| *008| *0.06 
5cm| 015 0.23| 0.23| 020| 021| 0.18| 015| 014| 012| *0.08| *006 
100cm 22| 28 28 28| 28| 28 28 28| 28 28 28 28| 28 28| 28 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 22| 28| 28| 28| 28| 27| 28| 28| 28| 28| 28 28| 28| 28| 28 
5cm| S| 28| 28| 28| 28 28 28| 28| 28| 28| 28| 28 
i100cm| 14| 15| 11| 11| 10| 10| 6 olf of 6l sl 5 4 3| 3 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm| 14| 19| 18| 14| 12| 13| | of ol lo| 8 8 5 4 4 
5cm| 4 20| 19| 15| 1| 5 ll ol 9 7 7 4 
污 柔 效 ; 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 22| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 
うち 、0.23 ヵ Sv/h 以 上 の 箇所 数 14| 19| 18| 14| 20 19| 15| 1 5 引 11 10 9 了 7| 4 
0.23 7 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 63.6| 679 | 643| 500| 714| 679| 536| 36|179|393|357| 321| 250| 250| 143 















































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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(2) 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける = 同一 地点 人 測定 高 の 最高 値 赤字 0.23 gSv/h 以 上 
地表 付近 の 放射 線量 率 測 定 結果 の 推移 国 : 4 最低 値 し] 積雪 ぁ り 





















































































































































































































































































































































ーー っ 除 朱 る 
(単位 : Sv/h) 除 染 后 
测定 场所 测定 二 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
中 ba ( 住 所 測定 高 | 2 月] 5 月 | 6 月 7 月 | 6 月 | 9 月 | 10 月 9 月 |1o 月 | 月 |12 月 11 月 | 2 月 [ 3 月 
奥州 市 役所 100cm| 009| 009| 008| 009| 008| 009| 008 00 007| 007| 007| 006| 006| 006 
人 50cm| 009| oo| oio| 009| 008| 009| 009 007| oo7| 007| 008| 007| ooe| oo6 
水 5em| 010| 011| oo| oo| oio| 009| 008 007| oo7| 008| 009| 007| oo7| oo7 
沢 100cm| 017| 017| 016| 016| 016| 016| 016 012| 012| 012 
人 50cm| 018| 0.19| 0.18| o17| o16| 0.17| o17 0.13| 013| 013 
5em| 019| 021| 0.19| o17| o17| o18| o17 0.15| os| 014 
江 刺 给 合 支 所 100cm| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 007 005| 005| 005 
| 全品 50cm| 007| oo7| ooe| 006| ooe| ooe| oo7 o05| ooe| 005| 005| ooe| oos| 005 
8 5cm| 008| 007| oo7| oo7| oo7| 007| oo7 005| oos| 005| 006| ooe| oos| 005 
刺 十 关 从属 100cm| 010| 009| 009| 009| 009| 009| 009 008| 007| 008 
し 50cm| 012| 009| oi| oio| oo9| oo| oo 008| oo7| 008 
5em| 013| 011| 0.12| oi| oio| o13| ol12 008| oo7| 008 
胆沢 総合 支所 100cm| 008| 008| 008| 007| 007| 007| 007 0.06| 006| 006 
0 50cm| 008| 008| 008| 007| 008| 007| oo7 006| ooe| 006| 007| 005| ooe| oo6 
5cm| 009| 009| 009| 008| 008| 009| 008 006| 006| 006| 007| oo6| oo06| oo06 
奥 | 沢 | に a 100cm| 012| 012| 012| 013| 012| 011| ot 009| 009 
州 紫阳 花 口 一 上 展望 台 50cm| 014| 013| 0.13| 0.14| 0.12| 0.12| 0.12 0.10| oo 
市 = 5em| 014| 014| 014| 0o15| o13| 014| ol13 010| oi 
前 沢 総合 支所 100cm| 012| 010| 011| 010| 010| 009| 009 007| 007 
re 50cm| 0.12| o12| 0.12| 011| oto| 0.10| oo 008| 007| 008| 009| 007| oo7| 008 
5em| 014| 014| o12| 011| oil ool 011 007| ooa| 008| 008| 007| oo7| 008 
前 草地 100cm| 024| 024| 022| 020| 022| 021| 020 *0.15| *0.13 
沢 | 南 前 沢 グ |( 除 染 和 后 ) | 50cm| 025| 025| 022| 021| 021| 021| 020 *0.14| *0.12 
リー ン パ ー ク 5em| 025| 027| 020| 019| 023| 022| 021 *0.13| *0.10 
人 | ワラウ ンド | 100cm *0.17| *0.16| *0.13| *0.14 *0.11| *0.13 
(松栄 後 ) | 50cm *0.15| *0.17| *0.12| *0.15 #0.11| *0.13 
5em *0.16| *0.17| *0.12| *0.14 #0.11| *0.13 
Rs 100cm| 011| 0.11| 011| 010| 010| 008| 009 0.07| 007 
大 用 総合 支 F 所 50cm| 013| 0.12| oi| oio| oto| ooa| oo 0.08| 007 
衣 5em| os| 013| 012| oi| omil oio| om 0.08| 008 
川 100cm| 015| 015| 015| 014| 013| 014| 013 0.10| 011 
本 @ 从 后 4 公国 50cm| 017| 016| 016| oi4| 0.14| 0.14| 014 0.11| 0.12 
5cm| 0.13| 013| 016| 012| 011| o11| 0.12 0.10| 0.12 
se 100cm| 009| 010| 009| 009| 008| 008| 009 006| 006 
旧 市 役所 50cm| 0.10| 009| 0.10| oio| oto| 009| oo 007| 008 
一 5cm| 013| 012| 011| oi| oi| oo| oo 0.08| oos 
関 3 = 100cm| 018| 017| *005| *006| *0.06| *005| *0.06 *0.05| *0.05 
市 | に 関 運動 公 50cm| 0.18| 0.18| *0.06| *005| *0.07| *0.05| *0.06 *0.05| *0.05 
( 蒜 鞋 字条 清水 4-2) | 
5cm| 0.17| 0.17| *0.05| *0.05| *0.07| *005| *0.05 *0.05| *0.05 
100cm| 008| 009| 008| 008| 008| 008| 007 006| 007 
花 花 来 去 所 50cm| 009| 009| 009| oio| oo9| 009| oos 007| 007 
泉 5em| 0.11| 0.11| 012| o13| oi| ol| oo 008| oos 
ee 100cm| 021| 021| 020| 018| 018| 019| 019 0.14| 014 
町 窜 流 川 河川 公 50cm| 022| 021| 021| 020| 019| 0.18| 0.19 0.15| 0.14 
5cm| 0.25| 0.23| 022| 021| 022| 019| 020 0.15| ol5 
100cm| 012| 011| 010| 010| 010| 009| 009 008| 009 
東 し 50cm| 013| oi| oio| oio| oi| oio| ooe 008| 0.12 
山 5em| 0.14| 0.11| o1o| oo| 0.12| 0.11| 009 008| 0.14 
A 100cm| 017| 016| 017| 014| 016| 015| 015 012| 012 
町 唐 梅 館 総合 全 園 50cm| 018| 018| o17| 0.15| 015| 0.15| 0.15 0.12| 0.12 
5cm| 019| 019| 019| 015| 0.16| 0.16| oe 0.13| 0.13 
100cm| 010| 011| 010| 012| 010| 009| 010 009| 009 
キ 五 原 支 所 50cm| 011| oi| o1o| o13| o1o| o1o| 009 009| oo9 
麻 5cm| 0.12| 0.12| 011| 014| 010| 0.11| 0.10 009|_0.11 
网 100cm| 011| 011| 010| 011| 010| 009| 009 009| 008 
_ | 町 黄金 山本 YX 了 7 声 50cm| 012| oi| o12| oi| oto| oo| oo 008| 008 
半 5cm| 0.12| 013| 014| oi| o12| o12| oi 009| 008 
市 大 東 支所 100cm| 010| 010| 010| 009| 009| 009| 009 008| 007 
| 50cm| 011| oi| oio| oo9| oo9| 009| ooe 0.07| 007 
集 5em| 0.11| 0.11| 011| oo| o1o| o1o| oo 0.08| 008 
= 100cm| 014| 015| 014| 014| 014| 013| 014 012| 011 
町 50cm| 016| oe| ots| 014| 014| 0.14| os 0.12| 0.12 
5em| 017| 018| 017| o17| 0.16| 015| oe 0.13| 0.12 
ー 100cm| 011| 010| 010| 012| 009| 009| 010 008| 007 
川 MS 50cm| 012| oo| oni| os| oto| oo| oo 008| oos 
崎 5cm| 013| 013| 012| 014| 011| o11| 0.12 008| 009 
i 100cm| 017| 018| 018| 018| 017| 016| 017 0.14| 012 
町 川崎 農山 村 広 場 50cm| 020| 019| 0.19| 0.18| 0.17| o16| 0.17 0.14| 0.13 
5cm| 021| 021| 021| 020 018| 018| 0.19 0.15| 0.13 
人 100cm| 014| 015| 014| 015| 013| 013| 013 0.10| 009 
室 富 根 去 所 50cm| 016| 016| 016| 0.17| 015| 0.15| 0.15 0.11| oo 
根 ee 0.18| 018| 017| 021| o16| o17| 017 0.13| oo 
時 a cm| 014| 009| *006| *0.09| *007| #0.07| *006 *0.06| *0.07 
町 0 パー ク 50cm| 0.14| 010| *0.06| *009| *007| *007| *006 *0.06| *007 
5em| 0.16| 0.14| *007| *0.08| *0.06| *007| *006 *0.06| *0.07 
人 100cm| 011| 010| 010| 011| 009| 009| 009 007| 008 
藤 職 沢 支所 a 50cm| 0.11| oo| 0.11| oi| oo| 009| oo 0.08| 007 
沢 5cm| 0.13| o12| o41| 012| 0o11| of om 0.09| 009 
人 に 100cm| 014| 015| 014| 013| 012| 012| 012 010| 010 
Fa 50cm| 014| 0.14| os| 012| 012| ol on 009| 008 
5em| 0.12| 012| 009| olo| oo| oo| oo 008| oos 
pe 100cm| 012| 012| 011| 010| 011| 010| 010 008| 008 
平 全 表册 从 二 50cm| 014| o12| o12| 011| o13| om on 008| oo9 
泉 5em| 0.17| 013| 014| 013| 0.14| 013| 0.12 o09| oo 
町 志 跨 山 见 童 能 100cm| *0.06| *0.06| *005| *0.05| *0.05| *005| *0.06 *0.06| *0.05 
Pt 50cm| *0.06| *006| *006| *0.06| *0.06| *0.05| *0.06 *0.05| *0.06 
上 5cm| *007| *005| *0.05| *0.06| *0.06| *005| *006 #0.05| *005 
100cm| 28 28 29| 29| 29 29| 29 29| 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 28| 28| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29 
5em| 28| 28| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29 
10cm| | | O of ol 0 0 of 0 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm| 1| 1| ol ol ol gl o of 0 
5em| 2 2| ol ol 1 ol o o| _0 
汚 染 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 28| 28| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29 
うち 、0.23 7 Sv/h 以 上 の 箇所 数 2| 2 of of 1 of "0 of 0 
023 7 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 71| 71| 00| 00| 34| 00| 00 00| 00 































































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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(2) 


県 内 55 地点 の 測定 結 





汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 同一 地点 測定 高 の 最高 値 赤字 っ 0237Svh 以 上 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 ニギ ヶ 最低 値 [し] 柄 寺 あり 


(単位 : ux SV/h) 


* “之 除 染 后 





































































































































































































































































































测定 场所 

市 町 地区 二 测定 高 
和 100cm 

奥 州 市 役所 BO 

水 | 大手 四 1-1) 本 

沢 100cm 

” | 慶 徳 公 em 

(佐倉 河 字 鹿 和徳 29-2) 

5cm 
に 100 
江刺 総合 支所 0 

|( 大 通り 1-8) 

x 5cm 
| 1 a 100 
刺 中 天 运动 公 Oe 

(岩谷 堂 字 松長 根 2) 
5cm 
5 = 100 
胆沢 総合 支所 St 
(南都 田 字 加賀 谷地 270) 

腸 5cm 
奥 | 沢 6 100cm 
州 紫陽 花 ロ ー ド 1) 望 台 50cm 

小 山 字 台 279- 

市 5cm 
本 = 100cm 
前 沢 総合 支所 内 
( 宇 七 日 町 裏 71) 

5cm 
前 人 soa 
”|( 除 染 后 ) | 5 
cm 
( 字 高 烟 215) | グラ ウン ド 
( 除 染 后 ) 
cm 
衣川 総合 支所 a 
( 古 戸 420) 
衣 5cm 
儿 100 
| 森 の か お り 公 園 0 
(二戸 48-3) 
5cm 
局 100cm 
一 関 市 役所 

旧 ri 72) Uem 

Wy 5cm 

関 3 二 100cm 

市 一関 連動 公 EO 

( 攻 荘 字 箱 清水 4-2) 
5cm 
= 100cm 

_ | 花泉 支所 Ou 

化 | ( 浦 津 字 一 ノ 町 29) 

泉 5cm 

の 100 

に 八 周 cm 

町 | 金 流川 河川 公 50cm 

(花泉 字 袋 地内 ) 
5cm 
100cm 
東山 支所 BO 

東 | (長坂 字 西 本 町 105-1) 

5cm 

山 100 

公会 八国 cm 

町 唐 梅 館 総合 公 50cm 

(長坂 字 西本 町 212 番 1 地 先 ) 
5cm 
本 100cm 
千厩 支所 Boum 

千 |( 北 方 174) 

5cm 
麻 100 
~ 旦 cm 

町 黄金 山 キャ ンプ 場 50cm 

= ( 小 梨 字 新 地 地内 ) 
5cm 

関 = 100cm 

市 大 東 支 所 50cm 

大 | (大 原 字 川内 40) 

5cm 

东 100 
[= cm 
町 伊勢 舘 公 50cm 

(鳥海 字 清 水 12 番外 ) 

5cm 
站 100cm 
川崎 支 所 50cm 

川 | ( 薄 衣 字 諏 訪 前 137) 

5cm 

崎 = 3 100cm 

町 | 川崎 農山 村 広場 50cm 

( 薄 衣 字 町 裏地 内 ) 

5cm 

四 100cm 

_ | 室 根 支 所 50cm 
室 | ( 折 壁 字 向 山 85) 

5cm 

根 に ae 8 100cm 

町 | 室 根 き ら め き パー ク 50cm 
( 折 壁 字 向 山 85) 

5cm 

ES 100cm 

藤沢 支所 50cm 

藤 | (藤沢 字 町 裏 105) 

沢 5cm 

100 

町 | ニコ ニコ パー ク Som 

(徳田 字 大 望 沢 37) 
5cm 
100cm 
平泉 町 役場 50cm 

平 | (平泉 字 志 呆 山 45-2) 

5cm 
泉 二 100cm 
町 | 志和 鞭 山 风 童 馆 50cm 

(平泉 字 志 羅山 61) 
5cm 
100cm 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm 
5cm 
100cm 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 
5cm 

汚 状 況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 

















うち 、0.23 / Sv/h 以 上 の 箇所 数 








0.23 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (96) 






















































































注 国 














の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 


の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 


85 


A 第 4 章 資料 編 

























































































































































































(2) 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 二 同一 地 点 测定 高 作 最高 人 1 
» - 旦 - 球 * 士 一 7 最 = 柄 害 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 人 人 Ee 
(単位 : gx Sv/h) 
測定 場所 测定 喜 平成 30 年 度 
中 ba ( 住 所 測定 高 | 4 月 | 5 月 | 6 月 6 月 | 7 月 1 6 月 1 9 月 
100cm| 006| 006| 007 006| 005| 006| 006 
秽 州 4 
奥 州 市 役所 50cm| 0.06| 006| 006 0.06| 005| 007| 006 
水 5cm| 006| 007| 007 006| 005| 008| 006 
沢 徳 公園 100cm| 0.09| 0.10| 0.09 009| 009| 008| 008 
罕 亿 
50cm| 0.10| 011| 009 009| 009| 008| 009 
河 字 塵 徳 29-2 
人 5cm| 0.10| 0.12| 0.10 0.10| 0.09| 0.09| 0.08 
= 100cm| 0.05| 0.05| 0.05 0.04| 004| 004| 004 
江刺 総合 支所 
3 50cm| 005| 005| 005 005| 004| 004| 005 
= り 1-8 
0 5cm| 005| 005| 004 004| 005| 004| 005 
刺 100cm| 008| 008| 007 008| 007| 007| 005 
中 央 運動 公園 
50cm| 008| 008| 008 008| 007| 007| 005 
凡人 半 字 松長 想 2 
ad 5cm| 0.09| 0.09| 0.08 0.08| 0.08| 0.08| 0.05 
100cm| 0.05| 0.05| 0.05 005| 005| 005| 005 
胆沢 総合 支所 
oN 50cm| 0.06| 005| 005 0.05| 0.05| 0.05| 0.05 
胆 | 下田 字 加 会 地 270) 5cm| 006| 006| 006 005| 005| 005| 005 
奥 | 沢 a 100cm| 007| 006| 006 005| 006| 006| 005 
州 - 紫阳 花 口 一 望 台 50cm| 0.06| 0.07| 0.06 0.05| 006| 006| 006 
市 于 5cm| 007| 007| 006 006| 006| 006| 006 
i = 100cm| 0.05| 0.06| 0.05 005| 005| 0.05| 005 
前 沢 総合 支所 
a 50cm| 0.05| 005| 005 0.05| 0.05| 0.05| 0.05 
1 
kuku 5cm| 006| 005| 005 005| 005| 004| 005 
前 草地 100cm| *0.11| *0.10| *0.10 *0.10| *0.09| *0.09| *0.09 
7 |( 除 染 和 后) | 50cm| *010| *0.10| *010 *0.10| *0.09| *0.10| *0.09 
5cm| *0.10| *0.10| *009 *0.09| *0.09| *0.10| *0.09 
je 、| 100cm| *0.08| *0.08| *0.07 #0.07| *0.07| *0.06| *0.06 
( 字 高 畑 215) グラ ウン ド 
2 50cm| *0.07| *0.08| *0.07 #0.08| *0.06| *0.06| *0.06 
《 除 染 和 后) 5cm| *0.07| *0.08| *0.09 *0.07| *0.06| *0.06| *0.07 
= 100cm| 006| 007| 006 006| 006| 005| 006 
衣川 総合 支所 
a 50cm| 0.06| 0.07| 0.06 0.05| 006| 006| 005 
420 
表 下 4 5cm| 007| 007| 007 007| 007| 006| 006 
川 100cm| 008| 008| 007 007| 007| 007| 007 
木 の か お り 公 園 
ンー 50cm| 008| 008| 007 007| 007| 007| 007 
ey 5cm| 007| 008| 007 006| 007| 006| 006 
100cm| 005| 006| 006 005| 005| 005| 005 
旧 市 役所 50cm| 0.06| 0.06| 0.06 0.05| 0.05| 0.05| 0.05 
= 5cm| 0.06| 0.07| 0.06 0.06| 0.05| 0.06| 0.06 
関 一 関 運動 公園 100cm| *0.04| *0.04| *005 *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 
市 公国 50cm| *0.04| *0.04| *0.05 *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 
M 5cm| *0.04| *0.05| *0.05 *0.04| *0.04| *0.04| *0.03 
= 100cm| 0.05| 0.05| 0.05 004| 004| 004| 005 
花泉 支所 
っ p | に の 50cm| 005| 005| 005 005| 005| 004| 005 
浦 津 字 一 ノ 町 29. 
泉 Cd 5cm| 0.05| 0.06| 0.05 0.05| 0.05| 0.05| 0.05 
100cm| 009| 0.11| 010 009| 009| 009| 008 
町 | 金 流川 河川 公園 
0 50cm| 0.10| 011| 0.11 009| 0.10| 010| 009 
kk 5cm| 0.10| 011| 0.11 009| 009| 0.10| 009 
到 100cm| 006| 007| 005 005| 006| 006| 006 
東 し 50cm| 006| 007| 006 006| 006| 007| 007 
山 5cm| 006| 007| 006 007| 007| 007| 008 
100cm| 008| 0.10| 009 008| 008| 008| 007 
町 唐 梅 館 総合 公園 
ee 50cm| 0.08| 0.09| 0.09 0.08| 0.07| 0.09| 0.07 
212 番 1 
12 間 08250 5cm| 009| 010| 0.10 009| 008| 009| 007 
100cm| 007| 008| 007 007| 006| 007| 006 
干 五 原 支 所 50cm| 006| 008| 007 006| 007| 007| 007 
朗 5cm| 007| 007| 008 007| 007| 007| 007 
i 100cm| 006| 006| 007 006| 006| 006| 006 
ー 町 黄金 山本 YX 了 7 声 50cm| 006| 007| 007 006| 006| 006| 007 
関 9 5cm| 006| 007| 007 007| 006| 006| 006 
市 大 東 支所 100cm| 005| 006| 006 006| 005| 005| 006 
大 | > 0) 50cm| 006| 006| 005 005| 005| 005| 005 
東 5cm| 006| 007| 006 005| 006| 006| 006 
町 | 伊勢 針 公 園 100cm| 008| 0.10| 008 008| 007| 007| 007 











50cm| 0.08| 0.10| 008 
5cm| 0.09| 0.11| 009 
100cm| 005| 006| 006 


008| 008| 008| 0.08 
0.10| 009| 009| 0.09 
005| 006| 005| 005 


(鳥海 宇 清水 12 番 外 ) 








川 MS 50cm| 0.06| 006| 007 005| 006| 005| 0.05 
崎 的 5cm| 0.06| 0.06| 0.07 0.05| 0.06| 0.05| 0.06 
5 100cm| 008| 0.10| 009 009| 009| 009| 008 
町 ] 川 崎 農 山村 広場 

( 薄 衣 宇 町 裏地 内 ) 50cm| 0.09| 0.10| 0.10 0.09| 0.10| 0.10| 0.08 


5cm| 0.10| 0.11| 0.11 
100cm| 007| 008| 007 


0.09| 009| 009| 0.08 
006| 006| 006| 0.05 








= 

室 50cm| 007| 008| 007 0.06| 006| 006| 005 

根 5em| 009| 0.11| 007 006| 006| 006| 005 
100cm| *0.05| *0.06| *005 *0.05| *0.06| *0.05| *0.06 

町 | 室 根 き ら め き パー ク 50cm| *0.05| *006| *006 *0.05| *0.06| *0.05| *006 
( 折 壁 字 向 山 85) 


5cm| *0.05| *0.05| *0.06 
100cm| 0.05| 006| 005 


*0.05| *0.06| *0.05| *0.06 
006| 006| 006| 0.05 








藤 職 沢 支所 a 50cm| 006| 006| 006 006| 006| oo7| 005 
总 5em| 006| 007| 007 006| oo7| oo7| 005 
UN 100cm| 007| 008| 007 0.07| 007| 007| 006 
町 」 ニ コ ニ コ パー ク 50cm| 008| 009| 008 007| 007| 007| 007 
(徳田 字 大 望 沢 37) 6 6 6 6 1 6 0 





5cm| 0.09| 0.10| 007 


100cm| 006| 007| 006 

平 4 旦 

平 本 50cm| 006| 007| 007 
ee 5cm| 0.06| 007| 0.08 


TT BR 
(平泉 字 志 羅 山 61) a i 
5cm| *0.04| *0.05| *0.05 
100cm| 29| 29| 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 29| 29| 29 
5cm| 29| 29| 29 
100cm 0 0 0 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 0 0 0 
5cm 0 0 0 
重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 29| 29| 29 
うち 、0.23 / Sv/h 以 上 の 箇所 数 0 0 0 
0.23 / Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) 00| 00| 00 
注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 


0.06| 006| 007| 0.06 
005| 006| 006| 006 
006| 006| 006| 006 
007| 006| 006| 006 
*0.05| *0.04| *0.04| *0.04| 
*0.04| *0.04| *0.05| *0.04| 



































汚染 状 
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県 内 55 地点 の 測定 結 



























































































































































































































































(2) 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 同一 地点 測定 高 最 人 a 
* 時 所 co 4 雪 
地表 付近 の 放射線 量 率 測定 結果 の 推移 人 AP 
(単位 : gx Sv/h) 除 
测定 场所 测定 坦 H23.6 
地 区 所 测定 高 
市 村 ( 住 所 ) 制定 高 | 4 月 「 5 月 | 6 月 3 月 | 比 
二 100cm| 006| 005| 005 005| 33%| 
二 
奥 州 市 役所 50cm| 006| 006| 005 005| 28% 
水 5cm| 006| 006| 006 005 
沢 100cm| 0.08| 007| 007 31% 
AN 
庚 德 公园 50cm| 0.09| 008| 0.08 32% 
5cm| 0.09| 0.08| 0.09 27% 
本 100cm| 004| 004| 004 29% 
* 人 全 
江刺 総合 支所 50cm| 005| 005| 005 31% 
江 5cm| 005| 004| 004 
| i 100 0.07| 007| 006 9 
中 央 運動 公園 50om 007| 007| 007 54% 
(岩谷 堂 字 松 長根 2) | 
5cm| 008| 007| 008 57% 
5 本 100cm| 005| 005| 005 27% 
胆沢 総合 支所 に 9 
(南都 田 字 加 贰 谷地 270) 50cm| 005| 005| 005 24% 
胆 5cm| 006| 005| 0.05 
奥 | 沢 100cm| 006| 006| 005 29% 
人 | 」 」 
州 柴 阳 花 品 展望 呈 50cm| 006| ooe| oo6 22% 
市 に 5cm| 006| 006| 006 25% 
院生 本 100cm| 005| 005| 005 15% 
3 か と た 
前 沢 総合 支所 50cm| 005| 005| 0.05 16% 
5cm| 005| 005| 005 
前 草地 100cm| *0.09| *0.09| *0.09 *21% 
Ny 本 < 50cm| *0.09| *0.10| *0.09 *19% 
深 PA ク ( 除 染 后) | ”5cm| xoog| oog| oo9 20% 
i グラ ウン ド | 00cm| *006| *0.06| #0.06 
™ ( 際 半 後 ) 50cm| *0.06| *0.06| *006 
= 5cm| *0.06| *0.06| *0.06 
二 100cm| 0.06| 006| 005 18% 
人 全 
去 川 闪 全 支 所 50cm| 006| 006| 0.06 19% 
衣 5cm| 006| 006| 006 
川 SE 100cm| 007| 006| 007 23% 
本 の か お J 公园 50cm| 007| 006| 006 21% 
5cm| 008| 007| 006 24% 
9 100cm| 005| 004| 0.04| 29% 
旧 市 役所 50cm| 005| 005| 0.05 24% 
一 5cm| 006| 006| 005 
関 iA 100cm| *0.04| *0.04| *0.04 *10% 
市 運動 公園 50cm| *0.04| *0.04| *0.04 *12% 
0 5cm| *0.04| *0.04| *0.04 9% 
= 100cm| 0.05| 004| 0.04| 21% 
花 化 来 支 所 50cm| 005| 005| 005 19% 
泉 に 5cm| 005| 006| 005 
町 | 金 流川 河川 公園 | ml oo oos| oo9 
(花泉 字 袋 地内 ) | 6 
5cm| 0.10| 009| 009 
村 100cm| 0.05| 004| 0.05 21% 
東山 支所 
50cm| 006| 005| 006 22% 
東 Gnd ut 5cm| 007| 005| 007 
100 0.08| 007| 007 
町 唐 梅 館 総合 公園 50cm 007| 007| 007 
(長坂 字 西本 町 212 番 1 地 先 ) BOO 
100cm| 007| 007| 006 25% 
キ 秆 屡 支 所 50cm| 0.07| 007| 006 28% 
厩 5cm| 007| 007| 007 
100 006| 005| 005 
町 」 黄 金山 キャ ンプ 場 50cm| 006| ooe| oo5 
(小 梨 字 新 地 地 内 ) 
関 5cm| 006| 006| 005 
三 100 0.06| 005| 005 26% 
市 大 東 支所 50cm| 006| ooe| oo 24% 
大 | (大 原 字 川 内 40) | 
東 5cm| 006| 006| 006 
100 008| 007| 008 
町 | 伊 势 第 公园 50cm 0.08| 008| 008 
(鳥海 字 清水 12 番 外 ) 1 6 と 
5cm| 008| 008| 009 
= 100cm| 005| 005| 005 20% 
川崎 支所 
4 50cm| 006| 005| 006 18% 
EL 5em| 006| 005| 006 
100 007| 007| 007 
町 川崎 農山 村 広 場 50cm| 008| oos| oos 
( 薄 衣 字 町 斉 地 内 ) 0 6 
5cm| 008| 008| 008 
100cm| 006| 006| 005 15% 
室 室 要 去 所 50cm| 006| 005| 006 14% 
根 5cm| 006| 005| 006 
5 100cm| *0.06| *0.05| *0.05 
町 | 室 根 きら めき パー ク 50cm #0.06| *005| *006 
( 折 壁 字 向 山 85) 6 
5cm| *0.06| *0.05| *0.06 
100cm| 005| 006| 005 23% 
藤 菩 沢 支所 165) 50cm| 005| 006| 006 22% 
总 5cm| 005| 005| 005 
| 100cm| 0.06| 007| 007 24% 
町 本 50cm| 006| 007| 007 25% 
で 5cm| 006| 008| 008 39% 
100cm| 006| 006| 005 25% 
平泉 町 役場 0 
平 | (平泉 字 志 基山 45-2) 50cm| 006| 006| 0.06 21% 
泉 5cm| 007| 007| 006 
100cm| *0.04| *0.04| *0.04 *17% 
-i 旧 音 
町 志 弘 山 児 音 館 50cm| *0.04| *0.04| *0.04 *18% 
ss 5cm| *0.05| *0.04| *0.05 27% 
100cm| 29| 29| 29 最大 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 29| 29| 29 58% 
5em| 29| 29| 29 0 
100cm 0 0 0 最小 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 0 0 0 9% 
sem| ol ol o 0 
污染 状 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 29| 29| 29 平均 
うち 、0.23 ヵ Sv/h 以 上 の 箇所 数 0 0 0 25% 
023 4 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 00| 00| 00 0 


































































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 








由 誠 植込み 、 
革 堆 积 、 





R2.4.21 


测定 








R2.10.22 


値 単位 : Sv/h 








R3.10.25 





.06 て 0.22 


0. 


6 て 0.24 


0.04 























則 潮 、 砂 利 








R2.4.21 


R2.10.22 


R3.1.25 





.05~0.06 


0.06 


0.05~0.06 





























デス ファ ル 
| 潮 





R2.4.21 


R2.10.22 





.04~0.07 


0. 


5 で 0.07 




















R2.4.15 


R2.10.8 





.06~0.10 


0 


.05 て 0.09 






































R2.5.1 


R2.10.14 








.04~0.07 





0. 





4~0.06 


0.03~0.08 


























R2.4.22 





0.028~0.04 





























R2.5.7 





0.022 て 0.028 














み 、1 








R2.4.27 





.06~0.12 











アス ファ ルト 、 軒 





R2.4.28 





.06 て 0.10 














アス ファ ルト 、 雨 
樋 下 、 植 込み 





R2.5.13 





0.084 て 0.132 


























十 樋 下 、 集 水 
[、 砂 利 、 土 等 











R2.4.17 





.05~0.09 






































十 樋 





R2.5.13 








.02~0.04 














ス フ ァ ルト 、 砂 
敷き 、 石 橋 等 




















R2.4.22 








直 |0.028~0.052 























寺下 、 ヘ リポ ー 
、 野 球場 等 











防 


災 航 空 セ ンタ ー 























日 











盛岡 短期 大 学校 舎 


























いい 


わ て 県 民 情 報 交流 セ 





ンタ ー (アイ ー ナ ) 






































平 庭 高原 体験 学習 館 


の こだま 館 」 





















































平 庭 高原 目 然 交流 館 





「 し ら か ば の 湯 」 
































人 









































端 科学 技術 研究 セン 





























レセ ンタ ー 


i 工 労働 観光 部 


























学 校 


労働 観光 章 



























































学 校 水 











工 労働 観光 章 




















R2.11.10 て 11 





0.05~0.088 


0.052~0.086 





于 


厩 高 等 技術 専門 校 




















労働 観光 部 





問 溢 面 還 鞭 幅 





R2.5.12 


R2.11.16 





0.052 


0.046 





宮 





古 高 等 技術 専門 校 


- 労 働 観 光 前 : 校門 、 管 











寄宿 舎 等 





R2.5.27~28 





0.05~0.08 














術 専門 

















労働 観光 部 : a 物 周边 中 俱 





R2.6.24 








0.047 











R2.6.16 








0.026~0.032 





北 


上 浄化 セン ター 


< 士 整备 部 























R2.6.16 





0.04~0.05 





水 


沢 浄化 セン ター 














< 十 整备 部 











R2.6.9 


R2.11.12 





0.04~0.058 


0.038~0.052 





いい 





- 関 浄化 セン ター 


わ て リハ ビリ テー ショ 


ン セ ンタ ー 





宇 石 町 








好 士 整备 部 




















R2.6.9 


R2.11.12 











直 |0.04~0.044 


R2.9.1 


0.038~0.042 





0.03~0.05 





県 


立 福祉 の 里 セ ンタ ー 








大 船渡 市 




















R3.2.12 





0.03~0.07 





本 








し あい ラン ド 岩 手 








盛岡 市 





















































R2.9.28 





























































































































0.03 て 0.06 














県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 








内 丸 緑地 


4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 ( 渦 


に = 


和正 





回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 


















測定 





値 単位 : Sv/h 











御所 湖 広 


域 公 園 
































花巻 広域 


公園 






































R2.7.16 





0.027~0.030 


























商工 労働 観光 前 






































R2.7.14 














0.028~0.042 








船越 家族 旅行 村 




















商工 労働 観光 部 
































オー トキ ャ ンプ 














陸前 高田 市 | 商工 労働 観光 剖 





























頂 レ スト ハウ ス 











八幡 平 市 | 商工 労働 観光 部 















































































































































R2.12.8 





0.05 





























R2.12.3 





0.04 て 0.06 









































































































































R2.9.14 


R2.12.11 








0.05~0.06 


0.05 




















R2.9.9 


R2.12.11 





0.09 て 0.20 


0.08~0.18 













































































































































































R2.9.16 


R2.12.1 





0.04~0.05 


0.04~0.05 






































泪 测 泪 基 入 区 波光 泪 尖 水 基 波光 汪汪 泪 洒 泪 区 注 基 尖 区 | 泪 NE by 




















局 














| 





























| 
















































































以 


R2.9.2 


R2.12.3 


R3.3.1 





0.07~0.08 


0.05~0.08 


0.07~0.08 

























































































RNIRNIRRNORRNIRNR 
弓 














| 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 測定 値 単位 : y Sv/h 

















R2.9.17 
0.04 
R2.9.10 
.05~0.08 
R2.9.8 
.06~0.08 
R2.9.10 
0.08 
R2.6.3 R2.9.4 R2.12.8 
.07~0.16 | 0.05~0.0810.08~0.15 
R2.6.2 R2.9.2 R2.12.3 
.06~0.07| 0.06 |0.06~0.07 
R2.9.18 
0.05 
R2.9.16 
3 0.07 
ー 関 市 療 回 E 面 玄関 ・ 司 測定 R2.6.3 R2.9.9 | R2.12.11 
測定 値 1 0.1~0.12 |0.12 て 0.14 10.13 て 0.16 
奥州 市 医療 局 : 国 “ 国 测定 R2.6.10 | R2.9.14 | R2.12.11 
測定 値 10.05 て 0.07 |0.05 て 0.06 | 0.05 て 0.06 
北上 証 療 : 面 玄関 ・ 培 混 R2.9.3 
; .02~0.05 
R2.9.1 
.04 て 0.07 








































































































































































































































































































































































































R2.8.25 
等 串 定 值 | 0.04 一 0.07 

運転 免許 試験 場 i 警 狼 コ 駐車 場 、 敷 } 測定 R2.8.5 
等 測定 値 |0.03 て 0.04 

運転 免許 セン ター | 4 医 祭 ブ : 駐車 場 、 敷 測定 R2.8.5 
; .04~0.07 



















































































R2.8.19 





.04~0.04 
R2.8.27 
.05~0.05 
R2.8.12 
8 : 便 | 0.04 て 0.05 
波 警 罕 3 ミオ - 駐車 場 、 敷 H 測定 R2.8.21 
年 ? .03~0.05 
R2.8.20 
.03~0.04 
R2.8.5 
.04~0.06 
R2.8.20 
.03~0.06 
R2.8.17 
.06~0.07 
R2.8.11 
.05~0.07 
R2.8.6 
.05~0.07 
R2.8.11 
.09 て 0.10 
R2.8.24 
.07 て 0.08 
R2.8.28 
.04~0.04 
R2.5.22 R2.8.5 R2.11.26 | R3.2.25 
.05~0.07|0.05~0.07| 0.05 て 0.08|0.05 て 0.06 
R2.5.14 R2.8.6 R2.11.5 
.05~0.09|0.05~0.08| 0.05~0.10 
R2.5.18 R2.8.14 R2.11.20 
.06~0.07|0.06~0.07| 0.06~0.07|0.06~0.07 
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nf 




































































I 付近 雨 樋 、 自 転 
車 置 き 場 裏 等 




















Pak 


[ul 
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県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 





4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 測定 値 単位 : x Sv/h 

















県 立 一 関 高等 看護 学院 前 校舎 玄関 、 寄 宿 | 測定 R2.9.23 | R2.12.23 
舎 駐輪場 等 測定 8 0.05 て 0.06 | 0.04 て 0.06 

県 立 宮古 高等 看護 学院 | 宮古 市 | 保健 福祉 則 潮 砂利 敷 | 测定 

き 、 草むら 等 

県 立 二戸 高等 看護 学院 建 部 轩 下 、 志 生 、 俱 


潮 

























































































cm、 lm | 児童 公園 、 交 通 
公園 、 野 球場 等 
cm、 1m | 付 、 駐 





















































cm、 1m 





























党 
= 








県 





武道 館 i スポ ー ツ 前 : |50cm、1m | 駐 




















県 営 ス ケー ト 場 岡市 ドー ツ W = | 50cm、 1m 


























県 立 御 所 湖 広 域 公園 i パ = | 50cm、1m | 里 
肝 庫 
県 営 ス キー ジャ ンプ 場 F パー ツ 削 - cm、 1m 















































本 障がい 者 体 i スポ ー ツ 前 : cm、1m 
































県 立 県 南 青 少年 < : cm、 1m 























県 立 陸中 海岸 青少年 の 家 : cm、 1m 
























































cm、 1m 



































cm、 1m | 玄 






































1m 























50cm、 lm | 玄関 、 テ ラス 等 


















































50cm、 1m | 駐車 場 、 植 物 園 
等 
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定 し て いる 施設 ) 




















A 第 4 章 資料 編 


4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5cm、50cm、| 雨 どい 、 前 庭 等 日 R2.5.21 R2.6.22 
m 測定 値 0.04~0.35 10.04~0.35 
5cm、 50cm、| 玄関 前 、 草 むら 、 砂利 敷 | 测定 日 R2.6.1 
m 等 測定 値 0.07~0.08 
50cm | グラ ウン ド 、 女 関 前 等 日 R2.6.16 
直 0.02~0.03 
合 相談 セン ター 5cm、50cm、 | 屋外 運動 場 日 R2.5.25 
m 直 0.02~0.03 
5cm、50cm、 | エズ ヤン プ 場 、 駐 日 R2.5.1 R2.6.1 
m 関 前 等 直 0.01~0.03 10.02~0.03 
5cm、 50cm、 | 野球 場 、 テ ニス コー ト 、 日 R2.5.21 
m 直 0.02~0.04 
数 育 日 R2.5.7 
事 直 0.02~0.06 
族 育 日 R2.5.1 
事 直 0.03~0.05 
月 日 R2.5.1 
事 直 0.03~0.07 
育 日 R2.5.18 
事 直 0.03~0.07 
数 育 日 R2.5.11 
事 直 0.03~0.05 
数 育 日 R2.5.8 
事 直 0.03~0.07 
育 日 R2.5.11 
事 直 0.04~0.06 
狼 育 日 R2.5.12 
事 直 0.05~0.11 
狼 育 日 R2.5.12 
事 直 0.06~0.09 
黒沢 尻 北 高等 学校 狼 有 日 R2.5.22 
事 直 0.03~0.06 
ヒ 上 翔 南 高等 学校 育 日 R2.5.25 
事 直 0.04~0.06 
黒沢 尻 工 業 高等 学校 数 有 日 R2.5.21 
事務 直 0.05~0.07 
禾 育 委 日 R2.5.26 
事務 直 0.02~0.04 
煞 育 委 日 R2.5.18 R2.6.11 
事務 直 0.07~0.11 | 0.07~0.11 
狼 育 委 日 R2.5.8 R2.6.5 
事務 直 0.04~0.07 | 0.05~0.09 
育 委 日 R2.5.14 R2.6.9 
事務 直 0.07~0.1 | 0.07~0.11 
族 育 委 日 R2.5.12 R2.6.9 
事務 直 0.06~0.10| 0.06~0.10 
改 育 委 日 R2.5.7 R2.6.4 
事务 直 0.06 て 0.10 | 0.07~0.09 
育 委 日 R2.5.13 
事務 直 0.02 て 0.02 
育 委 日 R2.5.14 R2.6.9 
事 衝 直 0.04~0.08 10.05 て 0.08 
日 R2.5.18 R2.6.11 
直 0.05~0.06 | 0.05~0.06 
日 R2.5.22 R2.6.19 
事 直 0.05~0.09 | 0.04 て 0.08 
育 日 R2.6.2 
事 直 0.06~0.14 
育 日 R2.6.1 
事 直 0.06~0.12 
育 日 R2.5.25 R2.6.22 
事 直 0.08~0.13 | 0.08 一 0.14 
育 日 R2.5.27 R2.6.24 
事 直 0.05~0.10 |0.05~0.09 
育 日 R2.5.26 R2.6.23 
事 直 0.05~0.08 10.05~0.08 
] 高 田 市 教育 日 R2.6.16 
事 直 0.05~0.06 
大 船渡 市 | 教育 日 R2.6.23 
事 直 


0.05~0.07 























県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 





単位 : x Sv/h 










































































































































































































































































R2.8.25 R2.9.17 R2.10.21 | R2.11.19 | R2.12.25 R3.1.22 R3.2.22 R3.3.23 
0.05 て 0.32 10.04 て 0.34 | 0.04~0.35 | 0.05~0.34| 0.05 て 0.34 | 0.03 て 0.27 | 0.04 て 0.21 | 0.04 て 0.21 
R2.8.5 R2.10.1 R2.12.2 R2.2.6 
0.07 一 0.08 0.07 一 0.08 0.08 0.06 一 0.07 
R2.8.19 R2.10.19 R2.12.15 R3.2.18 
0.01 一 0.03 0.02~0.03 0.02~0.03 0.02~0.03 
R2.9.3 R2.11.5 R3.1.8 R3.3.15 
0.04~0.05 0.04~0.05 0.04 0.04~0.05 
R2.8.1 R2.9.18 R2.10.8 R2.11.11 | R2.12.10 R3.1.4 R3.2.3 R3.3.30 
0.02~0.03 | 0.02~0.03 | 0.02~0.04 10.02 て 0.04 10.03 て 0.05 | 0.03 一 0.05 | 0.03 て 0.05 | 0.03~0.06 
R2.9.16 R2.11.18 R3.1.13 R3.3.17 
0.03~0.09 0.03~0.09 0.03~0.07 0.03~0.06 
R2.9.2 R2.11.4 月 
0.03~0.04 0.02~0.04 
R2.9.1 R2.11.2 月 
0.02~0.03 0.03~0.04 
R2.9.1 R2.11.2 月 
0.03~0.05 0.03~0.06 
R2.12.8 月 
0.04~0.06 
R2.9.7 R2.11.7 月 
0.03~0.06 0.03~0.05 
R2.9.3 R2.11.12 月 
0.03~0.05 0.02~0.05 
R2.9.8 R2.11.17 月 
0.04~0.06 0.04~0.05 
R2.9.9 R2.11.18 月 
0.04~0.08 0.05~0.10 
R2.9.9 R2.11.18 月 
0.04~0.08 0.05~0.10 
R2.12.9 月 
0.03~0.06 
R2.12.10 月 
0.04~0.06 
R2.12.9 月 
0.06~0.07 
R2.12.11 1 月 
0.03~0.06 
R2.8.20 R2.9.15 R2.10.13 | R2.11.18 月 
0.06 一 0.1110.05 一 0.1110.06 一 0.1110.07 一 0.11 
R2.8.6 R2.9.8 R2.10.7 R2.11.11 R2.12.8 月 
0.05~0.08| 0.05~0.07| 0.05~0.07 | 0.04~0.07| 0.04~0.06 
R2.8.18 R2.9.14 R2.10.12 | R2.11.17 | R2.12.11 月 
0.07~0.12| 0.07~0.1010.07~0.10| 0.07~0.09| 0.08 一 0.11 
R2.8.7 R2.9.9 R2.10.8 R2. 2 | R2.12.10 月 
0.06~0.11 | 0.05~0.1010.06~0.11 |0.06~0.11 | 0.06~0.10 
R2.8.6 R2.9.8 R2.10.6 R2.11.9 R2.12.7 月 
0.05~0.10| 0.06~0.09 1 0.06~0.10 | 0.06~0.08 | 0.06~0.09 
R2.9.10 R2.11.13 
0.03~0.04 0.03~0.04 
R2.8.11 R2.9.11 R2.10.9 R2.11.16 | R2.12.11 
0.04~0.08| 0.04~0.07 10.03 て 0.0810.03 て 0.07 | 0.04~0.08 
R2.8.19 R2.9.15 R2.10.3 R2.11.18 | R2.12.17 
0.05~0.07 | 0.05~0.07 | 0.04~0.06 | 0.05~0.06 | 0.04~0.05 
R2.8.24 R2.9.23 R2.10.19 | R2.11.25 
0.05 て 0.0910.05 て 0.0910.05 て 0.09 0.05~~0.09 
R2.8.4 R2.9.2 R2.10.5 R2.11.5 R2.12.4 
0.07~0.12| 0.07~0.18| 0.08~0.21| 0.08~0.16| 0.08 一 0.19 
R2.8.3 R2.9.1 R2.10.1 R2.11.2 R2.12.2 
0.07 一 0.1910.06 一 0.2110.06 一 0.17 | 0.06 一 0.20 1 0.06~0.20 
R2.8.25 R2.9.24 R2.10.20 | R2.11.26 | R2.12.22 
0.07~0.14| 0.07~0.1310.07~0.1310.08~0.13| 0.06~0.12 
R2.8.27 R2.9.29 R2.10.27 | R2.11.30 | R2.12.24 
0.05 て 0.0910.05 て 0.11 10.04~0.09 | 0.05~0.09 0.04~0.08 
R2.8.26 R2.9.28 R2.10.21 | R2.11.27 | R2.12.23 
0.05 て 0.0810.05 て 0.0910.05 て 0.0910.05 て 0.0910.04 て 0.07 
R2.8.19 R2.10.13 R2.12.17 
0.05~0.06 0.04~0.06 0.04~0.06 
R2.8.26 R2.10.20 R2.12.22 
0.05 一 0.08 0.05 一 0.07 0.05~0.08 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































大 船渡 東 高 等 学校 育 测定 R2.4.21 R2.6.11 
事 測定 値 | 0.05 二 0.07 0.06 一 0.08 
育 測定 R2.4.21 R2.6.29 
事 測定 値 0.05 て 0.07 0.05~0.07 
育 測定 R2.4.24 R2.6.23 
事 測定 値 0.06 一 0.11 0.05~0.11 
育 測定 R2.4.14 R2.6.11 
事 測定 値 | 0.03 て 0.07 0.04~0.07 
育 测定 R2.4.21 R2.6.16 
事 測定 値 0.03 一 0.06 0.04~0.06 
育 測定 R2.4.17 R2.6.16 
事 測定 値 0.05 一 0.06 0.05~0.06 
育 测定 R2.5.20 R2.7.20 
事 测定 0.05~0.07 0.05~0.06 
育 测定 
事 测定 
育 测定 R2.4.22 R2.6.1 R2.7.2 
事 測定 値 0.05 て 0.17 0.05~0.13 | 0.04 一 0.14 
育 测定 R2.4.22 R2.6.2 R2.7.2 
事 測定 値 | 0.05 て 0.11 0.05~0.13 | 0.06~0.08 
改 育 测定 R2.5.26 R2.7.21 
事 测定 0.04~0.12 0.05~0.14 
育 測定 R2.6.25 R2.7.16 
事 測定 0.06~0.09 | 0.07~0.09 
育 测定 R2.5.28 R2.7.28 
事 测定 0.03 一 0.06 0.04~0.07 
育 測定 R2.5.20 R2.7.15 
事 測定 0.04~0.07 0.04~0.06 
育 測定 R2.5.29 R2.7.30 
事 測定 0.04~0.05 0.02~0.03 
育 测定 R2.4.21 R2.6.23 
事 測定 値 0.03 一 0.06 0.03~0.06 
育 测定 R2.4.27 R2.6.29 
事 測定 値 0.03 一 0.05 0.04~0.05 
育 測定 R2.4.28 R2.7.2 
事 測定 値 0.04 一 0.05 0.04~0.05 
育 測定 R2.5.25 R2.7.21 
事 測定 0.04~0.06 0.02~0.04 
育 测定 R2.6.8 
事 测定 0.03~0.05 
育 测定 R2.5.11 R2.7.6 
事 测定 0.04~0.05 0.03~0.04 
育 测定 R2.5.15 R2.7.13 
事 测定 0.03~0.06 0.02~0.04 
育 測定 R2.6.10 
事 測定 0.03~0.05 
育 測定 R2.6.17 
事 測定 0.06~0.11 
育 測定 R2.6.9 
事 測定 0.02~0.03 
育 定 R2.5.1 R2.7.1 
事 測定 0.06~0.09 0.04~0.07 
改 青 测定 R2.4.16 R2.6.15 
事 測定 値 0.08 一 0.10 0.07~0.10 
育 定 R2.4.24 R2.6.23 
事 測定 値 0.05 て 0.07 0.04~0.06 
育 测定 R2.4.21 R2.6.17 
事 于 測定 値 0.05 僵 0.09 0.06~0.09 
宮 育 定 R2.4.21 R2.6.18 
商 事 測定 値 0.05 て 0.08 0.05~0.08 
宮 多 至 测定 R2.4.22 R2.6.19 
事 測定 値 0.04 て 0.11 0.04~0.11 
岩 育 定 R2.4.28 R2.6.24 
事 朋 測定 値 0.04 一 0.12 0.03~0.11 
育 测定 
事 测定 
育 测定 
事 测定 
育 测定 
事 # 測定 
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県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 














































































































































































































































































































測定 値 単 位 : x Sv/h 
R2.8.6 
0.06~0.08 
R2.8.27 
0.05~0.06 
R2.8.28 
0.05~0.11 
R2.8.18 
0.04~0.07 
R2.8.24 
0.04~0.05 
R2.8.18 
0.06~0.07 
R2.8.3 R2.9.2 R2.10.1 R2.11.4 R2.12.2 
0.04~0.15 | 0.04~0.16 | 0.05 一 0.13 | 0.05~0.16 | 0.03~0.12 
R2.8.4 R2.9.2 R2.10.2 R2.11.4 R2.12.3 
0.06~0.11 | 0.06~0.11 0.05~0.09| 0.07~0.12 | 0.07~0.09 
R2.9.29 R2.11.25 
0.04~015 0.05~0.15 
R2.9.17 R2.11.20 
0.07~0.09 0.07~0.08 
R2.9.29 R2.11.30 
0.03~0.06 0.04~0.06 
R2.9.17 R2.11.19 
0.05~0.06 0.04~0.06 
R2.10.1 R2.12.1 
0.02~0.04 0.02~0.04 
R2.8.26 R2.10.27 
0.03~0.07 0.04~0.06 
R2.8.31 R2.11.4 
0.03~0.05 0.02~0.04 
R2.9.4 R2.11.5 
0.03~0.04 0.02~0.04 
R2.9.28 R2.11.26 
0.02~0.04 0.03~0.05 
R2.8.5 R2.10.7 R2.12.7 
0.03~0.05 0.03~0.05 0.02~0.04 
R2.9.9 R2.11.12 
0.02~0.03 0.02~0.03 
R2.9.15 R2.11.16 
0.02~0.05 0.03~0.05 
R2.8.11 R2.10.13 R2.12.9 
0.02~0.04 0.02~0.04 0.02~0.04 
R2.8.18 R2.10.16 R2.12.21 
0.05~0.08 0.04~0.09 0.04~0.07 
R2.8.6 R2.10.8 R2.12.8 
0.02~0.02 0.02~0.03 0.01~0.02 
R2.9.3 R2.11.5 
0.03~0.07 0.04~0.06 
R2.8.17 R2.10.6 R2.12.2 
0.06~0.11 0.06~0.10 0.08~0.10 
R2.8.26 R2.10.14 R2.12.10 
0.03~0.06 0.04~0.06 0.03~0.06 
R2.8.19 R2.10.8 R2.12.4 
0.06~0.08 0.05~0.07 0.05~0.06 
R2.8.19 R2.10.8 R2.12.7 
0.04~0.07 0.05~0.07 0.04~0.07 
R2.8.24 R2.10.12 R2.12.8 
0.04~0.11 0.04~0.10 0.04~0.11 
R2.8.31 R2.10.15 R2.12.11 1 月 
0.02~0.12 0.03~0.11 0.04~0.11 
R2.9.7 R2.11.4 1 月 機器 校正 期間 
0.06~0.11 0.06~0.09 機器 修理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 測 定 
R2.9.7 R2.11.5 月 機器 校正 期 陸 
0.07~0.10 0.07~0.09 機器 修理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 測 定 
R2.9.8 R2.11.6 て 3 月 機器 校正 期 陸 
0.06~0.08 0.06~0.10 機器 修理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 測 定 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 

















































































































融雪 台电 王 二 式 吉 可 




















































































































愛 学 校 R2.5.21 R2.7.17 
0.04~0.06 0.04~0.06 
測 聴 覚 支援 学校 R2.4.27 R2.6.29 
0.04~0.07 0.02~0.05 
澤 と な ん 支援 学校 R2.5.7 R2.7.3 
0.02~0.03 0.02~0.04 

















R2.6.3 R2.7.31 
0.03~0.06 10.03~0.05 


青松 支援 学 校 





lm 
圳 


和 











































































































































































































ll ln nn ln 



















































































词 峰 南 高 等 支援 学 校 R2.5.13 R2.7.9 
事 0.03~0.06 0.03~0.05 
慎み た け 支 援 学校 育 R2.4.24 R2.6.26 
事 0.03~0.05 0.04~0.06 
慎み た け 支 援 学校 育 R2.4.24 R2.6.26 
高 等 部 ) 事 0.04~0.05 0.04~0.09 
癌 肥 产地 支援 学 校 育 
中 山 校 事 
ョ 古 恵 風 支 援 学校 育 R2.4.23 R2.6.22 
事 0.07~0.10 0.08~0.11 
慈 拓 陽 支援 学校 育 
盛岡 ひがし 支援 学校 改 青 R2.4.23 R2.6.25 
事 0.03~0.04 0.02~0.04 
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県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 































































































































































































測定 値 単位 : x Sv/h 
R2.9.4 R2.11.2 機器 校正 期間 
0.07~0.11 0.06~0.12 理 の た め 、 9 月 と 11 月 の み 沿 
R2.9.10 R2.11.9 月 機器 校正 期間 
0.04~0.07 0.05~0.07 理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 沿 
R2.9.11 R2.11.10 月 機器 校正 期間 
0.06~0.08 0.05~0.08 理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 渦 
R2.9.15 R2.11.10 月 機器 校正 期間 
0.03~0.07 0.03~0.06 理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 沿 
R2.9.15 R2.11.10 月 機器 校正 期間 
0.05~0.07 0.05~0.06 理 の た め 、 9 月 と 11 月 の み 沿 
R2.9.16 R2.11.12 月 機器 校正 期間 
0.04~0.07 0.04~0.06 昌 の た め 、9 月 と 11 月 の み 沖 
R2.9.17 R2.11.13 月 機器 校正 期間 
0.04~0.04 0.04~0.05 中 の た め 、9 月 と 11 月 の み 沖 
R2.9.17 R2.11.13 月 機器 校正 期間 
0.02~0.05 0.04~0.07 理 の た め 、9 月 と 11 月 の み 渦 
R2.9.23 R2.11.24 1 月 月 機器 校正 期間 
0.05~0.07 0.05~0.07 
R2.9.1 R2.11.2 1 月 
0.03~0.04 0.02~0.04 
R2.9.7 R2.11.9 1 月 
0.03~0.04 0.03~0.04 
R2.10.5 R2.12.4 1 月 
0.03~0.05 0.04~0.06 
R2.9.11 R2.11.13 1 月 月 機器 校正 
0.02~0.05 0.02~0.05 
R2.8.27 R2.10.29 1 月 月 机 器 校正 
0.04~0.07 0.04~0.06 
R2.8.26 R2.10.29 1 月 月 機器 校正 
0.05~0.08 0.05~0.07 
R2.9.23 R2.11.18 1 月 月 机 器 校正 
0.03~0.05 0.04~0.05 
R2.8.25 R2.10.13 R2.12.9 1 月 月 机 器 校正 
0.07~0.11 0.07~0.10 0.08~0.10 
R2.9.9 R2.11.9 1 月 機器 校正 期間 
0.07~0.09 0.08~0.10 機器 修理 の た め 、 9 月 と 11 月 の み 測 定 
R2.8.28 R2.10.30 1 月 機器 校正 期間 
0.02~0.04 0.02~0.03 
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5 出荷 制限 等 状況 一 覧 ( 国 出荷 制限 指示 、 継 続 中 の も の ) 令 和 3 年 3 月 31 日 现在 ) 
上 | 本 








シカ H24. 7.26 | 岩手 県 






































9 全 域 

し 野生 鳥獣 肉 | クマ H24. 9.10 | 岩手 県 全域 

ヤマ ドリ H24. 10. 22 | 岩手 県 全域 

从 H24. 4. 13 | 陸前 高田 市 、 住 田町 ※H27.4.10 に 制限 の 一 部 解除 

| az 4.20 | 大 船渡 市 ※H27.4.10 に 制限 の 一 部 解除 "。 | 
| 。 | 平泉 町 ※H30.3.28 に 制限 の 部 解除 。 。 | 


H24. 4. 25 | 一 関 市 、 大 樋 町 ※H27.4.10 に 制限 の 一 部 解除 
原木 し いた け ( 露 地 栽培 ) | 上 トーーー- ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーー 






































金ケ崎 町 ※H27.7.17 に 制限 の 一 部 解除 












































きのこ 原木 < 0 大计 (露地 栽培 | H24.11. 2 | 一 関 市 、 奥 州 市 
H24.10.18 | 釜 生 市 
大 船渡 市 ※H29.10.26 に 制限 の 一 部 解除 
原木 な めこ (露地 栽培 ) | B24 10.23 | 陸 吉 田 市 SA aq se | 


1. 2 | 一 阅 市 、 奥 州 市 
H24. 10. 11 | 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 





















































きのこ 類 (野生 の も の に に ーー ニー トー | 
限る 。) H24.10.29 | 大 船渡 市 、 金 ケ 崎 町 
H24.11. 7 | 遠野 市 


























Hj i | 
























































































































































H24. 5. 10 | 花卷 市 、 奥 州 市 
H24. 5.14 | 盛岡 市 
H24. 5.15 | 釜石 市 
コシ アブ ラ H24. 5.18 | 住田 町 
H25. 5. 9 | 北上 市 
山菜 類 | ブー 1 
H25. 5.16 | 遠野 市 
H27. 5.12 | 一 関 市 
- H24. 5.16 | 一 関 市 、 奥 州 市 
ゼン マイ トー] ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ゴ 
H24. 5.18 | 住田 町 
H24. 5.16 | 陸前 高田 市 、 奥 州 市 
トー ビ Ea の の て 限 | =ーー ニ ーー ニニ ーー ニー ラー ニニ ーー デニ ーー ニー ニニ ーー ニー ニー ニーー ニ ーー ニー ニー ニーー テ ーー ニニ ーー ニー ニニ ーー ニー ニニ ーー ニー デー デー デイ 
0 も の に 限 6 4 | 平泉 町 
H26. 5. 7 | 每 石 市 
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出荷 制限 等 状況 一 臣 BB 


出荷 制限 等 状況 一 覧 (県 出荷 自粛 要請 、 継 続 中 の も の ) ( 令 和 3 年 3 月 31 日 現在 ) 












































































































































































































































原木 ひら た け ( 露 地 ) H24.10.18 | 奥州 市 
きのこ 原木 ぶな は り た け ( 露 地 ) | H24. 10. 31 | 一 関 市 
原木 むき た け (露地 ) H24. 11.21 | 一 関 市 
彰二 Hg Ma 花巻 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 
県 ルト 品 に A ,Pe RE i 
a Wd 年 産 H24. 5.30 | 北上 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 金 ケ 崎 町 、 町 
fl 乾 Lv\ 天 地 
XXH23 年 H24. 2.14 | 大 船渡 市 、 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 
出 コ ゴ ミ (野生 ) H25. 4.26 | 陸前 高田 市 
タラ ノ メ ( 野 生 ) H24. 5.11 | 一 関 市 
5 山菜 类 
肃 ミズ (野生 ) H24. 5.16 | 一 関 市 
要 
請 サン ショ ツウ (野生 ) H24. 7.13 | 奥州 市 
・ 盛 岡市 (玉山 区 、 旧 策 川 村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 (大 迫 南東 部 )、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 
その 他 牧草 石 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 樋 町 ( 南 
部 ) 、 一 戸町 
・ 牧 草 の 戸別 調査 結果 で 飼料 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 農家 
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6 放射 


四 


“ 烛 岂 灿 兰 辣 网 而; 


一 


江 界 


環境 放射 能 水準 調査 費 
( 細 事 業 : 環 境 放射 能 モ 
ニタ リン グ 強 化 費 を 含 
む 。) 

工業 
児童 生徒 放射 線 対策 支 
援 事業 費 


放射 線 対策 費 (H23: 放 
射 能 対 策 費 ) 


放射 性 物質 汚染 廃棄 物 
処理 円 滑 化 事業 費 





影響 対策 関係 事業 一 覧 ( 令 和 2 年 度 、 令 和 3 年 度 ) 


四 : こめ 、 本 県 独自 に 放射 線量 等 の 測定 調 
環境 生活 部 35,289 15.131| 守 施し 県 民 等 へ 情報 提供 する こと に より 、 安心 ・ 安 
県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 


教育 委员 会 
事务 局 1418| 村 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 


環境 生活 部 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する た め 、 除 染 等 に 
329 1971| 枝 する 費用 に つい て 補助 する と と も に 、 県民 に 対し 
” 』 て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知 識 を 普 
及 啓 発する も の 
環境 生活 部 
(国庫 補助 事業 対象 外 に 限る ) に 、 そ の 経費 に 対し 


放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 の 処理 を 推 
303 
て 一 部 を 支援 する も の 


進 す る た め 、 重 点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 
食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 食 品 の 放射 性 物 
4.303 5,422 より 多く の 情報 を 県 民 に 発信 する 
の 


2.677| が 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 施設 を 設置 する 場合 


食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現在 、 出 荷 制限 指 
1.464| 示 が 出さ れ て いる 野生 鳥獣 肉 に つい て 放射 性 物質 
検査 を 実施 する も の 


いわ て 食 の 販路 拡大 事 | 商工 労働 観 16 149 14 249| 県 内 食 産業 事業 者 の 販路 拡大 を 図る た め 、 県 内 外 
業 費 光 部 “| で の 食 の 商談 会 や フェ ア を 開催 する も の 


AH 


農業 経営 安定 緊急 支援 
資金 利子 補給 


商工 労働 観 
光 部 


本 県 の 食品 を 輸出 する た め 、 輸 出先 の 国 ・ 地 域 か ら 
2.198 の 求め に 応じ て 、 放 射線 の 影響 が 強い 地域 以外 で 
生産 され た 旨 の 証明 書 を 発行 する も の 
原発 事故 の 影響 で 被害 を 受け た 農業 者 の 経営 の 早 
農林 水産 部 1018 


51g| 期 安定 化 を 図る た め 、 必 要 な 資金 が 円 滑 に 供給 さ 
れる よう 、 融資 機関 が 行う 農業 経営 安定 緊急 支援 
資金 に 係る 利子 補給 を 実施 する も の 


因 会 因 让 砍 证 安全 ・ 安 心 な 県 産 牛 肉 の 供給 体制 を 確立 する た め 、 
RE 確立 | 农林 水 产 部 20.489 18.428| 県 内 に 出荷 され る 県 産廃 用 重 全 頭 の 放 身 性 物質 検 
eX 査 を 実施 


いわ て 食 の 聖地 プロ モー 


ショ ン 展 開 事 業 (産地 情 


報 発信 事業 ) ( 旧 : い わ て 


農林 水産 物 消費 者 理解 
増進 対策 事業 費 ) 


島 獣 被害 防止 総合 対策 


農産 物 放 射 性 物質 検査 
事業 費 


放射 性 物質 被害 畜産 総 
合 対策 事業 費 


特 用 林産 物 放射 性 物質 


調査 事業 費 ( 特 用 林産 物 


放射 性 物質 調査 事業 ) 
特 用 林産 物 放射 性 物質 


調査 事業 費 ( き の こ 原 木 


等 処理 事業 ) 





放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農 
1.582| 林 水産 物 の 販路 拡大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 係る 
消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 


農林 水産 部 


上 
県 産 農産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 被害 の 払拭 の た 
農林 水産 部 429| め 、 農 産物 の 放射 性 物質 調査 を 実施 


県 産 畜 産物 の 安全 性 の 確保 と 風評 被害 の 払拭 の た 
農林 水産 部 80,360 130,718| め 、 牧 草 等 の 放射 性 物質 調査 や 汚染 牧草 の 一 時 保 
管 等 去 支援 
i 県 産 特 用 林産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 被害 の 払拭 
農林 水産 部 40.770| 62.613| の た め 、 特 用 林産 物 の 放射 性 物質 調査 を 実施 
原木 し いた け 産 地 の 再 生 を 図る た め 、 使 用 自粛 と 
農林 水産 部 64,686 43.836] な っ た し いた け 原 木 及 び ほ だ 木 の 処理 や 、 落 葉 層 除 
去 等 ほ だ 場 の 生産 環境 整備 を 支援 
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5 056| 食肉 加工 を 目的 と する ニホン ジ カ 肉 の 安全 性 を 確保 
' する た め 、 放射性 物質 検査 を 実施 


放射 線 影響 対策 関係 事業 一 覧 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 原木 し い 
aha 16.680| 145.770| た け 生産 者 の 経営 を 支援 する た め 、 集 出荷 団体 が 
de 行う 経営 支援 資金 の 貸付 け に 必要 な 原資 を 貸付 け 


特 用 林産 施設 等 体制 整 8 
し いた け 生 産 者 の 経営 基盤 の 強化 を 図る た め 、 し い 
備 事業 費 補助 ( 特 用 林産 89.174 83.498| と は 原木 等 の 生産 資材 の 導入 を 支援 


四 


y 
2 


施設 等 体制 整備 事業 ) 


放射 性 物質 に より 安全 な きのこ 原木 や 新 炭 用 材 の 
8 31g| 生 産 に 影響 を 受け て いる 広葉 樹林 の 再生 を 推進 す 
” | る た め 、 伐 採 や 放射 性 物質 の 濃度 測定 調査 等 の 再 
生 に 向け た 実証 的 な 取組 を 支援 


尊 爾 考 膨 短 圭 斗 感 叶 


46 県 産 水産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 被害 の 払拭 の た 
9| め 、 水 産物 の 放射 性 物質 調査 を 実施 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 
【 理 】25.346| 【 再 】1.418| 村 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 


到 原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 住 民 に 最 
放射 線 健康 相 保健 福祉 部 288 も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相 
談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 する も の 


2 | 事业 费 补助 辣 
> | 児童 生徒 放射 線 対策 支 | 教育 委员 会 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 
| 援 事業 費 【 再 掲 】 材 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 图 
空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制限 等 の 情報 を 
放射 線 影響 対策 費 災 1.953 2,432| 広 く 発信 する と と も に 、 東 京 電力 に よる 損害 賠償 の 
実現 に 向け た 取組 を 推進 する も の 
放射 線 対策 費 (H23: 放 el he 
才 绿 为 H23 : 站 要 用 に つい て に 、 県 民 に 対し 
射 能 対策 費 )【 再 掲 】 ， | 环境 生活 部 | 【 再 】329| 【 再 】1971 て 放 舟 に 対す る 理 を 其 め る た め 計 和 識 を 
尼 の 


弄 司 


に 


いわ て 食 の 販路 拡大 事 | 商工 労働 観 | 【再 ]16 149| 【 再 】14.249| 県 内 食 産業 事業 者 の 販路 拡大 を 図る た め 、 県 内 外 
業 費 【 再 掲 】 光 部 ' "で の 食 の 商談 会 や フェ ア を 開催 する も の 
_ 県 内 全域 へ の 一 層 の 誘客 拡大 を 図る た め 、 い わ て 
7 之 从 一 > 23 860 17 329 観光 キャ ン ペ ー ン 推進 協議 会 が 行う 宣伝 ・ 誘 客 事業 
光 " 及び 観光 地 づ くり の 推進 に 要する 経費 の 一 部 を 負 
担 す る も の 
いわ て イン バウ ンド 新 時 | 商工 労働 観 | 。 305 058 71 39 引 外 国人 観 光 客 の 更 な る 誘客 拡大 を 図る た め 、 戦 略 
代 戦 略 事業 費 光 部 や" 的 ・ 効 果 的 な プロ モー ショ ン 等 を 実施 する も の 
_- 三陸 地域 に お ける 周遊 ・ 滞 在 弄 観 光 の 定着 を 図る 
三陸 周遊 滞在 型 観光 推 | 商工 労働 観 7 999 3 996 た め 、 公 益 財団 法人 岩手 県 観光 協会 が 行う 震 災 学 
進 事業 費 負 担 金 | “” | 習 を 中 心 と し た 教育 旅行 な どの 復興 ツー リズ ム の 推 


進 に 要する 経費 の 一 部 を 負担 する も の 


いわ て 食 の 聖地 プロ モー 

ショ ン 展 開 事業 (産地 情 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農 
報 発信 事業 ) ( 旧 : い わ て | 農林 水産 部 | 【再 】14,258| 【 再 】1.582| 林 水産 物 の 販路 拡大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 係る 
农林 水 产物 消费 者 理解 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 

増進 対策 事業 費 ) 


放射 線 影 響 対策 費 【 再 eT nih A 

り 衣 K 京 ク 普 交 4 << く AD 党 请 > ~ 未 Mi の 影 の 進 に 必 よ 

掲 復興 防災 部 | 【 再 】1.953| 【 再 】2.432 休 割 を 整備 する と と も に 、 引 き 続き 「 岩 手 県 放射線 
影響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行う も の 


※ 令 和 2 年 度 は 最終 予算 額 、 令 和 3 年 度 は 当初 予算 額 


避 豆 喝 泥 喘 , 末 襲 薄 翌 , 浦 逢 咽 
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A 第 4 章 資料 編 問合せ 先 一 覧 



















































































7 問合せ 先 一 覧 
分 野 担 当 課 電話 番号 
原発 放射 線 対策 の 基本 方 針 復興 防災 部 復興 危機 管理 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6912 
损害 赔偿 并 全 復興 防災 部 復興 危機 管理 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6912 
環境 放射 能 モ ニタ リン グ 環境 生活 部 環境 保全 課 019-629-5356 
公立 学校 、 給 食 関連 教育 委員 会 事務 局 保健 体育 課 019-629-6189 
学校 ・ 教 育 施設 | 私 立 学校 、 幼 稚 園 ふる さと 振興 部 学事 振興 課 019-629-5041 
保育 所 保健 福祉 部 子ども 子育て 支援 室 019-629-5456 
穀類 、 野 菜 、 果 実 農林 水産 部 農産 園芸 課 019-629-5708 
牛乳 、 家 畜 、 飼 料 作物 農林 水産 部 畜産 課 019-629-5723 
牛肉 農林 水産 部 流通 課 019-629-5736 
农林 水 产物 きのこ 、 山 葉 農林 水産 部 林業 振興 課 019-629-5775 
水産 物 農林 水産 部 水産 振興 課 019-629-5817 
し か の 肉 農林 水産 部 農業 振興 課 019-629-5641 
営農 技術 対策 農林 水産 部 農業 普及 技術 課 019-629-5656 
流通 食品 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5323 
野生 鳥獣 肉 環境 生活 部 自然 保護 課 019-629-5371 
水道 、 飲 料 水 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5360 
工業 製品 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5551 
道路 施設 県 土 整 備 部 道路 環境 課 019-629-5875 
農 楽 物 下記 以外 の 廃棄 物 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 019-629-5366 
下水 汚泥 県 土 整 備 部 下水 環境 課 019-629-5896 
工業 用 水道 企業 局 業務 課 019-629-6387 
子ども の 内 部 被ばく 保健 福祉 部 医療 政策 室 019-629-5472 
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